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要旨

本研究では，活動・交通行動の変動・変化の観点から交通計画の実現過程に付随する不確実性

について議論を加える.特に，需要予測や施策評価が，活動・交通行動に関する情報の抽出/集

約プロセスを辿ってなされる点を踏まえ，変動の観点から見た施策検討プロセス上に発生し得る

不確実性，変化の観点から見た時間軸上に発生し得る不確実性を明らかにすることを目的とする.

従来から，現時点のデータを用いて将来時点の状態を予測・評価することを主たる目的とする

交通計画の実現過程には，不可避的に不確実性が伴うことは指摘されてきた.また，その対応と

して，幅を持たせた予測値の提示が有用であることが指摘されてきた.しかしながら，交通計画

の実現過程においてどのような不確実性がどの程度内在しているのかに関する理解は極めて限ら

れたものであり，結果として，不確実性はないものと仮定して計画を進めざるを得ない状況にあ

る.本研究は，情報の抽出/集約プロセスにおいて捉えきれなかった変動・変化が不確実性を生

む主要な要因の 1つであると捉え，その存在を定量的に示すことを通じて，今後の交通計画の実

現過程の改善のための基礎的情報の提供を試みるものである.

本論文は8章で構成される.

第 l章では，本研究の背景及び動機付けを明確にするとともに，本研究の目的について述べた.

併せて，変動・変化の定義付けを行った.

第 2章では，まず，変動・変化を捉えるためのデータ取得に関する既往研究及び変動・変化の

把握を試みた既往研究を整理するとともに，現在残されている研究課題を明らかにした.また，

既往研究を踏まえて，本研究の位置付けを明確にした.

第 3章では，本研究で構築する変動・変化を捉えるためのモデルの基本的な定式化と，モデル

の同定方法について述べた.具体的には，まず，非観測要因の影響も含めた活動・交通行動の変

動特性解析を狙いとして，線形モデル，離散モデル，離散・連続モデルをマルチレベ/レ分析へ拡張

した.この際，活動・交通行動の変動を生じさせる変動要因として，個人間変動，世帯間変動，

経日変動，空間変動，個人内変動の 5つを設定した.これによって，例えば，ある一日において

観測された交通行動を代表的な行動と仮定することにより生じる変動情報の損失，交通行動の個

人間の同質性を仮定するゾーン単位の分析により生じる変動情報の損失等を，様々な行動側面を

対象として定量的に把握することができるようになった.加えて，個人変動と空間変動の交互作

用から生じる共変動は，個人に固有の空間変動の影響を表すことを指摘し，交互作用を表す新た

なランダム変数の導入によって共変動の影響を定量的に把握できることを示した.また，マルチ

レベルモデルにおける縮約推定量の統計的性質及び現象理解としての有用性を指摘し，本研究で

の応用場面について述べた.その後，以上に見た，ある断面における変動を詳細に把握するため

のマルチレベルモデルの手法を，時間軸上の変化を捉えるために拡張する方法を提案した.また，

離散的性質を有する場合の行動変化については，その性質上， Entry point及びExitpointとその周

辺を含めた期間を連続的に観測して変化を追う必要があることから，ベイズ更新の概念に基づく

モニタリング手法を提案した.最後に，以上述べたモデルを同定するための手法として，近年盛

んに利用されつつあるマルコフ連鎖モンテカルロ法による推定方法について整理した.
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つづく第4章及び5章では変動に関する実証分析を行った.

第4章では， 1999年にドイツのカールスルーエ・ハレにおいて調査された6週間の交通日誌デ

ータを用いて，複数の行動側面における活動・交通行動の変動特性を明らかにした.具体的には，

出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つの行動側面を対象とし，各交通現象に内在

する全変動を，個人間変動，世帯間変動，空間変動，経日変動，個人間変動に分解した.その後，

各種変動要因の観測可能性の検証，共変動(複数の変動要因の交互作用により生じる変動)の影

響の検証を行った.以上の分析を通じて，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つ

の行動側面において，個々人のある断面(1日)において観測された行動を代表的な行動結果と見な

せ，かつ，これらの結果を集計した場合に観測される日単位の集計量が代表性を有すると見なせ

る行動側面は，交通手段選択のみであることが示唆された.また，自由裁量型の活動において特

に個人内変動が高いこと，個人内変動の観測可能性が特に低いこと等が示された.

第5章では， 2001年の社会生活基本調査から得られたデータを用いて，実証的に活動種類のセ

グメントを行い，提案分類とアプリオリな分類が捉えることのできる変動割合の差異を明らかに

した.活動開始時刻を対象とした実証分析では，提案した手法を用いた場合に観測される変動割

合とアプリオリなセグメントを用いた場合に観測される変動割合は， 3倍以上異なることが示さ

れた.その後，活動や交通行動の様式が他の集団とは大きく異なると考えられる，高い活動抵抗

を有するサプ集団を抽出するという観点から，活動抵抗に基づく新たな母集団のセグメント手法

を提案し， 1)過疎地域における買物活動に対する活動抵抗の高い集団(使用データ:2002年の島

根県赤来町のアクティピティダイアリーデータ)， 2)途上国における学校参加に対する活動抵抗

の高い集団(使用データ:2004年のダッカのパーソントリップデータ)の抽出を試みた.結果，

過疎地域における買物活動参加に対する活動抵抗の高いサプ集団は， r自動車の利用可能性Jや「高
齢者かどうかJだけでは十分に判別できないこと，学校活動参加に対する活動抵抗の高いサブ集

団は， r世帯収入」だけでは十分に判別できないことが示唆された.加えて，セグメントごとに変
動構造を特定し，比較する有用性を実証した.具体的には， [自宅内介護者・自宅外介護者・非介

護者]X[平日・休町の計6つのセグメントを設定し，その変動構造の差異を明らかにした.その

結果，平日に比べて休日の方が非観測変動は大きいこと，自宅内介護者は ICTツールの保有によ

る影響を受けやすいこと等が明らかとなった.

以上の4章及び5章の結果を要するに，行動に内在する変動の情報を抽出/集約する施策検討

プロセスにおいては， 1日の行動データやゾーン単位の集計モデル，アプリオリなセグメントを

採用することによって 無視できない量の変動情報を失っていることが定量的に示された.

第6章及び7章において変化に関する実証分析を行った.

第6章では，4時点の繰り返し断面データ(1986，1991，2001，2006年の社会生活基本調査データ)

を用いて，過去20年間の(連続的性質を有する)時間利用に関する意思決定の構造的変化を明ら

かにした.特に，第 3章で構築した変動特性解析手法を援用して変化をみることにより，非観測

個人間変動及び非観測空間変動の変化についても考察を加えた.その結果，非観測変動の占める

割合が高くなる方向に変動構造は変化していることが明らかとなった.このことは，使用する説

明変数を所与とした場合，たとえモデル構造内のパラメータ及び観測値を最新のデータに更新し

たとしても，予測精度は経年的に低下することを意味している.この原因の Iっとして，行動の
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多様化が起因している可能性が高い.この点を踏まえると，ある時点において特定したモデ、ルを

将来時点に拡張する際には，“行動とそれを規定する要素の因果関係は安定しておらず，時間軸上

に変化し得る"点を考慮するだけでなく，“行動の多様化により，行動とそれを規定する要素の因

果関係は経年的に複雑化している可能性が高い"点を踏まえる必要があることが示唆された.

第7章では， Entry point (Exit point)を持つ変化要因の介入の例として， 2008年4月の暫定税率

の失効 (25.1円/リットル)及び2008年 5月の復活， 2008年 8月までのガソリン価格の高騰及

びその後の急落を挙げ，離散的性質を有する変化に関する実証分析を行った.具体的には，高速

道路の路線別月間交通量データを用いて ベイズ更新に基づく価格弾力性の逐次モニタリングを

行い，変化の(非)対称性及ひ'反応の遅れ(Iag)/先行(Iead)について考察を加えた.結果，暫定税

率の失効/復活については，その交通行動への影響は大きいものの，一時的な影響を及ぼすに過

ぎないことが明らかとなった.ただし，暫定税率の失効前後に遅れ(lag)/先行(lead)と，思われる変

化が観測されており，“行動変化は変化要因の介入により瞬時に起こるわけではなく，その前後の

期間にまで影響を及ぼす"ことが示唆された.また，都市部の路線においては， 2008年8月まで

のガソリン価格の高勝による一時的な価格上昇によって，たとえその後ガソリン価格がもとの水

準に戻ったとしても，高速道路交通量は完全にはもとには戻らない可能性があることが示唆され

た.このことから，“行動変化は非可逆的性質を有する"ことが示唆された.

以上の 6章及び7章の結果を要するに，断面データを用いて将来時点の予測・評価を行う際に

必要となる仮説，“行動変化は瞬時に起こるぺ“行動変化は対称的かっ可逆的性質を有する“行

動とそれを規定する要素の因果関係は安定しており，時間軸上に変化しない"は，少なくとも上

の実証分析で扱ったケースにおいては棄却された.

第 8章では，本研究で得られた研究成果及び今後の研究課題を整理するとともに，結果から示

唆される従来の交通計画策定プロセスにおける問題点について考察し，今後の交通行動調査及び

政策分析の方向性を展望した.
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Abstract 

The information of changes in and variations of activity-travel behavior are indeed fundamental sources 

to tackle the question about how we measure and formulate the behavior in the transportation planning 

process: how much of the detailed observation and formulation are required， how often and how long we 

should observe behavior， and what aspects and scales of behavior we can and cannot formulate， are the 

crucial questions which should be revisited， considering the current environment surrounding transportation 

planning. The debate is likely to be reignited回 increasingthe importance of goal-based planning process 

(e.g.， for achieving emission reduction targets)， in which the first priority should be the goal， and to achieve 

this， a number of different types of measures and policies would be introduced from microscopic/short-term 

policies (e.g.， psychological measures) to macroscopic/long-term policies (e.g.， land use policies). Another 

important facet of exploring the changes/variations is that it would become cruciaUy realized that 

individuals' activity-travel pattems associated wi出changesof transport systems， urban environments， and 

socioeconomic circumstances are highly non-stationary and uncertain. Quantitative understanding of such 

behavioral properties is basic and crucial to improve planning process， particularly to support policy 

decision-making under unce此ain肌 including白emonitoring of current behavioral states in anticipation of 

behavioral changes which could be occurred at different levels from microscopic level (e.g.，“life・shock

event" such出 changesofjobs， life cycle stage and home location) to macroscopic level (e.g.， development 

of information technology， aging population， and the diminishing number of children). 

Considering the above mentioned things， it can be said that出eprecision， meaning， and value of the 

results of demand predictions and policy analyses strongly depend on how we extract and consolidate the 

information of behavioral variations/changes. In line with this standpoint， this study attempts to explore the 

changes in and variations of activity-travel behavior， through developing a series of methods and 

conducting a series of empirical analyses to figure out the properties ofvariations and changes. 

This paper consists of 8 chapters. 

In Chapter 1， the research background組 dpurpose of this study were described. The definitions of 

“variat 
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of these multilevel models， five major variation components were introduced， including inter-individual， 

inter-household， temporal， spatial， and intra-individual variations. This allows us to quantitatively assess， 

for example， how much information of behavioral variations would be lost along wi自由espatial 

aggregation of the behavioral data， and along wi出 assumingthat individual behavior changes little from 

day to day. Additionally， it was also pointed out出atco-variations caused by interaction e耳目tsbetween 

inter-individual and spatial variations indicate individual-specific spatial e百ectswhich probably ref1ect出e

di任erentperceptions for same spaces among individuals， and such co-variation effects are easily cap加red

by a simple extension of multilevel modeling approach. After that， we also extended these multilevel 

models to capωre the long-term changes of variation properties， by structuralizing variance par・ameters.

Furthermore， to capωre the behavioral changes occurred associated wi白discontinuous/discretechanges of 

their environment (i.e.， the changes which have clear阻むy(exit) point， such as temporal policy 

interventions， and changes泊白esystem of taxation)， a method for sequential monitoring of behavioral 

changes based on a Bayesian updating approach was proposed. Finally，出oneof the promising methods to 

estimate the above mentioned models， a Markov Chain Monte Carlo method was brief1y described. 

In Chapter 4 and 5， several empirical analyses were done， regarding behavioral variations. 

Chapter 4 explored variation properties of several behavioral aspects， using a continuous six-week 

travel survey data collected in the cities ofKarlsruhe and Halle in Germany in 1999. In particular， focusing 

on four different behavioral出pects(i.e.， departure time， activity generation， travel mode choice， and time 

use)， the total variation in each behavioral出pectwas decomposed into five variation components， i.e.， 

inter-individual， inter-household， temporal， spatial， and intra-individual variations. After that， we verified 

how much of the variations can be capωred by a set of explanatory variables， as well出 empirically

confirming the existence of co-variation effects. The empirical results uncovered that， compared to other 

behavioral田pects，travel mode choice behavior could relatively be assumed to be出at1) an individual 

behavior observed on a typical day 
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participation. For this purpose， we further developed a time allocation model with endogenous threshold of 

activity participation， which was derived by assuming that白eutility function has both increasing and 

decreasing marginal utilities. A first empirical analysis w，出 carriedout， focusing on detecting the 

sub-groups who are di百icultto participate in school activities in Dhaka city of Bangladesh. And， in a 

second empirical analysis， the threshold of shopping activity participation was treated in the context of 

Japanese depopulated rural regions. The results indicated白紙“commonbeHefs" for these thresholds (e.g.， 

an individual who has a high threshold for school participation would belong to low-income families， and 

individuals who are difficult to participate in shopping activities would not have their own cars) seem to be 

not enough to田e回 aclassification criterion from the viewpoint of detecting high threshold sub-groups. 

Finally， to confirm the differences of variation properties among different population groups， the 

comparison analysis was conducted， focusing on Japanese time use behavior of three different population 

groups: in-home caregivers， out-of-home caregivers， and non-caregivers. The analysis w鎚 alsocarried out 

with respect to the behavior on weekdays and weekends. 

In Chapter 6 and 7， several empirical analyses were done， regarding behavioral changes. 

Chapter 6 focused on the long-term changes of cross-sectional variations in Japanese time use behavior. 

In particular， behavioral changes occurred during past 20 years were analyzed， using multilevel MDCEV 

model developed in Chapter 3. In empirical analysis， a repeated cross-sectional data from the “Survey on 

Time Use and Leisure Activities" at 4 points泊 time(1986， 1991， 1996 and 2001) was adopted. The most 

important finding from the empirical analysis was也atthe time use behavior has certainly changed toward 

increasing unobserved variations effects， given血eexplanatory variables used in this analysis， i.e.， 

unobserved inter-individual variations become dominant as time p出ses.This加がiesthat random or 

stochastic nature in behavior becomes more dominant as time passes， and this would make it di田cultto 

predict the states of activity-travel patterns in long-term future. 

In Chapter 7，自己 behavioralchanges occurred associated wi出 discontinuous/discretechanges of their 

environment were discussed. In this ch 
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第1章序論

1.1 研究の動機づけ

交通計画の実現過程においては，科学的な分析手法に基づく交通需要予測や施策評価が，定量

的な予測値・評価値の提示や計画案の客観性を確保する上で，重要な役割を果たしている.昨今

の厳しい交通需要予測に対する批判の中においてもなお，需要予測や施策検討のプロセスを体系

化し，客観性を確保しようとする行為の重要性は失われないものと考えられる.なぜなら，体系

化された分析手法は，需要予測や施策評価を直接行う役割だけでなく，少なくとも形式上，望ま

れない恋意性を排除する機能を併せ持っと期待されるからである.また，理想的な交通計画のあ

り方に対して持つ個々人の異質な理念を統一する点においても，客観的な予測手法の持つ役割は

極めて大きい.

一方，現時点のデータを用いて将来時点の状態を予測・評価することを主たる目的とする交通

計画の実現過程には，不可避的に不確実性が伴うことが広く知られている.昨今の交通需要予測

に対するマスメディアや市民からの批判(例えば本州四国連絡道路における交通量の過大予測)

の原因は，まさにこの不確実性への態度，すなわち，あたかも完全であるかのように見える計画

案の公表や説明にあることが，既に多くの研究者から指摘されているところである(土木学会，

2003) .これらの点を踏まえると，交通計画の実現過程に内在する不確実性の存在を理解し，許容

し，施策検討プロセスに組み込み，一般に公開していく必要性は極めて高い.事実，モデルの限

界や将来予測における不確実性によって生じる誤差に対しては.r，隔を持たせた予測値Jを提示す
る必要性が指摘されており(たとえば，兵藤， 2002). こういった対応によって計画案の社会的受

容を高める可能性があることが指摘されている(屋井ら， 2006).問題は，計画策定プロセスにお

いてどのような不確実性がどの程度内在しているのかに関する理解が極めて限られている点であ

り，結果として，不確実性は無いものと仮定して計画を進めざるを得ない状況にあると考えられ

る.

さて，需要予測モデルは，対象とする交通現象の変動・変化を，観測した変数によって説明し

ようとする行為がその基盤となる.すなわち，対象とする交通現象をデータに落とし，ある特定

の行動仮説に基づきモデルを作成した上で，これら設定した枠組みを用いて捉えられた，対象と

する交通現象と他の観測変数との安定した(と仮定される)関係式をもとに予測・評価が行われ

る一方で，捉え切れなかった変動・変化の情報が，上述の不確実性が生じる原因の 1つである

ことは明らかであろう.これに関して北村 (2003)は，

‘「安定Jした「状態Jを対象に平均的な関係を抽出しようとしてきたこれまでのアプロ

ーチには限界があるのではないか(中略).変化を観測し，変動と変化を明示的に対象と

した解析が必要とされているのではないか，そして仮に「安定Jした関係が抽出されたと

しても，実際の現象がそのような関係式のまわりにどれほどぱらついているかを解析する

ことなくして，現象の理解は不可能ではないか (p2)"
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と指摘している.この関係式のまわりのばらつきこそ，我々の理解し得る，また知識として蓄積

し得る(すなわち一過性でなし、)不確実性であろうし，現象理解の先にある計画策定プロセスの

改善に必要な情報であると考える.

1. 1. 1 交通計画に付随する不確実性

交通計画の実現過程において発生する不確実性については，以下のFriendand Jessop (1976)に

よる 3種類の不確実性の分類が有用であり，これまでにも Hall(1982)や新谷ら(1987)によって

Friend and Jessopの定義をもとに交通計画に付随する不確実性の整理が試みられている

1) UE (Uncertainty about the related planning Environment):作業環境に関する不確実性

2) UR (Uncertainty about Related decisions):関連分野の意思決定に関する不確実性

3) UV (Uncertainty about Value judgments):価値観に関する不確実性

UEは，直接関連する意思決定システムの外側にあるすべての事柄についての不確実性，すなわ

ち，主に情報の欠落に由来する不確実性であり，新たな調査の実施，モデルの改良・開発，モニ

タリング制度の導入などによって緩和し得る不確実性である.

URは，対象とする計画主体の領域外で行われる意思決定により生じる当該計画への(予期せぬ)

影響のことであり，この緩和のためには，複数機関(同一組織内含む)の間での議論や交渉によ

る調整などが不可欠である.たとえば加藤ら (2005，2006)は，交通計画に関連する主体聞の相互

関係の記述を通して URの構造化を試みている.他にも，政党の掲げる政策綱領によって高速道

路の料金体系が大きく変更され，結果として過去に行った交通需要推計値から実測値が大きく外

れるといった状況がURに該当する.

UVは，当該計画に直接又は間接に関係をもっ人々の価値判断に関わる不確実性であり，その

中心は計画目標が社会的な価値観と整合しているかどうかであるが，異なる価値観を持つ組織・

個人間でのコンフリクトをどのように解消するのか，また，時間軸上に変化する人々の価値観に

どのように対応するのかにも関連する.

以上の 3種類の不確実性は，実際，お互いに強く関連し合っている.先に述べた需要予測不信

を例にこれらの関連性についてみてみると，まず，需要予測不信の直接の原因は，需要予測の誤

りにあることは間違いなく，この点においてUEに強く関連していることは明らかである.では，

予測誤差を低減し得る，より発展的な調査手法やモデリング手法によって需要予測の誤りは防げ

たのであろうか.この点については，残念ながら，手法の善し悪し以前に，計画主体内部におけ

る価値観の差異の問題 (UV)が存在するように思われる.Hatzopoulou and Miller (2009)は，カナ

ダにある 20の交通計画に関連する行政機関に行ったインタビュー調査の結果から，計画の意思決

定におけるモデルの有用性は概して信じられていないことを指摘している.具体的には，“モデル

1 Knight(1921)は，事象の発生する確率分布が既知である「リスク」と，事象の発生する確率分布そのものが分か
らない「不確実性j とを区別しているが.ここでは両者を区別せずに合わせて不確実性と呼んでいる.
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は役に立つが，モデルが無くとも政策の意思決定は行える"“モデ、ルは役に立つが，意思決定に

おける補助的道具である“モデノレの結果から意思決定を行うのではない，意，思決定がモデルに

先立つであるべき"等が，意思決定におけるモデルへの依存度からみた，行政機関の平均的な見

解である (p333).またHatzopoulouand Millerは，発展的なモデルの利用によってより良い予測結

果が得られることが立証されているという観点から，モデ〉レ開発者と実際の計画主体との聞に存

在する価値観のずれの解消のためには， (発展的なモデ、ルの利用を促進するための)財源，スタッ

フの配属，専門的知識，モデルの標準化，組織構成の見直しが必要だとしている.以上の

Hatzopoulou and Millerの指摘は，日本においても概ね当てはまると考えられる.また，計画主体

以外の意思決定 (UR)の需要予測への影響に関する代表的な例として， 2009年3月から始まった

休日の高速道路料金の引き下げ(一律 1000円:都市部除く)や， 2008年に起こったガソリン価格

の高騰・急落が挙げられる.事実，高速道路料金の引き下げによって本州四国連絡高速道路の休

日交通量は前年比約2倍と大幅に増加している(本州四国連絡高速道路株式会社， 2009). このよ

うな影響は，需要予測が対象とする守備範囲を大きく超えているように思われる.

以上のことを踏まえたとき，不確実性への完全な対応はほとんど不可能に近いと言わざるを得

ず，“計画主体は計画環境と関連する意思決定の不確実性に悩みながら意思決定をしつづけなけれ

ばならない"という Hall(1982)の指摘は今後も大きくは変わらないものと思われる.一方，どの

ように“不確実性に悩みながら"意思決定を下せばよいのかについては，不確実性に対する基礎

認識が更に問われるべきと考える.この基礎認識のための情報提供こそが本研究の狙いとすると

ころである.この目的のもと，本研究では，以下にみるように，情報の抽出/集約プロセスの観

点から不確実性を整理することにより，施策検討プロセス上に発生し得る不確実性及び時間軸上

に発生し得る不確実性に区分し，変動・変化の観点からみた不確実性の基礎的理解を試みる.

1. 1. 2 需要予測・施策評価における情報の抽出/集約プロセス

一般的に需要予測や施策評価は，対象とする交通現象に内在する変動・変化の情報を，ある一

連の施策検討プロセスに沿って抽出/集約し，いくつかの仮定のもと将来時点の予測・評価に利

用することにより行われる.例えば，実際の交通現象をデータに落とし，そのデータを用いてモ

デ‘ルを構築し，時間価値や価格弾力性等の指標を算出するといったプロセスを経ることにより，

実現象が持つ膨大な情報は，直感的に理解でき，かっ，計画の判断に利用できる情報に変換され

る.そして，多くの場合，一度求めた交通行動を規定するパラメータは時間の経過に伴って変化

しないという仮定のもと，将来時点の予測値・評価値が決定される.

以上のような情報の抽出/集約プロセスの観点から不確実性の存在を再考すると，不確実性は，

施策検討プロセス上において起こり得る不確実性，及び，時間の経過に伴って起こり得る不確実

性に大別できると考えられる(図1.1).たとえば，一日の行動調査を行うか複数日の行動調査を

行うか，伝統的な四段階推定法を踏襲するか発展的なネットワーク統合モデルを採用するか等の

選択の影響が，施策検討プロセス上において起こり得る不確実性にあたり，先述の UEに主に関

連する.時間の経過に伴って起こり得る不確実性については，たとえば，長期的には人々の生活

様式や価値観の変化等に伴う行動変化 (UVに関連)が，短期的には先述したガソリン価格の高
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不
確
実
性

図1.1 予測・評価における不確実性の概念図

騰・急落等に伴う行動変化 (URに関連)が挙げられる.以上の 2軸によって不確実性を区分する

ことにより，複雑な不確実性の様相は極めてシンプノレなものに変換される(これは，この変換に

より主に制度面の次元が落ちていることに由来していると考えられる.例えば，上述した，計画

主体内部におけるモデ、ルに対する価値観の違いにより生じる不確実性か，そもそもモデ‘ル化がで、

きないことに由来する不確実性かとしづ差異はここでは反映されなし、)• 

従来においては，以上の情報の抽出/集約プロセスを経ることによって，予測・評価行為に直

接利用できる情報を抽出することに主眼が置かれてきた.言い換えると，新たな調査手法やモデ

ノレ手法の開発においても，従来手法と比較して「どのよ うな評価軸が新たに加わるのかJや「現

況再現性がどの程度改善されるかJに主に興味の対象があり，その対照を成す，用いる手法の限

界に焦点を当てた研究の蓄積は非常に限られている.そのため，全体像としての交通行動に内在

する不確実性の理解は極めて漠然としており，たとえば， rゾーン単位の集計によって失われる変

動の情報量はどの程度かJ，r算出した各種評価指標は経時的にどの程度安定しているのかJ等の

疑問に対して定量的な回答は十分になされてこなかった.このことが，結果として，不確実性は

無いものと仮定して計画を進めざるを得ない状況を生み出しているものと考えられる.

1. 1.3 情報の抽出/集約プロセスと変動・変化

上に見た，施策検討プロセス上において起こり得る不確実性，及び，時間の経過に伴って起こ

り得る不確実性は，前者は，ある断面における変動の情報をどれだけ効率よく集約できるかとい

う問題として，後者は，行動を規定する因果構造が時間軸上にどの程度安定しているか(変化し

ないか)という問題として捉えることができる.この観点から見ると，上述したように，不確実

性は無いものと仮定して計画を進めざるを得ない状況にある一方で， 近年，情報の抽出/集約プ

ロセスに内在する問題点に関していくつかの重要な指摘がなされてきている.

l点目として， Pぉ (1987)による施策検討プロセス上における情報の抽出/集約プロセスにおけ

る問題点の指摘が挙げられる.Pasは，交通現象に内在する非観測要因の影響も含めた全変動を，

個人間変動と個人内変動に分解 し，パーソントリ ップ調査に代表されるような l日の交通行動調

査によって得られる断面データに基づくモデル同定の脆弱さを指摘している.ここで，非観測要

因の影響を考慮することは，情報の抽出/集約プロセスにおいて捉え切れず，従来においては捨
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てられてきた変動の情報をーたとえ予測 ・評価行為に直接利用できないとしても 拾うことを意

味する.具体的には， Pas (1987)はトリップ発生頻度の全変動のうちの約 50%が個人内変動であ

ることを示している.また， Pendyala (1999)は移動時間や移動距離，出発・到着時刻においても

同様の傾向が観測されることを指摘している.より詳細なレピ、ューは第 2章において行うが，こ

れらの既往研究から得られる施策検討プロセス上における情報の抽出/集約プロセスへの示唆は

主に以下の2点である.

1) 交通現象を観測する際日の交通行動データを抽出した時点で， (対象とする交通現象に依

存するが)実際の交通現象が持つ変動の約 50%は自動的に除去される(図 1.2(a)) . 

2) 仮に複数日の行動データを取得したとしても，個人内変動を捉えることのできるモテツレ構造

を採用(開発)しなければ，結局のところ，個人内変動の影響は予測 ・評価に反映されない

(図1.2(b)) . 

(a) 

.... 
(低)

不
確
実
性

(高)

(b) 

ル

(低)

不
確
実
性

(高)

図 1.2 施策検討プロセス上の不確実性の概念図

( (a)交通現象 → データ (b)データ→モデル)

Iil策検討プロセスの進行

巨富→巨圭E

以上の 2点を踏まえると，施策検討プロセス上における情報の抽出/集約プロセスについては，

各段階を個別に議論するよりは，各段階をまたぐ包括的な議論が必要であると考えられる.

2点目は，時間の経過に伴って生じる変化に関する研究である.頻繁に利用されている断面デ

ータは，交通行動の“変化"を捉える情報を何ら有していない.そのため， 断面データを用いて

構築されるモデルを用いて将来時点の予測・評価を行う場合，以下の 3つの仮説が成立している

必要がある (Kitam町九 1990).

仮説l 行動変化は瞬時に起こる.

仮説2 行動変化は対称的かっ可逆的性質を有する.

仮説3 行動とそれを規定する要素の因果関係は安定しており，時間軸上に変化しない.

仮に上の 3つの仮説が正しい場合，図1.1に示した時間軸上に発生する不確実性は，ある時点、

で構築したモデ、ルをそのまま適用することで対応できることを意味する.一方，これら 3つの仮

説が成り立たない可能性が高いことが，既に数多くの研究者によって指摘されている (2章にて

詳述).具体的には，仮説 lについては，変化の存在が既知の場合には変化に先だ、って行動変化を
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起こす(Jead)こともあれば，その反対に，変化を起こすための金銭的，心理的なコストや行動の

惰性等による変化に対する抵抗によって反応の遅れを起こす(Jag)ことが指摘されている.例え

ば，ガソリン価格の高騰によって，瞬時に燃費の良い自動車への買い替えや公共交通への手段転

換が行われるわけではない.仮説 2については，習慣的行動や行動の惰性，累積効果が存在する

場合においてより顕著に成り立たなくなる.例えば，高騰したガソリン価格が再び急落したとし

ても，買い換えた自動車を以前利用していた自動車に買い戻すわけではない.これらのことを踏

まえると，例えばガソ リン価格の高騰，高速道路料金の引き下げ等，関連分野の意思決定が一時

的なものに過ぎないとしても，それが将来に渡って影響を及ぼすような構造的な変化を生じさせ

る可能性がある.仮説 3については，先の 2つの仮説が成り立たない場合，既に成立しないこと

は明らかであるが，好みや価値観の変化によって生じる因果構造の変化の観点が仮説 3によって

新たに加わる.先の2つの仮説は，ある Entrypoint (Exit point)を持つ施策の実施や環境の変化に

対する行動変化に対する仮説であり，離散的な性質を有していたのに対して，仮説 3は連続的に

生じ続けているであろう変化に対する仮説といえる.例えば，土地利用の変化や技術革新等によ

り，行動を規定する因果構造は連続的に変化していると考えられる.以上の連続的及び離散的性

質を有する際の時間軸上の不確実性の概念図を図 1.3に示す.

(a) (b) 

(低) (i丘、T 仮鋭2成立

不 不確
確

実性 仮説3:価値観の変化に伴う因果術進の変化 実性

(高) (高)

時間紬 Entry point Exit point 時間軸

図1.3 時間軸上の不確実性の概念図

( (a) 連続的な性質を有する場合 (b)離散的な性質を有する場合)

以上を踏まえると，時間軸上の行動変化については，少なくとも Kitamura(1990)が指摘した3

つの仮説の成立可能性を検証し，仮に成立しない場合，どの程度の不確実性が発生し得るのかを

把握しておくことが重要であると考えられる.

以上にみたように，行動の変動 ・変化の情報はどのように“不確実性に悩みながら"意思決

定を下せばよいのかJに関する基礎的情報を有すると考えられる.また，社会的不信の解消や幅

を持たせた予測値の提示の重要性を踏まえると，採用するフレームによって「何ができるのかJ

だけでなく.r何ができないのか」を把握し，現状に丁寧に向き合うことが求められる.言い換え

ると，どういった種類の変動情報を捉えるモデ、/レを利用し，どのような仮定のもとで、将来時点の

予測に利用しているのか，また，その際に採用したモデ、ル及び将来時点の予測への拡張にどの程

度の限界があるのかを明らかにしておく必要がある.
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1. 1. 4 変動・変化と交通計画に関する今目的課題

活動・交通行動の変動及び変化を詳細に理解する重要性は，上述の不確実性の議論のみに留ま

るものではないと考える.人口減少下での需要予測・施策評価手法の開発，老朽化が予想される

各種インフラの維持・管理費用増大を考慮した公的資金の配分方法，温室効果ガス削減に向けた

各種政策の立案等，交通計画を取り巻く社会情勢は歴史的な転換期にある.

例えば，少子高齢化に伴う人口減少下の時代においては，需要が増加から減少に転じる変曲点

を含む状況下での需要予測・施策評価が必須となるが，このような社会情勢の構造的な変化を取

り扱う手法は十分に確立されているとは言い難い(兵藤， 2002). この原因の一端は，これまでの

予測手法において変動と変化を混同して扱う点にあると考えている.すなわち，ある断面におけ

る「変動」の情報を用いて記述される関係式をもとに，人口増加を前提としたトレンド型の予測

によって「変イ匂について推論するとしづ従来型の手法は，本質的に社会情勢の構造的な変化を

取り扱うものではない.さらに，人口減少下において要請される政策が，インフラ整備に代表さ

れる交通容量の確保から，生活の質的側面の向上へと移行することを踏まえるなら， r変動」と「変

化」を混同する巨視的なトレンド型の予測ではなく，人口減少下における各地域の社会構造の変

化そのものを観測することが求められる.例えば，人口減少が一足早く生じた中山間地域におけ

る交通問題の議論は，人口減少そのものよりも，減少によって生じた疎なソーシヤノレネットワー

クの中で，どのように移動手段を確保し，生活の質を維持していくかの議論が極めて重要となる.

このような構造的な変化そのものの把握が，現在の社会情勢の下では少なからず重要になると考

えられる.

加えて，旧来の巨視的な分析では，現在の施策立案に要求される分析スケールに一致しない場

合が多々あるものと考えられる.例えば，自転車の利用促進による低炭素型都市の実現において

は，自転車道の整備状況を含めた極めてミクロな空間スケールでの個々人の移動実態の把握が必

要であるとともに，年齢・自転車の保有状況などの個人属性の影響，更には土地利用の再編によ

る物理的な意味での移動可能性の創出等，異なるスケーノレを持つ各種要因を同時に扱う必要性が

高い.また，これらの異なるスケールの施策を組み合わせた総合的な施策の効果を評価する必要

性が高まるものと考えられる.このような状況下においては，実際に生じている交通現象の(異

なるスケーノレを持つ各種要因から構成されるであろう)変動構造を包括的に捉えておくことが極

めて重要となる.さらに，政策分析に要請される評価の期聞が長期であればあるほど，ある断面

において観測された変動構造が時間軸上に変化する状態を把握しておくことが重要になるものと

考えられる.例えば，個人内変動の存在が示唆する文脈要因の交通行動への影響を考えたとき，

ICTツールの発展をはじめとする各種技術の発達の影響は極めて大きいものと予想される.この

ような時間軸上に生じる変化を正確に評価するためには，やはり，ある断面における「変動Jの

情報を「変化j と読み替える従来手法では大きな困難が伴うと考えられる.さらに，経済状況の

急変や石油価格の急激な高騰・急落等，社会情勢の変化は極めて短期間で起こり得るものである

ことを踏まえるなら，交通行動を規定する各種影響要因が安定しているという仮定は常に崩れる

恐れがあることを念頭に置き，変化に備えたモニタリングを実行することが肝要であると考える.
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1.2 研究の目的

以上の問題認識に基づき，本研究では，活動・交通行動に内在する様々な変動・変化の存在を

明示的に示すための枠組みを構築し，いくつかの実証分析を通して，どのような種類の変動・変

化がどの程度実際の行動に内在しているのかに関する知見を蓄積することを目的とする.具体的

には，大別して以下の3点について検討することを目的とする.

1.変動・変化を捉えるための分析フレームの構築

2.変動の観点から見た施策検討プロセス上に発生し得る不確実性の把握

3.変化の観点から見た時間軸上に発生し得る不確実性の把握

以上の目的を達成するために，まず，連続，離散，離散.連続各々の行動側面における変動を捉

えるための分析手法，連続的及び離散的な性質を有する変化を捉えるための分析手法を提案する.

また，活動・交通行動に内在する変動は，採用するセグメント(活動種類のセグメントや母集団

のセグメント)にも依存することから，セグメント問題を取り扱うための分析手法についても検

討する.その後，データの利用可能性を考慮しながら，それぞれの場面において重要であろうと

恩われる現象を対象とした実証分析を行い，提案手法の有効性を明らかにするとともに，結果か

ら得られる従来の交通計画策定プロセスに対する示唆を整理し議論を加える.

1.3 変動・変化の定義

本研究では時間軸上のある断面において観測される行動のばらつき・ゆらぎ」を変動 r時

間の経過に伴い，行動とそれを規定する要素の因果構造が異なる状態になることJを変化と定義

する.この定義は， 2008年に改訂された「交通工学(飯田&北村，2008)Jに定義されている変動・

変化の定義2と本質的に同一である.変動は，例えば出勤時刻の平均値は一定であるが，日々の出

勤時刻がその平均値の近くで揺らいでいる現象を指す.変化は，例えば職業の変更などによって

出勤時刻の平均値そのものが異なる状態になることを指す.

本研究では，変動の定義にある「時間軸上のある断面Jを1年程度と仮定し，Entry point (Exit point) 

を持つ変化要因の介入がない限り，短期的には行動の変化は生じないものと仮定する.すなわち，

行動とそれを規定する要素の因果構造が安定していると見なし得る期間のことを「時間軸のある

断面Jとする.ただし， Entry point但xitpoint)を持つ変化要因の存在が明らかな場合については，

変化は生じ得ると考える.本研究では，このような Entrypoint但xitpoint)を持つ変化を“離散的性

質を有する変化ぺ明確な Entrypoint (Exit point)を持たない変化を“連続的性質を有する変化"と

呼称し，両者を区別する.

2変動:交通行動のある側面に着目するとき，それが時間の経過に伴いある状態から他の状態へ遷移すること.

変化:交通行動の状態を規定する確率構造が，時間の経過に伴い変化すること.
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1.4 論文の構成

本論文は， 8章で構成される(図1.4). 

第 2章では，まず，変動・変化を捉えるためのデータ取得に関する既往研究及び変動・変化を

捉えるための方法論に関する既往研究を整理するとともに，現在残されている研究課題を明らか

にし，本研究の位置づけを明確にする.

第3章では，本研究で構築する変動・変化を捉えるためのモデ、ルの基本的な定式化と，モデル

の同定方法について述べる.具体的には，まず，非観測要因の影響も含めた活動・交通行動の変

動特性解析を狙いとして，線形モデル，離散モデノレ，離散・連続モデルをマルチレベル分析へ拡張

する.また，合わせて他のモデル構造のマルチレベル分析への拡張についても検討を加える.こ

の拡張によって，交通現象に内在する様々な変動要因の分解，および，各種変動の観測可能性の

検証が可能となる.次に，マルチレベノレモデ‘ルにおける縮約推定量の統計的性質及ひ・現象理解と

しての有用性を指摘し，本研究での応用場面を述べる.その後，上に述べた変動特性解析の，連

続的性質を有する行動変化の把握への応用について述べる.また，離散的性質を有する場合の行

動変化については，その性質上， Entry point及びExitpointとその周辺を含めた期間を連続的に観

測して変化を追う必要があることから，ベイズ更新の概念に基づくモニタリング手法を提案する.

最後に，以上述べたモデ〉レを同定するための手法として，近年盛んに利用されつつあるマルコフ

連鎖モンテカルロ法による推定方法について述べる.

続く第4章から第7章までは，実証分析となっている.第4章及び5章において変動に関する

実証分析を，第6章及び7章において変化に関する実証分析を行う.

第4章では， 1999年にドイツのカーノレスルーエ・ハレにおいて調査された6週間の交通日誌デ

ータを用いて，複数の行動側面における活動・交通行動の変動特性を明らかにする.具体的には，

出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つの行動側面を対象とし，各交通現象に内在

する全変動を，個人間変動，世帯間変動，空間変動，経日変動，個人間変動に分解する.その後，

各種変動要因の観測可能性の検証，共変動(複数の変動要因の交互作用により生じる変動)の影

響の検証を行う.以上の分析を通じて，データ取得段階及びモデル作成段階における既存の交通

施策検討プロセスの問題点について議論を加える.

第 5章では， 2001年の社会生活基本調査から得られたデータ(活動種類が自由記述式で回答)

を用いて，実証的に活動種類のセグメントを行い，提案分類とアプリオリな分類が捉えることの

できる変動割合の差異を明らかにする.次に，活動や交通行動の様式が他の集団とは大きく異な

ると考えられる，高い活動抵抗を有する集団 (Specia1population groups)を抽出するという観点か

ら，活動抵抗に基づく新たな母集団のセグメント手法を提案し， 1)過疎地域における買物活動に

対する活動抵抗の高い集団(使用データ:2002年の島根県赤来町のアクティピティダイアリーデ

ータ)， 2)途上国における学校参加に対する活動抵抗の高い集団(使用データ:2004年のダッカ

のパーソントリップデータ)の抽出を試みる.加えて，少子高齢化に伴う介護者の急増を背景と

して，自宅内/自宅外介護者，介護する必要のない者の 3つの母集団セグメントのもと，変動特

性の比較分析を行い(使用データ:2006年の社会生活基本調査データ)，セグメントを通じた変動

理解の政策的意義について議論する.
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第6章では，4時点の繰り返し断面データ(1986，1991，2001，2006年の社会生活基本調査データ)

を用いて，過去20年間の(連続的性質を有する)時間利用に関する意思決定の構造的変化を明ら

かにする.特に，第3章で構築した変動特性解析手法を援用して変化をみることにより，非観測

個人間変動及び非観測空間変動の変化についても考察を加える点が特徴である.これによって，

時間利用の観点からみた地域間格差の推移や，導入した説明変数群で説明されない確率的な変動

の時間軸上の増減を明らかにすることができる.

第7章では， Entry point (Exit point)を持つ変化要因の介入の例として， 2008年4月の暫定税率

の失効 (25.1円/リットノレ)及び2008年5月の復活， 2008年 8月までのガソリン価格の高騰及

びその後の急落を挙げ，離散的性質を有する変化に関する実証分析を行う.具体的には，高速道

路の路線別月間交通量データを用いて，ベイズ更新に基づく価格弾力性の逐次モニタリングを行

い，変化の(非)対称性及び反応の遅れ(Iag)/先行(Iead)について考察を加える.

第 8章では，本研究で得られた研究成果及び今後の研究課題を整理するとともに，結果から示

唆される従来の交通計画策定プロセスにおける問題点について考察する.
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第2章 変動・変化に関する研究の動向

本章では，変動・変化に関する既往研究を概観し，本研究の位置付けを明らかにする.具体的

には， 2.1 において変動・変化を捉える際に必要となるデータについて整理する.2.2では変動に

関する既往研究について， 2.3では変化に関する既往研究について整理する.最後に2.4において

概観した既往研究を踏まえて本研究の位置付けを示す.なお，方法論的な観点からの既往研究の

整理は3章において適宜行うこととし，ここでは方法論に関するレビューは最小限に留める.

2. 1 変動・変化を捉えるためのデータ

これまで，活動・交通行動の状態を把握するためのデータとして，パーソントリップデータに

代表されるような横断(断面)データ (cross-sectional(single period) data)が頻繁に用いられてきた.

しかしながら，第 1章において述べたように，ある時点における交通行動を切り抜いた断面デー

タは，交通行動の“変化"に関する情報を何ら有していないことは明らかである.また，“変動"

を捉える観点からも，断面データからは，個人内変動と個人間変動を峻別することができない点

が問題となる (Hansonand Hu広 1986).例えば，仮に断面データから“10%の人々がパスを利用

する"という結果が得られたとしても， a) 10%の人々が繰り返しパスを利用するのか， b)全員が

10%の確率でパスを利用するのかについては識別できない (Hansonand Huff， 1988a).両者の政策

への示唆の差異は極めて大きく，例えば公共交通利用の機会平等の観点からは，前者と後者で正

反対の示唆を得ることとなる.

以上のような問題点から，複数日及び複数期間の交通行動を対象とする調査が数多く行われて

きている.また，調査精度の改善や， Activity-b出edアプローチに基づく分析をより精織に行うた

めの調査項目の再検討等，交通行動分析の基盤となるデータの取得方法に関して数多くの議論が

重ねられている.本節では，変動・変化を捉えるためのデータに関する既往の事例や研究を整理

する.

2. 1. 1 調査対象と調査期聞から見たデータの種類

ここでは，調査対象と調査期聞から，データの種類を， 1)連続時間一離散時間パネノレデータ

(multi-day and multi-period pane1 data)， 2)連続時間ノミネノレデータ (continuo出 paneldata)， 3)離散時

間パネルデータ(discretepanel data)， 4)繰り返し横断データ(repeatedcross-sectional da匂)， 5)マク

ロ時系列データ(macrotime series data)に分類し(図2.0それぞれのデータの特徴を整理する.こ

こでパネルデータとは，調査対象者を固定した上で行われる複数日/複数期間の行動調査から得

られるデータのことであり，時間軸上に連続して行う(複数日)調査を連続時間パネル調査，い

くつかの時点を抽出して行う(複数期間)調査を離散時間パネル調査と呼ぶ.
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図2.1 変動・変化を捉えるためのデータの種類

2. 1. 1. 1 連続時間ー離散時間パネルデータ

交通行動の変動 ・変化の両方を同時に捉えることのできるデータとして，連続時間一離散時間

パネルデータ (multi-dayand multi-period panel data)がある.しかしながら，連続時間一離散時間

パネルデ、ータの重要性は広く認識されてはいるものの，予算制約等の理由から実際に実施された

例は非常に限られている (Pendyalaand Pas， 2000).オランダにおいて行われた DutchNational 

Mobility Panelは，数少ない連続時間一離散時間パネル調査の lっとして広く知られており，この

データを用いた変動 ・変化に関する分析がこれまでに数多く行われている(分析事例は 2.2及び

2.3にて記述).この調査では，各調査において 1週間の交通行動 (multi-day)が被験者に尋ねら

れており， 1984年から 1989年の間に合計 10回の調査 (multi-period)が行われている (vanWissen 

and Meurs， 1989). ここで，交通行動が常に変化の過程にある点 (Goodwin，1998)及び交通行動は

日々大き く変動する点 (Pas，1987)を考慮すると，現時点においては，連続時間一離散時間パネ

ルデータは，唯一，交通行動の変動の影響を考慮、した上で変化に関する分析が可能なデータであ

ると思われる.このような変動と変化の峻別の問題は， 北村ら (200りによる，

“離散時間パネルデータは行動過程の離散時点での状態についての情報を提供するものの，

状態の遷移そのものについての情報は保有していない (p16)" 

とし、う指摘に端的に表れている.反対に，連続時間パネルデータは，状態の細やかな遷移に関す

る情報は有しているものの交通行動を規定する構造そのものの変化を捉えることが困難な点が問
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題となる.

他の連続時間一離散時間パネル調査として，Puget Sound Travel Panelが挙げられる(Goulias，et al. 

2003) .この調査では， 2日間の交通行動調査を 1989年から 2002年の間の 10時点において調査

しており，一回の調査日数はDutchNational Mobility Panelに比べて短いものの， 10年強にわたる

比較的長期的な交通行動の変化が観測できる点が特徴である.この調査の目的は， 1)世帯構成，

居住地，就業状況の変化のモニタリング， 2)交通環境の変化に対する反応及び交通行動の変化の

モニタリング， 3)交通手段選択や交通行動における人々の態度や価値観の変化の影響の特定，に

あるとしている (Murakamiand Ulberg， 1997).そのためか，連続時間パネノレ調査よりは，離散時

間パネル調査に重点を置いた調査設計になっている.

最後に，近年行われた連続時間一離散時間パネル調査として， Toronto Travel Activity Panel Survey 

とQuebecTravel Activity Panel Surveyを挙げる (Roordaet al.， 2005) .両調査とも， Toronto大学の

Miller教授の研究グ〉レープによって行われたものであり，調査形態は類似している.調査期間は，

3時点の行動調査であるが， Wave1においては連続した 1週間の行動結果を訪ね， Wave2&3では

2日間の行動結果を訪ねるという形式をとっている.Toronto & Quebec Travel Activity Panel Survey 

の， Dutch National Mobility Panel及びPugetSound Travel Panelとの大きな違いは，交通行動調査で

はなく，生活行動調査という点である.この調査の目的は， 1)世帯の文脈における人々の活動ス

ケジュー/レ及びその調整における“プロセス"の理解，2)(特に世帯構成の変化があるような状況

下において)活動や移動のスケジューリングプロセスが時間軸上にどのように変化するのか(ま

たは安定しているのか)， 3)異なる 2都市の意思決定プロセスの比較， 4)活動・移動(再)スケジ

ューリングモデ、/レのための実証データの提供，にあるとしている (Roordaet al.， 2005).特に 1及

び 2の目的については，従来の特定の一日を対象とした生活行動調査からは把握できないことか

ら，連続時間一離散時間パネルデータは，従来のトリップ単位の分析であってもアクティピティ

分析であっても変動・変化を捉えるためには必要なデータであるといえる.もう lつのToronto&

Quebec Travel Activity Panel Surveyの特徴として，様々な調査形態を実験的に取り入れている点が

挙げられる.Toronto Travel Activity Panel SurveyのWave1では， Computerized Household Activity 

Schedule Elicitor (CHASE: Doherty and Miller， 2000)と呼ばれるコンビュータベースの調査形態が採

用されている.一方で， Quebec Travel Activity Panel SurveyのWave1では， Observed and Perceived 

Flexibility of Activities in Space and Time (OPFAST: Ramadier et al.， 2005)と呼ばれる紙ベースの調査

形態が採用されている.OPFASTの調査内容はCHASEと類似しているが， OPEFASTでは，各活

動に対する時空間上のフレキシピリティについてより詳しく尋ねている (2.1ユ1参照).他にも，
一部の被験者に対して GPSを携帯してもらい，自動的に活動イ子動パターンを抽出できるかどうか

の検証を行うなど，次世代の調査の在り方について模索することも併せて行われている.

2. 1. 1. 2連続時間パネルデータ

連続時間パネル調査は，上述の連続時間一離散時間パネルデータよりは比較的多くの事例が存

在するが， (曜日変動を捉えることのできる)1週間を超える長期連続時間パネル調査の事例は限

られている.

'hu 

唱
E
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中でも広く知られている連続時間パネル調査は， 1971年にスウェーデンのウプサラを対象に行

われたUppsalaHousehold Travel Survey (Hanson and Huff， 1988)， 1999年にドイツのカーノレスノレー

エ・ハレを対象に行われた Mobidrive (Axhausen et al.， 2002)， 2003年にスイスのトウールガウを

対象に行われた SwissLongitudinal Travel Survey (Axhausen et al.， 2007) である.Uppsala Household 

Travel Surveyは5週間の連続時間ノ《ネノレ調査， Mobidrive及びSwissLongitudinal Travel Surveyは6

週間の連続時間パネル調査であり，これらは他に類を見ない長期観測交通行動データである.こ

のような長期観測データによって，例えば，各週の活動・交通行動の差異の検討(Habibet al.， 2008) 

や活動発生のリズムの検証 (Bhatet al.， 2005)が可能となる.なお，これらのデータを用いて行わ

れてきた既往研究については2.2において整理する.

連続時間パネル調査については，日本においてもいくつか事例が存在する.特に，アクティピ

ティ・ダイアリー調査の有用性を検証する研究が日本においても盛んになりつつある中において，

連続時間パネル調査が行われ始めた(例えば，杉恵， 1988;原田・太田， 1988;杉恵ら， 1988). 1988 

年には，初期の連続時間ノ号ネル調査として， 1週間の行動を捉えた宇都宮生活行動調査が行われ

ている(杉恵ら， 1989).その後， 2003年には松山市を対象としたプロープパーソン調査では連続

した 5週間の交通行動が観測されるなど(出水・羽藤， 2004)，日本においても連続時間パネルデ

ータの蓄積が進んでいる.特に，プロープパーソン調査は精綾な空間データが入手できることか

ら，新たな側面から交通行動の理解を推し進めることができると期待されている(羽藤，2003;Hato 

and Kitamura， 2008) . 

表 2.1に，これまでに行われてきた連続時間一離散時間パネル調査及び連続時間パネノレ調査の

一例を整理しておく.なお，表中にある GermanMobi1ity Panel調査は， German Federal Ministry of 

Transportからの資金提供で成り立っている， (現時点において)調査期間に制限がない恐らく唯一

の連続時間一離散時間パネル調査であり， 5年から 10年に一回行われる通常のクロスセクション

調査の欠点を補完する形で利用されている (Zumkeller，2009). 

2.1. 1. 3 離散時間パネルデータ

離散時間パネル調査は，連続時間パネル調査や連続時間一離散時間パネル調査に比べて膨大な

事例が存在する(張， 1996; Raimond and Hensher， 1997). その特徴は，クロスセクションデータに

比べて，個人や世帯の交通行動の時間的な変化に関する情報を有している点にあるが，上述した

ように，“離散時間パネルデータは行動過程の離散時点、での状態についての情報を提供するものの，

状態の選移そのものについての情報は保有していない (北村ら，2001)"という問題から，状態の

遷移が頻繁に起こると考えられる個々人の活動・交通行動の変化を把握するためには，例えば“個

人内変動は存在しない"といった強い仮定を置いて分析を行う必要がある.一方で，例えば通勤・

通学時における交通手段選択など，“比較的安定した行動パターン"と考えられる交通現象に対し

ては，離散時間パネル調査の有用性は高いと考えられる(ただし，行動の経目的な安定性につい

ては，連続時間パネルデータを用いないと検証できない).他にも，自動車の保有/処分といった

状態の遷移が頻繁に起こらない現象については，離散時間ノ《ネル調査が有効である.1981年から
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1985年にかけて毎年 1回の間隔で行われた SydneyAutomobile Panelは，自動車の保有・利用の時

間的変化を捉えるために行われた調査であり，離散時間パネル調査の成功事例の一つである.ま

た， Honolulu Staggered Work Hours Demonstration Projectにおける離散時間パネノレ調査のように，特

定の交通施策(ここでは時差出勤)の影響を評価するために行われる場合もある (Goloband Golob， 

1989).他にも，スクェーデ、ンにおいては，公共交通利用に関する離散時間パネル調査が 1998年

から 2000年にかけて毎年一回の間隔で行われるなど (Thogersen，2006)，ある特定の目的に対象

を絞った離散時間パネル調査が増えつつあるように思われる.また，近年日本において盛んに行

われているモピリティマネジメントの代表的な手法である TFP(Trave1 Feedback Program)におい

ても，事前調査と事後調査の比較により行動変容の計測が行われており，一種の離散時間パネル

調査と見なせる(例えば，鈴木ら，2006; Taniguchi et al.， 2007) .なお，経済学や地理学，社会学等

の分野で行われてきた離散時間パネル調査を含め，膨大な既存調査の事例が張 (1996)やRaimond

and Hensher (1997)によってまとめられている.

以上， 3種類のパネルデータについて述べたが，パネル調査においては，解決すべきいくつか

の問題・課題が残されている(例えば， Hensher， 1987; Kitamura， 1990; Pendyala and Pas， 2000).以

下，課題を列挙する.

盟盟息

1) 調査の進行に伴いサンプルが減少するパネル消耗 (panelattrition) 

2) 回答疲れの影響 (panelfatigue) 

3) panel fatigueに伴うアイテム無回答やユニット無回答 (non-response)

4) 過去の回答の影響 (panelconditioning) 

5) サンプノレ更新の問題(p叩elrefreshment) 

調査設計の課題

6) 最適なサンプルサイズ件調査費用

7) 最適な調査間隔及び調査日数件調査費用

8) パネル調査に適した調査方法(調査媒体やインセンティブの有無等)

以上に挙げた問題点については，調査実施の住方によって大きく異なる点に注意が必要である.

例えば， 2.1.1.2で述べたMobidriveやSwissLongitudinal Travel Surveyでは， 6週間の長期観測調査

にも関わらず，回答疲れの影響は観測されていない (Axhausenet al.， 2002; Axhausen et al.， 2007) . 

これは，調査実施中， 1週間ごとにダイアリーを回収し，矛盾するトリップ等については被験者

に直接尋ねて修正を加えるといった努力が払われたことに起因している.そのため，上に挙げた

問題点については，調査ごとに検証を加え，適切な処置を施す必要がある.

調査設計の課題については，例えば，北村ら (2001)やKitamuraet al. (2003)が行ったパネル調

査設計に関する研究がある.Kitamura et al. (2003)は，行動の変化(具体的には，マルコフ過程と

して定式化された行動の推移確率行列の変化)を捉える際における誤差の観点から，離散時間パ

ネル調査は信頼に足らないと結論付けた上で，連続時間ノfネノレ調査の重要性を指摘している.サ

au 
咽
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ンプルサイズの議論については，例えば P出(1986)の研究が挙げられる.P出は，ランダム効果

モデルと通常の回帰モデ‘ルのパラメータ推定値の分散の差に着目し，ある一定の調査コストの条

件下においては， 136個人の 1日の交通行動データから得られるパラメータの精度と， 75人の 3

日間の交通行動データから得られるパラメータの精度は同程度あると指摘している(分析対象は

トリップ発生).P出が採用した手法は，Hansen et al. (1953)の手法と本質的に同じものであり (pp. 

172・173)，説明変数にかかるパラメータの推定精度を対象としたサンプルサイズの議論であった.

その後，他分野では，ランダム係数の推定精度や，クラス内相関(複数日データの場合，クラス

内相関=個人間変動/(個人内変動+個人間変動))の観点からもサンプ/レサイズの最適化の議論

が加えられている(例えば， Snijders and Bosker， 1993; Cohen， 1998，2005; Sinjders， 2005).また，パ

ネノレ調査に適した調査媒体として Stopherand Greaves (2007)はGPSを挙げ，インセンティブがな

くとも，従来のパネル調査に比べてパネル消耗を小さく抑えることができることを確認している.

なお，インセンティブ‘が回収率に与える影響については，たとえばTooley(1996)や森尾ら (2007)

において議論されている.

2. 1. 1. 4 繰り返し横断データ

同一地域で繰り返し類似した調査を行って得られたデータは，繰り返し横断データ (repeated

cross sectional data)と呼ばれ，パネル調査が普及する以前においては，変化を観測するための代表

的なデータであった.離散時間パネルデータとの大きな違いは，パネノレデータは個々人の変化に

関する情報を有する一方で，繰り返し横断データはそのような情報を提供しない点である.一方，

ゾーン単位やライフサイクノレステージでの集計を行った場合，繰り返し横断データであっても，

セグメント内の行動の同質性の仮定のもとにおいては疑似的なパネルデータとして見なすことが

でき，集計レベルの変化については把握可能である.

繰り返し横断データの事例は膨大にあるため，ここでは初期に行われた研究事例をもとに，繰

り返し横断データの特徴について述べる.

モデルが示す現象の因果構造の安定性の仮定は，長期的な将来予測を主眼に置く伝統的な四段

階推定法を適用するに当たって先ず検証すべき仮説の 1つであった.この仮説の検証に関する初

期的な研究としてYunker(1976)が挙げられる.Yunker は， 1963年にウィスコンシン州東南部を

対象に行われたPT調査のデータを用いて， トリップ発生，機関分担，分布の各モデルを作成し，

次のPT調査が行われた 1972年の需要を予測し，実測値と予測値の誤差について検証している.

その結果，モデノレの時間的な移転可能性は比較的高いと結論付けているものの，集計レベルの分

析に基づくモデル推定である上，予測誤差がモデルの再現誤差に由来している可能性については

検討されていない.Yunker同様に，交通現象の経時的安定性を示した既往研究として， Zahavi and 

Talvitie (1980)やZahaviand Ryan (1980)の研究がある.Zahavi and Talvitie (1980)は，途上国及び

先進国12都市から得られる行動データを用いて(いくつかの都市は2時点の繰り返し横断データ)， 

旅行時間及び交通費の支出は，世帯属性や交通システム，都市構造が与えられたもとで時間的に

も空間的にも移転可能であるとし， Zahavi and Ryan (1980)は，ワシントンの 2時点 PTデータ

(1955， 1968)及びツインシティの2時点PTデータ(1958，1970)を用いてZahaviand Talvitie (1980) 
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と同様の結論を導いている.一方で，以上の安定性の結論は，交通行動を集計した場合に見られ

る現象であり， Goodwin (1981)は，旅行時間及び交通費の支出が安定していることの意義につい

て以下のような指摘をしている.

“it is not felt that the incorporation of a flxed total or average of time or money expenditure on 

回velwould usefully improve the accuracy of model forecas町thoughif that were done， it is also 

not felt that this would imply as drastic changes in evaluation modelling procedures出 hasbeen 

suggested. In other words， this suggestion is just not very important (p 1 06)" 

加えて，たとえ集計レベルで安定していたとしても，個人間変動や個人内変動，経日変動，社会

経済属性の差異に由来する変動の理解を試みることが重要であると指摘している.同様に，

Supemak (1982)も経時的安定性は集計レベノレにおいてのみ観測されることを指摘している.さら

に，非集計レベルの分析結果からは， 2時点、の繰り返し横断データの比較結果から交通現象は安

定していないとの結論付けている研究も数多く存在する(例えば，Cohenand Kocis， 1980; Kostyniuk 

and Kitamura， 1984).なお，ゾーンレベルではあるが，日本においても広島都市圏の2時点PTデ

ータを用いて経時的な移転可能性について検証されている(新谷ら， 1987). 

以上のように，繰り返し横断データであっても交通現象のマクロ的な変化に関する議論を行う

ために広く利用されている.加えて，パネル調査よりも繰り返し横断調査の方が望ましいケース

があることが指摘されている (Yeeand Niemeier， 1996).繰り返し横断調査の利点の lつ目は，上

述したようなパネル特有の問題は生じない点である.2つ目は，比較的大規模なサンプルを用い

て分析が可能な点である.3つ目は，最新の社会経済構造に合わせたサンプリングが可能な点で

ある.このような理由から，パネル調査と繰り返し横断調査の折衷案である，サンプル更新ノ《ネ

ル調査が行われる場合もある.例えば，上述のGermanMobility Panelでは，各被験者は連続する

3回の調査に参加した後ドロップアウトする仕組みになっており，意図的にサンプルの更新が行

われている.

2. 1. 1. 5 マクロ時系列データ

マクロ時系列データは，集計データであるため個人の交通行動に関する情報を何ら保有しない

反面，長期にわたって連続的に観測されたデータであるため，交通行動の巨視的な変化を捉える

点においては，上述した 3種類のパネルデータ及び繰り返し横断データよりも豊富な情報を有す

る場合が多い.例えば旅客地域流動調査や貨物地域流動調査は，都市間交通の時系列変化を観測

することのできる数少ない貴重なデータである.なお，全国幹線旅客純流動調査や全国貨物純流

動調査，全国都市ノミーソントリップ調査など，約5年の周期で行われている調査も存在するが，

ここでは 1年以下の間隔で連続的に記録されているデータのことをマクロ時系列データと捉え，

レビューの対象には含まない.例えば，全国都市パーソントリップ調査は，日本全国を対象とし

た繰り返し横断調査であると見なす.

我が国において調査されている交通関連のマクロ時系列データは，その多くが国土交通省のホ
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ームページにおいて公開されている (URL:http://www.mlit.go.jp/k-toukeil).特に，温室効果ガスの

算定基礎資料，及び，関連する交通政策や交通計画の基礎資料を得ることを目的とした自動車燃

料消費量調査が2006年以降毎月実施されるなど，時代背景に即した調査が積極的に行われ，公表

されている(ただし，自動車燃料消費量調査については現在時点において未公表).その他にも，

鉄道輸送統計調査，航空輸送統計調査， トラック輸送情報等の調査結果が，月単位で公表されて

おり，更新時期も半年未満の遅れがある程度であるため，比較的最新のデータを用いた分析が可

能である.

また， トラフィクカウンターのデータは，時間的にも空間的にも非常に詳細なデータの入手が

可能である.一般道路のデータについては入手できない場合が多いものの，高速道路交通量につ

いては，月単位の交通量データが各社のホームページに公表されている場合が多い.

以上の月(年)単位の交通関係の交通データと合わせて，統計局 (URL:http://附 w.stat.go.jp乃に

て公表されている各種社会経済関連指標や，内閣府 (http://www.cao.go.jp/index.h加 1)に公表されて

いる景気動向指数，日本エネルギー経済研究所:石油情報センターρRL:http://oil・info.ieej.or.jp/)に

おいて公表されている各種燃料価格データ等を用いることで，巨視的ではあるが長期的な変化に

関する数多くの知見を得ることができる.

また，近年では，マクロ時系列データだけではなく， ETCデータや公共交通ICカードのデータ

など，ミクロレベルの時系列データの入手可能性が飛躍的に高まっており，その利用可能性に関

する議論が行われはじめている(例えば，日下部ら，2009;足立ら，2009). 

2.1.2 調査上の工夫

調査対象や調査期間の他に，変動・変化を捉えるための工夫がなされている調査がいくつか存

在する. 1つ目は，古くから指摘されてきた空間変動を捉える際において問題となる可変単位地

区問題ゆ仏UP:Modifiable Areal Unit Problem)に対する工夫が挙げられる.2つ目は，交通施策を

検討するプロセスにおいて頻繁に行われるセグメント方法についてであり，行動特性の同質性を

仮定し得るセグメントの抽出のための工夫が挙げられる.3つ目として，観測された交通現象の

変動・変化を説明するための各種観測変数の取得に関する工夫が挙げられる.以上のような工夫

により，観測された交通現象の変動・変化に意味付けをする際において，従来の調査に比べてよ

り豊富な情報を提供するものと期待される.

2. 1. 2. 1 空間変動へのアプローチ

可変単位地区問題 (MAUP) とは，空間変動を捉える際において，ゾーンサイズの変更に伴っ

てデータの見え方や分析結果が変わってしまう現象のことを指す(Tobler，1979; Fotheringham et al.， 

2002;杉浦， 2003; Zhang叩 dKukadia， 2005) .特に，地理学の分野において古くから指摘されてき

たものの，交通分野においては，ゾーンを分析単位とする四段階推定法が需要予測の中心となっ

ていたため，詳細な検証は十分に行われてこなかった (Zhangand Kukadia， 2005). MAUPの根本

的な解決は困難であるものの，その存在及び影響の程度の検証は行われるべきであり，そのため
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には詳細な空間データが必要となる.

近年の情報機器の発達により. 1990年代後半から PHSや GPSを用いた交通行動データ収集に

関する研究が盛んに行われるようになった(例えば，大森ら.1999;朝倉ら，2000; Wolf et al.， 2004) • 

また.GPSに加えて，加速度センサー，気圧センサー，方位センサ一等を組み込んだ BCALs

(Behaviora1 Context Addressable Loggers in the Shell)が開発されるなど.3次元における空間移動の

計測が可能になりつつある (Hatoand Kitam町a，2008).これらの情報機器を利用した調査から得ら

れるデータを用いることによって，移動経路を含めた人々の空間上における行動のばらつきを詳

細に捉えることができる.

また.PHSやGPSのように経路を含めた詳細な空間情報は有しないものの，上述したMohidrive

やSwissLongitudinal Travel Survey. Toronto & Quebec TravelActivity Panel Surveyにおいては，出発

地や目的地のジオコーディング(地理座標の付加)が行われており，詳細な空間情報を有するデ

ータが蓄積されつつある.特に.Quebec Travel Activity Panel SurveyのWavelでは，表2.2に示す

ような時空間フレキシピリティについても併せて尋ねられており，空間の持つ意味がアクティピ

ティごとに異なることを把握できるデータの収集が試みられている (Lee-Gosselin，2005; Ramadier 

et al.， 2005) . 

表2.2 活動の時空間フレキシピリティ (inOuebec Travel Activity Panel Survey) 

空間

習慣的 非習慣的・事前計画 衝動的 計

定期的行動 時刻固定・場所事前決定 時刻固定・場所フレキシフ》

習慣的 例)会社に，午前S時から午後4 例)今週の定期的な金曜のラン 例)毎朝コーヒーを飲むため通勤

時までいる チ集会はA底にしよう 路のどこかのコンピニで買う

(52%) (1%) (く1%) 53% 

時刻事前決定・渇所固定 事前計画行動 時刻事前決定・渇所フレキシプル

時
非習慣的

伊iJ)明日，テニスクラブで 19:00 例)今週金曜日の 18:00からA f7iJ)明日の午前 10時に予約の

間
-事前計画 に会いましょう 庖で映画を見ょう 電話を入れておかないと

(14%) (8%) (1%) 23% 

時刻7レキシフ.ル・場所固定 時刻7レキシヨ.島・楊所事前決定 『ついで』行動

衝動的 例)今週中には義父に芝刈り機 例)次回AI苫に行ったときに 伊n桃が 100円!ちょっと立ち
を返さなb、といけない は，カタログをいただこう 寄って買って帰るわ

(18%) (2%) (4%) 24今ら

計 84% 11% 5% 100% 

※Lee-Gωselin (2005)及びRamadieret al (2ω5)をもとに作成.数字(%)はQuebecTravel Activity P蹴 IS町 eyのWavelの結果

2. 1. 2. 2 同質なサブグループ抽出のための工夫

従来から，行動特性の差異を表すための様々なセグメンテーション方法が提案・採用されてい

る.代表的なセグメント方法として.Home-based work， Home-based shopping等の出発地の特性と

目的地の特性を組み合わせたセグメント方法や，必須活動，買物活動，自由活動等の活動目的に
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よるセグメント方法がある.しかしながら，このようなアプリオリな分類は，どの程度行動特性

の差異が反映されているのかが明確ではない点が問題である.言い換えると，これらの分類によ

って得られたセグメント内の行動特性は同質であるのかが不明で、ある(森川・白水， 1991).特に，

「交通は活動の派生需要であるj とb、う考えに基づくアクティピティ・ベースド分析を通して交

通施策を検討する場合，分析結果の含意はセグメントに大きく依存すると考えられる.

このような背景から，近年，活動分類の在り方について再考できるよう工夫された調査が行わ

れている.例えばDoherty(2006)は， CHASE (Doherty and Miler， 2000)に基づく調査によって得

られた 1)時空間上のフレキシピリティ， 2)他者との共同活動による制約の項目を利用し，新た

な活動分類の抽出をここ見ている.そのセグメントのコンセプトは， Hagerstrand (1970)の研究か

ら示唆されるアクティピティ・ベースド・アプローチの重要な視点一活動/交通行動が持つ時空

間上の特性(時空間制約や他者との共同活動等による制約)ーに基づくものであり，分析結果から

以下の結論を導いている.

“the results in this paper provide strong evidence that like activity types do not share stable levels 

of ilexibility， casting considerable doubt upon白eva1idity of assuming otherwise ・such回世le

popular modeling assumption that“mandatory" activities such as work are “fixed"， and 

“discretionary" activities such as shopping are “ilexible" (p534)" 

また，ペンシノレパニアで行われたインターネットを介した生活行動調査においては， r誰と活動
を行ったか」に加えて， r誰のために活動を行ったかJという調査項目が導入されており， Goulias 

and Kim (2005)は，このデータを用いて他者との関わりの観点、から母集団のセグメントの在り方

について考察を加えている.Doherty (2006)やGouliasand Kim (2005)のセグメント方法は，活動・

交通行動を規定する新たな側面(時空間上の行動特性，誰と行った活動か，誰のために行った活

動か，等)を調査項目に加えることによってはじめて可能となるセグメントであり，特定の問題

に適した分類や，表現したい行動側面に合わせた分類が可能な点が特徴である.その他にも，ラ

イフサイクルステージによる母集団のセグメントが行われるなど(例えばGoodwin，1989)，豊富

な情報を有する調査が実施されるに伴い，様々なセグメントが採用され，その有用性が検証され

ている.

他方，調査手法においても事後的な活動分類が行えるよう工夫がなされているものがある.特

に，時間利用に関する調査においては，どのような活動分類を採用するかによって現象の見え方・

捉え方が異なってくることが広く認識されており，調査段階で工夫がなされている場合が多い.

例えばAmericanTime Use Surveyでは，様々な分析目的への柔軟な対応を可能にするため， 3層に

わたる活動分類システムを構築している (Shelley，2005) .日本においても，平成 13年以降の社会

生活基本調査(総務省・統計局)では，あらかじめ分類されている選択肢から lつを選ぶプリコー

ド方式の調査票(調査票 A)に加えて，活動名を自由記述方式で回答してもらった後に事後的に

分類するアフターコード方式の調査票(調査票 B)が導入されており，より詳細な生活行動を把

握できるように工夫がなされている.
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2. 1. 2. 3 新たな調査項目の導入

従来のトリップに焦点を当てた交通行動調査が大きく見直されるようになった 1つのきっかけ

として，イギリスのオックスフォード大学の研究グループに端を発する生活日誌(アクティピテ

イ・ダイアリー)調査が挙げられる(杉恵， 1984). この調査においては，交通は活動の派生的な

需要であるとの考えのもと，人間行動の時間的・空間的制約 (Hagerstrand，1970)を考慮した上で

個人及び世帯の交通行動を分析することに主眼が置かれた.

以降，上の生活日誌調査を基盤として，多種多様な調査項目の追加検討がなされている.中で

も重点的に焦点を当てられているのが，行動の文脈依存性やプロセスの記述に関する項目である.

これらは，言い換えると，交通現象の変動・変化の中でも特に個人間や個人内に存在する異質性

の説明を試みるものといえる.例えば，表 2.2に示した行動の時空間上のフレキシビリティの区

分は，閉じ時刻・同じ場所であっても個々人によって異なる意味合いを持つことを表現するため

の方法の 1つである.また，意思決定状況に対する知覚(perceptions)，信念(Beliefs)，態度(Attiωdes)

の差異に関するデータは，同じ状況にいるにも関わらず個々人で異なる行動をとる理由を説明し

得るものである (A対lausenand Garling， 1992; McFadden， 2001).活動スケジュールの事前計画とそ

の調整(追加・削除)に関する情報は，ある特定の要因に対する活動.交通行動の変化(反応)を

説明し得るものである (Dohertyand Miller， 2000; Ramadier et al.， 2005) .また，誰と一緒に活動を

行ったか，誰のために活動を行ったかに関するデータや，同居していない身内及び友人・知人の

居住地の情報は，身内・知人との聞に生じるローカノレインタラクションの影響や，個々人によっ

て異なる活動空間(Actionspace)を捉えるための基礎情報を提供する (Gouliasand Kim， 2005; 

Axhausen et al.， 2007) .他にも，天気やベット(犬)同伴に関するデータの取得等，交通行動の文

脈依存性を捉えるための様々な工夫が行われている (Axhausenet al.， 2002) .なお，これらのデー

タを用いた実証分析のレビューは，次節以降において行う.

2.2 活動・交通行動の変動に関する既往研究

第 l章において定義したように，変動とは，時間軸上のある断面において観測される行動のば

らつき・ゆらぎであった.一般的には，この行動のばらつきに対して，ある特定の理論，モデル

構造，観測変数セットにより意味・解釈を与えることによって行動メカニズムは理解され，また，

そこから得られた関係式を用いて需要予測や施策評価が行われる.もちろん，これまでに多種多

様な理論やモデル構造が提案されているため，多岐に渡る行動メカニズムの解釈の仕方が存在す

る.その代表的なものとして， Hagerstrand (1970)の時空間座標上における行動暫L跡の概念を軸と

して発展してきた一連のActiviザbased分析が挙げられる.また， Hagerstrandの視点に加えて，経

済学的視点 (Becker，1965)や心理学的視点 (Axha凶 enand Garling， 1992) も加わり，異なる行動

解釈に基づく複数のモデ〉レが多数構築されてきた.例えば，効用理論に基づく統合的モデ、ル(例

えばReckeret al.， 1986a， 1986b; Kitamura and Fujii， 1998; Bowman and Ben-Akiva， 2000; Ben-Akiva et 

al.， 2007)，シミュレーション又はノレールベースの統合的モデル(例えばEttemaet al.， 1996; Kitamura 

and Fujii， 1998; Arentze et al.， 2000; Arentze and Timmermans， 2004)等のモデル開発が行われている.
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前者は経済学的知見が，後者は心理学的知見がより強く反映されていると言える.交通行動が変

動する原因として活動が深く関連する点を踏まえると，以上のようなモデ、ルの適用により，交通

行動の変動の理由をより詳細に把握することができるものと期待される.

上述したモデルは，スケジューリング、プロセスを考慮することで行動の因果関係を精微化した

り，複数の行動側面に対する意思決定を内生化 ・統合したりすることによって，現象の記述能力

を高めることを通じて，モデルによって評価可能な対象を広げたり，その精度を高めたりするこ

とに重点が置かれている(図 2.2a)).このことは，交通計画の核であるモデ、ノレ精度を直接向上さ

せることに他ならず， 極めて重要かっ今後も重点的に研究されるべきテーマである.一方， その

発展を支えているのが，図 2.2b)の視点、であると考えられ，モデ、ルの改善に直接的には貢献しな

いものの， 既存の予測・評価の限界の認識を推し進め，次の改善の方向性を模索するための基礎

情報を提供する.特に， b)の視点からの変動理解は，第 l章において議論した，採用する分析フ

レームによって，i何ができるのか」だけでなく 何ができないのかj に関する情報についても

提供し得る.本節では，図 2.2b)の視点からみた変動に関する既往研究を中心に整理する.

2.2.1 

a)直後的な予測・評価能力の向上
倒モデルの統合

現象の詳細な記述

b)予測・評価の限界の認識
例.予測・評価精度の事後評価
非観測異質性の把握

i ↑ 
予
;刻

評
価
能
力

↓ 
図2.2 変動に対する 2種類のアプローチ

個人内変動と個人間変動の峻別

行動の文脈依存性やプロセスの記述のためのデータ収集の必要性が広く認識されていることは，

2.1.2.3において述べた.また個々人の意思決定をプロセスとして見たとき， 例えば昨日買物にい

ったから今日は行かないといったような，当該日以外の行動の影響を受けて当該日の交通行動が

決定される状況も存在することから，複数日の行動を記録した連続時間パネノレデータとして調査

が行われる場合が多い.このような認識が広まった大きな背景の lっとして，図2.2b)の視点から，

従来の(非)集計分析の限界の認識が進められた点が挙げられる.Jones and Clarke (1988)は，

“The question of the measurement of variability is really a question about how we measure 

behaviour: what indicators of behaviour are we interested in? and how little or much change 

constitutes variarion? Clearly，世lemore finely we categorise behaviour， the more variation will 

become appar巴nt仕omday to day or person to person. There will be much less variation if we 

compare to凶 daily町iprates， than if we look 鉱山etype of activity undertaken， by hours of day 
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(p71)" 

と指摘し，ロードプライシング等の交通施策の影響の正確な計測(どのような個人がどのような

反応を示すのか等の分布としての影響)のためには，交通行動に内在する様々な変動を正確に捉

える必要があるとしている.中でも，個人内変動と個人間変動の峻別については，例えば，ロー

ドプライシングの実施によって 10%の人々が自動車の利用を控えるのか，全ての個人が 10回に 1

回 (=10%)自動車の利用を控えるのかの識別が政策上極めて重要であることから，これまでにも

数多くの研究がなされてきた.

初期の個人内変動及び個人間変動の研究として， Hanson and Huff及びPasによる一連の研究が

挙げられる (Hansonand Huff， 1986， 1988a， 1988b; P倍加dKoppelman， 1986; P叫 1987，1988). Hanson 

and Huff (1988)では，図2.3に示す変動構造が仮定されている1 (p出(1987)においても類似した変

動構造が仮定されている). 

総変動
(Total Variability) 

非観測個人間変勤
個人間変動 /(収Ran叫dωom帥Tnt巾附t臼E町r-予pe悶rso附.官初sωon叫1

(αIn瓜lte釘r-perso叩nalVar副riぬabilityωyρ)¥
¥観測個人間変動
(Nonrandom Tnter-personal V:訂iability)

非観測個人肉変動
個人肉変動 / (Random Intra-・'personalVi副制ity)

(Intra-personal Variability)¥ 
¥観測個人肉変動
(Nonrandom In回・personalVariability) 

図2.3 個人肉変動と個人間変動 (p民 1987;Hanson and Huff， 1988) 

ここでは，既存の予測・評価の限界の認識する上において特に重要と思われる P出(1987)の研

究について少し詳しく述べる.P出は，重回帰モデル(実証分析ではトリップ発生モデル)を評価

する場合において頗繁に利用される決定係数の意味は， 1日の行動データ(すなわち個人内変動

を含まない)と複数日データ(個人内変動を含む)の利用によって異なることを指摘し， 1日の

行動データを用いたモデルの場合，たとえ高い決定係数を示したとしても，それが直接高い予測

精度を持つわけではないことを指摘している.以下に示すように，その方法は極めてシンプルで

あり，分散分析で行われる平方和の分解の考え方を援用したものである.

ピ=(:::)=(剰警)=(制1一容) (2.1) 

ここで，

R2:決定係数

1なお，この変動構造の観点から図2.2をみると， a)は，個人間変動及び個人内変動に内在する非観測変動を説明
し観測変動へ落とすことを， b)は，非観測変動も含めた全変動の構造の把握することを試みているといえる.
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ESS:回帰による平方和(図2.3観測個人間変動に対応)

TSS:総平方和(図2.3総変動に対応)

BPSS:個人間変動(図2.3個人間変動に対応)

WPSS:個人内変動(図2.3個人内変動に対応.ただし，全ての個人内変動を非観測変動とする)

P出は，通常の 1日の行動データで構築されたモデルから算出された決定係数は，式(2.1)の

ESSIBPSSの部分を評価しているに過ぎず，個人内変動を考慮、した場合の決定係数は大きく減少す

ることを示した.具体的には， トリップ発生モデ、ルの場合，全変動のうち概ね 50%程度が個人内

変動に由来することを実証している(すなわち BPSSITSS=O.5).なお，同様の結論が日本において

も実証されている(杉恵ら， 1989).加えてPendyala(1999)は，移動時間や距離，出発・到着時刻

においても同様の傾向が観測されることを確認している.また， Susilo叩 dKitamura(2005)は個人

の活動空間の個人内変動に， Kitamura et al. (2006)は朝の活動開始可能時刻の個人内変動にそれぞ

れ着目し，個人内変動を捉える必要性を明らかにするとともに， 1日の行動データに基づくモデ

ル同定の脆弱さを示している.

個人内変動の把握は，個人内変動の重要性が認識され始めた初期の段階では，基本的に回帰モ

デルとして定式化が可能な交通現象に限られていたが(ただし，上述のKitamuraet a1. (2006)では

確率的フロンティアモデルも併用されている)，その後， Mixed logit modelの発展に伴ってシミュ

レーションを用いた推定方法が確立されるにつれ，より複雑な行動側面を対象とした個人内変動

の把握が試みられるようになった.例えば， Bhat et al. (2004， 2004， 2005)の一連の研究では，生存

時間モデ/レを用いて活動が生起する間隔をモデル化し，活動の生起リズムにおける個人内変動の

影響を定量的に評価している.その結果，非日常的な買物活動の生起リズムは安定的ではないこ

とを指摘している(すなわち，個人間変動ではなく個人内変動により生起リズムは決定している). 

また，個人内変動を直接的に理解する方法として，行動パターンの類似性を直接計測し，行動

の再起性の程度を定量化する方法がある.例えばHansonand Huff (1988)やPas(1983)， Jones and 

Clarke (1988)， Joh (2002)らによって提案された類似性指標がある.また， Schlich (2001)及び

Schlich and A油a山 en(2003)は，これらの異なる類似性指標を比較している.ただし，これらの類

似性指標による個人内変動の理解は，個人内変動の存在を示唆する点では優れているものの，そ

の程度については採用する指標に大きく左右されるため，グループ聞の比較といった相対的な個

人内変動の大小の議論にとどまる場合が多い.

2.2.2 その他の変動要因

上に引用したJonesand Clarke (1988)の指摘からわかるように，個人内変動と個人間変動の峻別

は，交通行動を規定する恐らく最小単位の変動要因である個人内変動に対する理解を求める点に

おいて極めて重要である.一方で，交通行動の変動は，世帯で買物に行くといった世帯レベルの

影響，買物施設の分布や公共交通サービス水準の差異といった空間属性の影響，システマティッ

クな経日変動(例えば曜日の影響)など，よりマクロなレベルの要因からも影響を受ける.本節

では，これらのマクロレベルの要因から生じる変動を分析している既往研究について整理する.
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なお，一見マクロなレベルの変動と思われる要因であっても，それが個々人によって異なる意味

合い持つ場合，個人内変動や個人間変動になり得る場合も存在する.例えば，表 2.2に示した時

空間分類は，個々人によって異なる空間認知の差を反映するものと見なせ，空間というマクロレ

ベルの要因の影響が 1つ 1つの活動によって異なり，その結果としてミクロレベルの要因として

捉える必要性が生じる場合がある (3.1.5においてみる共変動もその一つである).以下，この点

に関する既往研究ついてもいくつかレビューを行う.

2.2.2.1 世帯間変動

世帯のライフステージによる影響等，世帯単位で生じる変動のことを世帯間変動と呼ぶ.例え

ば，レジャー活動や非日常的な買物活動は，世帯単位で発生する場合が多い.

ライフサイクルステージが活動・交通行動に及ぼす影響については，過去に数多くの研究がな

されてきたが(例えば杉恵・藤原， 1993)，非観測変動の影響も含めた上で世帯間変動について分

析されている事例は極めて限られている.非観測変動を考慮した世帯間変動に関連する既往研究

として， P出 andSundar (1995)の研究が挙げられる.彼らの分析方法は，上述の式(2.1)のストレー

トな拡張であり，現象に内在する全変動を，個人内変動，個人間変動，世帯間変動に分解する方

法である. トリップ発生を対象として行われた実証分析では，個人間変動のうち約 lβ が世帯間

変動に起因することを示している.また， Goulias (2002)は，時間配分行動を対象に活動時間の世

帯間変動を捉えており， Pas and Sundarの結果と同様に個人間変動の約 1β が世帯間変動であるこ

とを示している.これらの結果は世帯レベルでの現象理解の重要性を示唆するものである.

一方で，非観測変動の影響は考慮されていないものの，世帯に着目する現象理解の必要性につ

いて，世帯内変動の視点からも指摘・検証されている (Zhanget al.， 2005; Zhang and Fujiwara， 2006). 

このような分析は，世帯構成員聞の交渉(例えば送迎)や活動の代替(例えば他の世帯構成員の

ための買物)を記述する観点、から重要であり，個人内変動を説明し得るものである.ただ、し，世

帯構成員聞の相互作用を考慮、した結果，どの程度の個人内変動が説明できるのかについては十分

に検証されていないように思われる.

2.2.2.2 空間変動

空間変動は，四段階推定法をはじめとしてこれまでにも広く分析対象とされてきた変動要因で

ある.非集計分析の急速な普及によって，行動主体の属性の違いに起因する変動に焦点が当てら

れるようになったが，例えばBhat(2000)は，交通手段選択の場面において時間や料金に反映され

ない非観測の空間要因が大きな変動を生むことを指摘しており，これらの要因を考慮する場合と

しない場合とでは，政策評価に大きな差異が生じることを示している.Bhat and Zhao (2002)は買

物活動発生の文脈において，居住地によって買物活動の発生行動は大きく変化することを指摘し

ている.また，杉恵ら(1995)や張(1996)は， ODベアを分析単位とする集計モデ‘ルにおいても，各

ゾーンにおける非観測な空間異質性を捉える必要があることを実証している.

以上に挙げた研究は，ゾーンレベルの空間変動の影響を，非観測異質性の影響を含めて把握す
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るものであった.この場合，採用するゾーンサイズによって結果が異なってしまう可変単位地区

問題に遭遇する.一方で，地理学の分野では，空間の影響を連続的に扱う地理的加重回帰モデ、ル

(Geographically Weighted Regression: Fotheringham et al.， 2002)の開発・適用が進められるなど，一

定の発展を遂げている.地理的加重回帰モデ、ノレについては，土木計画の分野においてもいくつか

の適用事例が存在する(例えば古谷，2004). 

一方，空間の影響を連続的に扱うモデルであっても， 1つのパラメータにその影響が集約され

る場合，ある空間地点から受ける影響は全個人に対して等しいことを意味する.この点について

議論を加えるための視点として，活動空間 (Actionspace)や認知地図ゆ{entalmap)の概念がある

(例えば若林， 2000; Schonfelder and A油ausen，2003). これは，空間変動を個人単位で捉えようと

するもので，個人内変動の一部を説明するものになり得る.また，個々人の買物等の活動場所に

加えてソーシヤ/レネットワークの影響も活動空間に反映されるため，社会的疎外の程度の計測に

利用できる可能性が指摘されている (SchonfelderandAxhausen， 2003). 

2.2.2.3 経日変動

経日変動とは，時間軸上に変化する交通行動の中でも，曜日や平日・休日によって大きく行動

が異なるような変動成分を指す.なお，平日 5日間の曜日変動の影響については， Pas (1987)や

杉恵ら (1989)が1日のトリップ発生頻度を対象に分析しており，その変動成分は極めて小さいと

結論付けている.その一方で， Kitamura and van der Hoom (1987)は，社交やレジャー活動，買物

活動が月曜日から金曜日にかけて増加する傾向にあることを示している.また，より長期的な経

日変動を捉えた研究として， Levinson and Kumar (1995)が挙げられる.彼らは， 1990年3月---1991

年 3月において収集されたアメリカの交通行動データを用いて，時刻変動・曜日変動・月変動に

ついてまとめている.彼らの分析は集計レベルでの分析ではあるものの， 9月における買物活動

発生頻度は 12月のそれの半分程度であることや，休日における一日の移動時聞が平日のそれより

も長いこと等，季節変動や経日変動が存在することを示している.これらの結果は， r代表的な一
日Jにおいて観測された交通行動を他の日における行動にそのまま当てはめることができないこ

とを示唆するものである.

さらに，長期的な連続時間パネルデータ(または連続時間一離散時間パネルデータ)を用いて，

異なる週間の行動パターンの安定性を検証した研究がある.Kitamura and van der Hoom (1987)は，

6カ月間隔で 1週間の交通行動を記録したDutchNational Mobility Panelのデータを用いて， t時点

における 1週間の買物活動パターン(参加か非参加か)は， t+l時点 (6カ月後)においても高い

割合で観測されることを指摘している.また， Habib (2008)は， Mobidriveの6週間の交通行動デ

ータを用いて，時間利用を規定する因果構造は各週で安定していることを指摘し， 1週間の交通

行動データで行動のリズムは十分に計測可能であるとしている.その一方で，自由度の極めて高

いレジャー活動に対する時間利用については， 1週間の集計値であっても安定していないことが

Spissu (2009)によって指摘されている.

また，経日変動を個人単位で見たとき，行動にはリズムが存在することは既に2.2.1において述

べた.これに関連して行われてきた研究が，行動の過去従属性に関する研究である (Kitamura，1983; 
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Kitamura and Kermansh油， 1983; Kitam町a，1988; Kasturirangan et al.， 2002) .これらの研究では，過去

の他の時点で行った行動が現時点における行動に大きな影響を与えることが示されている.しか

しながら，これらの研究では非観測個人間変動と非観測個人内変動の識別をせずに行動の過去従

属性の検証が行われているといった問題がある(この識別を行わない場合，過去従属性として捉

えられてきた変動が実際は単に個人間異質性を捉えているに過ぎない可能性がある). 

2.2.3 活動・交通行動分析におけるセグメント問題

上にみたように様々な変動要因の存在が指摘されている一方で，変動の解釈は採用するセグメ

ントによって大きく異なる.例えば， 2ユ2.3において示したP出(1987)の結論と Kitamuraand van 
der Hoom (1987)の結論の差異は，部分的には，前者は活動を分類せずにその変動を見ている一方

で，後者はある特定の活動に焦点を絞ったために生じたと考えられる.また，空間変動について

も，どのような空間セグメントを採用するのかによって結果は大きく異なる.そのため，母集団

のセグメントをはじめ，活動のセグメント，空間のセグメント等，様々な観点から議論が積み重

ねられている.ここでは これらのセグメント問題に関する既往研究を整理する.

2.2.3.1 母集団のセグメント

交通の分野に限らず，多様性を有する集団を種々の特徴によってセグメント(分類)すること

は，対象集団の特性を系統的に把握するための常套手段である.交通分野をはじめとする人間行

動を対象とした分野において古くから利用されている代表的なセグメントの方法は，社会経済属

性に基づき分類する方法である.その後， 2.1.2.2においてみたように，調査によって得られる情

報が豊富になるにつれて，様々な母集団のセグメント方法が考案されるようになった.母集団を

セグメントする大きな利点として，多様性を有する集団を比較的同質なサプグループに分けるこ

とによって，シンプルなモデル構造であってもより良い予測・評価が可能となる点が挙げられる

(Recker et al.， 1985; Lin et al.， 2009). 

母集団セグメントの代表的な方法は，ライフサイクルステージに基づく分類である (Zimmerman，

1982; Goodwin， 1989).最も基本的な方法は，個人属性や世帯属性を変数としたクラスター分析に

基づく分類 (Hildebrand，2003)であるが，その後，個人の行動パターンや土地利用の影響を反映

したライフサイクル(ライフスタイル)を抽出する方法が提案されている.例えばKrizekand 

Waddell (2002)は，個人・世帯属性に加えて，各種活動へのトリップ数や利用交通手段，土地利

用を含めてクラスター分析を行うことで，活動一交通行動パターンを反映した 9つのライフスタ

イルを抽出している.Lanzendorf (2002)は，レジャー活動を対象に，ライフスタイルの交通行動

への影響を反映したMobilitystyleの観点、から母集団のセグメントを行っている.これらの活動ー

交通行動パターンを反映したライフスタイルの分類は，そのセグメント内の生活行動・交通行動

の類似性(同質性)が考慮、されているため，セグメントごとに需要モデルを作成する際に有効で

あると考えられる.Lin et a1. (2009)は，その有用性を認める一方で，行動パターンを反映したラ
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イフスタイルの抽出は，詳細な交通行動データが必要であるため汎用性に欠ける点を指摘し，一

度特定したライフサイクルを，サポートベクターマシーン (SupportVector Machine)を用いること

により，詳細な行動データを保有しない国勢調査などの大規模データへの拡張を試みている.

一方，マーケティング分野では，潜在クラスモデルによるセグメント(樫井，2004; Teichert et al.， 

2008)， Mixed logitモデルによるセグメント (Scarpaand Giudice， 2004)が行われるなど，個人レ

ベノレの消費者のニーズや特徴をベースにした市場志向のセグメントの重要性が認識されている.

交通分野においても，例えば森川・白水 (1991)が個人ごとの「噌好Jの類似性(個人ごとのパラ

メータ値の類似性)に基づくセグメント手法を提案している.これらの分類手法は，セグメント

内の行動特性の同質性を確保する視点からは優れている一方で， r個人」を複数のセグメントに分
類することを意図しているため，セグメントの定義が暖昧になりやすく，一旦決定されたセグメ

ントを他のデータセットへ適用することが困難であるといった問題を苧んでいる.

以上にみたライフスタイノレによる母集団セグメントやマーケティング分野で採用されている母

集団セグメントの方法は，個人の行動結果に基づくものであった.一方， Hanson and Huff (1986)は，

セグメントを抽出する際において個人内変動の影響が無視できないとし，各個人は複数の典型的

な行動パターンを有すると指摘している.この点を踏まえた上で，セグメント結果を考察する必

要があると考えられる.

また，母集団セグメントの他の重要な役割として，ある特定のグ、ループを抽出する点が挙げら

れる.例えば北川・三星 (1998)は，高齢者のモピリティを考える上において，全ての高齢者が交

通困難者ではないと指摘し，多様化する高齢者のモピリティグループを考慮する必要があるとし

ている.例えば，高齢者をアクティプシニアみて分析するか，交通困難者とみで分析するかによ

って政策的意図は大きく異なる(三星・新田， 1995;福田ら， 2007). その他にも，身障者や子供，

低所得者等，種々の特定グループに対する分析の必要性が指摘されている (Mohammadianand 

Bekhor， 2008). これらの特定グループの行動分析については，対象を事前に明確しておかないと

十分なデータの収集がなされない点に注意が必要である.

2.2.3.2 その他のセグメント

他の重要なセグメント問題として，活動分類が挙げられる.特に，アクティビティ・ベースド

分析を通して交通施策を検討する場合，どのような活動分類を採用するかによって分析結果の合

意は大きく異なるものと考えられる.2.1ユ2において述べたように，従来頻繁に利用されてきた

代表的な活動分類は必須活動，買物活動，自由活動等の活動目的によるものであった.これらの

活動目的による分類は，容易にセグメントを作成することができる一方，いくつか注意すべき点

がある. 1つは，例えば通常のレストランでの食事と水族館へのレジャー活動をまとめて自由活

動とする等の集計化により，セグメント内の同質性が確保されていない可能性がある点である.2

点目は，たとえ同じレストランでの食事であっても，友人と行くのか住事の取引先と行くのかに

よって時間的制約や空間的な自由度が大きく異なることが挙げられる.このように，一見妥当と

思われる活動目的に基づく活動分類が適切ではない可能性がある.その一方で，活動分類の在り

方を再考するためには，活動種類を詳細に尋ねる等の調査上の配慮が必要であり，既存の研究事
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例は極めて限られている.Doherty (2006)の研究は，従来の活動分類の在り方を検証した数少な

い貴重な研究事例である.Dohertyの活動分類方法は，主成分分析による極めてシンプルなもので

あるが，分類に用いる変数に工夫がなされている点が大きな特徴である.具体的には， 52種類の

詳細な活動種類を有する 1週間の交通行動データを用いて， 1)各活動種類の活動の頻度， 2)各活

動の平均活動時間， 3)一緒に活動を実施した人数， 4)移動時間， 5)活動時間の自由度， 6)活動

空間の自由度， 7)他者との活動制約の程度，の7つの指標をもとに活動分類を導き，従来の活動

目的に基づく活動分類との差異について考察を加えている.ただし，この分類によってセグメン

ト内の行動特性の同質性が保証されるわけではない点に注意が必要である.

また，上述したゾーンサイズの議論についても，セグメント問題に直面することが多い.例え

ば，行政区分に基づくゾーンが設定されることが頻繁であるが，交通行動の観点、から見た確固と

した理由は提示されていないように思われる.その他にも，途上国都市において頻繁に見られる

交通手段であるパラトランジットの分類問題(タクシーか公共交通か)や，配分計算においてど

こまで経路を細かく設定するかといった問題は，今後さらに検証されるべき問題であると考えら

れる.

2.3 活動・交通行動の変化に関する既往研究

2.3.1 変化の区分(変化の連続性・期間・スケール)

第 1章においてみたように，行動の変化には， Entry (Exit) pointを持つ変化要因の介入により起

こる変化(離散的変化)と，好みや価値観の変化といった明確なEntry(Exit) pointを持たない変化

(連続的変化)が存在する.また，頻繁に用いられる他の変化の区分として，短期的変化 (short・term

changes)と長期的変化(Long-termchanges)や，個人レベノレで起こる微視的変化(Microscopiclevel 

changes)と社会的レベルで起こる巨視的変化(Microscopiclevel changes)といった区分が挙げられ

る.ここで，社会的レベルの変化として，人々の生活空間・移動空間を規定する，土地利用の変

化や交通システムの変化が挙げられる.

以上の変化の区分をまとめると，

1)離散的変化一連続的変化(区分の視点:変化の連続性)

2)短期的変化ー長期的変化(区分の視点:変化の期間)

3)微視的変化ー巨視的変化(区分の視点:変化のスケール)

の少なくとも 3つの視点が存在すると考えられる.もちろんこのような区分は概念レベルのも

のであり，特に実証分析においては完全に区分することは困難な場合が多いものの，上の 3つの

視点は，変化の性質を整理する上で有用なものと考えられる.以下では，多くの政策や関連分野

の意思決定による影響がEntry(Exit) pointを持つことを踏まえ，離散的変化と連続的変化に大きく

区分した上で，他の視点については適宜説明を加える形でレビューを進める.
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2.3.2 離散的性質を有する行動変化

2.3.2. 1 政策の介入及び関連分野の意思決定による行動変化

離散的変化が顕著に起こる例は， Entry (Exit) pointを持つ政策の介入及び関連分野の意思決定で

あろう.そのスケールは，オイルショックのような世界的な影響から道路工事による一時的な道

路封鎖まで様々であるが，特定の個人ではなく，ある特定地域全体に影響を及ぼす点において巨

視的変化と言える.ただし，その変化の期間は様々である.

はじめに，政策の介入による行動変化の例として，混雑課金による行動変化に関するいくつか

の既往研究について見る.なお，第 l章において定義したように， r時間の経過に伴い，行動とそ
れを規定する要素の因果構造が異なる状態になること」を変化とするため，構造的変化を検証し

ていない研究については除く(例えば，課金前の時間価値を利用して課金後の交通行動を予測す

る場合，構造的変化は存在しないと仮定していることになる).Schmocker et al. (2006)は，ロンド

ンにおける混雑課金政策の結果として起こった，中心商庖街 (OxfordStreet area)における買物頻

度の変化について分析している.結果，約 20%の個人において買物頻度の減少が見られ，特に，

課金以前の自動車の利用頻度が高かった個人や混雑課金をよく思っていない個人，パートタイム

の男性等の買物頻度の低下が著しいことを指摘している.このことから，混雑課金によって中心

市街地の買物需要構造が変化していることが読み取れる.また， Arentze and Timmermans (2007)は，

混雑課金による短期的な影響だけでなく長期的な行動変化にも着目した選好意識調査を行ってい

る.その結果，日々の行動パターンは変化するものの，職場の変更や居住地の変更といった長期

的な変化はほとんど起こらないとの結論を得ている.混雑課金による行動変化に類似した例とし

て，日本において頻繁に行われている高速道路料金割引社会実験が挙げられる(例えば杉江ら，

2006).ただし，これらの社会実験において交通行動の構造的変化が起こっているかどうか検証さ

れることは稀であり，料金変化と交通量変化の安定した関係を抽出することに主眼が置かれる場

合がほとんどである.数少ない例外として，大藤ら (2005)の分析が挙げられる.大藤らは，様々

な割引額を設定した6週間の料金割引実証調査(通常料金[第 1週目]→割引 1[第2&3週目]→

割引 2[第4&5週町通常料金[第6週目])を行い，高速道路料金の変化に対する行動変化を観測

するために， 6週間にわたる連続時間ノ号ネル調査(ただし平日の通勤トリップに焦点、を当てた調

査)行っている.その結果，一時的な実験によっても行動の習慣付けが生じる可能性があること

を指摘している.また，行動変化が生じるその他の例として， Rose and Marfurt (2007)は，オース

トラリアで毎年行われているイベントRideto Work Dayが交通行動の変化を引き起こしたかどう

かについて検証している.結果，イベントに参加した個人のうち約 27%が5カ月後にも自転車を

利用し続けていることを示しており，ここでも行動の習慣付けによる交通行動の構造的変化が指

摘されている.類似した結果は，日本において行われているモピリティマネジメントにおいても

報告されているところである.繰り返しとなるが，以上にみてきた行動の習慣化は，従来の予測・

評価から得られるアウトプット値としての変化とは大きく異なる点に注意する必要がある.すな

わち，前者は構造的な変化を伴う一方で，後者においては構造そのものの変化は起きていないと

している点に注意する必要がある.
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以上みた離散的変化は，政策の介入といったような，計画サイドの意思決定によりコントロー

ル可能なものであった.一方で，第 1章にみたように，予期せぬ事象の発生により交通行動に変

化が生じる場合がある.例えばCu汀ieand Phung (2007)は，テロへの恐怖の増大等の価値観の変

化に対する行動変化を検証するために，アメリカで2001年に起きた 9.11事件，イラク戦争 (2003

年"-')， 2005年 8月のハリケーン(カトリーナ)のイベント発生下における公共交通需要のガソ

リン価格に対する弾力性の変化を検証している.その結果， 9.11事件の直後では弾力性は上昇す

る等，ある一定の行動を規定する構造の変化が観測されることを指摘している.また Dargayand 

Gately (1997)は，ガソリン価格が一時的に高騰したオイルショックを例に，一時的に上昇したガ

ソリン価格によって生じた需要の減少は，その後のガソリン価格の下降によっても完全には戻ら

ないことを指摘している(すなわち，価格の上昇/下降に対する行動反応には非対称性が存在す

る).加えて OECD(2000)は政策的な観点から非対称性について考察しており，環境税に対する

行動の反応を計測する場合においては弾力性が一意ではないことに注意する必要があるとしてい

る.またFujii組 dGarling (2003)は，高速道路の封鎖 (8日間)に伴う行動変化についてパネル調

査を行い，封鎖に伴う短期的な交通手段の変更が，その後の交通手段選択に継続的に影響を及ぼ

すことを確認している.これらの分析結果を踏まえると，例えば2009年3月から始まった一時的

な休日の高速道路料金の引き下げ (2年間)をもとに戻したときにどのような行動変化が起こり

得るのか等，実務上においても非対称性の検証は極めて重要であると考えられる.

2.3.2.2 個人・世帯属性の離散的変化

上では，政策の介入及び関連分野の意思決定による巨視的な離散変化について扱ったが， --'-'-
では個人レベルで起こる微視的な離散的変化について整理する.ただし，微視的かっ離散的変化

は，集計レベルでみると連続的な変化として捉え得る点に注意が必要である.

交通行動に大きな影響を及ぼす離散的変化として，転職や居住地の変化が挙げられる.通常，

居住地の変化に伴う行動変化は，新たな居住地の環境に依存するものと考えられる.その一方で

Fujii and Garling (2003)は，学生の就職による居住地変更に伴い生じる交通手段の変化は，手段選

択の習慣の強度にも依存することを指摘している.また， Kitamura and van der Hoom (1987)は，

Dutch Mobility Panelの2時点分のデータを用いて，職業の変更があったとしても行動変化はマル

コフ仮説に従わないことを指摘し，反応遅れや習慣，過去従属性の影響が存在することを指摘し

ている.以上の 2つの研究が指摘しているような行動の習慣性等の影響が存在することは，前述

したRoseand Marfurt (2007)や大藤ら (2005)の研究をはじめ，多くの既往研究によって実証され

ているところである(他にも Goloband Meurs (1987)や百1Ogersen(2006)の研究がある). 

また，個人・世帯属性の離散的変化の中でも多くの研究が積み重ねられてきたのが，自動車保

有/破棄に関する研究である.Pendyala et al. (1995)は， Dutch Mobility Panelのデ}タを用いて自

動車保有の経年変化に関する分析を行っている.結果，自動車保有に対する所得弾力性は，世帯

構成によってその変化の方向が異なることを示すとともに，収入の増加/減少と自動車の保有/

破棄が対称的な反応を示さないことを指摘している(非対称性).Matas and Raymond (2008)は，

1980， 1990及び 2000年の 3時点のデータを用いて，世帯の自動車保有の変化に関する分析を行

必
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っている.結果，自動車保有の増加に伴い所得弾力性は小さくなること，地方都市においては所

得弾力性が都市よりも経年的に小さく傾向にあることを示している.Simma and A油a田 en(2003) 

は， German Mobility Panel及びOutchMobility Panelの3時点、のデータを用いて，自動車保有と定

期券保有が自動車トリップ数と公共交通トリップ数に与える影響について共分散構造モデルによ

り分析している.結果，自動車保有は経時的に安定している一方で，定期券保有は比較的容易に

変化し得ることを示している(オランダ (0凶chMobility Panel)のケースのみ). Goodwin (1989)は，

1984・1986年に行われたOutchMobility Panelのデータを用いて，公共交通利用の経年変化につい

て分析している.結果，自動車保有の変化はそれほど速くはない一方で，公共交通の利用は比較

的容易に変化しやすいことを指摘し，公共交通促進のためのマーケティング戦略が重要であると

している.Beige and Axhausen (2008)は， 2005年に過去20年間の遡及(回顧)調査を行い，長期

的なモピリティの変化について分析している.結果，自動車保有と定期券保有に代替性が存在す

ることを指摘している.ただし，上述の Goodwin(1989)やSimmaand Axhausen (2003)の指摘を

踏まえると，自動車が保有できない状況下(主に若年者・高齢者)において一時的に定期券を保

有する形でモピリティを確保する場合が多いのが現状であると考えられる.

2.3.3 連続的性質を有する行動変化

2.3.3.1 価値観の変化

価値観の変化の計測は極めて困難であるものの(特に長期的な変化を観測する場合，土地利用

やインフラ整備等，他の変化の要因との分離が極めて困難となるにある特定の状況に対象を絞っ

た場合，価値観の変化について観測可能なケースがある.ただし，多くの場合，あるイベント前

後における価値観の変化が観測されるのみであり，社会全体としての価値観の変化を捉えるもの

ではない.そのため，連続的性質を有する変化ではなく，離散的な性質を有する変化として観測

がなされる場合が多い.

高須・藤井 (2004)は，自動車免許取得前後における自動車利用に対する様々な価値観の変化を，

3時点のパネルデータを用いて検証している.結果，自動車免許を取得した人々の自動車に関わ

る信念が，自動車免許を取得していない人々に比べてより肯定的になる可能性があることを指摘

している.Gould and Golob (1998)は，人々の環境及び電気自動車に対する認、識の変化について2

時点の意識データを用いて分析している.その結果，電気自動車に関する情報をメディアや友人

との会話により入手すればするほど環境配慮の意識は低下することを指摘している.一方で， 2 

週間電気自動車を実際に運転した後では，環境問題を解決するために電気自動車は重要であると

認識するようになる結果を得ている.Kenyon and Lyons (2003)は，マルチモーダル情報の交通手

段選択への影響について分析した結果，それらの情報が交通手段選択に与える影響は極めて小さ

いことを指摘している.この理由として，交通手段の意思決定は基本的に習慣的行動によって決

まっており，情報を活用しない場合が多いことを指摘している.

以上の既往研究は，離散的な性質を有する変化として価値観の変化を観測したものであった.

一方，コーホート効果の存在は，間接的にではあるが，連続的な性質を有する価値観の変化が生
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じていることを示すものとみなせる.例えばBeigeand Axhausen (2008)は， 2005年に過去20年間

の遡及(回顧)調査を行い，長期的なモピリティの変化について分析した結果，自動車保有や定

期券保有においてコーホート効果が存在することを指摘している.繰り返しとなるが，この結果

は，ある断面において観測されたデータを用いて将来時点の状態を予測する従来手法の妥当性を

再検討する必要性を示すものである.

2.3.3.2 需要構造の長期的変化

需要構造の長期的変化に関する研究は， 2.1.1.4においてみたように，需要構造の安定性の検証

という形で古くからなされてきた研究テーマである.これらの研究の多くは巨視的な視点からの

分析であり，上述した政策の介入及び関連分野の意思決定や，個人・世帯属性，価値観の変化の

集積として起こった行動の経年変化を検証する研究が中心である.そのため，何故変化が生じた

のかに関する明確な回答は得られない一方で，大まかな需要構造の変化を捉えることができる点

が特徴である.

まず，自動車交通需要構造の長期的変化に着目した研究についていくつか挙げる.Hughes et al. 

(2008)は，アメリカにおけるガソリン需要の価格弾力性の経年変化について分析し，結果，

1975・1980年には・0.21"'"・0.34であった弾力性が， 2001・2006年には・0.034"'"・0.077に変化している

ことを実証的に示している.また，この原因として， 1) 1975・1980年と比較して2001・2006年時点

では自動車への依存度が高くなっており，自動車の利用を控えることができなくなりつつある点，

2)収入の増加に伴いガソリン価格の増加に敏感に反応しなくなりつつある点を指摘している.同

様にTanishita(2005)は，日本におけるガソリン需要の価格弾力性及び所得弾力性は 1980年代か

ら1990年代にかけて小さくなっている一方で，人口密度に対する弾力性が高くなることを指摘し，

ガソリン需要の減少のためには，都市形態の変更がより効果的な可能性があると指摘している.

公共交通への影響等を含めたより多様な観点からは， Fujiwara et al. (2005)は，世界46都市の

1970， 1980及び 1990年の 3時点、のマクロデータを用いて，都市レベルの土地利用，インフラ整

備，交通需要，エネルギー消費の動的な因果関係について分析している.結果，インフラ整備が

エネルギー消費に影響を及ぼす主要な要因であることを明らかにしている.また，土地利用やイ

ンフラ整備だけでなく，エネルギー消費についても過去従属性の影響が存在することを指摘して

いる.Susilo and Kitamura (2008)は，京阪神における 3時点のPTデータを用いて，行動パターン

を規定するモデルの因果構造(活動時間長， トリップ数，総移動時間等を目的変数とする同時方

程式モデル)は経年的に安定していないことを指摘している.

2.4 本研究の位置づけ

以上概観したように，変動・変化に着目した分析は数多く存在する一方で，第 1章において述

べたように「どのように“不確実性に悩みながら"意思決定を下せばよいのかJに答え得るだけ

の知識の蓄積がなされているわけではない.例えば，幅を持たせた予測値の提示の重要性は広く

認識されているものの，どのように幅を持たせて提示するのかに関する確定的な結論は見出せて
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いないように思われる.また，土木計画・交通計画に関する政策分析に要請されるものが，道路

整備に代表されるような需要の充足から，人口減少下での計画の在り方，情報技術の活用，木目

細やかな需要のマネジメントなどに転換している状況下では，交通行動を詳細に把握し，マクロ

からメゾ，ミクロスケールに渡る各種施策の総合的な評価を行っていくことが求められる.

これらのことを踏まえて，本研究では，研究結果の蓄積が望まれていると考えられる，行動に

内在する変動・変化に関する知見を得ることを目的として分析を進める.もちろん，交通行動の

変動・変化の理解は，以上のような問題に対する直接的な解決案を提示するものではないものの，

需要予測や施策評価が，交通現象の変動・変化の情報を，どのようなスケールで，また，どの程

度の解像度で抽出/集約するかに大きく依存していることを踏まえると，活動・交通行動の変動・

変化に対する丁寧な理解を求める本研究の意義は決して小さくはないものと考える.具体的には，

本研究では以下の4つのテーマについて検討を加える.

1) 活動・交通行動の変動特性の包括的な把握(第4章)

2) 活動・交通行動の変動と活動種類及び母集団のセグメント(第5章)

3) 変動の影響を明示的に考慮した連続的性質を有する変化の把握(第6章)

4) 逐次モニタリングを通じた離散的性質を有する変化の把握(第7章)

以上の4つのテーマの位置付けを図2.4に示している.図から分かるように， 1)及び2)はある短

期的な断面(期間)における現象を対象としたものであり，変化は生じていないと仮定している.

一方で， 3)及び4)のテーマは，活動又は交通行動の構造的変化を対象とした分析である.

第3章では，以上に挙げた4つのテーマを扱うための基本的なモデルの枠組み及びその同定方

法について述べる.本研究で扱うモデルは，教育分野や地理学，疫学を中心として発展し，近年

交通分野においても適用事例が見られつつあるマルチレベル分析と，ベイズ統計が基盤となって

いる.この2つの応用から成る一連の分析手法を3章において整理し，その範囲を超える分析手

法については，その都度対応する章において記述する.

続く第4章から第7章では，上に挙げた4つのテーマに各々対応した実証分析を行う.

第4章では， 3章において構築したマノレチレベノレモデ/レを用いて，出発時刻，活動発生，交通

手段選択，時間利用における活動・交通行動の変動特性を明らかにする.具体的には，各交通現

象に内在する全変動を，個人間変動，世帯間変動，空間変動，経日変動，個人間変動に分解し，

現象が変動する理由の大域的な視点からの理解を目指す.その後，各種変動要因の観測可能性，

共変動(複数の変動要因の交互作用により生じる変動)の影響について検証を加える.続く第5

章では，まず， 3章において記述する縮約推定量の概念を応用して活動種類のセグメントを行動

の類似性の観点から行う方法について概説し，実証分析を行う.次に，高い活動抵抗を有する集

団 (Specialpopulation groups)を抽出するという観点から，活動抵抗に基づく新たな母集団のセグ

メント手法を提案し，実証分析によりその有用性を示す.加えて，セグメントごとに変動特性を

特定し，セグメントを通じた変動理解の意義について議論する.

第6章では，第3章において記述するマルチレベノレ分析を援用し，変動の影響を考慮、した上で

過去20年間の時間利用に関する意思決定の構造的変化を明らかにする.第7章では， Entry point 
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(Exit point)を持つ変化要因の介入の例として，2008年4月の暫定税率の失効(25.1円/リットノレ)

及び2008年 5月の復活，2008年 8月までのガソ リン価格の高騰及びその後の急落を挙げ，離散

的性質を有する変化に関する実証分析を行う.

第 8章では，本研究で得られた研究成果及び今後の研究課題を整理する.また， 今後取り組む

ベき課題について整理する.

f 
行動の変動特性の把握(第4章)

セグメント問題(第5章)

.活動種類のセグメント
-母集団のセグメント

‘ 

‘ ‘ 

' 

‘ t 

a 

‘ 

連続的性質を有する変化(第6章)

-時間利用行動の畏期変化

一 ' ¥
/ ___ Entry (Exit) point 

厳散的性質を有する変化(第7章)

-価格弾力性変化の逐次モニ告リング

図2.4 時間軸から見た本研究の対象と各章の位置付け
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第3章 変動・変化を捉えるための分析手法

本章では，本研究において扱う活動・交通行動に内在する変動・変化を捉える分析手法につい

て整理する.3.1では，変動を捉えるための手法として，教育学や地理学，育種学，疫学等の分野

で発展し，近年，土木計画や交通の分野でも適用事例が見られるマルチレベノレモデ、ル手法につい

て整理する.3.2では，マルチレベルモデルから得られる縮約推定量と呼ばれる推定量の特性及び

その活用方法，有用性について述べる.3.3では，マルチレベノレモデノレを用いて特定した現象の変

動構造を時間軸上に拡張し，変動構造の変化を把握する方法を述べる.3.4では，はじめにベイズ

更新の概念について整理し，その後，交通行動の変化のモニタリングへ応用する方法について述

べる.また，この際， 3.2において記述する縮約推定量に対するベイズ更新方法についても整理す

る.3.5では，以上述べたモデノレを推定する手法として，マルコフ連鎖モンテカルロ法について記

述する.なお，本章では，本研究の核となる分析手法であるマルチレベルモデ、ル及びベイズ更新

についてのみ整理し，その他の分析手法については，以降の章において適宜説明を加えることと

する

上述のように，本研究全般を通して利用する分析手法は，他分野における研究成果を援用し，

活動・交通行動の変動・変化の理解に向けて応用するものである.この意味で，全く新しい方法

論を提案するものではないが，その応用方法については独自性を有していると考えている.特に，

1)交通行動の主要な変動要因と考えられる 5つの変動要因の設定，2)異なる変動要因聞の交互作

用により生じる共変動の表現， 3)縮約推定量の行動解析への活用方法の検討， 4)分散の構造化に

よる変動構造の変化の表現， 5)マルチレベルモデルのベイズ更新，といった応用は，交通分野に

おける分析事例は筆者の知る限り存在せず，活動・交通行動の変動・変化をできる限り網羅的に

捉えられるよう展開している点が特徴であると考える.また，交通計画を策定するために行われ

る行動調査やモデノレ作成が，変動・変化の情報を抽出/集約しようとする試みであるという観点

から見ると，本章で提案する分析手法は，情報の抽出/集約プロセスにおいて捨てられてきた変

動・変化を定量的に把握するための手法であると見なせる.

3. 1 変動特性解析のためのマルチレベルモデル

2.2において概観したように，活動・交通行動は様々な要因の影響を受けて変動する.従来，様々

な変動要因のうち，ある限られた要因に焦点、を当てて分析が行われることが頻繁であった.例え

ば，伝統的な四段階推定法では主に空間的な変動に，非集計分析では主に行動主体の属性の違い

に起因する変動に焦点が当てた分析が行われる.これらの分析においては，自動車保有やライフ

ステージなど交通行動に影響を及ぼすと思われる要因を経験的な知識に基づいて仮定することが

多い.また，着目する変動要因を-J!決定すると，他の要因による現象の変動は省略されたり誤

差として扱われる.例えば四段階推定法では，ゾーン単位の集計を行った上で分析が進められる.

そのため，空間的な変動を除く他の全ての変動は，分析結果にはもちろんのこと，モデルの再現

性を評価する決定係数等にも明示的に反映されない.言い換えると，四段階推定法における決定
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係数が示すのは r観測変数によって空間的な変動(ゾーン聞の差異)がどの程度説明できたか」
であって，他の変動は評価の対象に含まれない.そのため，仮に現象の変動が他の要因に大きく

依存する場合，たとえ高い決定係数が算出されたとしても，結果的に実現象をうまく捉えること

ができないのは明らかである.同様の議論が「代表的な一日」を仮定する非集計分析にも当ては

まり， 2章において見たように，断面データに基づくモデル同定の脆弱さが例えば Pas(1987)によ

って指摘されている.

以上のような観点から現象を見るとき，交通行動は，移動空間の影響(例えば LOS水準)，個

人属性/世帯属性の影響(例えば年齢や子供の有無)，文脈要因の影響(例えば同伴者の有無)等，

様々に異なる水準の要因から影響を受けて決定しているといえる.例えば，ある 1つのトリップ

とその実行者である個人に対し， [トリップ]e[個人]という関係が想定できる.さらにこの関係を

拡張すると， [トリップ]e[個人]e[世帯持[居住都市]ε[居住国]といったように， 1つのトリップ

は，複数の(トリップ単位から見れば)マクロ水準の変数の影響を受けていることが分かる.こ

のような関係を階層的な構造(hierarchicalstructure)と呼称する.一方， [トリップ]は， [個人]と階層

的な関係にある一方で， [時期'1(又は日付)]とも階層的な関係にある.例えば活動発生確率」

は，ミクロ水準である[トリップ]をマクロ水準である[個人]によって集計し，確率化した際に観測

される現象である.反面， rピーク時交通量Jは，ミクロ水準である[トリップ]をマクロ水準であ
る[時刻]によって集計した結果観測される現象である.このとき，前者のケースでは[個人]による

集計によって[時刻]の次元が，後者のケースでは[時刻]による集計によって[個人]の次元が失われ

ることとなるため， [個人]と[時刻]の問に階層的な関係は存在しない.このような関係を交差分類

的な構造(cross-classifiedstructure)と呼称する.階層的及び交差分類的な構造の識別は， 3.1.5にお

いて述べる共変動の存在について議論する際に重要となる.

マルチレベルモデル (Hox，1995; Kreft and Leeuw， 1998; Goldstein， 2003) とは，以上に見たよう

な，階層的な構造及び交差分類的な構造の両者を明示的に扱うモデルであり，その特徴は，非観

測要因の影響も含め様々な水準の変動要因の影響を同時に扱う点にある.従来においても例えば

トリップ単位の分析において個人属性の影響や居住地の影響を説明変数として考慮する分析が多

数行われてきたが，導入された変数がマクロ水準の影響を十分に捉えているのかに関する判断は

ほとんど行われてこなかった.以下，マルチレベル分析の有用性について整理し，その後，具体

的なモデルの定式化を行う.

3. 1. 1多水準に渡る影響要因の存在と分析結果からの示唆

四段階推定法に代表されるゾーン平均値に基づく集計分析では，生態学的錯誤(相関)(ecological 

fallacy (correlation); Robinson， 1950)の問題が生じることは広く知られている.生態学的錯誤は，ゾ

ーン単位を用いた分析結果をもとに個人レベルでの関連を考察する際に誤った推論を招く可能性

があることを示唆するものである(交通工学研究会， 1993).交通分野では，これまで生態学的錯

誤の問題に対しては広く注意が払われてきたものの，その対を成す原子論的錯誤(atomistic削lacy)

等，他の種類の錯誤についてはほとんど配慮がなされてこなかった.なお，原子論的錯誤をはじ

めとする生態学的錯誤以外の錯誤については，疫学等他の分野で広く議論されている.表3.1に，
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疫学の分野でまとめられている錯誤の種類を示す(Diez-Roux，1998;西 2006).なお，表3.1中の

「グループJは上述のマクロ水準に， r個人」は上述のミクロ水準に該当する(表3.1では2水準

の状況を想定している). 

表3.1の各錯誤の種類について，以下，交通分野における例を挙げながら説明する.はじめに，

生態学的錯誤及び原子論的錯誤について，自動二輪車の保有と世帯収入の関係を例に考える.こ

の関係を国レベル(グループレベル)で見ると，世帯収入が増加するに伴い，自動二輪車の保有

率は高くなるという関係にあるとしよう.このグループレベルの関係を用いて個人レベルの推論

を行う場合に生じ得るのが生態学的錯誤である.例えば，個人レベルで見た場合，世帯収入の高

い個人は自動二輪車から自動車に乗り換える等の行動を取り，結果的に世帯収入の低い個人にお

いて自動二輪車の保有率が高い可能性がある.その反面，上の例において，個人レベルで得られ

た知見から国レベルの関係へ推論を拡張しようとする場合に生じ得るのが原子論的錯誤である.

すなわち，世帯収入の低い個人において自動二輪車の保有率が高いという個人レベルの関係を用

いて国間の差異を推論することにより生じる錯誤のことを指す.

社会学主義的錯誤及び心理学主義的錯誤は，分析の単位と分析からの推論のレベルを合わせた

場合においてでさえ錯誤が起こり得ることを示すものである.まず，社会学主義的錯誤について

考える.ここで，地域レベル(グ〉レープレベル)の分析の結果，自動車の保有率が低い地域では

モビリティ水準が低いという結果が得られたとしよう.この結果から，自動車の保有率の低下は

その地域全体のモピリティ水準を下げると結論付けることが可能である.一方で，個人レベルの

影響要因を詳細に見た場合，実際は個人の自動車の保有状況が影響しているのであり，自動車を

保有している個人は，どの地域に住んでいようともモピリティ水準は変わらないという結論が導

かれる可能性がある.このように，個人レベルの変数の影響を除外したことによって，地域レベ

ルのモピリティ水準を誤って解釈してしまう危険性がある(社会学主義的錯誤).次に，心理学主

義的錯誤について考える.例えば，個人レベルの分析の結果，自動車を保有しない個人は低いモ

ピリティ水準にあるという結果が得られたとしよう.しかしながら，この結論は，個人の住んで

いる地域の道路や公共交通のネットワークの程度に大きく依存しており，都市圏に住む個人の場

合， r自動車を保有しない個人は低いモピリティ水準にある」という関係が成り立たない可能性が

ある.このように，地域レベルの変数の影響を除外したことによって，個人レベルのモピリティ

水準を誤って解釈してしまう危険性がある(心理学主義的錯誤). 

表3.1 錯誤の種類
分析の単位

グループ

個人

グループ(個人レベルの

変数を除外)

個人(グループレベルの

変数を除外)

推論のレベル

偲人

グループ

グループ

個人

錯誤の種類

生態学的
(ecologic) 

原子論的
(atomistic) 

社会学主義的
(sociologistic) 

心理学主義的
(phychologistic) 

出典)Diez-Roux (1998);酉 (2006)
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さらに，特に交通分野において重要となる錯誤として，ある一日において観測された交通行動

を“代表的な(典型的な)"行動と見なすことによって生じる錯誤が存在する(代表的錯誤

(問presentativefallacy)と呼称する).この錯誤については，以下のHansonand Huff (1988)の指摘に

端的に表れている.

“Travel-behaviour groups defined on the basis of one-day diaries are likely to be unstable; they are 

likely to ref1ect considerable inter-personal heterogeneity that actually comes合omintra-personal 

variation in daily travel (p396)" 

すなわち，行動が行われる文脈によって，行動結果は大きく変化し得る(個人内変動).例えば

交通手段選択を想定する場合，時間的な切迫感の高い状況下では，必然的に時間価値が高くなり，

その結果として移動費用よりも移動時間を重要視することが予想される.

以上みたように，交通分野において観測される現象の解釈においても，マクロ水準からミクロ

水準に及ぶ多様な影響要因を考慮する必要があるといえる.また，上の例では議論の単純化のた

めに観測される変数の除外の影響について見たが，実際の現象においては，どのような要因が活

動・交通行動の意思決定に影響を及ぼすのか事前に分からない場合が多い.この場合，観測要因

だけでなく，各水準の非観測要因の影響を考慮した上で分析を行うことによって，以上にみた錯

誤をでき得る限り回避するよう努めることが望ましいと言える.多水準に渡る影響要因を，非観

測要因の影響を含めて包括的に扱うマルチレベルモデルは，以上のような錯誤を回避し得る極め

て優れた手法であるといえる.

3.1.2 変動構造の仮定

ここでは，実用的観点からみたマルチレベル分析の有用性について議論を加える前に，本研究

において採用する基本的な変動構造について説明する.本研究では，個人(世帯)の意思決定が，

時間的・空間的な制約及び意思決定時の文脈に依存することを踏まえ (2.2を参照)，交通現象の

全変動は，個人間変動(例えば性別，年齢，就業形態)，世帯間変動(例えば世帯自動車保有台数，

世帯収入)，経日変動(例えば曜日，長期休暇)，空間変動(例えば各ゾーンの公共交通のサービ

ス水準，居住地分布)，及び，個人内変動(例えばトリップ時の同伴者の有無)の5つの変動要因

に由来すると考える.なお，既往研究においては，個人内変動と経日変動の両方が個人内変動を

表現する用語として使用されることが頻繁にあるが，本研究では，経日変動を「日単位で集計し

た行動の日にち聞の変動成分」と定義し両者を区別する.ここで，例えば個人の認知，心理的要

因など，交通行動に影響を及ぼすと考えられる一方で，その観測及びモデルへの反映が困難な要

因が存在する.そのため，本研究では上に述べた 5つの変動要因を，さらに観測変動と非観測変

動に分解する(図 3.1).以降の分析では，基本的に図 3.1の変動構造を採用するが，分析の目的

やデータの制約によって変動構造及び変動の定義は多少異なる.そのため，具体的な各変動の定

詫は，各実証分析において定義する.

'
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O
 



個人間変動 -----非観測(random)

Inter-individuaI variation ___観測(non-random)

世帯間変動 -----非観測(random)

lnter-household var刷

総変動 経日変動 ~非観測(random)
TotaI behavioraI variation TemporaI variation ____観測(non-random)

空間変動 一一一非観測(random)

SpatiaI variation ____観測(non-random)

個人肉変動 -----ー/非観測(random)

I附a.individuaIvariation ___観測 (non-random)

図3.1 本研究において仮定する変動構造

3. 1. 3 実用的観点からみたマルチレベル分析の有用性

図3.1において示す変動構造を特定することによって. 1.1.3において議論した交通計画の施策

検討プロセスに対して数多くの示唆を与えることができる.ここでは例として，代表的な交通計

画の施策検討プロセスである 1)PTデータに代表される 1日の行動データを取得し.2)四段階推

定法に代表される集計モデノレ又は非集計モデノレにより予測・評価を試みる場合について考える(図

3.2) .まず.1日の行動データを抽出し，代表的な一日を仮定した時点において，データは経日変

動の情報を保有しないといえる.また，個人内変動については，観測変数として文脈要因を考慮

することができるため，その変動成分の幾ばくかは捉えることができる可能性があるが. 1日の

行動データからは個人間変動と個人内変動の峻別ができず(北村， 2003).結果的に個人間変動の

一部として個人内変動を考察せざるを得ないケースが多い.このような場合.3.3.1において述べ

たように，誤った推論を導く可能性があり(代表的錯誤).この点において個人内変動は捉えられ

ないと考えるのが妥当であると思われる.このとき，図 3.1の変動構造が特定されている場合に

おいては (4章において実証的に特定する). 1日の行動データのみ抽出することにより失われる

変動量を定量的に示すことが可能となる.

以上みた 1日の行動データを用いて頻繁に作成されるモデルの lつは，集計モデルである.こ

の場合，ゾーンが分析単位となるため，空間変動以外の変動成分は考慮、しないモデル構造となる.

言い換えると，他の変動要因は交通行動を規定する重要な変動要因ではないと暗に仮定するモデ

ル構造となる.また，他の頗繁に利用されるモデルとして非集計モデルがある.この場合，分析

単位は個人となるため，説明変数として世帯属性や空間属性といった(個人単位からみればマク

ロ水準にある)要因の導入が可能となる.ただし，多くの場合，世帯レベルの非観測要因や空間

レベノレの非観測要因は考慮されず.3.3.1 において述べたような錯誤が起こり得る可能性を否定で

きない.

以上，従来の施策検討プロセスを概観したが，利用可能なデータや分析手法の制約上，限られ

た変動要因に焦点、を当てざるを得ない場合が多いことも事実である.このような状況下では，そ
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の分析の限界を十分に把握した上で分析を進めることが肝要である.言い換えると，交通行動の

全変動のうち，どの程度が着目 した変動要因によって捉えることができるのかを事前に把握して

おく ことが望ましいと考えられる.

個人間変動 / 穿観刻 (r副Idom)

Inter叩 dividualvar・ali開 ¥ 観測 (non.ramlom)

世帯聞変動 / 葬観測 (random)

Inter. household刊 rial刷 ¥ 観測 (non-ra目don・}

h思詑畑<士時十吋

空間変動 -----穿観測(random)

Sll81ial variation ¥¥・測 (non-random)

1 日の行動デ~

総変動
Total beha羽oral

vanatton 

.臥時動 <空恥耐ー

ド-$1取得段階 ー.ーーーーーーー

モデル作成段階

個人間変動 / 葬儀測 (random)

I川町 individualvariat川 n¥ 観測(non-randum)

世帯間変動 / 鼻鶴舟守輔自制

Intcr--household v.riat酬 ¥ 観測 (non-rando01)

ヰ盟問<誌なこう
空閲覧勉 -----葬候療すm由吋

Spali:tl vad:tli側 、¥観測 (non-random)

非集計モデル

ぃF吟1....<士和尚一

:!?ι くさん吋、
総変動
To阻Ibehavioral 

vanatlOn 
h黒恐聞くさ恥吋?、

空間変・ ...--葬観測(random)

Sp副凶varialion 、、、 観測 (non-random)

集計モデル

総変動
Total behavioral 
vanatJon 

船時動 <士和吋?釦持制 < 州蜘吋耐

一般的な交通施策検討プロセスにおいて着目される変動種類図3.2

マルチレベルモデルの定式化と変動構造の特定方法

マルチレベルモデルは，階層(hierarchical)モデ、/レ，混合(mixed)モデ、/レ，

effects)モデノレ，分散要因(covariancecomponents)モデノレ，ランダム係数回帰(randomcoe伍cient

regression)モデ、/レとも呼ばれ，その/レーツは，異なる分野で発展してきたいくつかの分析手法に見

ることができる.特にその初期の発展においては，育種学 ・疫学を中心に発展してきた BLUP法

と呼ばれる分析手法が大きく貢献している (Henderson，1950， 1953， 1959;佐々 木， 2007).また，経

済学を中心に発展してきたパネルデータのモデリング手法(ランダム効果モデル)や， Mixed logit 

モデルを中心とするランダム変数を扱うモデリング手法は，その統計的な性質からは，マルチレ

ベルモデノレの l種であると言える(実際， 3.¥.4.1 から 3.¥.4.4で定式化するモデノレ群は，

効果を持つパネルデータ分析の拡張であり， 3.1.4.2で定式化する離散モデ〉レは，パネルデータを

用いた Mixed10gitモデ、/レの拡張である).データの階層的(または交差分類的)な関係に特に焦

点を当てる場合にマルチレベルモデルと呼ばれる傾向がある.

つdva 

ランダPム効果(random

ランダム

3.1.4 



上述した育種学・疫学的観点からのマルチレベノレモデルと，経済学的観点、からのマルチレベル

モデルに厳密な境界はないが，前者は複数水準の変動を推定した後に算出されるマクロ水準の各

要素の予測値(縮約推定量または最良線形不偏予測量(BLUP:Best Linear Unbiased Prediction)と呼

ばれる(線形モデルの場合))に，後者は複数水準の変動を考慮することによって他のパラメータ

にかかるバイアスを除去する点(最良線形不偏推定量(BLUE:Best Linear Unbiased Estimator)と呼ば

れる(線形モデルの場合))に主な興味の対象があると思われる.言い換えると，経済学では，後

述の式(3.1)により定義される式のPの推定量に，育種学・疫学では， 'yの推定量に主に興味の対象
がある傾向にあるように思われる(分散 σの推定値については両者とも興味の対象に含まれる). 

マルチレベルモデ‘ルの交通分野における適用事例を表 3.2にまとめる(ただし，通常のパネル分

析と見なせる既存研究は除いている).表から分かるように，これまで図3.1に示すような，包括

表3.2 交通分野におけるマルチレベルモデルの適用事例

著者(年) 分析対象 モデル構造 変動構造 変動の種類
着目ハ.ラメータ

Y p 。

Khandker et a1. (2006a) 活動時間長 線形型 階層
個人内変動;個人間変動;世

O 
帯間変動

Yavuz et a1. (2007) 
公共交通に対す

線形型 階層
個人間変動;空間変動

O 
る安全の認知度 (zip-code) 

Kweon (2007) 
交通事故による

線形型 階層
[州・年]変動;空間変動(州問

O 
致死率 変動)

Khandker et a1. (2006b) 買物頻度
順序付けロ

階層 個人間変動;世帯間変動 O 
ジット

Kim et a1. (2004) 
活動.交通行動 構造方程式

階層 個人間変動;世帯同変動 O 
パターン (SEM) 

Chung et a1. (20ω) 
活動.交通行動 構造方程式

階層 個人間変動;世帯間変動 O 
パターン (SEM) 

Bhat (20ω) 交通手段選択 多項ロジット 交差分類
個人間変動;空間変動(居住 o 0 
地・就業地)

Goulias (2002) 時間利用 線形型 階層
個人内変動;個人間変動;世

O 
帯間変動

Socia1 network 
線形型 階層

ネットワークメンバー間変動; o 0 Carrasco et a1. (2008) 
の広さ(距離) ネットワーク関変動

Patteml:空間変動(地点・

住宅価格
Box-cox 

階層
年);空間変動(地域) o 0 Habib and Miller (2008) 

回帰 Pattern2:空間変動(地点・年);

時空間変動(地域・年)

Bhat and Zhao (2002) トl};;tプ発生
順序付けロ

階層
個人間変動;空間変動(ゾー o 0 

ジット ン閑変動)

Weber釦 dKwan (2∞3) アクセシピリティ 線形型 階層 個人間変動;空間変動(地域) o 0 

Schwanen and Dijst (2002) Travel-time ratio 線形型 階層
個人内変動;個人間変動;世

O 
帯間変動;空間変動(居住地)

Susilo and Dijst (2∞9) Travel-timc ratio 線形型 階層
個人内変動;個人間変動;世

O 
帯同変動;空間変動(居住地)
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的な変動構造を特定した既存研究は，著者の知る限り存在しない.なお，縮約推定量の詳細につ

いては3.2で述べることとし，以下では，図3.1において仮定した変動構造に基づいたマルチレベ

ルモデルの定式化を行う.

本研究で定式化するモデルは全て一般化線形モデノレ(GLM:Generalized Linear Model)ファミリー

であり，以下の式で定義される.

F(Elv'ihdr D= sx帥 +Yih + Yh + Yd + Y. + EIi抽

ここで，

Fい):リンク関数
Y，帥 :目的変数(行動結果)

t : t番目のトリップ([トリップ]が分析単位の場合のみ)

:個人i

h 世帯h

d 日付d

s 空間s

s 未知パラメータ

Xtihds 説明変数

Yih ランダム変数(非観測個人間変動) ※基本的にYih-N(O，σi!)を仮定
九 :ランダム変数(非観測世帯開変動) ※基本的に九 -N(O，a;)を仮定
Yd ランダム変数(非観測経日変動) ※基本的にね -N(O，σ;)を仮定
九 :ランダム変数(非観測空間変動) ※基本的にY.-N~伽;)を仮定
九柚 :ランダム変数(非観測個人内変動) ※基本的に E'i抽 -N~ぃnを仮定

(3.1) 

以上の表記を以下のモデルの定式化においても使用する(従わない場合は適宜説明を加える). 

以下，線形型モデル，離散型モデル，離散.連続型モデルについて順に定式化を行い，その後，他

のモデルのマルチレベルモデルへの拡張について述べる.なお，以上に示した 5種類の変動要因

を同時に扱うためには，個人間変動と個人内変動の識別が可能である連続時間パネルデータ(又

は連続時間一離散時間パネルデータ)が必要である.

以下，マルチレベル線形モデル，マルチレベルロジットモデル，マルチレベルMDCEVモデル

の定式化及びその変動構造の特定を行う.なお，以下では定数項にのみランダム変数を考慮した

ランダム切片モデノレとして定式化するが，ランダム係数モデルへの拡張も容易に行うことができ

る.
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3. 1. 4. 1 線形型モデル(マルチレベル線形モデル)

以下に示すように，線形型の場合，式(3.1)のF(耳Ytihゐ])は直接観測された目的変数Ytihdsとなる.

Ytihds = sX曲也 +Yih + Yh + Yd + y， + Gtihd. (3.2) 

各ランダム変数が独立であると仮定すると，式(3.2)から得られるサンプル聞の分散・共分散は，

説明変数を含まない場合 (Nullモデルと呼称): 

Var(yti柚 )=5;+5;+5;+5f+5;

Cov(y，帥 ，Yti'h'd'， 

説明変数を含む場合 (Fullモデルと呼称): 

Var(y'i柚)=Varやx帥 )+d;+6;+d;+d;+d;
Cov(yω 'Yti'h'd'J' I s，X帥)=がバ+δバ+sddsdf

ここで，

再 : ;=;'の場合1，その他の場合Oをとるダミー変数
仇 :h=h'の場合1，その他の場合0をとるダミー変数
ん :d=d'の場合 1，その他の場合0をとるダミー変数
8. : s=s'の場合 1，その他の場合0をとるダミー変数

(3.3) 

(3.4) 

(3.5) 

(3.6) 

式(3.3)-(3.6)は，行動結果Ytihdsの変動特性，及び，導入した説明変数が行動結果y，;柚の変動をど

の程度捉えているのか関する豊富な情報を有する.まず， Nullモデルの分散・共分散構造から，

以下lこ示す級内相関(Inter-classcorrelation)が算出できる(交通行動の文脈では，あるクラス(カテ

ゴリー)内の行動の類似性と見なすことができる). 

σ2 
級内相関(個人内の行動の類似性 P;h= -2 . -2 . -2 . -2 . -2 

σ';j，+σ;+σ'.i+σ.;+σ0 

σ2 
級内相関(世帯内の行動の類似性): pj = -2 . -2 ふ ♂ 日

σ'jj，+σ.;+σ;+σ'.;+σ0 

σ2 
級内相関(日付内の行動の類似性):ん--， -2 -2 ヲ ヲ

σ治+σ.;+σa+σ;+σ0 

σ2 
級内相関(空間内の行動の類似性):凡=日 日企ふ.-2  -2  

σ幼+σ.;+σ'.1+σ.;+σo

(3.7) 

(3.8) 

(3.9) 

(3.10) 

以上に定義した4種類の相関のいずれかが存在する場合，通常の OLSによる回帰分析は適切で
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はないことを意味する.すなわち，級内相闘が存在するということは， OLSで仮定されるサンプ

ル聞の独立性が保たれていない状態にあることを示唆する.特に，級内相関ρdは交通行動調査を

行う際のサンプルの代表性を議論する上で極めて重要な指標である.具体的には，級内相関Pdの

存在は，個々人の行動結果を 1日単位で集計した場合においても，その集計値は日付間で異なる

ことを示す.この相聞が極めて大きい場合，ある一日において観測された交通行動を“代表的な

(典型的な)"行動と仮定する調査手法の妥当性を疑う必要があると考えられる.

次に，式(3.3)・(3.6)を用いて具体的に図 3.1の変動構造を特定する方法について述べる(すなわ

ち，観測変動と非観測変動を識別するにただし，複数の特定方法が考えられ，それぞれ利点・欠

点を有する.以下， 3種類の変動構造の特定方法及びその利点・欠点を整理する.

変動構造の特定方法 1(図 3.3)

1つ自の方法は，例えば個人属性の変数ならば個人間変動を捉えるといったように，事前に各

説明変数が捉える変動種類を決定しておくものであり， 1) Ful¥モデルの推定のみで図 3.1を特定

することができる， 2)どの説明変数がどの変動を捉えているのかが明確である，といった利点を

有する.一方， 1)分析者の恋意的な説明変数の分類に分析結果が依存する， 2)多重共線性の影響

を受けやすいという欠点がある.なお，予測値の寄与構造から観測変動を分解する方法の場合(例

えばKitamuraet al.， 2006) ，上のような欠点は生じないが，全てのランダム変数が階層的な構造を

持つ場合においてのみ適用可能であり，交差分類的な構造を持つ場合は適用できない.具体的な

特定方法は図3.3に示す通りである.

変動構造の特定方法2(図3.4)

2つ目の方法は， Nullモデノレの各変動成分の推定値と Fullモデルの各変動成分の推定値から各

変動成分の観測変動を計算する方法であり， 1)多重共線性の影響を受けにくい， 2)分析者による

説明変数の分類を必要としない，といった利点を有する.一方， 1) Nullモデルと Fullモデルの両

方を推定する必要がある， 2)各説明変数の変動への寄与構造が明確でないという欠点がある.た

だし， 2番目の欠点については，逐次説明変数を加え，その都度モデルを特定することによって

解決し得るものである (4.5.2参照).具体的な特定方法は図 3.4に示す通りである.

変動構造の特定方法3(図3.5)

3つ目の方法は， 2つ目の方法と基本的には同じ利点・欠点を持つ.両者の違いは， 2つ目の方

法は分散に単位が存在する場合にのみ有用である一方で， 3つめの方法は，例えばロジット型の

モデルの効用関数等，目的変数が単位を持たない場合においても適用可能な点にある(詳細は，

3.1.4.2において記述する). 

以上みた3種類の変動構造の特定方法は，いずれも「対象とする現象が持つ全変動を 10種類の

要因 (5つの変動要因X2[観測，非観測])に分解し，変動構造を特定するJという目的を持つ.

ただし，以上の 3つの変動構造の特定方法は，それぞれ異なる利点・欠点を持っており，どの方
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法が最も望ましいかに関する判断は困難である.以上の3つの方法の比較分析を4章において行

い，それ以降は，分析目的に応じていずれかの特定方法を採用する.また，いずれの方法も共変

動(異なる変動要因の交互作用)は存在しないと仮定している.共変動の扱いについては3.1.5に

おいて議論する.

個人間変動 /非観測(random) → 4 
Inter，・individ田Ivariation¥ ム、

、観測(n時間dom)→ Var¥sxjJ 

世帯閉変動 /非観測(random) → σ; 
Inteトho出品仙

経日変動 /非観測
(random) → σ; 

T叩山anat10n¥
観測(n時間dom)→ Var札)

空間変動 ~非観測(random) → σj 
山 Ivariation\ 観測(…dom) → Var~x.)

ぺ闇剤師nnnm¥ 一歩 σ2
個人肉変動 / 

~~....刷丸山山町 。
Intr叫吋d叫 variation\ 観測 (n昨random) → Var~xl)

図3.3 変動構造の特定方法1

個人間変動 /非観測(random) → 4 
r-individ田Ivariati¥ 

¥観測(n昨 random)→弓-4

世帯間変動 /非観測(random) → 6; 
In旬r-ho出位。Idv ¥ 

¥観測(n昨 random)→可-6;

経日変動 /非観測
(random) →記

Temporal v田町¥観測(n昨 rand州→可-4

空間変動 ~非観測(rand叫 →可
S抑制vanatJon¥¥観測(n酔 random)→ 5f-67

個人肉変動 /非観測(random) → 4 
In凶-individ田Ivariation¥ 

¥観測(n昨 random)→可-4

図3.4 変動構造の特定方法2

個人間変動 /非観測(random) ー→ 。';!/(V釘~x出血)+付 +d;+6;+6;+6;)
h回r・individ叫 van岨on¥

観測(non-random)ー+

世帯間変動 /非観測(random) ー+
Inlor.・housdlOldvariatio ¥ " 、観測(non-random)ー+

経日変動 /"非観測(random) ー+
Temporalv銅山岨¥¥観測(non-random)ー+

空間変動 ~非観測(random) ー+
Spatial v間組問、¥¥観測(non-random)ー+

個人肉変動 /非観測(random) ー+
Intra・血dividualvari血 ¥ 

、観測(non-random)一→

RiM44+5J+δ'; )-Ô'~/(Va帆J+444+可+可)
Ô';/(Var~x幽)+吋 +6;+6;+67+d;)

可/(可+可+可+ii;+可)-4/(varhJ+4444+60

4/肘a恥幽)吋+df+444)
5U(5，i+5;+可+5f+5;)-4/(varhJ+4444+可)

O'; /(Var~x幽)+ぽ+ぽ+吋 +6J+6;)
5J/旬+5;+5;+5J+5;)-67/(vaやx帥 )+6;+6;+6;+dJ+6;)
Ô';/(Var~x幽)+ほ+ぽ +6;+61+6;)

可/(ほ+可+ii;+可+ii;)-O';/(Va恥幽)+621444+可)

図3.5 変動構造の特定方法3
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3. 1. 4. 2 離散型モデル(マルチレベルロジットモデル)

ここでは，ロジットモデ、ルをマノレチレベルモデルに拡張する.はじめに 2項ロジットモデルの

拡張を行い，その後，多項ロジットモデルの拡張を行う.ここではロジットモデルを経済学的観

点から効用最大化問題として定式化する.以下の説明では，交通手段選択を想定する.

2項ロジットモデルの場合，日付dにおいて世帯hに属する個人iがt番目のトリップにおいて

空間sを移動するとき，選択肢jがもたらす効用 U仙台を以下のように定義する.

U~凶 =ßxい +y，i+yj+yj+yf+sJ紬 (3.11) 

ここで，先述した線形型のモデJレとは異なり ，e'lihゐは分散';;'/6のガンベル分布に従うとする

(ただし，ガンベル分布のスケーノレパラメータ σはlに固定).選択集合が2つ (2項ロジットモ

デル)の場合，選択肢 lが選ばれる確率を P(ylihds=1 )とすると，効用が最大の選択肢が選ばれる

とし、う仮定から，以下の式が得られる.

P{Yli紬 =1)=P中;柚 >Uムl
=Pr伝柚-EJM〈pxい+yL+y;+y;+y:]

(3.12) 

ここで，選択肢2の全てのパラメータは，パラメータの識別問題を回避するために 0に固定し

ている.ここで，誤差項 EIttha及ひ・E2t2haがガンベル分布に従い，両者が独立と仮定するとき，以

下の2項ロジットモデルが導出される.

P(Yti地 =1)=占 (3.13) 

なお，選択肢2の全てのパラメータ及び個人内変動に対応する e'l仙のスケールを固定し，推定

の対象としていないが，これは，効用がその絶対値に意味を持たず(従って選択肢 2のパラメー

タは推定できない)，かつ，効用のスケールが相対的なものである(従って個人内変動のスケーノレ

を固定することにより効用のスケールを基準化する)ためである.このようなモデルの特定は，

着目する変動構造を限定するものではない.

以上定義した 2項ロジットモデルの効用の変動構造は，以下の式により定義される(ただし，

上述したように，離散選択モデルでは，効用聞の相対値にのみ意味を持つため，効用の差分の変

動構造を特定する). 
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説明変数を含まない場合 (Nullモデノレ): 

Vadul-U2i=52+52+52+52+52 山¥'-' tihds '-' tihds J -V' ihp. ， V' hp. ， V' dJI ' V'  SJl . V'  (11 (3.14) 

説明変数を含む場合 (Fullモデノレ): 

V40;hrOム)=Va仇hds)+a?"jl + ~jl + ~jl +吋1+~I (3.15) 

ただし， 5A=。;I=Z2β(固定)
なお，式(3.4)及び式(3.6)に示した共分散，式(3.7)・(3.10)に示した級内相関についても，線形型の

モデ、ルと同様の方法によって示すことができる.ここで， vu(U;柚-uム)の分散推定値と
VM(0;柚-uム)の分散推定値のスケールが異なるため，両者の推定値を直接比較できない点に注
意する必要がある.これは，分散のスケールが非観測個人内変動π，2/3により決定しているためで

あり，非観測個人内変動の幾ばくかがVar ~x tihd..)によって観測された場合， V40;抽-OJJのス
ケールはvu(U;柚-uム)とは異なる(すなわちVM(0;柚-Uム)>Var(U:i柚-Uム)となる).その
ため，変動構造の特定には，変動構造の特定方法3(図 3.5)を用いる必要がある.

次に，多項ロジットモデノレのマルチレベノレモデルへの拡張を行う.多項ロジットモデルの場合，

選択肢聞の誤差相関(又は異分散)について考慮する必要があるため，変動構造は 2項ロジット

モデルと比較して複雑な形をとる.また，上述したように，離散選択モデルでは効用の差分にの

み関心があるため，全ての選択肢ベアの数(すなわち ~2) だけ変動構造が存在する.

ここで，日付dにおいて世帯hに属する個人iがt番目のトリップにおいて空間sを移動すると

き，選択肢jがもたらす効用叫hdsを以下のように定義する.

U/;hds = ßX~白 +y，i+yj+yj+yf+ηj抽 +sj柚 (3.16) 

2項ロジットモデルの効用関数(式(3.11))との違いは，個人内変動を捉える項としてば抽が新

たに加わっている点である.この項は，選択肢聞の誤差相関(又は異分散)を表現するための項

である.ここで， d抽は平均 0，分散σ;。|Jの正規分布に従うとする.Ciμも個人内変動を捉え
る項であるが， EJ柚の分散は固定し，推定の対象としない(すなわちσは定数である.mixed 10git 
モデルの定式化と同様). 

選択肢jが選ばれる確率をP(yωゐづ〕とすると，効用が最大の選択肢が選ばれるという仮定から，

以下の式が得られる.

P(Y/ihdS = j)= prlUt，紬 >mω(U~hdS ， U/~hdS'…， Ut，ヰ ，U以，...， U，みl
=Prレ;柚 -EJ柚 <ßx~凶+凡+バ+必+行 +η;柚 -v.]

(3.17) 

※ γ=lnlL:=，仰やxLds+y;+y;+y;+yf叫ん)J k ~ j 
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以上の式展開の詳細は，例えば土木学会(1995)を参照されたい.ここで，誤差項eJtihd'がガンベ

ル分布に従い，互いに独立である仮定すると，以下の多項ロジットモデノレが導出される.

(Ytゐ=j)= は:P((sX{i抽+は+rk+ri +r; +ηihdS )/σ) 
L:=lexp(~xい +Yi;+y;+y;+yf+ηゐYσ)

(3.18) 

ここで， 2項ロジットモデルのケースと同様に， 1)効用が絶対値に意味を持たない点， 2)効用

のスケールが相対的な点を考慮すると，理論的に推定できるパラメータの数は，個人内変動につ

いては[(，ふ1).1/2)・1，その他の変動要因については(ふ1).1/2である点に注意する必要がある.この点

に注意しながら，ガンベル分布のスケールパラメータ σを十分に小さく設定し， [(ふ1).1/2)・1個の

個人内変動のパラメータ， (ふ1).1/2のその他の変動要因のパラメータを特定した場合，全ての全て

の選択肢ベア(すなわち;(2)の変動構造の特定が可能である(付録A参照).以下，付録Aと同

践に，選択肢 1の全てのランダム変数の分散パラメータ，及び，選択肢2の個人内変動ば凶を 1

に固定した場合における，選択肢 1とその他の選択肢との効用の差分の変動構造を示す(その他

の選択肢ベアの変動構造については付録Aを参照). 

説明変数を含まない場合 (Nullモデノレ): 

vru{f1;み-iJ.ム)=局j+5L+5L+5L+(仇 +σγ/3) (3.19) 

説明変数を含む場合 (Fullモデル): 

vru{どと凶 -Û~hdr)=Vm{sXuhds)+O?hjj +吋j+佑+吋j+(，佑j+凸 2/3) (3.20) 

なお，実際のモデル推定においては，全てのランダム変数のパラメータの推定が困難な場合が

多く，本研究においても 4章で示す実証分析では，推定するランダム変数のパラメータ数を限定

している.この場合，基準化のために用いた選択肢(式(3.19)の場合選択肢1)と他の選択肢との

効用の差分の変動構造は特定できるものの (Grilliand Rampichini， 2007)，その他の選択肢ベアの

変動構造の特定にはバイアスがかかる恐れがある点に注意する必要がある(付録 A式(A.ll)及び

式(A.12)参照).なお， 2項ロジットモデルと同様，変動構造の特定には，変動構造の特定方法 3

(図3.5)を用いる必要がある.
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3. 1. 4. 3 離散ー連続型モデル(マルチレベルMDCEVモデル)

既往の研究において複数の離散・連続モデルが提案されてきたが，中でも Bhat(2005， 2008)が提

案した恥IDCEV(MultipleDiscrete-Continuous Extreme Value)モデルは，選択肢集合の中からいくつか

の選択肢を選択し，それらへ資源を配分する構造を持っており，一般性・拡張性の高いモデ、ルで

ある.以下では，このような特徴を有する MDCEVモデルのマルチレベルモデ、ルへの拡張を行う.

なお，以下の説明では，時間利用行動を想定する.

J個の活動種類の内のUhd.個の活動を，世帯hに属する個人iが日付dに行動空間s内におい

て実行するとする.個人は，これらの活動遂行によって得られる総効用 U;hゐを期間内(I日 24時

間を想定)で最大化するように時間を配分すると仮定する.具体的には，以下の効用最大化問題

を設定する.

maximize U ihth = 土U~th(t~th) 
(3.21) 

subject to L弘 =T，九三o(j = 1，2…J) 
}=1 

ここで u刈ム)は活動jに時間らを配分することによって得られる効用，Tは 1日 (24時

間)である.ここでは，配分時間の増加に伴い単位時聞から得られる効用が低減する，限界効用

逓減の法則に従う形でモデルを定式化する.具体的には， Kitamura (1984)や Yamamotoand 

Ki凶 ura(1999)をはじめ，多数の既往研究で用いられている以下の対数型の効用関数仙払)を定

義する.

u/，u.払)=VIムInV;仏+1) (3.22) 

附d.=exp~jx~ω+払 +rt +r~ +r; +付d.+8~d.) (3.23) 

ここで，VIんは活動jに対する選好の程度を表す基準選好関数であり，配分時間が0分のとき

乃限界効用に一致する これは，以下に示す効用u川ム)の一階微分の結果から明らかである

出必J-~~ι 
Btfhth t仏+1

(3.24) 

本研究では，この基準選好関数vんに対数を取ったJ In(VIム)の変動構造に着目する.実際，
:n(1山)は，以下に示すようにマノレチレベル多項ロジットモデルの効用関数(式(3.16)) と全く同
誌の式となる(また，後述するように，式(3.2りはマルチレベル多項ロジットモデルを包括する定

式化であり，この場合J In(VIゐ)と式(凶)に示すu~柚は一致する). 
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ln(lfI~ds) = si xfl抽 +r~+rl +ガ+r;+ル+dds (3.25) 

式(3.21)の最大化問題にKuhn吊lcker条件を適用すると，以下の式が得られる.

じL.+G!.みんε!ル O
ω …'"凶 ;0 j = 2，3，…，J 

V;hds +ε仏く円ん+εん if tゐ=0
(3.26) 

※ RLs=PJXLUY4+yj+yj+yj+η仏-ln(iι，:s+l)

式(3.26)から分かるように， Kuhn-Tucker条件の適用によって，端点解として活動が発生しなか

った状況が記述されていることが分かる.ここで，上述の離散選択モデノレのケースと同様に，eう'ihds

が分散;';-/6のガンベノレ分布に従うとすると，J個の活動の活動参加の有無，及び，参加する場合

のM;hds個の活動への時間配分の確率は以下のようになる(式展開の詳細はBhat(2005， 2008)参照). 

p(tい)=乍!){f白 ~l芝(tM+1)1| 日立lexp(昨/σ)|
lm~~l陪司[mtl JlEL1仰 (V;ld)σ)j'柚|

ここで， tLr{t1・ihゐ，r.ih伽…，(1*帥，O，O，..，O}，m拙 (mihds=I，2，...，M;hdsI M;帥 εみである.式(3.27)を見
ると， MDCEVモデルの確率構造は，多項ロジットモデノレに非常に類似したモデル構造をとるこ

とが分かる(式(3.18)参照).実際，上の定式化において，Tを 1[トリップ]とし，J個のうちのい

ずれかの交通手段tゐにこのトリップを配分する問題として式(3.21)を見なした場合，式(3.27)は以

下の式となる.

P(tr)=ldr/σhl 
I L~=leXp(~弘/σ)I 

(3.28) 

式(3.28)は，式(3.18)で定義した多項ロジットモデルの選択確率に他ならない.またこのとき，

式(3均のIn('I'ム)と式(3.16)(7)Uんは一致する.同様に，Tを一日のトリップ数と見なした場合，

(人・日)を分析単位として持つ集計型のロジットモデルとなる.このことから，離散型モデル

のマルチレベルの拡張と同様に，マルチレベル恥IDCEVモデルにおいてもパラメータの推定問題

について考慮、する必要がある.ただし，上にみた時間配分問題としての定式化の場合， In~山)の
スケールは時間 t(の対数)によって決定されるため，変動構造の特定においては，変動構造の特

定方法3(図 3.5)である必要はない.以下，活動種類 1 とその他の活動種類との In~山)の差分
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(ロジットモデルの効用の差分に該当)の変動構造を示す.

説明変数を含まない場合的ullモデノレ): 

v十(党)]~ U，:U吋時的科+キ)
説明変数を含む場合 (Ful1モデノレ): 

Vru1Zn[争II=Va帆 J4|14|J+札+牝+140|j+ギi (3.30) 
¥'1'¥ihds J I ¥j 

3. 1. 4. 4 他のモデルのマルチレベルモデルへの拡強について

他のモデルのマノレチレベノレモデ、ノレへの拡張は，例えば，生存時間モデル，オーダードロジット

(プロピット)モデル，ポワソン回帰モデノレ， トピットモデル等，一般化線形モデルと見なせる

モデル構造であれば，容易に拡張できる(例えばGoldstein，2003; Collins and Sayer， 2001).そのた

め，広範囲に及ぶ活動・交通行動の変動構造を特定することが可能であり，マルチレベルモデノレ

を用いて変動構造を特定するとし、う分析手法の一般性は極めて高いものと思われる.

3. 1. 5共変動の特定方法とその意義

3.1.4において構築した各種マルチレベルモデルは，個人間変動，世帯間変動，経日変動，空間

変動，個人内変動の 5つの変動要因に非観測要因の影響を含めてモデル化したものであった.変

動要因のいくつかは階層的な関係にあり(例えば個人間変動と世帯間変動)，いくつかは交差分類

的な関係にある(例えば空間変動と個人間変動(ただし空間変動の定義に依存する)).共変動の

影響は，後者の場合にのみ生じ得る.これは，階層的な関係にある変動要因と交差分類的な関係

にある変動要因の交互作用について考えると分かりやすい.表 3.3に変動要因聞の交互作用の例

を示す.交互作用 lは階層的な関係にある変動要因聞の交互作用，交互作用 2は交差分類的な関

係にある変動要因聞の交互作用である.表から，交互作用 1は，完全に個人間変動と同ーの変動

を捉えようとするものであり，分析上考慮する必要はないことが確認できる.一方，交互作用 2

は，個人間変動でも空間変動でも捉えられない変動を捉えようとするものであることが確認でき

る.このような 2種類以上の変動要因の交互作用から生じる変動が共変動であり，交差分類的な

関係にある変動要因聞において生じ得るものである.
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表3.3 変動要因聞の交互作用の例
空間変動 経日変動 交互作用 1 交互作用2

(個人x世帯) (個人×空間)

1・1 1・1
2 2 1・1 1・2

3 3 1・1 1・1
4 2 4 1・1 1・2
5 5 1・1 1・1
6 2 2 1・2 2・2
7 2 2 1・2 2・1
8 2 2 3 1・2 2・2
9 2 4 1・2 2・1
10 2 2 5 1・2 2・2
11 3 2 3・2 3・1
12 3 2 2 2 3・2 3・2
13 3 2 3 3・2 3・1
14 3 2 2 4 3・2 3・2
15 3 2 5 3・2 3・1

個人内変動: 観測トリップ数:=15 1，2，3，4，5，6，7，8，9，10，11，12，13，14，15 
個人間変動: 観測個人数=3 1，2，3 
立苦手間変動: 観測世帯数=2 1，2 
空間変動: 観測00ベア=2 1，2 
8日変動: 観測日制 1，2，3，4，5 
交互作用 1: 観測組み合わせ数=3(個人と同一) 1・1，1・，2，3・2
交互作用2: 観測組み合わせ数=6 1・1，1・2，2・1，2・2，3・1，3・2

共変動の影響は，交互作用を表す新たなランダム変数を導入することによって容易に捉えるこ

とができる.共変動の影響を考慮しない場合は，式(3.1)を再掲すると

F(E[y1i紬D=sx幽 +yけ Yh+ Ya十九 +6/i紬

であり，上の交互作用2から生じる共変動を考慮する場合は，

F(E[y'ihd< D= sX幽 +Yけ Yh+ Ya + Y. + 6'i，柚 +(y山) (3.31) 

となる. ここでJ Y山が新たに導入した共変動を捉えるためのランダム変数であり，その扱いは

包のランダム変数と同様である.概念としては，通常の説明変数間の交互作用を捉える方法(す

なわちJ y=blXl+b2X2+b12Xlぬといった定式化)と同一であり，ランダム変数により記述される非観

&;1要因の影響を含めた交互作用項として見ることができる.

このような共変動を捉える意義は，特に，上述した個人変動と空間変動から生じる共変動に見

当すことができる.以下，個人変動と空間変動から生じる共変動が示唆する意味について考える

(以下ではこの共変動のことを単に共変動と呼ぶ). 

共変動の存在は，その定義から，個人ごとに空間の認知が異なることを示唆するものである.

~Jえば，買物活動発生頻度の文脈において共変動が存在する場合，同じ都心に買物へ行く場合に

おいても，個人によって都心の認知(魅力度)は大きく異なることを示唆する.より具体的には，

高齢者は都心の商業地へ買物に，若者は郊外のショッピングセンターに買物に行くような傾向に

ある場合，買物活動の発生頻度は年齢と各買物施設までの距離の交互作用項に大きく影響を受け

ることが想定される.こういった影響に加えて，観測されない非観測要因の影響を考慮したもの

が共変動である.このような個人に固有の空間変動の存在は，個々人の社会的疎外の程度や行動

'hu 
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空間(Actionspace)を把握する文脈において，近年盛んに議論されてきている(例えばKenyonet al. 

2002; Schonfelder and A油ausen，2003) .例えば個々人のソーシヤノレネットワークの違いやライフサ

イクルの違いは，同一空間であっても個々人で異なる影響を生じさせる要因の 1つであり，その

結果として行動空間は個々人で大きく異なることが予想される.以上のことを踏まえると，共変

動の把握は，従来頻繁に行われてきた「空間の影響は個々人で変わらないJと仮定する分析手法

の妥当性を検証する上でも極めて重要であると考えられる.

3.2 マルチレベルモデルにおける縮約推定量

ランダム変数を用いて分析を行う場合，例えば個人間変動であれば，個人 i固有の影響を特定

したいというよりは，個人間での異質性の程度を全体的な傾向として捉えることを目的とするこ

とが多い.上述した変動構造の特定についても，個々人固有の影響を表すパラメータ yではなく，

その集積としての分散パラメータ σに焦点、を当ててきた.一方で，パラメータ yを求めることに

より得られる示唆も少なくない.例えば空間 s固有のパラメータ yを求めることにより，各々の

空間の特性をより詳細に把握することができる.このパラメータ yは縮約推定量と呼ばれる.縮

約推定量は，個人を分析単位とした離散選択モデノレの文脈ではIndividual-LevelParametersと呼ば

れる場合がある (Train，2003). また，線形型のモデルの場合，パラメータ yはBLUP但estLinear 

Unbiased Prediction)とも呼ばれ，予測に偏りが生じない等，予測量としても好ましい性質を持つこ

とが知られている(佐々木，2007). 

一般的に縮約推定量は，分散パラメータ σを推定した後，分散の推定値を用いて事後的に求め

ることがなされる(ただし，後述するマルコフ連鎖モンテカルロ法を用いる場合，同時に求める

ことができる).その方法の 1っとして，ベイズの定理を用いてシミュレーションにより求める方

法がある (Train，2003) .もう lつの方法は，線形型モデルのケースに限られるが，混合モデ、ル方

程式を用いて計算する方法がある (Henderson，1950， 1953， 1959).前者の方法は，縮約推定量が解

析的に求められない場合に有効であるが，その推定量の特性が式として記述できないため，ここ

では線形型モデルに焦点を絞り，後者の方法により縮約推定量を算出する(なお，前者の方法の

基本的な概念は， 3.5に述べるマノレコフ連鎖モンテカルロ法のシミュレーションから直接得られる

縮約推定量の算出と同様である). 

ここで，議論を簡単にするために，変動要因が 2つの場合の線形モデノレについて考える.以下

では，個人内変動と個人間変動を想定する.ただし，後述する活動種類のセグメント問題への応

用を考慮して，全ての説明変数にランダム変数を付加する(すなわち，ランダム切片モデルでは

なく，ランダム係数モデルとして定式化する).

y，t=ZLI仇+}'，ふ1+[;/; (3.32) 

ここで，Y/iは目的変数(観測変数)， X，此はk番目の説明変数， slは個人間で共通のパラメータ，

hは個人ごとに説明変数Xほの影響が異なることを表すランダム変数である.わkはYil-MVN(O，kk) 
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に従うとする.なお，また， G/iは GIl-N(O， σ~o)に従う誤差項である(個人内変動). 

一つ一つの行動結果をスカラーで定式化している式(3.32)を，個人ごとにまとめて行列表示する

と，以下のようになる.

(3.33) ε
 
+
 

、L
P
γ

・
+
 

ム
mv=
 
vd 

ここで，

61i 

62i 

XIiK Xli2 Xli1 YIi 

(3.34) 

YiI 
Yi2 

，γj-

A
A
-
-
-
ん

， s= ， Ej = 

X2iK X2i2 X2i1 

， Xj = 

Y2i 

yj= 
6/i X/;K X/i2 Xti¥ Y/i 

YiK 

εn;i Xn，iK 

ここで， ni は個人 i から観測されたサンプル数である.分散成分 ~kおよび σo の推定値Zkd;が得

られている場合，混合モデノレ方程式を用いることによって，以下のように縮約推定量?iを算出で
(詳細は佐々木(2007)を参照されたい). 

Xn，i2 Xn，il Yn.i 

(3.35) 千=主xf(6;Ii+Xl主X;t(Yi-Xis) 

きる

この推定量は，個人ごとにモデノレを作成することと，全ての個人を通常の回帰モデルを用いて

モデル化することとの聞の妥協の産物であると言われている(Kreftand de Leeuw， 1998). この直

観的な解釈については，以下の定数項のみランダム変数を持つモデノレ(すなわちランダム切片モ

デル)の縮約推定量から明らかである.

(3.36) ルtt=nt;こう礼拝/enい/;/J))

式(3.6)を見ると，右辺第 2項は，個人間で共通のパラメータのみを用いた場合の予測値と実測

江の差分を，観測されたサンプル内で平均をとったものであり，個人レベルの誤差である.一方，

古辺第 l項は，その定義から 0より大きく lより小さい値をとることが分かる.また，その値は，

g人内変動に対する個人間変動の大きさ，及び，各個人ごとのサンプル数に依存していることが

分かる.これより，観測されたサンプル数や個人間変動が有意に推定されなかった状況下では，

tとえ個人レベルの誤差が大きく算出されたとしても， Yco酬は，もとの個人レベルの誤差から大

きく縮約されることとなる.上述したように，この推定量は，BLUP(Best Linear Unbiased Prediction) 

とも呼ばれ，予測に偏りが生じない等，予測量としても好ましい性質を持つことが知られている
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(佐々 木，2007). 

以上のような性質は，個人ごとにモデ、ルを特定した場合に比べて，安定的に個人レベルのパラ

メータ?，を推定できることが知られている (Maddalaet al.， 1997).また，縮約推定量'Yiは， 3.5 

に見るように，マルコフ連鎖モンテカルロ法から直接得ることができる.

以上のような特徴を持つ縮約推定量を用いて，5章では活動種類のセグメントへの応用を試み，

6章及び7章では空間変動の詳細な把握を試みる.

3.3 変動特性解析の変化の把握への応用

長期的な変化を捉える場合，短期的な変動の影響と長期的な変化どのように識別して分析を進

めていくかが極めて重要である.ここでは， 3.1において述べた変動特性解析の手法を長期変化の

要素を取り入れた手法に拡張する.以下，はじめに離散時間→車続時間パネルデータが利用可能

な場合を想定した拡張を行い，その後，離散時間パネノレデータ，繰り返し横断データを想定した

拡張について述べる.なお，本研究の実証分析においては，データの制約上，繰り返し横断デー

タを用いた変動特性の長期変化の把握を試みる (6章). 

3.3.1 離散時間一連続時間パネルデータの場合

3.1章において述べた変動特性解析の手法は，一般的には以下のように記述できた.

ここで，

F(E[ylihdr D= sx幽 +r.け rh+ゐ+r. +ε11紬

rih -N(O.σ;Urh -N(O.σ;)rd -N(O.σ;) 
r. -N(O.σ; )E:

'i柚
-N(O.σg)

(3.37) (式(3.1)再掲)

(3.38) 

上の変動特性を特定するためには，連続時間パネルデータが必要であったが，離散時間→車続

時間パネルデータが利用可能な場合，データは変動の情報に加えて，変化の情報を利用できる.

この場合，離散時点聞の時間軸を表す Tを新たに導入することにより，式(3.37)及び式(3.38)を以

下のように拡張することができる(なお，ある離散時点内での行動のばらつきは，変化の要素を

含まないと仮定する). 

ここで，

F(E[yみD=ß(T)x ~ch + r~ + rr + r; + r; +εみ

ri~ -N(O.σi! (T)) rr -N(O.σ; (T)) r~ -N(O.σ; (T)) 
r; -N(O.σ; (T))εん-N(O.σg(T))

(3.39) 

(3.40) 

式(3.39)及び式(3.40)の特徴は，非観測変動要因の時間軸上の変化を捉えることができる点にあ

る.例えば，式(3.40)の各非観測変動要因の分散を，
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σ;!(T)= e.中(a;h+ b;hT)， O";(T)= exp(ah + bhT)， 

σ~(T)= exp(ad + bdT)，σ;(T)= exp(a. +b.T)， 

σg(T)= exp(ao + boT) 

と仮定すると (a，bは未知パラメータ)，式(3.39)の変動構造は，以下のように記述できる.

説明変数を含まない場合 (N叫lモデノレ): 

V ar(F(E~~hds D) =仰(a，け ιT)+仰 (ah+伝T)
+αp(ad +らT)+何p(as+民T)+ωp(ao+民T)

説明変数を含む場合 (Fullモデル): 

V町(F(E~~hd，肋.D)= Varや炉(σT)X~凡LLL」B吋由ldJ+也s
+付e仰早(仏Aι'd+b，ん:dT)ド+仰叫(いas+えT)+ exp(ao + boT) 

(3.41) 

(3.42) 

(3.43) 

式(3.42)及び式(3.43)は，図 3.1に示した変動構造の時間軸上における変化を把握することができ，

かつ，単一モデル内で変化と変動の識別が自動的になされる点に大きな特徴がある.なお，ここ

は式(3.41)の分散の定義を例に変動構造を示したが，非負条件を満たす限り， GDPや自動車保有台

数等の他の説明変数によって分散を構造化することも可能である.ただしJ 2章において述べた

ように，離散時間一連続時間パネノレデータが利用可能なケースは極めて限られている.現実的に

は，以下にみる離散時間パネルデータや繰り返し横断データを用いた変動構造の変化の特定方法

を採用する必要がある状況がほとんどであると考えられる.

3.3.2 離散時間パネルデータの場合

前述したように，離散時間ノfネノレデータは離散時点聞の変化の情報を有する一方で，経日変動

に関する情報を有さず，また，変化が生じていることを前提とする場合，個人内変動と個人間変

動(世帯間変動)を識別できないという問題がある(離散時点聞の行動結果を用いれば個人内変

動と個人間変動(世帯間変動)の識別は形式上可能であるが，このような分析は非観測変動要因

が個々人の行動に及ぼす影響は時点間で変化しないことを前提としている).そのため，式(3.39)

及び式(3.40)で示した離散時間→車続時間パネルデータで特定可能な変動要因は，離散時間パネル

データでは以下のように制約される.

F(E[y;hs D= p(T)x!ru + y; +εふ (3.44) 

ここで，

y: -N(O，σ; (T)}ε;hs -N(O，O"g(T)) (3.45) 
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式(3.44)及び式(3.45)は，個人内変動と個人間変動(世帯間変動)を識別できない(両者を合わ

せた非観測変動要因をεふと表記している)という問題を有するが，例えば自動車の保有形態の

変化等，観測変数の個々人の変化をs(T)x!...により表現することが可能である.離散時間→車続
時間パネ/レデータの場合と同様に，式(3.45)の各非観測変動要因の分散を，

σ;(T)= exp(α• +h.T)，σ;(T)= exp(ao +hoT) (3.46) 

と仮定すると (a，hは未知パラメータ)，式(3.44)の変動構造は，以下のように記述できる.

説明変数を含まない場合 (N叫lモデル): 

V町(F(E[y~hJD)= 仰(え+互T)+ 叩(弘+記T) (3.47) 

説明変数を含む場合 (Fullモデル): 

V訂(F(E[y~hJD)=V，紅色(T)X!m)+exp(a.+えT)+仰い'0+ boT) (3.48) 

式(3.47)から分かるように，図 3.1に示した変動構造を前提とすると，離散時間パネルデータで

は空間変動を他の変動要因から識別することができるのみであり，詳細な変動構造の特定に適し

たデータではない.ただし，非観測要因と観測要因を識別した上でその構成比の変化を観測する

ことが可能であり，需要予測や施策評価の時間軸上の安定性を議論する上において，極めて重要

な情報を有する.また，離散時間一連続時間パネルデータと同様に，式(3.46)に示す分散の構造を

也の説明変数によって構造化することができる.

3.3.3 繰り返し横断データの場合

繰り返し断面データの場合，離散時間パネルデータの変動構造に更に制約が加わる.まず，異

なる時点間で取得したサンプルが同一母集団からランダムに抽出されていると仮定する必要があ

る.また，時点間で異なる個人の行動結果を観測したデータであるため，観測変数についても時

間軸上の変化に関する情報を保有しない.このような点から，離散時間パネノレデータのように各

寺点のデータをプールしてモデルを同定する積極的な理由はない.繰り返し断面データを用いて

支動構造の変化を特定する場合においては，同一母集団からランダムにサンプリングされている

との仮定のもと，時点ごとに変動構造を特定し，時点聞の変動構造を比較する方法が考えられる.

具体的には，まず，各時点Tにおいて以下のモデルを特定する.

F(E[y~krD=ßTX!... + y; +ει (3.49) 

ここで，

バ-N(O，σ;1")ει-N(O，σム) (3.50) 

-70ー



次に，以下の式をもとに各時点、の変動構造を特定する.

説明変数を含まない場合 (N凶lモデル): 

Vru{F(E~~hsD)= a;r +勾T (3.51) 

説明変数を含む場合 (Fullモデル): 

Vru{F(E~~hsD)= vru{s可J (3.52) 

その後，各時点において特定された変動構造を比較することにより，変動特性の時間軸上の変

化を把握する方法が考えられる.なお，式(3.51)及び式(3.52)は，着目する行動結果Y7ithsの変動を

各変動要因に分解するものであるため，各時点間で非観測要因と観測要因の構成比を比較するこ

とが可能である.ただし，離散時間パネルデータと比べて. 1)各時点、のデータが同一母集団から

ランダムにサンプリングされていると仮定する必要がある点.2)自動車の保有状況等，観測変数

の個人ごとの変化を表現できない点.3)時間軸を伴った変数による分散の構造化ができない点が

新たに制約として加わる.ただし，このような制約が存在しでもなお，従来頻繁に行われてきた

観測変数の変化のみに着目する場合に比べて，非観測要因の変化を分析対象に含む点において価

値あるものと思われる.
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3.4 ベイズ更新:交通行動変化のモニタリング

3.4.1 ベイズ更新の基礎

3.3において，変動構造の変化を捉える手法について整理した.この際，個々人の交通行動を，

例えば数年に渡るような，十分な期間に渡って観測し続けることは不可能であるため，異なる離

散時点のデータを用いて行動変化を捉えることを目指した.一方で，マクロ時系列のデータは，

詳細な変動構造を捉えることはできないものの，長期間の連続した観測がなされている場合が多

い.この場合，離散時点聞の変化ではなく，時間軸上に連続した変化を観測することが可能であ

る以下では，このような時間軸上に連続した変化を捉える手法として，ベイズ更新に基づく交

通行動変化のモニタリング、手法について記述する.特に，暫定税率の失効/復活等，計画主体の

領域外で行われる意思決定により生じる行動変化を観測するためには，時間軸上に連続した変化

を観測する必要がある.

ベイズ更新は，新たなデータを入手する度にパラメータを更新する手法であり，ベイズの定理

に基づく手法である (Poleet al.. 1994).ベイズの定理は，以下の式で表される.

f(y IS }7t(S) 
π(SI y)= 
f(y) 

(3.53) 

ここで， yは観測データ，。は未知パラメータである.これより，左辺の1t(9Iy)は，観測データ

が与えられたもとでの未知パラメータ Oの値の分布と見ることができる.この分布を事後分布と

呼び，観測データを与えることにより未知パラメータ Oの事後分布を得ることがここでの目的で

ある(後述するように，新たな観測データの入手に伴い未知パラメータ 0を更新することをベイ

ズ更新と呼ぶ).通常の統計モデルとの違いは，未知パラメータ 0をある確定的な値と見なさず，

確率分布として扱う点にある.この特徴により，未知パラメータ Oの更新が可能となる.右辺の

f(Y19)は，未知パラメータ 0が与えられたもとである確率分布f(・)からyが観測される確率であり，

尤度と呼ばれる.尤度は，統計モデノレのメカニズムそのものを表しており，その確率分布f(・)は

通常の統計モデ、ルの尤度関数と同じく，分析者が与えた行動メカニズムを反映するものである.

lt(9)は事前分布と呼ばれ，事前情報に基づき分析者が与える必要がある(事前情報がない場合，無

情報事前分布を与える).f(y)は，観測データそのものの分布を表したものであり，未知パラメー

タ0に依存しないため，基準化定数と呼ばれる.そのため，基準化定数を無視して式(3.53)を以下

のように表すことができる.

π(Sly)ocf(YIS)x也) (3.54) 

事後分布 尤度 事前分布

ベイズ更新は，式(3.54)を用いて，新たなデータ yを入手する度に未知パラメータ 0を更新する

方法である.具体的には，まず， π(9)に無情報事前分布を与えて，ある時点tまでの観測データ Yt

-72ー



が得られた状況における未知パラメータ 0の事後分布は以下のようになる.

π(e I Yt)OC f(Yt I e)xπや) (3.55) 

このとき，事後分布1t(OIYt)は， t時点までのデータを用いて得られた未知パラメータ 0に対する
確信度と見なせる.その後，什1時点における観測データル1を入手した状況を考える.このとき，

t時点までのデータによって得られた未知パラメータ 0に対する確信度である π(01れ)は，t+1時点

においては事前情報となる.よって， 1t(OIYt)を事前分布とし，新たに得られた観測データYt+Iから
構成される尤度f砂川10)との積から，什1時点における事後分布は以下のように定義できる.

π(e I Yt'YI+Jに f(Y1+1I e)Xπ(eIYt) (3.56) 

このように，ベイズ更新では，新たなデータを入手する度に未知パラメータ Oを逐次更新して

いくことが可能であり，マクロ時系列データのように継続的に観測が行われている場合，未知パ

ラメータ 0の変化をモニタリングすることが可能である.ベイズの定理に基づくシンプルな手法

であるが，変化を連続的に観測することができるため，その有用性は高いと考えられる.ただし，

ベイズ更新は，繰り返し更新することによってある値に収束する(すなわち，新たなデータを入

手する度に未知パラメータに対する確信度を高めていく)性質を持っているため，長期間の行動

変化をベイズ更新により観測する場合においては，時間の経過に伴い過去のデータが有する情報

の価値は低下する点を考慮する必要がある (7.3参照). 

3.4.2 マルチレベルモデルのベイズ更新

上に見たベイズ更新は，解析的に求める場合においては事前分布と事後分布の聞に共役性が成

立している必要がある.共役性とは，事前分布と事後分布が同ーの分布族になることを指す(こ

の条件を満たす事前分布を共役事前分布と呼ぶ).共役事前分布については，和合(2005)や豊田

(2008)にまとめられている.一方，近年では次節で述べるマルコフ連鎖モンテカノレロ (MCMC)

法の発展により，共役事前分布が存在しない場合においてもベイズ更新が可能になりつつある(貝

戸&小林， 2007). ここでは，上に述べたマルチレベルモデ、ルを尤度として持つ場合におけるベイ

ズ更新について議論する.以下， 3.2において示したマルチレベル線形モデルを再掲する.

YIi = L~=1仏 +Y;k ~I;k + &1; (3.57)(式(3.32)再掲)

ここで， Y;kはYirMVN(O，五)に従うランダム変数である.式(3.57)に示したモデルの未知パラメ

ータ，すなわち式(3.54)の0に該当する変数は， s=伊'Ps2，...，sK}'~k及び GIiの分散んである.
また，線形モデルであるので尤度は以下のように定義される.
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f(x，YIs，Lk，O"O)= rrrrN~Ii- L: :=I (ßk+Yふ此，σ~) (3.58) 

ここで，1は観測した個人の数，Tは各個人の観測日数である.未知パラメータ s，Lk，向の事前

分布を，それぞれn(s)，π(l:0，n(内)とする.なお，共役事前分布としてn(s)には正規分布を， n(~k) 

には逆ウィシャート分布を，柄拘)には逆ガンマ分布を仮定する(詳細は次節にて述べ，ここでは

ベイズ更新に焦点を絞る).以上の設定のもと，以下の事後分布が定義できる.

n-(s，Lk，σ。Ix，y)ほ f(x，Y I s， Lk，σ。)n-(s)n-(Lk )n-(σ。) (3.59) 

さらに， YikがM附 (0，L0の分布から得られるパラメータであったので，これを式(3.59)に組み込

むと以下の式が得られる.

z(yp Y2'...' Y(ls， Lk，σ。Ix，y)
事前分布

り(丸yls，川'...'Y(lO"O)P{yPY2'...'Yll功」位色k色)
尤度 事前分布

(3.60) 

ここでp(・)はM附 (0，L0~こ対応する多変量正規分布であり， Yi={YiI， Yil門 YiK}である.式(3.60)

は，多少複雑な式形ではあるが式(3.54)と同一の構造を持つことが分かる.式(3.60)は，事前分布

ポゆ p(九I'Yi2'...'YiKI ~みびf(x， yI s，Lk'σ。)が階層的な構造を持っているため，階層ベイズモ
デルと呼ばれる場合がある.

さて，3.4.1と同様に，新たに什l時点におけるデータX，+J.Yi川が利用可能になった状況を考える.

このとき，式(3.60)の事後分布は，

π (y"Y2'...' γ "ß'~k' O"O川σ円州0けIx， y， x，みんx巧凡XI+1作川+叫lい， y品み品y九九ん1+川+叫l
∞ f{:らx，y，x，みx巧凡，件+1ド，y九H川+1I印s，Y抗tい'Y2'.市 ， σ。)P(y1'Y2'...'YI I ~kþr(ß)JZ"(~k)JZ" ('σ。)
ぽf{:巧+l'Y'+IIs'Yl'Y2"..'Y"σ。)f(x，yI s， Y.. Y2'...' y"σ。)p(y.'Y2'…'YI I ~kþr(ß)JZ"(~k)JZ"(σ。)
∞f{:巧叫ん Is'Yl'Y2'...'Y"σふ(Y1'Y2'...'Y I' ß'~k' O"O I x，y，x，叫ん)

(3.61) 

となる.これは，式(σ3.56の)と同様に， t時点における事後分布を t廿+1時点においては事前分布と

見なし，新たに入手したデ一タで構成される尤度f(仏x巧山:I+I'Y，叫+1'ド，y，九んYI+I川+叫+IIs
タを更新することを示している.ただし，階層ベイズモデルの場合，パラメータ Yiに対する事前

分布は定義されないため，更新を実行するためには，過去時点の全データを使用する必要がある.

以上述べたベイズ更新を用いた分析を7章において行う.

4品
E
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3.5 マルコフ連鎖モンテカルロ (MCMC)法

以上見てきたマルチレベルモデ、ルを推定する方法として ここではマルコフ連鎖モンテカルロ

(MCMC)法について記述する.MCMC法は，エルゴード的な(すなわち，既約で非周期的，正

再帰的な)マルコフ連鎖に基づくモンテカノレロシミュレーションであり，ベイズの定理により導

かれた事後分布から未知パラメータの確率標本(サンプノレ)を発生する手法である.MCMC法で

は，不変分布が事後分布(目標分布)になるようにマルコフ連鎖を構成し，マルコフ連鎖を繰り

返して得られる確率標本を，事後分布からの確率標本であると見なす.この際，得られる確率標

本は互いに独立ではないが，ある条件のもとでマルコフ連鎖はエルゴード的となり，大数の法則

により，得られた標本から構成される事後分布に基づき未知パラメータの平均値及びその分布を

得ることができる.不変分布が事後分布となるようなマルコフ連鎖を構成する代表的な方法とし

て，ギブ、スサンプラー(Gibbssarnpler)とメトロポリスヘイスティング(Metropolis-H出tings)アルゴリ

ズムがある.以下，ギブスサンプラーを用いて上述した式(3.54)の事後分布から確率標本の発生す

る場合について記述する.

ここで未知パラメータが 3つ(すなわち 9={0" O2， 03})のケースについて考えると，式(3.54)の

事後分布はπ((}"(}2'(}31y)と記述できる.ギプスサンプラーは，事後分布π((}"(}2'(}31y)の各ノfラ
メータの条件付き確率分布(全条件付事後分布とも呼ばれる)から標本(サンプノレ)の発生を繰

り返す方法であり，具体的には，以下のようなアルゴリズムとなる(和合，2005). 

(1)初期値針。)AOL4%決める.
(2) q=I，2，...に対して次の標本の発生を繰り返す.

OJq)をπ(8，18~q-') ，8;q-勺)から発生する.
or)をπ(8218，(q) ，8t') ，y)から発生する.
4q}をπ(8318，(q) ， 8~q) ，y)から発生する

(3)十分大きなNに対してOF，W)，op(「NJ+lv・.)を記録する.

ここで，初期値は，通常の最尤推定法と同様に分析者が与えるものである.また，(3)では 1，2，..，N-l

までの確率標本を捨て，残りを記録することを行っているが，これは，事後分布が不変分布に収

束するまでの初期値に依存するサンプルを捨てることを意味しており， 1，2，吋品1は稼働検査期間

(burn-in period)と呼ばれる.

さらに具体的にみるために，以下，式(3.32)において定義したマルチレベル線形モデルを例に具

体的な事後分布の特性について見る.上述したように， MCMC法では縮約推定量をサンプリング

手順から直接得ることができる点にその特徴があり， MCMC法の事後分布から式(3.35)において

示した縮約推定量を得ることができる点を示す.式(3.32)から定義される事後分布である式(3.60)

を再掲する.
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;r(y， 'γ2'...'γ， ，s，kk'σ。1x，y) 
J (3.62)(式(3.60)再掲)

ぽ f(x，y1 s， yi'γ2'...'y， 'σ。)p(y，，γ2…γ， 1 kk );r(s );r(kk );r(，σ。)

ここで，未知パラメータs，~k，町の事前分布を，それぞれ1r{ß)， 1r{~k)， 1r{σ'0)と表記している.ま

た，共役事前分布として柄拘には正規分布を， κzρには逆ウィシャート分布を，1r{σ'0)には逆ガン
マ分布を仮定している.具体的には，

;r(ß)~ N炉。，V
II
)

;r(kk)~ Inverse Wishart(C，ko) 

;r(σ。)~Inverse Gamma(α，b) 
(3.63) 

を仮定する.ここで， so' Vll，c)':o，a，bは分析者が与える既知のパラメータであり，このパラメー
タの設定によって事前情報を与える.ここでは無情報事前分布を仮定する.このような設定のも

と，マルチレベルモデルの標本生成アルゴリズムは以下のようになる (Goldstein，2003) . 

(1)初期値FO)，F，4%決める.
(2) q=1，2，...1こ対して次の標本の発生を繰り返す.

P ω をz均湘~I帆Iy川Y引ザy，(q-1門{匂仲削q-μ-1

Y村(qり)をπA均み伽{y仏いY抗川;1附s(り勺，yハ，y，抗if
z兄可;rq) をπ (k包z孔kl叩s(q川
σ吋;qり}をπ(い仏σ句01附s(りペ勺，yハJI(匂q勺 ;r以)にk，占ふx丸，y)から発生する

(3)十分大きなNに対してs(q) ， yrq) ， k~q) ，σJ内q=N，N+l，...)を記録する.

ここで，

;r{p I y"...， y， '~k' 0'"0' x， y)~ N(A-1区eJX{(Yi-XiYJ+o-; V;1 so}，O-;A-1) 

;r(Yi 1 sみ σa，x，y)-N(B中山i-Xis)}，cr;B-1) 

A私ζ|山P仇似似，y川恥Y引I
イ句 |印P仇州J川心ιY引九".口….日.品ζ，ぷx幻，yオ)~lnv陀er，悶'sáÌ，αmm~N/2+a仏，ヱeJS，民'j/2+b) 

※民=(Yi-Xjs-X;Y;)(Yi -X;s-x;y;)， A= ~EIX{Xi +0-;可 B=x[x;+σ;z;l 

であり，Nはサンプル数(通常のパネルデータの場合，N=個人数IX時点数のである.事後分布

の分布形から，式(3.63)によって与えた事前分布が共役事前分布であることが確認できる.また，

詰約推定量Yilこ着目すると，その期待値色は，(ホ+イ玄714(Yi-xD)となり，これは式(3.35)
において示した縮約推定量(またはBLUP:Best Linear Unbiased Prediction)に他ならない(佐々木，

2007).また無情報事前分布を仮定する場合，上の推定量PはBLUE(BestLinear Unbiased Estimator) 
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に対応する.

以上の見たように，マルチレベノレ線形モデノレの場合，縮約推定量を含め，パラメータ推定値の

持性が解析的に求まるものの，いくつかのモデル構造については縮約推定量が解析的に求まらな

い場合がある.この場合，シミュレーションにより求める方法 (Train，2003)，又は，上述した

おfCMC法により直接求める方法が考えられる.

なお，線形モデルではない他のモデ、ル構造の場合においてもサンプリング手順は同様の形式を

とる.例えば式(3.18)に示した5つの変動要因を考慮、したマルチレベル多項ロジットモデ、ルの場合，

事後分布は以下のような階層ベイズモデルとして定義される.

神，σ血，σh'σd'O"s'O"OIY，x) 

∞I1 p(y，x I s， Yih' Yh' Y d' Ys' T)tihds) 
Xf(yih I O"ih)f(Yh Iσh)f(Yd Iσd)f(Ys IσJf(九地|σ。)
xo(σih)o(σh)o(σd)o(σs知(σo)o(s)

(3.64) 

ここで， p(y，x I s， Yih' Yh' Y d' Ys' T)ih也)は，式(3.18)の選択確率から定義される尤度関数， f(・)は各
ランダム変数の分布を表す関数であり，上に見たように正規分布に従う.o(・)は事前分布であり，
式(3.62)と同様に逆ウィシャート分布(1変量の正規分布を仮定する場合には逆ガンマ関数)を仮

定する.サンプリング手順は上に述べた方法と同様であり，詳細については，例えば Train(2003)

に掲載されているため割愛する.

MCMC法を用いてモデノレを同定する際においては，初期値が不変分布である事後分布からの標

本でない限り，標本(サンプノレ)が事後分布に収束するまでにある程度の時間を要する.そのた

め，上のサンプリング手順では， (3)番目において，標本が不変分布に収束するまでの初期値に依

存する標本を稼働検査期間として捨てる.この際，どの程度の期間を稼働検査機関として設定す

ればよいのか，また，どのように標本が事後分布に収束していると判断するのかが問題となる.

この判断を行うために数多くの収束判定の方法が提案されているが (Cowlesand Carlin， 1996)，最

も望ましい方法は確立されておらず，いくつかの既存の手法を用いて複眼的に収束を確認、するこ

とが望ましいと言われている(和合， 2005).本研究では，標本の時系列プロット，標本自己相関

回数のプロット， Geweke (1992)の収束判定方法を用いるとともに，異なる初期値，異なる標本系

列の長さのもとにおいても同ーの結果が得られるかどうかを確認することにより収束問題に対応

する.

付録Bに，最尤推定法と MCMC法の比較及び本研究で用いた収束判定方法について，具体例

を挙げて示しておく.MCMC法を用いて推定した本論文中の全てのモデルは，付録Bと同様の手

頃によって収束状況の確認を行っているが，付録Bから分かるように，モデノレが有するパラメー

タ数の増加に伴い，詳細な結果の表示は煩雑となるため，本文中では表示しないこととした.な

お， MCMC法を用いたモデル推定には，ソフトウェアWinBUGS(Bayesi叩 inferenceUsing Gibbs 

Sampling (Lunn et a1.， 2000))を用いている.
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また，モデル比較のために，通常の統計モデ、ルにおいては尤度比や AIC(AkaikeInfonnation 

Criterion)等が頻繁に用いられるが，同様に， MCMC法においても DIC(DevianceInfonnation 

Criterion)と呼ばれる統計量が提案されている.DICは， Spiegelhalter et al. (2002)によって提案され

た統計量で，特に階層ベイズモデルを用いて縮約推定量を扱う場合において有用であるとされて

いる.これは，上にみたように，階層ベイズモデ、ルの場合，縮約推定量を未知パラメータの 1っ

と見なすことができる一方で，実際に事前分布を仮定した未知パラメータとして扱っているわけ

ではないため， AIC等の統計量を用いる場合に必要となる未知パラメータの数が明確でないため

である.具体的には， DICは以下のように定義される.

DIC=伺og{ir{YI mean{e ))]-pD) (3.65) 

ただし，

pD=2{log{mear{ir{Yle))]-log{ir{YI mear{e))D (3.66) 

である.ここで， loamea制Yle))]は，上に述べた標本の発生q，q+l，...(q孟N)の各回において得ら
れた対数尤度の事後平均であり， loair{YI mear(e))]は，上に述べた標本の発生q，q+l，.・.(qミN)の各
国において得られた未知パラメータの事後平均を用いて算出した対数尤度である.なお階層構造

を持たない通常のモデルの場合，pDは漸近的にパラメータの数に等しくなり，結果， AICと等価

な情報量基準となる(付録B参照). 
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第4章活動・交通行動の変動特性

ほ
不
確
実
性
繍

施策倹討プロセスの進行 i

本章の分析対象
(低) I 
|個人肉変動

量|制変動

言| 世帯間変動
E1覗剖量蓮司明監i書i=圃WI!嘘司iJI

個人間変動

(高) 空間変動

交通現象 ト斗 デ→ ト→{モデル ド {

施策検討プロセスの進行 !

予測・評価

4. 1 はじめに

本章では. 1999年にドイツのカーノレスルーエ市及びハレ市で行われた 6週間の交通日誌データ

(連続時間パネノレデータ)を用いて. 3章において構築した種々のマルチレベルモデルによりい

くつかの行動側面(出発時刻，活動発生， 交通手段選択，時間利用)における変動構造を実証的

こ特定する.

4.2では，本章の分析に使用するデータ (Mobidriveデータ)の概要をまとめる.2章において

みたよ うに. 6週間という長期に渡る交通行動が観測されたデータは極めて限られており，

Mobidriveデータは詳細な変動解析を許容する貴重なデータの lつである.

4.3では，全ての変動要因を非観測要因として扱い，活動 ・交通行動が持つ全変動を，非観測個

人間変動，非観測世帯間変動，非観測経日変動，非観測空間変動，非観測個人内変動の 5つに分

解することにより，分析のフレームワーク(例えば個人単位で分析すべきか，空間単位で分析す

ーきか)を選択する上での基礎的情報の提供を試みる.また，実務的な観点からは，利用可能な

データや分析手法の制約上，限られた変動要因に焦点を当てざるを得ない場合が多い.このよう

な状況下においては，本章で解明を試みる変動特性の情報を用いて，限られた変動要因に焦点を
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当てて分析することにより失われる変動情報の量的把握が可能となる.

4.4では，各変動要因のどの程度の変動が観測変数の導入によって捉えることができるのかにつ

いて実証的に把握する.言い換えると，どの程度の非観測変動を観測変動に落とし込むことがで

きるかについて評価する.また，仮に非観測変動が支配的な場合，どの種類の変動種類の非観測

変動の影響が支配的かを確認することにより，今後収集すべきデータの種類に関する示唆を得る

ことが可能である.

4.5では，交通手段選択に内在する共変動の影響を特定する.実証分析では，個人内変動と空間

変動の共変動を捉えることにより，個人毎に異なる空間変動の影響を定量的に把握することを試

みる.

4.6では，本章で行う分析から得られた知見及び課題をまとめる.

4.2 使用データ:Mobidriveデータ

4.2.1 データの概要

本章では， 1999年にドイツのカー/レスルーエ市とハレ市で実施された6週間(42日間)の交通日

誌データを用いる.本調査は，プレ調査が 1999年5月31日""7月25日(56日間)，本調査が 1999

年9月 13日"'11月 14日 (63日間)の期間で行われており，被験者は，この期間のうち特定の連

続する 42日間の行動結果を報告している.プレ調査及び本調査を合わせて，合計361人(162世帯)

が調査に参加している.本調査は 1週間の行動結果を記述するブックレットが被験者に渡され，

週ごとに行動結果を報告する形を取り，行動結果が理論的に一致しない場合(例えば t番目のト

リップの目的地と 1+1番目のトリップの出発地が一致しないなど)においては，被験者にその旨

を伝えることにより，データの補完が行われている.そのため， 6週間の長期に渡る調査であっ

ても，被験者が回答に疲労し，その結果データにバイアスが生じるという問題(panelFatigue)は生

じていないことが報告されている (A油a山enet al.， 2002， 2007) .なお，調査の詳細は， A対羽田enet 

al. (2002)に~F しし、.

4.2.2 各行動側面における使用サンプル及び各種変動要因の定義

本章では，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つの行動側面を扱う.ただし，

出発時刻と交通手段選択はトリップごとに観測されるのに対し，活動発生と時間利用はある特定

の 1日に当該活動を遂行したかどうかという人・日ごとに観測される行動側面である.よって，

使用するデータの構造及び，各種変動要因の定義は行動側面により多少異なる(ただし，個人間

変動，世帯同変動，経日変動，空間変動，個人内変動の 5つの変動要因を扱う点は共通である). 

表 4.1に各行動側面における使用サンプル及び各種変動要因の定義をまとめておく.以下の分析

では，表4.1Iこ従って分析を進める.
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表4.1 各行動側面における使用サンプル及び各種変動要因の定義

行動側面 出発時刻 活動発生 交通手段選択

分析単位 トリップ 人・日 トリップ

使用データ プレ調査+本調査 プレ調査+本調査 本調査 1)

個人間変動 114~361 人 294人 309人

世帯間変動 65-162世帯 141世帯 138世帯

経日変動 95~119 日 119日 63日

47-97空間勾
57空間 2)

53空閥均

空間変動
出発ゾーンμ]x到着ゾー

滞在ゾーン集合め[15]x居
出発ゾーン[3]x到着ゾー

ン[4]x居住ゾーン[4]x都
住ゾーン[4]x都市[2]

ン[3]x居住ゾーン[3]x都

市[2] 市[2]

個人内変動
1，440 ~ 22，261 12，348 18，326 

{サンプル数)

学校・仕事・業務・私用・ 学校・仕事・業務・私用・ 活動分類なし(自転車，自

活動分類 送迎・日常買物・非日常 送迎・日常買物・非日常 動車(運転)，自動車(同乗)，

買物・レジャー・帰宅 買物・レジャー 公共交通の4肢選択)

推定 活動種類ごとに推定 活動種類ごとに推定 まとめて推定

1)プレ調査のデータは，代替交通手段の交通サービス水準の変数が整備されていないため.
2)ゾーン単位はCBD，都心部，郊外，その他の4つ.

時間利用

人・日

プレ調査+本調査

294人

141世帯

119日

30空間 2)

滞在ゾーン集合の[15]x都

市[勾

12，348 

必須(学校，仕事，業務)・

私用・送迎・日常買物・非

日常買物・レジャー・自宅

まとめて推定

3)ゾーン単位はCBD，都心部，その他(郊外+その他)の3つ.これは，都市の外の地域における交通サービス水準の変数に欠損が
多いため.
4)滞在ゾーン集合とは，まず，空間をCBD，都心部，郊外，その他の4つのゾーンに分類し，その後，当該日に実際に滞在したゾー
ンの組み合わせを特定した行動空間05=24.0.

4.3 活動・交通行動の基礎的な変動特性の特定

本節では，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の各々の行動側面を対象に，これら

の交通現象を規定する変動構造の特定を試みる.ここでは，各行動側面の基礎的な変動特性を明

らかにするために，観測変数を導入せずに，全変動を非観測個人間変動，非観測世帯間変動，非

観測経日変動，空間変動，個人内変動の 5つの変動要因に分解する (Nullモデルと呼称).交通計

画に利用されるほとんど全てのモデルが，ある断面において観測された変動の情報に基づき作成

されている点を踏まえると，このような変動特性を明らかにすることの意義は少なくはないと考

える.
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4.3. t 出発時刻

出発時刻の意思決定を，マルチレベル線形モデ、ル (3章参照)を用いて定式化する.具体的に

は，出発時刻yJJaを，世帯hに属する個人iが，日付dに属する t番目のトリップにおいて，空
間sの移動を伴い活動jを行う出発時刻として以下のように定式化する.

yJMs=F。+yA+yj+yj+yf+sfMS (4.1) 

ここで，

0
1
h
I
h
-
-
g
J
'
J
帥

β
'

れ

れ

γ
U
K
E
J

:定数項(未知パラメータ)

:は~ N(O' O"i~ ，Jに従うランダム変数(非観測個人間変動に対応)
: r1 ~ NtO， O";U)に従うランダム変数(非観測世帯間変動に対応)
:が~NlO， 0";'1)に従うランダム変数(非観測経日変動に対応)
: r; ~NlO， σふ)，こ従うランダム変数(非観測空間変動に対応)

式(4.1)の推定は適応型求積法(AdaptiveQuadrature Methods)を用いる.ただし推定結果の信頼性

を確認するためにMCMC法による推定を別途実行し，推定値に有意な差が無いことを確認してい

る(付録B参照).なお，モデルの推定は活動種類ごとに行っている.推定結果を表4.2に示す.

ここでは，全てのランダム変数に対し，該当するランダム変数を除いた場合の最終対数尤度と含

んだ場合の最終対数尤度に対してぷ検定を行い，有意でないランダム変数を除外した推定結果を

記載している.結果，学校，仕事，業務に対する世帯間変動，経日変動，及び，送迎に対する経

日変動は有意に観測されない結果となった.表4.3及び図4.1に，式(3.3)を用いて特定した，全変

動を非観測変動と見なした場合の出発時刻の変動特性を示す.以下，結果から得られた知見をま

とめる.

(i).個人間変動については，非日常買物を除く全ての活動に対して有意であることが分かる.こ

れより，同一の活動目的であっても個人によって時間の選好は異なり，出発時刻に関する意

思決定を解明する上では，個人属性等を用いた選好の異質性を表現する必要があると考えら

れる(非日常買物を除く).中でも，学校や住事といった必須活動において個人間変動が高い

傾向にある(それぞれ，全変動の28.8%及び36.0%が個人間変動に由来している). 

(ii).世帯間変動については，学校，仕事，業務といった必須活動に対しては有意に影響しない結

果となった.これは，世帯との結合制約(couplingconstraints) (Hagerstrand， 1970)等によって

必須活動の出発時刻が変更される可能性は低いことを示唆するものである.反面，送迎，日

常買物，非日常買物，レジャーにおいては，出発時刻の全変動のうちの 12.3%--22.2%が世帯

間変動から生じていることが分かる.中でも非日常買物に対する出発時刻選択は，個時間変

動が有意に観測されないことから，世帯レベノレの意d思決定問題に属する可能性がある.

(iii).韮E窒塾については，学校，仕事，業務，送迎に対して有意に影響しない結果となった.す

なわち，日付によってこれらの活動に対する時刻の選好がぱらつく可能性は低く，ある l日
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において観測された出発時刻を用いて，他の日付に対して推論の拡張を行ったとしても日単

位の集計レベルにおいては安定しているものと見なせる.一方で，他の活動種類においては

経日変動は有意に観測された.特に日常買物，非日常買物においては，全変動のうちの 11.6%

及び 11.0%が経日変動から生じており，これらの出発時刻に関する意思決定メカニズムを明

らかにするためには，複数日の行動を分析の対象にする必要があると考えられる.

(iv).室園亙塾については，すべての活動に対して有意となった.特に，学校や仕事，業務といっ

た必須活動において高い空間変動が観測された(12.40/0-36.2%).これは，これらの必須活動

では基本的にODベアが固定されているためであり(自宅から会社(学校)への移動)，この

ODベアから外れた行動を取る場合において出発時刻は大きく異なる可能性があることを示

唆するものである.一方で，その他の活動において観測された空間変動は全変動の 2.1%'"'"

5.5%であり，必須活動と比較して空間変動の影響は，有意に存在するものの，大きくはない

といえる.

(v).個人内変動については，すべての活動において全変動に対して大きな割合を占める変動要因

であり，全変動のうち 35.0%'""'85.9%を占めることが分かる.特に，自由裁量型の活動におい

てその割合は高く，これらの活動目的に対する出発時刻は本質的に文脈に依存してばらつく

ものと考えられる.この結果は，ある 1日において観測された行動結果が，代表的(典型的)

な行動結果であると仮定することの妥当性を疑う必要があることを示唆するものである.
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表4.2 出発時刻の推定結果 (Nu11モデル)

変数 学校 仕事 業務 私用 送迎
日常貿 非日常 レジャ

帰宅
物 買物 一

so 608.4 612.1 723.8 791.7 
定数項

888.0 781.5 798.6 901.9 918.5 

(1値) (28.7)本 (34.9)・(47.6)* (48.6)事 (55.1)* (29.0)怠 (65.2)* (41.4)* (63.1)事
σJ'h Ij 10022 17738 7486 4382 8410 4372 。 3199 3748 

個人間変動
(J) (287)* (1462)* (90)‘ (75)* (29)* (137)* (2)* (139)・ (452)事
σ2h Ij 。 。 。 3980 6941 6939 7237 6650 3288 

世帯問変動
(J) ρ3) (05) (00) (21)* (8)事 (43)* (230)・ (54)事 (28)事

σ2dll 。 。 。 808 。 4607 3576 2965 659 
経日変動

(J) (0ω (00) (1 1) (18)・ (09) (567)* (141)* (435)・ (120)* 
σZslJ 12600 9814 5473 1516 3504 1053 1173 2974 1352 

空間変動
(J) (271)事 (427)* (103)事 (26)事 (20)・ (29)事 (21)* (190)・ (141)* 

個人内変動 σ2011 12160 21674 31027 33193 55464 22759 20657 38391 54977 

LL(C) -16，401 -31，943 -9，714 -26，981 -12，281 -31，113 -12，177 -59，783 -154，528 

LL(s) -15，967 -30，846 -9，585 -26，731 -12，154 -30，345 ー11，978 -58，820 -153，517 

サンプノレ数 2，576 4，761 1，440 3，998 1，749 4，653 1，846 8，720 22，261 

※Iは該当するランダム変数を除いた場合の最終対数尤度 LL(仰と含んだ場合の最終対数尤度 LL(s)に対する検定
** 1%有意.巧%有意，+10%有意

表 4.3 出発時刻の変動特性 (Nullモデル)

変動要因 学校 仕事 業務 私用 送迎 日常買物 非日常買物 レジャー 帰宅

個人間変動 σl.hli 28.8% 36.0% 17.0% 10.0% 11.3% 11.0% 0.0% 5.9% 5.9% 

世帯間変動 σ2h Ij 0.0% 0.0% 0.0% 9.1% 9.3% 17.5% 22.2% 12.3% 5.1% 

H日変動 σJ
dU 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 11.6% 11.0% 5.5% 1.0% 

空間変動 .r'11 36.2% 19.9% 12.4% 3.5% 4.7% 2.6% 3.6% 5.5% 2.1% 

個人内変動 σJ011 35.0% 44.0% 70.5% 75.6% 74.6% 57.3% 63.3% 70.9% 85.9% 

全分散 Var(内hds) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

学校

仕事

業務

私用

送迎

日常買物

非日常買物

レジャー

帰宅

個人間変動 田世帯問変動 U経日変動 田空間変動 画個人肉変動

図4.1 出発時刻の変動特性 (Nu11モデル)
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4.3.2 活動発生

活動発生の意思決定を，マルチレベル 2項ロジットモデル (3章参照)を用いて定式化する.

具体的には，日付dにおいて，世帯hに属する個人iが，行動空間sにおいて活動jを行うかどう

かを以下のように定式化する.

ここで，

ル=1)-exrJ...弘)
一+exJA..V;hd' ) 

UL.=VL.+e!. ihds - • ihds ' "ihds 

n I "，} I II'} I "，} _L ，.，} ---.L ，..J 
一向。+y;i，+九+y.i+九+e;i，ds

so 定数項(未知パラメータ)

r~ y~ ~ N~O.CTi~lj)1こ従うランダム変数(非観測個人間変動に対応)
rl yt ~ N~O.CT;Iけこ従うランダム変数(非観測世帯間変動に対応)
rJ y~ ~ N~O. CT;Ij)に従うランダム変数(非観測経日変動に対応)
r: 行 ~NlO.ペ)に従うランダム変数(非観測空間変動に対応)
sLa :分散ポβ に従うランダム変数[固定:(ポ/3=ポ/6+π.2/6)](非観測個人内変動に対応)

(4.2) 

(4.3) 

式(4.2)の推定は，出発時刻のケースと同様に，適応型求積法(AdaptiveQuadrature Methods)を用

L、る.なお，モデルの推定は活動種類ごとに行っている.推定結果を表 4.4に示す.全てのラン

ダム変数に対し，該当するランダム変数を除いた場合の最終対数尤度と含んだ場合の最終対数尤

主に対してぷ検定を行った結果，学校，仕事，業務，日常買物に対する世帯間変動，送迎に対す

る経日変動は有意に観測されない結果となった.表4.5及び図4.2に，式(3.14)を用いて特定した，

全変動を非観測変動と見なした場合の出発時刻の変動特性を示す.以下，結果から得られた知見

をまとめる.

ti).個人間変動については，すべての活動に対して有意な結果となった.これより，どのような

活動目的に対する活動発生の分析においても，行動主体に起因する変動については常に考慮

する必要があると考えられる.出発時刻のケースと同様に，特に学校や仕事，業務の個人間

変動は，それぞれ 91.6%.72.4%. 56.1%であり，これらの活動発生はその個人の属性に大き

く依存していることがわかる.その他の活動においては，個人間変動は主要な変動要因の 1

つである一方，全変動に対する比率は 8.2%-27.4%であり，その他の変動要因の影響も極め

て大きいことが確認できる.

tlり.世帯間変動については，学校，仕事，業務，日常買物に対して有意な影響は観測されなかっ

た一方で，私用，送迎，非日常買物，レジャーでは有意に観測された.特に送迎の発生につ

いては，全変動の 11.5%が世帯間変動によるものであり，世帯レベルの分析が必要なものと
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思われる.なお，個人間変動と世帯間変動を合わせてみても私用や非日常買物，レジャーと

いった活動においては全変動の 20%前後を占めるに過ぎず，従って，ある 1日において観測

された行動データは，その個人の代表的な行動パターンであると見なすことの妥当性は低い

と思われる.反面，学校や仕事といった必須活動については，ある 1日に観測された行動が

その個人の典型的な行動であると見なせる可能性が高い.

(iii).韮旦室塾については，送迎に対して有意に影響しない結果となった.これより，日単位の集

計レベルにおいては，送迎は，曜日や祝日等に依存せずに行われる活動であることが分かる.

一方，他の活動については経日変動の影響は有意に観測された.この結果は，日単位の集計

レベルにおいてもその発生量は日々変動していることを示唆している.

(iv).室園率盈については，すべての活動に対して有意な結果となった.これより，どのような活

動に対する発生分析に対しても，空間的な要因を考慮する必要があると言える.また空間変

動の全変動に占める比率をみると，非日常買物で 14.8%，レジャーで 17.2%となっており，他

の活動目的と比較して高い割合を占めることが分かる.これは，これら非日常な活動は日常

的な活動と空間的に異なる場所における活動発生が多いためであると考えられる.

(吋.個人内変動については，必須活動(学校，仕事，業務)で低く，その他の活動で高くなる傾

向にある結果となった.特に，必須活動以外の活動については個人内変動が全変動の 50%以

上を占めており，これらの活動を行うか否かは，意思決定時の文脈の違いに大きく依存する

ことが示唆された.
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表4.4 活動発生の推定結果 (Nullモデル)

変数 学校 仕事 業務 私用 送迎 日常買物 非日常貿物 レジャー

so -14.4 -3.79 -4.95 -1.24 -2.82 -1.27 -2.26 0.30 
定数項

(1催。 -( 11.2)事 -(9.8)‘ -(17.6)* -(7.6)* -(14.3)事 -(8.8)* -(12.9)牟 (1.5) 

σ.2ih IJ 163.73 20.62 6.62 0.66 1.50 1.59 0.43 0.77 
個人間変動

(1) (6616)* (6734)* (1500)* (269)宇 (378)* (1668)ホ (71)念 (520)* 

<l. Ij 。 。 。 0.30 0.74 。 0.29 0.55 
世帯間変動

(1) (00) (00) (06) (12)* (14)事 (05) (11)事 (25)* 

σ2dlJ 10.02 3.98 0.80 0.36 。 0.72 0.44 0.46 
経日変動

ぱ) (1984)* (2462)・(133)本 (252)* m刀 (604)事 (154)事 (478)* 

σZslJ 1.74 0.59 1.09 0.62 0.88 0.18 0.77 1.05 
空間変動

ぱ) (112)事 (153)・ (233)事 (452)* (330)* (57)‘ (405)* (958)* 

LL(C) -5，421 -7，471 -2，789 -6，383 -3，795 -7.157 -4，243 -8，477 

LL(s) -1，481 -3，157 -1，749 -5，503 -3，013 -5，989 -3，793 -6，895 

サンプル数 12，348 12，348 12，348 12，348 12，348 12，348 12，348 12，348 

※ Iは該当するランダム変数を除いた場合の最終対数尤度 LL(仰と含んだ場合の最終対数尤度 LL(日)に対する検定
** 1%有意1*5%有意， +10%有意

表4.5 活動発生の変動特性 (Nu11モデル)

変動要因 学校 仕事 業務 私用 送迎 日常買物 非日常買物 レジャー

個人間変動 σ2幼Ij 91.6% 72.4% 56.1% 12.6% 23.3% 27.4% 8.2% 12.6% 

世帯間変動 σ'. Ij 0.0% 0.0% 0.0% 5.8% 11.5% 0.0% 5.6% 9.0% 

経日変動 σ'dlJ 5.6% 14.0% 6.7% 6.9% 0.0% 12.5% 8.5% 7.5% 

空間変動 σ" IJ 1.0% 2.1% 9.2% 11.8% 13.8% 3.2% 14.8% 17.2% 

個人内変動 ポ13 1.8% 11.6% 27.9% 62.9% 51.3% 56.9% 62.9% 53.7% 

全分散 Var(u"h"') 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

， 
学校

仕事

業務

私用

送迎

日常買物

非日常買物

レジャー

個人間変動 M世帯間変動 M経日変動 u空間変動 M個人肉変動

図4.2 活動発生の変動特性 (Nullモデル)
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4.3.3 交通手段選択

交通手段選択の意思決定を，マルチレベル多項ロジットモデル (3章参照)を用いて定式化す

る.具体的には，日付dにおいて，世帯hに属する個人iが，空間sの移動を伴う t番目のトリッ

プにおいて利用する交通手段(自転車，自動車(運転)，自動車(同乗)，公共交通の 4つの交通手段を

想定)の選択確率を以下のように定式化する.

&1;紬 =j)= 仰 (v，ム)
I:=，exp(i仏)

(4.4) 

U llub = V;"ds + & lhds 
=β。+r;~ + rt + r~ + r; +εん

(4.5) 

ここで，

A 
r~ 

:定数項(未知パラメータ)

r;{ -MfN~口Jこ従うランダム変数(非観測個人間変動に対応) (;=2，3，4) 
:ガ-Nto，ailけこ従うランダム変数(非観測世帯間変動に対応)(;=2，3，4) 
:ガ-NtO， a;IJ) ，こ従うランダム変数(非観測経日変動に対応)(;=2，3，4) 
: r.: -NtO， σ'，~J) ，こ従うランダム変数(非観測空間変動に対応)(;=2，3，4) 
:分散;-/6に従うランダム変数[固定](非観測個人内変動に対応)(;=1，2ム4)

rt 
rJ 
r! 
& !，hd.. 

ただし，
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(4.6) 

なお， 3章において議論したように，上に示した分散・共分散行列は，推定の安定性を踏まえ

て決定した.ここでの設定は，選択肢間の相聞は個人間変動に対応するランダム変数においての

み考慮し，残りの変動要因は異分散を捉えるものである.なお，自動車(同乗)の選択肢を基準化の

ための交通手段む=1)として用いた.従って，以下において特定する変動構造は，自動車(同乗)

との効用の差分として定義される.

ここで構築するマルチレベル多項ロジットモデル(Nullモデル)の推定にはMCMC法を用いた.

ここでは，サンプルの生成回数を400，000回，稼働検査期間(棄却したサンプリング回数)を 100，000

回とし， 30回毎にサンプリングを間引くことにより，最終的に 10，000回のサンプルを事後分布と

して用いた.推定の安定性は， 3章にて示した方法により検証した.

推定結果を表4.6に示す.また，表4.7及び図4.3に，式(3.19)を用いて特定した，全変動を非観

到変動と見なした場合の交通手段選択の変動特性を示す.以下，結果から得られた知見をまとめ

る.
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(i). 個人間変動については，すべての交通手段に対して有意な結果となった.特に，自動車(運転)

については，全変動の 88.5%を占める，最も主要な変動要因であることが示された.これは，

個人が自由に利用できる自動車の有無，免許の有無等の個人属性が，自動車の利用を大きく

規定しているためであると考えられる.

(ii).世帯間変動については，自動車(運転)を除く，自転車，公共交通に対して有意に観測された.

特に自転車は， 48.6%を占めることから，世帯間で自転車の選択構造は大きく異なることが示

された.これは，世帯構成の影響によるものと思われる.例えば複数の子供がいる世帯では，

自転車の利用が高まる可能性がある.また， 1人世帯の場合，学生である可能性が高く，従

って自転車や公共交通の利用が高いと考えられる.このような影響が世帯間変動として捉え

られた可能性が高い.実際， 4.5で見るように，世帯間変動を考慮しない場合，世帯間変動の

多くは個人間変動に帰着する.

(iii).韮E室監については， 全ての交通手段において有意に観測されたものの，全変動の 0.7%""'
5.2%にとどまる結果となった.特に自動車においては，経日変動は0.7%となっており，その

影響はほとんど考慮しなくともよいと思われる.ただし，公共交通では5.2%の経日変動が観

測されているため，曜日等によってその利用状況は異なってくることが予想される.

(iv).室盟率塾については， 経日変動と同様に，公共交通において 8.0%の変動が観測されている

一方で，自動車(運転)においては0.7%と低い割合を占めるに過ぎない結果となった.これは，

CBD等の中心部と郊外との公共交通サービス水準の差が表れているものと考えられる.ただ

し，ここで分析対象としているカールスノレーエ市及びハレ市は公共交通網が十分に整備され

ている都市であるため，他の都市を対象に同様の分析を行った場合，空間変動はより高く算

出される可能性がある点に注意する必要がある.

(v).個人内変動については， 全変動のうち， 9.7%""'24.1 %を占める結果となった.この結果は，

上述した出発時刻や活動発生，次に述べる時間利用に比べて，交通手段選択は個人内変動の

影響を受けにくい行動側面であることを示している.個人内変動+経日変動が比較的小さい

ことを踏まえると，交通手段選択のモデル作成に関しては， 1日の行動データ(断面データ)

を用いたとしても，他の行動側面と比較してより信頼性の高い結果を得ることができること

が期待できる.
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表4.6 交通手段選択の推定結果 CNul1モデル)

自転車 自動車(運転) 公共交通

変数 町lean (s.d.) mean (s.d.) me釦1 (s.d.) 

定数項 -3.14 (0.51) -0.86 (0.38) -0.04 (0.34) 

個人間変動 σ，川J 7.001 (1.31) 29.940 (4.31) 4.814 (0.80) 

世帯問変動 /1. 1) 11.460 (3.22) 0.150 (032) 3.776 (1.1 0) 

経日変動 σdl) 0.763 (0.18) 0.227 (0.06) 0.706 (0.16) 

空間変動 ;'1) 1.067 (0.47) 0.230 (0.09) 1.091 (0.31) 

個人間変動の共分散

:自転車と自動車(運転) 5.944 (1.68) 

:自転車と公共交通 1.227 (0.69) 

:自動車(運転)と公共交通 -0.3181 ( 1.19) 

サンプル数・18，326，log[π(xl mean(O))] = -8700.2， log[ mean(π(xlO))) =・9099.9，
pD = 799.5， DIC = 18999 

表4.7 交通手段選択の変動特性 CNu11モデル)

変動要因 自転車 自動車(運転) 公共交通

個人間変動 ;，.υ 29.7% 88.5% 35.2% 

世帯間変動 ;'Ij 48.6% 0.4% 27.6% 

経日変動 σ) dlj 3.2% 0.7% 5.2% 

空間変動 ;'1) 4.5% 0.7% 8.0% 

個人内変動 a'I3 14.0% 9.7% 24.1% 

全分散 Var(，J治必) 100.0% 100.0% 100.0% 

※ガンベノレ分布のスケーノレパラメータσはlに固定

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

自転車

自動車(運転)

公共交通

個人間変動 回世帯間変動 U経日変動 凶空間変動 凶個人内変動

図4.3 交通手段選択の変動特性 CNul1モデル)
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4.3.4 時間利用

時間利用(各活動への活動参加の有無及び時間の配分)の意思決定を，マルチレベル MDCEV

モデル (3章参照)を用いて定式化する.J個の活動種類の内の M;hds個の活動を，世帯hに属す

る個人iが日付dに行動空間 S内において実行するとき，J個の活動の活動参加の有無，及び，参

加する場合のM柚個の活動への配分時間t訟の確率は以下のように定義される.

ここで，

so 

r~ 

rt 
r~ 

仏 =β。 +r~+r/' +r~+r! +仏一ln(必..+1) 

:定数項(未知パラメータ)

~ -N(O， CTi~li)1こ従うランダム変数(非観測個人間変動に対応
: rL -N(O，CT;，i)1こ従うランダム変数(非観測世帯間変動に対応)
fd -1V¥V，Udlilι低フフンタム武家 l非観測経日変動に対応)

r1 : r! -Nlo:σ;J)I手従うランダム変数(非観測空間変動に対応)
ηん :η仏-NlO，CT;Olj)に従うランダム変数(非観測個人内変動に対応)

εム :分散;-.，(-16に従うランダム変数[σは0.2に固定](非観測個人内変動に対応)

(4.7) 

(4.8) 

なお，ここでは全ての選択肢聞に相闘が存在しないと仮定している.また，先述のマノレチレベ

ル多項ロジットモデノレと同様，ここで構築するマルチレベルMDCEVモデル (Nullモデル)の推

定にはMCMC法を用いている.ここでは，サンプルの生成回数を 350，000回，稼働検査期間(棄

却したサンプリング回数)を 150，000回とし， 20回毎にサンプリングを間引くことにより，最終

的に 10，000回のサンプルを事後分布として用いた.また，恥mCEVモデルの場合，基準選好関数

に対数をとった式(3.29)で定義される式を用いて変動構造を特定する.この際，自宅活動をベース

の活動種類として変動構造を特定している.

推定結果を表4.8に示す.なお表4.8に報告している結果は，はじめに上に定義した全てのラン

ダム変数を含むマルチレベルモデル恥白CEVモデルを推定し，有意でない変数(送迎に対する経

日変動及び日常買物に対する世帯間変動)を取り除いて再推定したものである.表4.9及び図4.4

に，式(3.29)を用いて特定した，全変動を非観測変動と見なした場合の出発時刻の変動特性を示す.

以下，結果から得られた知見をまとめる.

(i). 個人間変動については，全ての活動種類に対して有意となった.特に，必須活動，送迎，日

常買物においては全変動の 25.2%"'30.2%と高い割合を占める変動要因であることが分かる.

一方で，私用，非日常買物，レジャーでは7.0%"'12.2%となった.これは，必須活動，送迎，
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日常買物が，私用，非日常買物，レジャーと比較して，明確な世帯内での役割分担を持つ活

動種類であり，誰が該当活動を行うのかが明確であるためであると考えられる.

(ii).世帯間変動については， 日常買物を除く全ての活動種類に対して有意な結果となった.日常

買物に対する世帯間変動が有意にならなかったことから，日常買物は，世帯構成員間で代替

可能である可能性が高く，世帯レベルでみると買物活動への時間利用(活動参加及び配分時

間)は一定と見なせる可能性が高い.一方，必須活動に対する世帯間変動は 26.3%と全変動

に対して高い割合を占めることが確認された.これは，個々人の必須活動の時間利用が，例

えば世帯のライフサイクルステージに依存しているためであると考えられる.例えば高齢者

夫婦世帯では必須活動に対する時間利用は少ないといったようなことが考えられる.

(iii).藍E率塾については，送迎を除く全ての活動種類に対して有意な結果となった.この結果は，
活動発生の結果と同様であり，日単位の集計レベルにおいては，送迎は，曜日や祝日等に依

存せずに行われる活動であることが分かる.一方，経日変動は，必須活動で 30.2%と高い値

を取っていることが分かる.これは，必須活動では，平日に集中的に時間を配分し，休日に

は行わないといったような時間利用パターンをとるためである.

(iv). ~国率塾については， 全ての活動種類に対して有意な結果となった.ただし，必須活動及び

日常買物において空間変動の割合は小さくなっていることが分かる.これは，日常的な行動

空間が職場及び自宅の位置により決定され，日常買物はこの空間内で行われているためであ

ると考えられる.反対に，日常的ではない行動空間において活動を遂行する性質の強い活動

である送迎や非日常買物，レジャーにおいて空間変動の割合は高くなっている.

(v).個人内変動については， 全変動に占める割合が，必須活動では 17.0%である一方で，その他

の活動では55.6%，.....，65.6%と高い値を示すことが分かる.これより，必須活動を除く，比較的

自由裁量型の活動への時間利用は意思決定時の文脈の違いに大きく依存することが分かつた.
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表4.8 時間利用の推定結果 (Nullモデル)

必須(学校・仕
私用 送迎 日常買物 非日常買物 レジャー

事・業務)

変数 πlean (s.d.) 町lean (s.d.) mean (s.d.) mean (s.d.) 町lean (s.d.) mean (s.d.) 

定数項 ~ -7.36 (0.47) ・10.64 (0.43) ・15.10 (0.58) ・9.54 (0.34) ・14.71 (0.70) -5.80 (0.51) 

個人間変動 σihlJ 3.595 (0.25) 2.134 (0.17) 3.244 (0.26) 2.566 (0.13) 2.068 (0.23) 2.179 (0.15) 

世帯間変動 (1. Ij 3.675 (0.45) 1.228 (0.27) 2.219 (0.38) 。 . 1.792 (0.30) 1.820 (0.23) 
経日変動 σdυ 3.938 (0.28) 1.637 (0.16) 。 1.787 (0.15) 2.210 (0.26) 1.599 (0.13) 

空間変動 σ'11 0.850 (0.16) 2.044 (0.33) 2.637 (0.43) 0.937 (0.19) 2.978 (0.48) 2.194 (0.34) 

個人内変動 σ。υ 2.930 (0.03) 4.952 (0.08) 5.283 (0.13) 3.867 (0.06) 6.278 (0.16) 4.820 (0.05) 
サンプル数。12，348，log[π(xl mean(e))] =・88035， log[me印刷(判。))]=・101399，pD = 26728， DIC = 229526 

表4.9 時間利用の変動構造 (Nu11モデル)

変動要因
必須(学校・

私用 送迎 日常買物 非日常買物 レジャー
仕事・業務)

個人間変動 σ)，It IJ 25.2% 12.1% 20.9% 25.6% 7.0% 12.2% 

世帯間変動 σl. 11 26.3% 4.0% 9.8% 0.0% 5.3% 8.5% 

経日変動 σldl1 30.2% 7.1% 0.0% 12.4% 8.0% 6.6% 

空間変動 ';'11 1.4% 11.1% 13.8% 3.4% 14.6% 12.4% 

個人内変動 σl011+σヱポ13 17.0% 65.6% 55.6% 58.6% 65.1% 60.2% 

金分散 Var(d"dr u'，."，) 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

※ガンベノレ分布のスケールパラメータoは0.2に固定

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

エ
寸一一一 二コ

必須

私用

送迎

日常買物

非日常買物

レジャー

個人間変動 ・世帯間変動 U経日変動 U空間変動 回個人内変動

図4.4 時間利用の変動特性 (Nu11モデル)
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4.3.5 各行動側面の変動特性の比較

4.3 .1.......4.3.4にかけて，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の各々の行動側面の変動

特性について考察してきた.ここでは，各行動側面の変動特性の共通点及び相違点について整理

する.以下，比較から得られる主要な知見をまとめる.

(i). 出発時刻，活動発生，時間利用ともに，必須活動において比較的高い個人間変動が観測され

た.これより，必須活動に関連する意思決定は，主に個人レベルで行われているものと想定

される.一方で，非日常買物やレジャーに対しては，出発時刻，活動発生，時間利用ともに

個人間変動は比較的小さいことが明らかとなった.

(ii).個人内変動が比較的低い行動側面は，活動発生及び時間利用における必須活動と全ての交通

手段に対してのみであった(ここでは30%以下を低いと見なした).この結果より，必須活動

の発生・時間利用及び交通手段選択問題を除く行動側面においては，日々の変動の影響を受

けやすく，ある断面(1日)において観測された行動を，その個人の代表的な行動と見なすこと

は妥当ではないと言える.一方，ある断面(1日)において観測された行動の集計値の代表性に

ついては，経日変動の大小により判断できる.経日変動については，活動発生，時間利用に

ついては送迎のみ，出発時刻については送迎と必須活動のみ経日変動は存在しないという結

果となった.また，交通手段選択については，どの手段に対しても経日変動は比較的低い結

果となった.これらの点を踏まえると，個々人のある断面(1日)において観測された行動を代

表的な行動と見なせ，かつ，個人を集計した場合に観測される日単位の集計量が代表性を有

すると見なせる行動側面は，実証分析で対象とした 4つの行動側面のうち交通手段選択のみ

であった.ただし，交通手段選択においても個人内変動及び経日変動が存在しないわけでは

ない点に注意する必要がある.

(iii).本分析で採用した空間単位は極めて粗いものであるが，空間単位を分析単位とする分析にお

いては，どのような行動側面においても多くの変動情報が失われるといえる.また， (ii)にみ

たように，交通手段選択を除く行動側面を分析する際においては，意思決定時の文脈に依存

する要因に関する多くの変動情報を失っていることに注意する必要がある.この傾向は，特

に非日常買物やレジャー活動といった自由裁量型の活動の場合に顕著である.

(iv).私用，送迎，日常買物，非日常買物，レジャーの変動構造は，活動発生と時間利用で非常に

類似した構造を持つことが確認できる.これは， 3章において述べたように，時間利用を記

述する際に利用したモデルが，活動発生の有無及び発生する場合の活動時間長を，時間制約

を考慮した上で記述するモデルであるためであり，活動発生問題をより精敏に扱ったものと

見なすことができるためと思われる.一方，必須活動においては活動発生と時間利用で大き

く変動構造が異なる.この理由として，必須活動は概して活動時聞が長く，その結果として，

時間利用では活動時間長の影響をより強く受けている可能性が考えられる.
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4.4 各種変動要因の観測可能性:出発時刻及び時間利用行動を例に

4.3においては，全変動を非観測個人間変動，非観測世帯間変動，非観測経日変動，空間変動，

個人内変動の 5つの変動要因に分解し，複数の構造側面における基礎的な変動構造を特定した.

本節では，さらに観測変数を導入することにより，各変動要因の観測可能性(各変動要因のどの

程度が観測した変数によって説明できるのか)について検証を加える(すなわち， 3章に示した

図3.1を具体的に特定する).観測変数を導入したモデルをFullモデルと呼称する.なお，ここで

は，先述した出発時刻及び時間利用を例として各種変動要因の観測可能性について分析する.

以下，4.4.1において出発時刻の変動特性を，4.4.2において時間利用の変動特性を明らかにする.

この際， 3章に示した変動構造の特定方法2(図 3.4)に基づき特定した変動構造の結果について

考察する.その後， 4.4.3において 3章に示した 3つの変動構造の特定方法の比較を行う.なお，

3章にて述べたように 3つの特定方法に優劣を付けることは困難であり，ここではそれぞれの方

誌の相違点(又は類似点)を確認するために比較分析を行う.

4.4.1 出発時刻

マルチレベル線形モデル(式(4.1))に観測変数を加えて推定したモデル (Fullモデノレ)の結果

を表4.10に示す.なお，表4.10では，有意でない観測変数を逐次的に削除し，統計的に有意(10%

有意)な変数のみ考慮したモデルの推定結果を示している.以下，観測変数の推定結果から得られ

る主要な知見をまとめる.

:).血ム星主主に関する観測変数については，仕事を除く全ての活動種類において何らかの変数が

有意に影響している結果となった.私用，日常買物，非日常買物，レジャーといった自由裁

量型の活動を目的とするトリップでは，年齢が高いほどその出発時刻は早まる傾向にある.

また，既婚者についても，日常買物や非日常買物の出発時刻は早まる傾向にある.

;り.監査星生に関する観測変数については，送迎，業務，仕事の活動種類において有意な変数は

観測されなかった.一方，世帯人数が多いほど，日常買物，非日常買物，レジャーといった

自由裁量型の活動の出発時刻は早まる傾向にある.また，それに伴い帰宅時刻も早まる傾向

にあることが分かる.世帯収入については，私用，日常買物，非日常買物，帰宅に対して有

意に影響する結果となり，その符号は全て正となった.すなわち，世帯収入が多い世帯ほど

これらの活動の開始時刻は遅くなる傾向にあるといえる.

:ii).室園昆隼に関する観測変数については，カーノレスノレーエに居住している人々は，必須活動(業

務，学校，仕事)を除く全ての活動において出発時刻は遅くなる傾向にあることが分かる.

;v).豊国星生に関する観測変数については，金曜日において私用，業務，学校，仕事を目的とす

る移動の開始時刻が早まる一方，レジャーの活動開始時刻が遅くなることが分かる.一方，

土曜日においては，特に日常買物や非日常買物への出発時刻が早まる傾向にある.また，日

曜日に学校や住事を目的とする移動が発生する場合，その移動開始時刻は遅くなる傾向にあ

る.
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(吋.享血豆固に関する観測変数については，全ての活動種類において何らかの変数が有意に観測

された.移動時聞が長いほど，送迎，私用，業務，レジャーにおける出発時刻は早まる傾向

にある.また，一日当たりのトリップ数が多いほど，全ての活動の開始時刻は遅くなる傾向

にある.すなわち，遅い時間帯に新たなトリップを加える傾向にある可能性がある.また，

世帯構成員を同伴する送迎の場合，その出発時刻は早まる一方，世帯構成員でない個人を同

伴する送迎の場合，その出発時刻は遅くなる傾向にある.交通手段については，学校，仕事

目的の移動においては，パス， LRT，鉄道といった公共交通を利用する場合にその出発時刻

は早まる傾向にあることが分かる.また，非日常買物を行うために鉄道を利用する場合，そ

の出発時刻はその他の交通手段に比べて大幅に早まる傾向にある.

次に，表4.2に示したNullモデルの結果と，表4.10のFullモデルの結果を用いて， 3章の図 3.4

に示した変動構造の特定方法2により計算した変動構造を表4.11及び図4.5に示す.結果から得

られる知見を以下にまとめる.

(i). 個人間変動.世帯間変動.空間変動については，それぞれの観測された分散量(%)は， 20.3% 

.......83.3%， 26.6%.......65.3%， 29.1%.......82.1%と，活動種類によって大きく異なる結果となった.

ここで，上に述べたように，仕事の活動開始時刻に有意に影響する個人属性，世帯属性，空

間属性は無かったにも関わらず，個人間変動のうちの23.5%，空間変動のうちの 36.4%が観測

されている点に注意する必要がある.この理由として，個人内変動を捉えるであろう文脈要

因として考慮した説明変数が個人内変動ではなく個人間変動や空間変動を捉えている可能性

が考えられる.例えば，移動時間は移動する文脈によって大きく異なると想定される一方，

個人や空間 00ベアにも依存することは容易に想像できる.このように，ある lつの変数が，

複数の変動要因を同時に捉えるような性質を持つケースが存在すると考えられる.

(ii).韮旦率塾については， 74.2%.......100%が説明変数によって観測できる結果となった.これより，

私用，日常買物，非日常買物，レジャー，帰宅ではある一定の経日変動が観測されるものの，

本研究で導入した説明変数を加えた場合，その非観測変動は考慮しなくても概ね問題はない

と考えられる.

(iii).個人内変動については，観測された分散量(%)は4.0%.......12.5%と，どの活動種類においても導

入した説明変数によって十分に捉えきれないことが分かる.これより，出発時刻をより詳細

に記述するためには，個人内変動に関する新たな観測変数が必要であるといえる.また，個

人内変動を記述する新たな観測変数の導入が困難な場合，観測変数によっても捉えられない

個人内変動(すなわち非観測個人内変動)をどのように予測や評価において考慮していくの

かが大きな課題であると言える.

以上，本分析から得られた主要な知見をまとめた.特に，どの活動種類においても個人内変動

が全変動に対して占める割合が高い点，また，それらの変動を観測変動に落とし込むことが困難

である点を踏まえたモデルパフォーマンスの評価が必要であると考えられる.2章においてレビ

ューしたように，従来の 1日の交通行動データを用いたモデルパフォーマンスの評価方法は個人
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表4.11 出発時刻の変動特性 (Nullモデルと Fullモデルの比較)

学校 仕事 業務 私用 送迎
日常買 非日常 レジャ

帰宅
物 買物 一

個人間変動 u-az b 10022 17738 7486 4382 8410 4372 . 3199 3748 

1ム中ト 世帯間変動
v ぞYh2 

ー . . 3980 6941 6939 7237 6650 3288 
経日変動 5; . . 808 . 4607 3576 2965 659 

ー空間変動 -2. 2 12600 9814 5473 1516 3504 1053 1173 2974 1352 
Z= 
個人内変動 uーo

2 
12160 21674 31027 33193 55464 22759 20657 38391 54977 

合計 34782 49225 43986 43879 74318 39730 32643 54179 64024 

個人間変動 u
三
iZ
h 1678 13567 5964 2042 4542 1965 . 2347 2317 

iム中ト

世帯間変動 U 

三

h
2 . . . 1688 5097 2406 2948 2813 1819 

経日変動 v 
三

d
2 . . . 208 . 9 388 164 。

ヨ民
空間変動 11. 

2 
8009 6960 3715 272 2147 474 674 1869 433 

個人内変動 u4o 2 11675 19510 29616 29032 51930 20398 19011 36198 51444 

合計(Var(sx)除く) 21362 40037 39295 33242 63716 25251 23021 43390 56013 

σ~h 
Z 
.σ 
a 
iz 
h 8344 4171 1523 2339 

個人間変動
3868 2406 . 852 1431 

(%) (83.3%) (23.5%) (20.3%) (53.4%) (46.0%) (55.0~.) . (26.6%) (38.2%) 
σ~hZ.σah z . . . 2292 1844 4534 4289 3838 1469 

式

(世帯間変動
(%) . . . (57.6%) (26.6%) (65.3%) (59.3%) (57.7%) (44.7%) 

塁経日変動

σ~d 
Z 
.σ Ad 
Z . . . 599 . 4598 3187 2801 659 

44若」司 空間変動

(%) . . . (74.2%) . (99.8%) (89.1%) (94.5%) (100%) 
σ~aZ .σ as Z 4591 2854 1757 1244 1357 579 499 1105 919 

(%) (36.4%) (29.1%) (32.1%) (82.1010) (38.7%) (55.0%) (42.5%) (37.1%) (68.0%) 
E語言

σ~0Z .σa 。z 485 2164 1411 4162 3534 2362 1646 2193 3533 
個人内変動

(%) (4.0%) (10.0%) (4.5%) (12.5%) (6.4%) (10.4%) (8.0%) (5.7%) (6.4%) 

il'羽呈田t
13420 9188 4691 10637 10602 14478 9621 10789 8011 

(%) (38.6%) (18.7%) (10.7%) (24.2%) (14.3010) (36.4%) (29.5%) (19.9%) (12.5%) 

Var(sx) 4485 5283 3826 10351 9735 12586 8084 10355 7803 

内変動の存在を考慮、しないものであった.もちろん 1日の行動データであっても文脈要因の影響

を考慮することはできるものの，本分析結果はたとえ文脈要因をモデルに組み込んだとしても個

人内変動を捉えることは極めて困難であることを示しており，今後，これらの変動をどのように

扱っていくのかに関する議論を行う必要性が示唆された.また，個人内変動の情報把握するため

には，少なくとも複数日にわたる行動調査が必要であり，個人内変動を捉えるためのモデリング

手法の議論だけではなく，調査手法の議論も併せて行っていく必要があるものと考えられる.
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図4.5 出発時刻の変動特性 (非観測及び観測変動への分解)
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.t. 4.2 時間利用

マルチレベルおのCEVモデル(式(4.7))に観測変数を加えて推定したモデル (Fullモデノレ)の

信果を表4.12に示す.ここで，行動の過去従属性 (t・1，t・2，t-3， t-7)の影響を説明変数として考慮、

するため，モデ、ルの推定には第一週目の行動データを除いた残りの 5週間分の行動データのみ用

.、る.言い換えると，はじめの 1週間のデータは，過去の行動結果を説明変数として導入するた

めだけに用いる.なお，行動の過去従属性は，例えばKitamura(1988)やKasturiranganet al. (2002) 

によって指摘されているように，行動を規定する重要な要素の 1つであり，行動のリズムを捉え

るために導入した.これにより.例えば， 3日おきに買物を行うといった行動や，毎週木曜日に

子供を送迎するといった行動を記述することができる.

なお，マルチレベル恥のCEVモデルの推定に利用するMCMC法の推定コストが高いため(l回

コ推定に約 10日間必要であった).ここでは4.4.1において採用した，有意でない観測変数を逐次

均に削除する方法を採用せず，基礎集計及びランダム変数を考慮、しないモデル(最尤推定法によ

り推定)の結果から，表4.12に示す観測変数の採用を決定した.以下，観測変数にかかるパラメ

ータの推定結果から得られる主要な知見をまとめる.

の.血ム墨盤に関する観測変数については，男性は，必須活動への時間利用(活動参加及び配分

時間)が大きい一方，日常買物，非日常買物は女性に比べてあまり行わない傾向にある.ま

た，学生は，日常買物に対する時間利用は小さい一方，レジャー活動への時間利用は大きい

ことが分かる.免許保有者は送迎及び日常買物への時間利用が大きく，公共交通定期券保有

者は必須活動及び非日常買物への時間利用が小さい.また，習い事などの固定活動(fixed

commitments )の数が多い個人ほどレジャー活動を行う傾向にあることが分かる.年齢につい

ては，高齢者ほど必須活動及びレジャーへの時間利用が小さくなる一方，私用，日常買物，

非日常買物への時間利用は大きくなる傾向にある.

(iり.監査星生に関する観測変数については，世帯自動車保有台数が多いほど，送迎，日常買物，

非日常買物への時間利用は小さくなる傾向にある.これより，世帯の自動車の保有台数が増

加するにつれて，送迎を行う必要は減少することが予想される.一方，世帯人数が多いほど，

送迎への時間利用は大きくなる傾向にあり，このことから，世帯人数の増加に伴い世帯内送

迎の必要性が増加する可能性が高い.また，最寄りの鉄道駅までの距離が遠いほど，送迎の

時間利用は増加する一方で，レジャーに対する時間利用は減少することが分かる.

(iii).堕固星主主に関する観測変数については，日曜日においては，送迎，レジャーへの時間利用が

増加する一方，私用，必須，日常買物，非日常買物への時間利用は減少する.一方，土曜日

は，日曜日と同様に私用，必須への時間利用は減少するものの，日常買物，非日常買物への

時間利用は増加することが分かる.平日においては，特に金曜日の時間利用が他の曜日とは

異なる.具体的には，私用への時間利用が減少する一方で，日常買物およびレジャーへの時

間利用が増加する傾向にある.

(iv). ~国星生に関する観測変数については. CBO Iこ住む個人(世帯)は，私用への時間配分が増加

する傾向にある一方で，必須，非日常買物への時間利用は減少する傾向にある.また，カー
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ルスルーエに居住する個人(世帯)は，レジャーへの時間利用がハレに住む個人に比べて大きい

傾向にある. 

.. ").享駆霊国に関する観測変数については，当該日に自動車を利用した個人は，全ての活動に対

する時間利用が有意(1%)に増加することが確認できる.公共交通の利用についても概ね類似

した傾向が見られるものの，公共交通の利用がレジャー活動を促すわけではないことが結果

より確認できる.また，行動の過去従属性を表す変数 (t・1，t・2，t，・3，t・7日に当該活動を遂行し

たかどうかを表すダミー変数)の結果より，日常買物を除いて，当該日の行動結果は 1日前

の行動結果に強く影響を受けていることが分かる.一方， 2目前， 3日前となるにつれてその

影響は小さくなることが確認できる.特に 3日前については有意な過去従属性の影響は観測

されなかった.一方で， 1週間前の行動結果には強く影響を受けることが確認できる.日常

買物を含め，全ての活動種類において正の強い影響が観測されていることから， 1週間を周

期とする行動リズムが存在することが示唆された.

次に， Nullモデ、ルの結果と，表4.12のFullモデルの結果を用いて， 3章の図3.4に示した変動

寄造の特定方法2により計算した変動構造を表4.13及び図4.6に示す.なおNullモデルの推定結

果については，表4.8に6週間分のデータを用いた推定結果を示しているが，ここでは Fullモデ

ルとデータ構造を合わせるために 5週間分のデータを用いて再推定したものを示す.結果から得

られる知見を以下にまとめる.

(i). 個人間変動.世帯間変動.空間変動については，出発時刻のケースと同様に活動種類によっ

て観測される変動割合は大きく異なる結果となった.具体的には，観測された分散量(%)は，

個人間変動において 37.5%""79.2%，世帯間変動において 19.0%""99.7%，空間変動において

10.8%.......55.3%となった.中でも必須活動においては，個人間変動の79.2%，世帯問変動の99.7%，

空間変動の 55.3%と，他の活動種類と比較して，導入した変数により行動のばらつきを捉え

ることができると考えられる.

(ii).盗旦玄塾についても出発時刻のケースと同様に，大部分の変動が観測変動として捉えること

ができる結果となった.具体的には， 86.7%""99.7%が観測変動として捉えることが可能であ

った.これより，送迎を除く全ての活動種類においてある一定の経日変動が観測されるもの

の，本研究で導入した説明変数を加えた場合，その非観測変動は考慮しなくても概ね問題は

ないと考えられる.

(iii).個人内変動については，観測された分散量(%)は・2.5%""12.0%と，どの活動種類においても導

入した説明変数によって十分に捉えきれないことが分かる(ここで負の百分率が観測されて

いるのは，変動構造の特定の仕方によるものである.ここでは負の百分率を 0%として見なし

て考察を進める.変動構造の特定の住方に関する詳細は 4.4.3を参照).この点についても出

発時刻のケースと同様の結果となった.これより，出発時刻のみならず時間利用行動をより

詳細に記述するためには，新たな観測変数が必要であると考えられる.特に，行動の過去従

属性を考慮しでもなお非観測個人内変動が全変動の大部分を占めることから，個人内変動の

発生原として行動リズム以外の要因を考慮する必要があるものと思われる(ただし，個々人
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表4.13 時間利用の変動特性 (Nullモデルと Fullモデルの比較}

必須 送迎 私用
日常

買物

非日常

買物
レジャー

個人間変動 uーh2 13.46 10.32 4.70 6.57 3.88 4.79 

世帯間変動 u竺hZ 13.85 5.56 1.64 3.96 3.46 

1ム中ト
経日変動 vza z 15.37 . 2.74 3.19 3.80 2.49 

空間変動 -. 2 0.62 6.74 4.14 1.09 7.39 4.65 

z u-o z 
個人内変動

+o'-i'"/3 
8.64 27.03 23.57 15.16 38.81 23.33 

合計 51.94 49.65 36.79 26.02 57.84 38.72 

個人間変動 v4h 
2 

2.81 6.46 1.78 3.55 1.76 1.65 

世帯間変動 v 
三

h
Z 

0.04 1.36 1.33 (0.0) 2.65 2.27 

1

ム

W 
R 
経日変動 U 4d 

2 
0.83 (0.0) 0.36 0.01 0.15 0.16 

空間変動
三

0.28 3.81 3.15 0.98 6.06 2.32 

宮
両 個人内変動

U

三

O
Z 

7.61 25.74 23.52 15.00 39.77 22.66 
+a21C2/3 

合計(Var(sx)除く) 11.56 37.36 30.14 19.53 50.39 29.05 

V刷。x) 29.00191 8.197477 5.185741 6.474475 8.585831 7.002115 

σ~hZ.σ Ah 
2 
10.66 3.87 

個人間変動
2.93 3.03 2.13 3.15 

(%) (79.2%) (37.5%) (62.2%) (4U%) (54.8%) (65.6%) 

σ~hZ ・
σa

‘
z 
13.81 4.19 0.31 . 1.31 1.20 

式
( 世帯間変動

(%) (99.7%) (75.5%) (19.0%) . (33.2e;.) (34.6%) 
u2a2-u 1d 
2 
14.53 2.38 3.18 3.65 2.34 

E444 

柏

R 
2 

径日変動
(%) (94.6%) . (86.7%) (99.7e;.) (95.9%) (93.8%) 
5f.6: 0.35 2.94 0.99 0.12 1.34 2.33 

空間変動

震
E握

(%) (55.3%) (0.6%) (24.0%) (10.8%) (18.1%) (50.0%) 

σ~0Z .σa 。z 1.03 129 0.05 0.16 .0.96 0.67 
個人内変動

(%) (12.0%) (4.8%) (0.2%) (1.1%】 (.l.S~) (2.9%) 

合計
40.37 12.29 6.66 6.49 7.46 9.68 

(%) (77.7%】 (24.8%) (18.1%) (24.9%) (12.9%) (25.0%) 

※a=O.2に固定

によって異なる行動のリズムはここでは考慮していない点に注意する必要がある(例えば過

去従属性の変数に個人レベルのランダム係数を考慮する方法が考えられる)).

以上，本分析から得られた主要な知見をまとめた.以下，出発時刻及び時間利用を対象に行っ

た両者の分析結果から得られる知見をまとめる.

A) 両者(出発時刻及び時間利用)の重要な共通の結果として，行動の過去従属性を含め，通常

使用される観測変数では非観測個人内変動を捉えることは非常に困難である点が挙げられる.

この結果から示唆される点として， 1) 1日の行動データを用いたモデル同定では全変動の大
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きな割合を占める個人内変動の情報が失われている点に注意した上で分析を進める必要があ

る， 2)非観測個人内変動をモデ、/レ上において考慮するにおいては，本研究で導入した種類の

文脈要因によっては十分に捉えられない可能性が高い，3) 2)のような状況下において他の文

脈要因を考慮できない場合，1)と同様の点に注意して結果を考察する必要がある，が挙げら

れる.

また， 個人内変動だけでなく，個人間変動， 世帯問変動，空間変動においてもある一定の非

観測変動が残っている点に注意する必要がある.これら残りの非観測変動の理解を進めると

ともに， 非観測変動を観測変動に落とし込めない場合，どのように非観測変動の情報を施策

の評価等に利用するのかについて議論を加えていく必要がある.

必須

個人一動ハド観演佳B
lお ¥観測匝盈

日常買物

個人m糊 (~糊l唾函
20.8% 1¥制 11 [37.5% J 

送迎

非日常買物

個人帥動バ観測[37.8%1
高 1¥酬 匝さ日

時間制ど非棚庄司
亘 ¥観測 画

一一 /非観測巨亙
巳市7 \ 観測 匝~

一一 /非観測匝函
寸志7¥観測匝函
個l由刊ハド観測直至白
石司司¥観測[0.2% j 

私用

個人聞瑚J非観測巨至日
高司一¥観測 匝函

時間制ど非観測厄至B
lお ¥観測厄函

レジャー

図4.6 時間利用の変動特性 (非観測及び観測変動への分解)

-109-



4.4.3 3種類の変動構造の特定方法の比較

ここでは， 3章(図 3.3・3.5)において示した3種類の変動構造の特定方法の比較分析を行う.

比較の目的は 3つの特定方法に優劣を付けるためではなく (3章に述べたように，優劣を付け

ることは困難である)，それぞれの方法の相違点(又は類似点)を確認し，整理する点にある.以

下， 4.4.1 Iこおいて行った出発時刻の変動構造， 4.4.2において行った時間利用の変動構造を対象と

して， 3つ種類の特定方法の比較を行う.まず， 3種類の変動構造の特定方法を簡単に述べ，その

後実証的に比較分析を行う.

変動構造の特定方法 1(図3.3)は，事前に各説明変数が捉える変動種類を特定しておくもので

ある.具体的には，表4.10及び表4.12に示した Fullモデ、ルの推定結果を用いて，非観測個人間変

動 (Ô"~) ， 非観測世帯間変動 (Ô"~ )，非観測経日変動 (Ô"~)，非観測空間変動 (O";)，非観測個人

内変動(吋(時間利用の場合は可+O.221t2/3))の5つの非観測変動及び，観測個人間変動 (Var(似[個

人属性]))，観測世帯間変動 (Var(sx[世帯属性]))，観測経日変動 (Var(sx[時間属性]))，観測空間変

動 (Var(sx[空間属性]))，観測個人内変動 (Var(sx[文脈要因]))の 5つの観測変動を計算する方法

である.

変動構造の特定方法2(図 3.4)は， Nullモデルと Fullモデルの推定の両方を用いて，非観測個

人間変動 (Ô"~) ， 非観測世帯間変動 (Ô"~)，非観測経日変動(吋)，非観測空間変動(可)，非観

測個人内変動(吋(時間利用の場合は吋+0.22π勺))の 5つの非観測変動及び，観測個人間変動

(ほ -Ô"~) ， 観測世帯間変動(可 -Ô"~)， 観測経日変動(可 -6;) ，観測空間変動(可 -Ô";)，観

測個人内変動(可-O";)の5つの観測変動を計算する方法であり， 4.4.1及び4.4.2ではこの方法

に従って特定した変動構造を示した.

変動構造の特定方法3(図3.5)は，特定方法2に類似した方法により変動構造を特定する.具

体的には， Nullモデルの推定値可(・=ih，h，d，s，O)については，éti~ + et; + et; + et: + et;で除すことに
よって基準化を行い(時間利用の場合はtr;+可+可+et:+可 +0.221l'2 /3)， Fullモデルの推定

値ど(・=ih，h，d，s，O)については， VM(Phd+d;+6;+d;+df+d;で除すことによって基準化を

(時間利用の場合はVar(sx帥)+付+ぽ+記+可+吋+0.221l'2 /3)行う方法である.この基準化

によって，例えばロジットモデル等，評価関数の絶対値が意味を持たない場合においても変動構

造を特定できる.

以上の 3つの特定方法を用いて変動構造を特定した結果を，図 4.7に示す.以下，比較結果か

ら得られた各特定方法の特徴についてまとめる.

(i).特定方法 1は，他の特定方法に比べて観測個人内変動を大きく推定する傾向にあることが分

かる.これは，特定方法 lにおいては， Var(sX[文脈要因Dとして事前に設定した説明変数を
用いて観測個人内変動を特定する一方で，他の 2つの特定方法では実際に減少した非観測個

人内変動によって観測個人内変動を特定しているためである.上述したように，個人内変動

を説明するであろう文脈要因として考慮、した説明変数が，実際には個人内変動ではなく個人

間変動や空間変動を捉えている可能性がある(例えば，移動時間は移動する文脈によって大
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きく異なると想定される一方，個人(すなわち個人間変動)や空間 00ベア(すなわち空間

変動)にも依存するにこの点を考慮すると，特定方法1において捉えている観測個人内変動

は，個人内変動というよりは，モデルに導入した観測変数そのものによって観測された変動

成分として捉える方が望ましいと考えられる.言い換えると，特定方法2及び3では，文脈

要因が純粋に個人内変動を捉えているわけではない点を考慮している一方で，特定方法 1で

はその点を考慮していない点に注意する必要がある.

(ii).非観測変動と観測変動に大別して結果を眺めると，特定方法 1は，特定方法2及び3と比較

して非観測変動を大きく特定する傾向にあることが分かる.この原因の 1っとして，特定方

法 1では，全ての説明変数聞の相闘が無いと仮定した上で個人属性，世帯属性，時間属性，

空間属性，文脈要因のそれぞれに対して分散値を計算しているためであると考えられる.言

い換えると，仮に説明変数聞の相闘が存在する場合，全ての説明変数を合わせて分散値を計

算する Var(sx帥)と，個別に計算して足し合わせる Var(sx[個人属性])+Var(sx[世帯属

性])+Var(sx[時間属性])+Var(sx[空間属性])+Var(sx[文脈要因])は一致しない可能性が高い.ただ

し，多くの場合，結果の推論に影響を与えるような差異はなく，非観測変動と観測変動の比

率に関しては概ね同様の結論を得ることができると考えられる.

(iii).変動構造の特定方法2及び3を用いた場合，図 4.7にもあるように，分散の比率が負になる

可能性がある(特定方法 1の場合はその定義から負になる可能性はない).この理由の lっと

して，導入した説明変数が線形的に影響を与えると仮定しているため，その近似による誤差

が反映されている可能性がある.ただし，分散の比率が負に観測された場合においても，そ

の値の多くはわずか数%程度であり，この場合，該当する変動はないものと見なしでもよい

ものと思われる(ただし，出発時刻(学校)では特定方法 3において・10.2%が観測されてい

る.この原因は，表4.11に示したように，NullモデルとFullモデルの非観測変動の差分が 13420

である一方で， Var(sXtihds)が4485と大きく異なる値となったためである).また，今回の実証

分析の結果では，特定方法2の方が負の分散比率が計算される可能性は低い結果となった.

以上の点を踏まえると，各変動構造の特定方法の特徴に見合った適用場面は，以下のように整

理できる.

A) 変動構造の特定方法 1は r説明変数(または説明変数セット)Jそのものが，全変動に対し
てどの程度影響を及ぼしているのかを把握する際に適していると考えられる.一方で，各「変

動要因Jのどの程度が観測変動に落とし込めるかについては，上の(i)の点を踏まえると，行

わない方が望ましい.このことから，特定方法 1を用いる場合，図 3.1に示した形で変動特

性を示すというよりは，各種非観測変動と，ある特定の説明変数セットによって捉えられる

観測変動という形で解釈する方が望ましいものと，思われる.

B) 変動構造の特定方法2及び3は，各「変動要因Jのどの程度が観測変動に落とし込めるのか

を評価するのに適した方法であると考えられる.すなわち，観測できなかった各変動(非観

測変動)の比率を定量的に把握する場面に適した方法であると考えられる.これより，図3.1

の特定においては特定方法2又は3の方法が望ましいと考えられる.両者は概ね同様の変動
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特性を示すが，特定方法3が比較的負の値を示しやすいことから，利用可能な場合は，特定

方法2を利用する方が望ましいものと考えられる(ただし，マルチレベノレ多項ロジットモデ

ルの場合，特定方法3のみ利用可能).一方で，どの説明変数がどの変動を捉えてのかに関す

る明確な示唆を得られない点が特定方法2及び3のデメリットであると考えられる.この場

合，次節において行うように，逐次的に説明変数を導入することにより，各説明変数がどの

変動を捉えているのかに関する知見を得ることが可能である(ただし，説明変数を加える度

にモデ、ルを推定する必要がある). 
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出.時刻(学校} 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 6.4% 4.8% 6.5% 
.20% 。% 20% ~‘ 60% 11>>‘ 1αm‘ 

世帯間変動 0.0% 0.0% 0.0% 
経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 

空間変動 30.7% 23.0% 31.0% 

個人内変動 44.8ちも 33.6% 45.2ちも

観測 個人間変動 9.0% 24.0% 22.3% 特定方珪2

世帯間変動 0.7% 0.0% 0.0% 

経日変動 0.4% 0.0% 0.0% 
時定方自

空間変動 0.0% 13.2% 5.2% 

個人内変動 8.0% 1.4% -10.2% 

出.時刻{仕事) 特定方法 l 特定方法2 特定方法 3

非観測j 個人間変動 29.9% 27.6% 29.9% 
。% 京高 40% 

“"‘ sa‘ 100% 
世帯間変動 0.0% 0.0% 0.0% 
経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 特定方法1

空間変動 15.4% 14.1% 15.4% 

個人内変動 43.1% 39.6% 43.0% 

観測 個人間変動 0.0% 8.5% 6.1% 特定方量2

世帯間変動 0.0% 0.0% 0.0% 

経日変動 0.2% 0.0% 0.0% 
特定方誼3

空間変動 0.0% 5.8% 4.6% 

個人内変動 11.5% 4.4% 1.0% 

出.時刻(象事} 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 13.6% 13.6% 13.8% 
。% 20% 40% 6()j‘ 以万‘ 1αn‘ 

世帯問変動 0.0% 0.0% 0.0% 

経日変動 0.0% 0.0% 0.0% "定方量1

空間変動 8.5% 8.4% 8.6% 

個人内変動 67.8% 67.3% 68.7% 

置リ 個人間変動 3.3% 3.5% 3.2呼も 精霊方珪2

世帯問変動 0.0% 0.0% 0.0% 

経日変動 0.4% 0.0% 0.0% 
特定方E白

空間変動 0.0% 4.0% 3.8% 
個人内変動 6.4% 3.2% 1.9% 

出.時刻(私用} 特定方法 l 特定方法2 特定方法 3

非観視IJ 個人間変動 4.7% 4.7% 4.7% 田4 ~‘ “"‘ 
60% 以お6 100秘

世帯間変動 3.9% 3.8% 3.9% 
経日変動 0.5% 0.5% 0.5% 特定方法1

空間変動 0.6% 0.6% 0.6% 
個人内変動 66.8% 66.2% 66.6% 

観測 個人間変動 3.9% 5.3% 5.3% 特定方量2

世帯問変動 0.4% 5.2% 5.2% 
経日変動 1.3% 1.4% 1.4% 

特定方法3
空間変動 0.9% 2.8% 2.8% 

個人内変動 17.1% 9.5% 9.1% 

幽.時刻{送迎) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 6.2% 6.1% 6.2% 。，‘ 20% 

“"‘ 
60% sa‘ 1αm‘ 

世帯間変動 7.0% 6.9% 6.9% 

経日変動 0.0% 0.0% 0.0% !t定方2凱

空間変動 2.9% 2.9% 2.9% 

個人内変動 70.9% 69.9% 70.7% 

..祖IJ 個人間変動 2.3% 5.2% 5.1% !t定方量2

世帯間変動 0.0% 2.5% 2.4% 
経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 

特定方蓮3

空間変動 1.0% 1.8% 1.8% 

個人内変動 9.6% 4.8% 3.9% 

-非観測個人間変動 ・非観測世帯間変動 調非観測経日変動 -非観測空間変動 -非観測個人肉変動

観測個人間変動 観測世帯間変動 観測経日変動 観測空間変動 観測個人肉変動

図4.7 3種類の変動構造特定方法の比較結果
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幽.時刻{日常買細) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 5.4% 4.9% 5.2ちも α% 20% 40% 60% 8o'l‘ 1lX胤

世帯問変動 6.6% 6.1% 6.4% 
経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 特定方ま1

空間変動 1.3% 1.2% 1.3ちも

個人内変動 55.9% 51.3% 53.9% 

観測 個人間変動 7.3% 6.1% 5.8% 情定方法2

世帯問変動 0.7% 11.4% 11.1% 
経日変動 8.0% 11.6% 11.6% 

拘置方量3
空間変動 0.4% 1.5% 1.4% 

個人内変動 14.3% 5.9% 3 .4~も

出.時刻(.日常買物) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 5.4% 4.9% 5.2% 
。% 2~ 40% 60% 以万‘ 1α"‘ 

世帯間変動 6.6% 6.1% 6.4% 

経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 符定方ま1

空間変動 1.3% 1.2% 1.3% 

個人内変動 55.9% 51.3% 53 . 9~も

観測 個人間変動 7.3% 6.1% 5.8% 
tt定方珪2

世帯間変動 0.7% 11.4% 11.1% 
経日変動 8.0% 11.6% 11.6% 

tt定方まヨ
空間変動 0.4% 1.5% 1.4% 

個人内変動 14.3% 5.9% 3.4% 

出発時刻(レジャー) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観視IJ 個人間変動 4.3% 4.3% 4.4ちも 。% 2~ 40% “H 叡芳6 1α万6

世帯間変動 5.2% 5.2% 5.2% 

経日変動 0.3% 0.3% 0.3% 特定方ま1

空間変動 3.4% 3.5% 3.5% 

個人内変動 66.5% 66.8% 67.4% 

観測 個人間変動 6.3% 1.6% 1.5% 特定方志2

世帯問変動 2.6% 7.1% 7.0% 

経日変動 2.4% 5.2% 5.2% 

空間変動 1.6% 2.0% 2.0% 
特定方E臼

個人内変動 7.4% 4.0% 3.5% 

出.時刻(帰宅} 特定方法 l 特定方法2 特定方法 3

非観測 個人間変動 3.7% 3.6% 3.6% 
。% 2~ 40% 

“"‘ 叙"‘
1αm‘ 

世帯間変動 2.9% 2.8% 2.9% 

経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 特定方法2

空間変動 0.7% 0.7% 0.7% 

個人内変動 81.1% 80.4% 80.6% 

観測 個人間変動 1.1% 2.2% 2.2% 特定方法2

世帯問変動 0.4% 2.3% 23% 

経日変動 0.6% 1.0% 1.0% 
特定方珪3

空間変動 0.5% 1.4% 1.4% 

個人内変動 9.1% 5.5% 5.3% 

時間利用{必須) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 8.8% 5.4% 6.9% -20% 。% 20% 40% 60¥‘ 8o'l‘ 100% 

世帯問変動 0.1% 0.1% 0.1% 

経日変動 2.6% 1.6% 2.1% '*定方珪2

空間変動 0.9% 0.5% 0.7% 

個人内変動 24.0% 14.6% 18.8% 

観測 個人間変動 21.7% 20.5% 19.0% 特定方珪2

世帯間変動 0.4% 26.6% 26.6% 

経日変動 25.9% 28.0% 27.5% 

空間変動 0.3% 
特定方ま3

0.7% 0.5% 

個人内変動 15.3% 2.0% -2.1% 

-非観測個人間変動 ・非観測世帯間変動 ・非観測経日変動 -非観測空間変動 -非観測個人肉変動

観測個人間変動 観測世帯間変動 観測経臼変動 観測空間変動 観測個人肉変動

図4.7 (続き) 3種類の変動構造特定方法の比較結果
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時閣利用{送迎) 特定方法 I 特定方法2 特定方法 3

非観測 個人間変動 14.1% 13.0% 14.2% 2伊% 。% 20% 40% 鼠四 ~‘ 1αH 

世帯問変動 3.0% 2.7% 3.0% 
経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 

空間変動 8.3% 7.7% 8.4% 
個人内変動 56.1% 51.8% 56.5% 

観測 個人間変動 1.3% 7.8% 6.6% 

世帯間変動 5.1% 8.4% 8.2% 
経日変動 0.1% 0.0% 0.0% 

空間変動 0.3% 5.9% 5.2% 

個人内変動 11.7% 2.6% -2.1% 

時間利用{私用} 特定方法 l 特定方法2 特定方法 3

非観測 個人間変動 5.1% 4.8% 5.0% -20% 制 耳l% 40% 阪出 以到6 1αH 

世帯間変動 3.8% 3.6% 3.8% 
経臼変動 1.1% 1.0% 1.0% 

空間変動 9.1% 8.6% 8.9% 
個人内変動 67.9% 63.9% 66.6% 

観測 個人間変動 3.6% 7.9% 7.7% 

世帯間変動 0.0% 0.8% 0.7% 
経日変動 5.3% 6.5% 6.4% 
空間変動 0.6% 2.7% 2.3% 
個人内変動 3.5% 0.1% -2.5% 

時間利用{日常買物) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非観視IJ 個人間変動 14.0% 13.6% 13.6% 。% 20% 40% 60% 80% lOC刷

世帯間変動 0.0% 0.0% 0.0% 

経日変動 0.0% 0.0% 0.0% 情定方法1

空間変動 3.9% 3.8% 3.8% 
個人内変動 59.4% 57.7% 57.7% 

観測 個人間変動 6.1% 11.6% 11.6% 神定方法2

世帯問変動 2.2% 0.0% 0.0% 

経日変動 12.6% 12.2% 12.2% 

空間変動
特定方法3

0.0% 0.5% 0.5% 
個人内変動 1.7% 0.6% 0.6% 

時間利用(非日常買物) 特定方法 1 特定方法2 特定方法3

非観測 個人間変動 3.0% 3.0% 3.0% ー20% 。% 20% 40% 邸方‘ 80% 1α万‘

世帯間変動 4.5% 4.6% 4.5% 
経日変動 0.3% 0.3% 0.3% 鱒定方量1

空間変動 10.4% 10.5% 10.3% 
個人内変動 68.2% 68.8% 67.4% 

観測 個人間変動 2.2% 3.7% 3.7% 特定方法2

世帯問変動 1.0% 2.3% 2.4% 
経日変動 7.1% 6.3% 6.3% 

特定方E臼
空間変動 0.6% 2.3% 2.5ちも

個人内変動 2.7% -1.7% -0.4% 

時間利用(レジャー) 特定方法 l 特定方法2 特定方法3

非製iJIIJ 個人間変動 4.7% 4.3% 4.6% -20% 。% 20% 40% 伝方‘ 鋭方‘ 1αJ% 

世帯閉変動 6.4% 5.8% 6.3% 
経日変動 0.4% 0.4% 0.4% 特定方珪1

空間変動 6.6% 6.0% 6.4% 
個人内変動 64.4% 58.5% 62.9% 

観測 個人間変動 3.0% 8.1% 7.8% 
特定方量2

世帯開変動 1.1% 3.1% 2.7% 

経日変動 4.7% 6.0% 6.0% 

空間変動 2.5% 6.0% 
持定方法3

5.6% 

個人内変動 6.2% 1.7% -2.6% 

-非観測個人間変動 ・非観測世帯間変動 ヨ非観測経日変動 -非観測 空間変動 -非観測個人肉変動

観測個人間変動 官観測世帯間変動 観測経日変動 観測空間変動 観測個人肉変動

図4.7(続き) 3種類の変動構造特定方法の比較結果
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4.5 共変動の特定:交通手段選択を例に

これまで本章では，個人間変動，世帯間変動，経日変動，空間変動，個人内変動の 5つの変動

要因に分解することを試みてきた.一方で， 3.1.5において議論したように，交差分類的な関係に

ある変動要因聞においては共変動が生じるケースが存在する.本節では， 4.3.3において行った交

通手段選択を例として共変動の影響を特定することを試みる.また，前節で述べた説明変数の逐

次導入を行うことにより，各説明変数セットが捉える変動の種類について議論を加える.なお本

節では，議論を単純化するために，考慮する変動の種類を限定する.具体的には，個人間変動，

空間変動，個人内変動，共変動(個人間変動及び空間変動の交互作用から生じる共変動)の 4つ

の変動要因を考慮した分析を行う.この場合，共変動は，個人に固有の空間変動の影響を捉える

項となり，その発生源として，例えば個人ごとに空間の認知が異なる点が挙げられる(3.1.5参照). 

4.5.1では，全ての変動要因を非観測要因として扱うことにより，共変動の全変動に占める割合

について確認する.また，共変動を導入しない場合のモデ、ルの推定結果との比較を通じて，共変

動が個人間変動，空間変動，個人内変動のいずれの変動要因により構成されているのかについて

検討を加える.

4.5.2では，説明変数セット[移動時間]， [モピリティツール]， [社会経済属性]， [文脈要因]を逐

次的に導入することにより，各説明変数セットが捉える変動の種類を明らかにする(説明変数の

定義は表4.15を参照). 

4.5.1 共変動の導入有/無の比較 (Nullモデル)

表4.14にNullモデル(説明変数を導入しないモデル)の推定結果を示す.なお，交通手段の選

択肢聞の相関については， 4.3.3の場合と同様に，推定の安定性の問題から個人レベルにおいての

み考慮している.共変動を考慮した場合と考慮しない場合の DIC(3章参照)を比較すると，共

変動を考慮、する方がモデルの精度は高いことが確認でき，共変動の影響が存在することが示され

た.4.4.3と同様に選択肢の lつである自動車(同乗)によって効用の差分を計算し，その変動特性

を計算したものを図4.8に示す.図より，共変動の構成比率は，自転車9.2%，自動車(運転)1.9%，

公共交通 12.7%であることが分かる.これより，共変動は，特に(自動車(同乗)に対する)自転車

及び公共交通の効用関数のばらつきに大きく寄与していることが分かる.一方自動車(運転)では，

共変動及び空間変動は極めて小さな値を取っており(両者合わせて2.3%)，自動車(運転)の効用関

数は，空間的な要素にほとんど影響を受けないことが示唆された.このことから，個人に特有の

空間の影響(共変動)及び全個人に共通の空間の影響(空間変動)は，自転車及び公共交通の効

用関数を特定する際において特に考慮する必要があると考えられる.また，図 4.8から自転車及

び公共交通の共変動は，共変動を考慮しない場合と比べると，空間変動(自転車:2.1%;公共交通:

0.1%) ，個人間変動(自転車:5.1%;公共交通:5.3%)，個人内変動(自転車:2.0%;公共交通:7.3%) 

を説明する形で表現されていることが分かる.この結果から，自転車の共変動は特に個人間変動

を，公共交通の共変動は特に個人内変動を捉える項であることが分かる.

その他の変動要因に着目すると，自動車(運転)における個人間変動は全変動の 88.5%を占める主

-116-



表4.14 共変動の導入有/無の推定結果 (Nullモデル)

変数
共変動無 共変動有

mean s.d. mean s.d. 

定致項

自転車 -2.524 0.370 -3.071 0.377 
自動車(運転) -0.867 0.380 -0.969 0.373 

公共交通 0.020 0.253 -0.265 0.300 

空間変動

自転車 1.158 0.489 0.855 0.418 

自動車{運転) 0.221 0.081 0.133 0.073 

公共交通 1.091 0.305 1.481 0.441 

個人間変動

自転車 14.90 2.278 15.72 2.472 

自動車(運転) 29.26 4.220 31.58 4.611 

公共交通 7.669 0.966 9.598 1.305 

井分1ft
:自転車と自動車(運転) 3.916 1.926 3.413 2.116 

:自転車と公共交通 1.444 0.928 1.509 1.138 

:自動車l運転}と公共交通 -0.967 1.292 -1.979 1.536 

共変動{空間変動X個人間変動)

自転車 2.007 0.302 

自動車(運転) 0.665 0.139 

公共交通 2.087 0.261 

LL(C) -24294.5 

log[mean(π(x19))) -9523.0 -8478.1 

log[x(xl mean(9))) -9185.4 -7837.7 

pD 675.1 1280.8 

DIC 19720.9 18237.0 

サンプル数 18，326 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

単悟
共変動無

佃 共変動有

-tu開a 共変動無
富 共変動有

制球煩
共変動無

若男 共変動有

公共交通 自動車{運転} 自転車

共変動有 共変動集 共変動有 共変動無 共変動有 共変動費量

ロ空間変動 9.0% 9.1% 0.4% 0.7% 3.9% 6.0% 

図個人間変動 58.3% 63.6% 88.5% 89.3% 71.9% n.0% 

田個人肉変動 20.0% 273% 9.2% 10.0% 15.0% 17.0% 

-共変動 12.7% . 1.9% . 9.2% . 

図4.8 共変動の導入有/無の変動特性の比較 (Nullモデル)
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要な変動要因であることが分かる.また，公共交通，自転車においても，それぞれ58.3%， 71.9% 

が個人内変動であり，これより， 4.3.3において示した世帯間変動のほとんどが個人内変動に帰着

していることが分かる.一方で，個人内変動は，全変動うち 9.2%'"'"'20.0%を占めるに過ぎないこ

とが確認できる.4.3においてみたように，他の交通手段が個人内変動に大きく影響を受ける点を

考慮すると，交通手段選択に関する意思決定は日々の変動が小さな行動側面であると言える.こ

の結果より，交通手段選択の分析においては，個人特有の影響要因(例えば自動車や定期券の保

有状況といったモピリティツールの有無，個人属性等)を特に考慮する必要があることが想定さ

れる.

4.5.2 Fullモデル:説明変数セットの逐次導入

ここでは， 4つの説明変数セット[移動時間]， [モピリティツール]， [社会経済属性]， [文脈要因]

を逐次的に導入することにより，各説明変数セットが捉える変動について考察していく.表 4.15

に各説明変数セットに含まれる変数の種類及びその定義を示す.[移動時間]は，各交通手段のネッ

トワークレベルの移動時間のみで構成される説明変数セットであり，公共交通については待ち時

間を含む.本来，移動費用等を含む交通サービス水準を表す説明変数セットとして定義すること

が望ましいと考えられるが，データの制約上，移動時間のみで構成される説明変数セットとした.

[モピリティツーノレ]については，交通手段(同伴)に対しては免許保有，世帯内の自動車メインユー

ザー数及びその交互作用項を，自転車に対しては世帯自転車保有台数/世帯人数を，自動車(運転)

に対しては自動車メインユーザーダミーを(これは，世帯が保有する自動車に対して，当該自動

車のメインユーザーは誰か，という項目から得られた変数である)，公共交通に対しては公共共通

定期券の数を設定した.[社会経済属性]については，既婚状況や世帯収入，性別，年齢，ワークス

タイルを用いて定義した.[文脈要因]については，移動目的，曜日，出発時刻，同伴者人数によっ

て定義した.

以上定義した各説明変数セットを逐次的に導入して変動構造を特定した結果を，図 4.9-4.11に

示す.以下，各説明変数セットを導入することにより観測された変動に対する考察をまとめる.

(i).まず， [移動時間]を導入した結果を見てみると， [移動時間]は全変動の 0.0%'"'"'1.8%を説明す

るに過ぎない要因であることが確認できる(ただし，自動車(運転)の観測変動が 0.0%である

のは，自動車(同伴)と移動時聞が等しいためでり，効用の差分を取った際に移動時間の変動成

分が 0になることに由来している).これより，従来から着目されてきた影響要因である移動

時間のみでは，交通手段選択の意思決定をうまく表現できないことが明らかとなった.今後，

他の交通サービス水準の変数に対しても同様の分析を行い，頻繁に採用されている交通サー

ビス水準のみを変数として持つ交通手段選択モデルの妥当性を検証していく必要があると考

えられる.

(ii).次に， [モピリティツーノレ]を加えた場合の結果についてみると，自転車では 18.7%，自動車(運

転)では45.5%，公共交通では 15.2%と， [移動時間]と比べて[モピリティツール]が交通手段選

択に及ぼす影響は大きいことが明らかとなった.特に，自動車(運転)は，モピリティツーノレに
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表4.15 説明変数の定義(逐次導入)

説明変数 定義 s.d. 

~盤町
移動時間:自動車(運転)及び自動車(同乗) (min) 10.267 5.976 

Travel time l移動時間:自転車 (min) 20.587 14.030 

移動時間:公共交通 (min) [待ち時間含む] 24.076 16.462 

tぞど芝~y-M

License 免許保有 (1=yes; 0 = no) 0.701 0.458 

回Ic訂use 世帯内の自動車メインユザ一人数 0.611 0.634 

Lic Hhcar Lic聞は四caruseの交互作用項 0.261 0.534 

Mob Bik:e 世帯自転車保有台数/世帯人数 0.873 0.452 

Mob Car 自動車メインユーザー (1=yes; 0 = no) 0.433 0.496 

Mob PT 公共交通定期券の数 0.356 0.497 

fdt会iIH卸
M町 chi 世帯に子供がいる既婚者 0.327 0.469 

Income 世帯収入 (in1000DM) 4.635 l.992 

MaIe 男性 (1=y凶;O=no) 0.470 0.499 

Age24 -24歳 (l=yes;O=no) 0.274 0.446 

Age25・34 25・34歳 (1守es;O=no) 0.099 0.299 

Age45・54 45・54歳 (1=yes; 0 = no) 0.173 0.378 

Age55・64 55・64歳 (1=yes; 0 = no) 0.l39 0.346 

Age65- 65・歳 (1守es;O=no) 0.074 0.261 

Fullwork 常勤労働者 (1=yes; 0 = no) 0.339 0.473 

Studeot 学生 (1守es;0=00) 0.041 0.198 

Retired 退職者(1守岱;0=00) 0.129 0.335 

~'JI/!lJ. 

TP Pick 移動目的=送迎 (1=yes; 0 = no) 0.044 0.206 

TP WoRe 移動目的=業務 (1=yes; 0 = no) 0.030 0.171 

TP Sch∞l 移動目的=学校(1=yes; 0 = 00) 0.064 0.245 

TP Work 移動目的=仕事 (1=yes; 0 = no) 0.114 0.317 

TP_Dshop 移動目的=日常買物 (1守es;0=00) 0.081 0.273 

TP_Nshop 移動目的=非日常買物 (1=yes; 0 = no) 0.043 0.203 

TP Leis 移動目的=レジャー (1=yes; 0 = 00) 0.148 0.355 

DW Fri 曜日=金曜日 (1=yes; 0 = no) 0.165 0.371 

DW  Sat 曜日=土曜日 (1守es;O=no) 0.115 0.319 

DW Sun 曜日=日曜日 (1守口;O=no) 0.072 0.258 

DT Mom 出発時刻=a.m.6:00-a.m.8:59 (1 =yes; 0 = no) 0.175 0.380 

DT Even 出発時刻 =p.m.6:00・p.m.8:59(1 =yes; 0 = no) 0.118 0.323 

DT Leven 出発時刻 =p.m.9:00・p.m.11:59(1守岱;O=no) 0.042 0.200 

PartysH 同伴者人数(世帯構成員) 0.307 0.605 

Party_OT 同伴者人数(その他) 0.233 l.478 
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表4.16 共変動の影響を考慮した交通手段選択モデルの推定結果 (Fullモデル)

変数
自動車{同乗} 自転車 自動車{運転} 公共交通

mean s.d. mean s.d. mean s.d. mean s.d. 

定数項 -9.153 1.447 -3.597 0.848 -2.080 1.089 

um壁'/!!ll..
Travel time -0.033 0.004 -0.033 0.004 -0.033 0.004 -0.033 0.004 

Lぞど少な-:Y-/l1
License -2.614 0.672 

田Ic紅山E 0.975 0.312 
Lic Hhcar 0.051 0.586 
Mob Bike 3.872 0.660 

Mob Car 3.520 0.448 
島10bPT 3.096 0.507 

直垂産eu!卸
Marr chi 0.384 0.861 1.469 0.515 -0.192 0.683 
Income 0.697 0.160 0.158 0.111 0.224 0.133 

Male 1.320 0.699 2.401 0.441 0.011 0.520 
Age24 2.111 1.116 -3.127 0.852 2.526 0.977 

Age25・34 0.913 1.277 1.021 0.685 0.230 1.039 
Age45・54 -0.622 1.017 -0.110 0.564 1.085 0.861 

Age55・64 -1.006 1.193 -0.144 0.624 1.258 0.954 

Age65・ 2.856 1.842 0.543 1.031 4.713 1.376 
Fullwork -1.374 0.842 0.347 0.477 -0.514 0.671 
Student -0.577 1.642 -0.031 1.004 -2.647 1.245 
Retired -2.002 1.634 0.029 0.794 -1.524 1.137 

L文"I!J!/!1l.
TP Pick 1.947 0.179 
TP WoRe 0.606 0.253 

TP School -0.554 0.207 0.204 0.232 

TP Work -0.152 0.129 
TP_Dshop -0.156 0.138 -1.053 0.183 

百一Nshop 0.057 0.082 
TP Leis 0.163 0.050 -0.156 0.127 
DW  Fri 0.075 0.056 -0.009 O.lll -0.012 0.117 

DW  Sat 0.265 0.060 -0.607 0.139 -0.609 0.149 

DW  S凹 0.145 0.073 -0.293 0.185 -0.833 0.185 

DT Mom -0.172 0.074 0.498 0.139 

DT Even 0.304 0.054 -0.698 0.141 

DT Leven 0.565 0.079 -0.793 0.217 

Party一回f -3.481 0.120 -2.003 0.088 -2.234 0.099 

P笠立 OT -0.922 0.079 -0.733 0.080 

ランダム蓋盤
空間変動 0.687 0.342 0.066 0.063 1.906 0.584 
個人間変動 18.040 2.900 5.920 1.071 13.200 1.962 
共変動 1.548 0.332 0.858 0.158 2.505 0.332 
個人内変動(固定) 3.290 3.290 3.290 

個人間変動の共分散

:自転車と自動車{運転) 1.347 (s.d. = 1.218) 
:自転車と公共交通 4.183 (s.d. = 1.596) 
:自動車i運転}と公共交通 -0.743 (s.d. = 0.987) 

LL(C) -24294.5 

log[π(刈me組 (0))] -6881.8 

log[mean(π倒的)] -6271.0 

pD 1221.7 

DIC 14985.3 
サンプル数 18，326 
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五
Null 

(add)-- 移動時間

モピリティ
(add)--

ツール

(add)一社会経済属性

(add)- 文脈要因

移動時間| Null 
.，-，'" 

ロ空間変動 1.8% 2.4% 2.4% 3.(岡崎 3.9% 

図個人間変動 46.1% 51.5% 57.4% 71.7% 71.9% 

四個人肉変動 8.4% 12.9% 13.5% 15.5% 15.0% 

-共変動 4.0% 7.7% 8.0% 9.0% 9.2% 

国Var(sx) 39.8% 25.4% 18.7% 0.8% 0.0% 

図4.9 共変動を考慮した変動特性 (Fullモデル:自転車)

0% 20% 40% 60')垢 80% 1αm 

五
Null 

(add)-- 移動時間

モピリティ
(add)-

ツール

(addト社会経済属性

(add)- 文脈要因

ツール
t 移動時間| Null 

ロ空間変動 0.2% 0.4% 0.5% 0.4% 0.4% 

図個人間変動 17.2% 20.5% 38.5% 国 .4% 88.5% 

田個人内変動 9.5% 1L鰯 12.9% 9.3% 9.2% 

-共変動 2.5% 2.4% 2.6% 1切4 L9% 

aVar(sx) 70.6% 臼.8% 45.5% 0.(悦 0.0% 

図4_10共変動を考慮した変動特性 (Fullモデル:自動車(運転))
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ω4 zαj(j 40% 6O'J幅 scm 100% 

主
Null 

(add)-- 移動時間

モピリティ
(add)--

ツール

(add)-- 社会経済属性

(add)-- 文脈要因

移動時間| Null 
-"'-/ν 

田空間変動 6.7% 7.5% 7.5% 8.7% 9.0% 

図個人間変動 46.3% 46.5% 49.7% 57.6% 58.3% 

四個人内変動 11.5% 14.2% 16.0% 18.7% 20.0% 

-共変動 8.8% 10.7% 11.5% 13.2% 12.7% 

ElVar(sx) 26.6% 21.1% 15.2% 1.8% 0.0% 

図4.11 共変動を考慮した変動特性 (Fullモデル:公共交通)

よって 50%弱の変動が観測されることが明らかとなった.この結果及び(i)の結果を踏まえる

と，移動時間の改善に関する施策によって交通手段選択の変更を促す施策よりは，モビリテ

ィツールに関連する施策の方が交通手段選択の変更を促すことができる可能性が高いと考え

られる.この意味においては，例えば交通手段選択と自動車や定期券の保有行動を同時にモ

デル化するような方法によって，交通手段選択の変更を促す総合的な交通施策の提案を行う

ことができる可能性がある.また， [モピリティツール]の導入によって生じた各非観測変動要

因の変化を見てみると，期待通り，主に非観測個人間変動が減少していることが確認できる.

これに伴い，自転車及び公共交通では他の非観測変動要因も減少する一方で，自動車では増

加する傾向にある.この原因として， 1) [モピリティツール]の保有が空間的にばらついてい

る場合，空間変動を捉える変数となる可能性がある， 2)空間の定義が粗い場合， [モピリティ

ツール]が共変動や個人内変動を捉える要因となり得る， 3)3章において述べたように，完全

な分散・共分散を持つマルチレベル多項ロジットモデノレの推定は困難であるため，その結果

としてこのような個人間変動以外の非観測変動要因の値が変化した，等が想定される.これ

らの点については，今後詳細に議論を加えていく必要がある.

(iii).次に， [社会経済属性]を追加した場合について見てみると， [モピリティツールIと比べて観測

変動の割合は，自転車では 18.7%から 25.7%へ (6.7%)，自動車(運転)では45.5%から 64.8%へ

(193%に公共交通では 15.2%から 21.1%へ (5.9%) と増加していることが確認できる.こ

れより，特に自動車(運転)の効用関数を特定する際においては，社会経済属性を考慮する必要

性が高いと考えられる.また，期待通り， [社会経済属性]の導入によって主に非観測個人間変
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動が捉えられていることが確認できる.

(iv).最後に， [文脈要因]を追加した場合においては，観測変動の割合は，自転車では 25.4%から

39.8%へ(14.4%)，自動車(運転)では 64.8%から 70.6%へ(5.8%)，公共交通では21.6%から 26.6%

へ (5.4%)と増加していることが確認できる.特に，自転車の効用関数において文脈要因の

影響を考慮する必要があることが示唆された.[文脈要因]の導入によって主に説明される変動

は，個人内変動と共変動であるが，個人間変動の幾ばくかが[文脈要因]によって説明されてい

ることが確認できる.この理由として，出発時刻や曜日，移動目的，同伴者数に対するトリ

ップ発生の分布が個人間で異なる可能性が考えられる.

以上の結果より，自動車(運転)に対する変動については，導入した説明変数により捉えることの

できた観測変動が 70%を超えており，他の交通手段に比べてその割合が高いことが確認された.

また，説明変数セットの中でも[モピリティツーノレ]が最も影響の大きい要因であることが示唆され

た.自転車，公共交通においても[モピリティツール]は主要な要因であるものの，全ての説明変数

セットを加えた後においても，非観測変動はそれぞれ60.2%，73.4%となっており，依然として高

い割合を示す結果となった.残った非観測変動の多くが個人間変動であることから， [モピリティ

ツーノレ]や[社会経済属性]では説明されない要因，例えば，個々人の持つ習慣や選好により公共交

通や自転車の利用に関する意思決定が行われている可能性がある.習慣や選好といった要因の観

測は非常に困難ではあるが，これまで自動車を対象に行われてきた“どのように自動車利用に対

する習慣を解凍するか"(Garling and A対羽田町 2003;藤井ら， 2004) と対を成す，“どのように自

転車や公共交通に対する習慣を形成するか"が，自動車から公共交通への転換を目指す施策を議

論する上で極めて重要なものと考えられる.また，習慣の形成においては，個々人の空間への認

知の違いを捉える共変動も関連してくるものと思われるが，これらの点の検証については今後の

課題としたい.

4.6 本章のまとめと今後の課題

本章では， 6週間のという長期の連続時間パネルデータを用いて，活動・交通行動に内在する

変動を記述することを試みた.具体的には， 1)出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の

各々の行動側面における変動を，個人間変動，世帯間変動，経日変動，空間変動，個人内変動に

分解し， 2)それらの変動の観測可能性の検証， 3)共変動の存在の検証を行った.以下，本章の分

析結果から得られた主要な知見をまとめる.

l) 出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つの行動側面の中において，個々人のあ

る断面(l日)において観測された行動を代表的な行動結果と見なせ，かつ，これらの結果を集

計した場合に観測される日単位の集計量が代表性を有すると見なせる行動側面は，交通手段

選択のみであった.ただし，交通手段選択においても一定の個人内変動及び経日変動が観測

されている点に注意する必要がある.

2) 出発時刻，活動発生，時間利用の行動側面では，必須活動においては個人間変動が，自由裁
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量型の活動においては個人内変動が高い傾向にあることが明らかとなった.これより，特に

自由裁量型の行動を対象とした分析を行う場合においては，複数日の行動データを用いた分

析がより有用であると考えられる.

3) 出発時刻，時間利用を対象として変動の観測可能性を検証した結果，個人間変動，世帯間変

動，経日変動，空間変動，個人内変動のうち，経日変動は観測変数によって説明可能な変動

種類である一方，個人内変動を観測変数に落とし込むことは極めて困難であることが明らか

となった.行動の過去従属性を考慮、しでもなお高い非観測個人間変動が観測されたことから

(時間利用のみ)，今後，本研究で用いたような文脈要因や過去従属性以外の視点から個人内

変動の理解を進めることが重要な研究課題であると考えられる.

4) 観測できなかった変動成分(非観測変動)を，施策検討プロセス上における不確実性と見な

した場合，極めて大きな不確実性が内在していることが明らかとなった.具体的には，本研

究で導入した説明変数セットのケースにおいては，出発時刻では61.4%""89.3%が，時間利用

では22.3%""87.1%が非観測変動であった.

5) 交通手段選択の文脈において共変動(空間変動×個人間変動=個人に固有の空間変動)の影

響が存在するかどうかを検証した結果，自転車及び公共交通の選択肢に全変動に対して 10%

前後の割合で共変動が存在することが確認された.また， 4つの説明変数セット[移動時間]，

[モビリティツーノレ]， [社会経済属性]， [文脈要因]を逐次的に導入した結果，自動車(運転)はモ

ビリティツールの影響を強く受けることが明らかとなった.反面，自転車及び公共交通では

高い非観測個人間変動が残る結果となった.これより，個々人の持つ習慣や選好により公共

交通や自転車の利用に関する意思決定が行われている可能性が示唆された.

以上の点より，交通計画策定プロセスにおけるデータ収集段階では，特に自由裁量型の活動を

分析対象として含む場合においては長期の連続時間パネルデータを取得する必要性が高まること，

その反面，交通手段選択のみに焦点を当てる場合においては断面データであってもある程度許容

できることが明らかとなった.また，モデル作成段階においては，出発時刻，時間利用の行動側

面においては個人内変動をどのように捉えるかに関する議論が，交通手段選択の場面においては

自転車や公共交通の個人間変動をどのように捉えるかに関する議論が極めて重要であることが明

らかとなった.近年，意思決定“プロセス"そのものを扱おうとする研究も見られ(例えば

Lee-Gosselin and Doherty， 2005)，これらのアプローチの有用性を変動の観点から検証することも重

要な今後の課題である.
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第5章 活動・交通行動の変動とセグメント問題

本章の分析対象
(低)

不
確
実
性

!
i
i
価

行

評

進

勲
一

…

予

セロプ酎検策施

5. 1 はじめに

4章にて行った変動構造の特定においては，先験的に与えた活動分類を母集団のセグメン トと

して利用した.しかしながら，セグメントの与え方を変えれば，当然のことながら，観測される

変動特性は異なる.同様に，データに内在する変動の情報を用いて活動 ・交通行動はモデ、ル化さ

れることが頻繁であるため，モデルから得られる示唆もセグメン トの与え方に依存する.特に，

レジャー等の自由裁量型の活動は，複数の異なった性質を持つ活動の集合で・あると予想され， ど

のようなセグメントを採用するのが望ましいかに関する議論が別途必要となる.また，政策的な

観点からは，空間的に過疎化している地域の特性や交通困難者の交通行動の特性は，全母集団へ

の推論を目的とする通常の分析手法ではうまく考慮できない場合が多く，このような場合，セグ

メントの与え方を見直すことによってこれらのサプ集団に焦点を当てた分析を行う方法が必要と

なる.

以上の点を踏まえて，本章ではセグメン卜問題を取り扱うための方法の開発及びいくつかの実

証分析を通して，変動の情報を用いてモデノレを作成する場合に直面するセグメント問題について

議論を加える.具体的には，本章では以下の分析を行う.
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5.2では，行動の類似性に基づき活動種類をセグメントする手法を提案する.具体的には，行動

の類似性(目的変数に対する説明変数の寄与構造の違いにより定義される活動種類間の類似性)

をセグメントの基準とすることで，セグメント内の行動特性の同質性を確保しながらも，行動が

持つ不確定な変動要因の影響を受けにくい活動分類手法の提案を目的とする.実証分析では，例

として活動開始時刻をセグメントの基準とする.その後，提案する手法により求められた活動分

頭により観測される観測変動/非観測変動の比と，アプリオリな活動を用いた場合に観測される

比を比較することによって，提案手法の精度検証を行う.

5.3では，活動抵抗の高いサプ集団を抽出することを目的として，母集団のセグメント方法につ

いて議論する.基盤となる方法は時間配分モデルであり，従来仮定されてきた限界効用逓減の法

則に従う行動原理の仮定が，活動抵抗の高いサプ集団には当てはまらないことを指摘し，限界効

用逓増+逓減を仮定した効用関数を持つ新たな時間配分モデルを提案し，母集団のセグメントに

応用する.実証分析では，過疎地域の買物活動への参加時に存在する活動抵抗，発展途上国にお

ける学校参加における活動抵抗に焦点を当て，母集団のセグメントを行う.

5.4では， 4章において行ってきた変動特性の分析を，セグメント聞で比較する意義について整

理し，その後，介護者の行動特性に焦点を当てた比較分析を行う.具体的には， ([自宅内介護者・

自宅外介護者・非介護者]X[平日・休日])の 6つのセグメントを設定し，各セグメントで観測さ

れる変動特性の比較分析を行う.

5.5では，本章で行う分析から得られた知見及び今後の課題をまとめる.

5.2 活動種類のセグメント

本節では，行動の類似性(目的変数に対する説明変数の寄与構造の違いにより定義される活動

種類聞の類似性.詳細は3章を参照)をセグメントの基準とすることでセグメント内の行動特性

の同質性を確保しながらも，行動が持つ不確定な変動要因の影響を受けにくい活動分類手法の提

案を目的とする.実証分析では，例として活動開始時刻の類似性をセグメントの基準とし，提案

手法によって特定した活動分類とアプリオリな活動分類との比較を通して，提案手法の精度検証

を行う.なお本研究では，細分化された活動種類(実証分析では61種類)を少数の活動分類に集

約する方法を扱う.よって，本研究で提案する活動分類を適用するためには，例えば自由記述式

アンケート等で得られた詳細な活動種類を含むデータセットが必要である.また，本節では，自

由記述式アンケート等から得られた活動名を詳細に分類したものを「活動種類J，それらをより粗

く分類し直したものを「活動分類Jと呼称する.なお本節では，活動特性の同質性という視点か

ら，現象の記述能力のみに着目して活動の分類方法を提案するが，実際，どのような活動分類を

採用するかは分析者が直面している評価対象，利用場面や目的などに依存する場合が多いと考え

られる.その場合，ここで提案した分類方法はアプリオリに採用した活動分類の精度や妥当性を

チェックするために使うことが可能である.
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5.2.1 行動の類似性に基づく活動分類手法の提案

4章においてみたように，交通行動や活動の遂行は意思決定時の文脈(個人内変動)に大きく

依存する.そのため，ある時空間断面における一つ一つの交通行動や活動を典型的な(代表的な)

行動と見なすことは妥当ではない.そのため，マーケティング分野で頻繁に利用されている，個

人又は個々の移動・活動をセグメントする手法を土木計画・交通計画における活動分類に直接適

用することは妥当ではないと考えられる.そこで本節では，個人が遂行する一つの活動が「活動

種類」と階層的な関係にあることを利用し，個々の移動・活動の上位レベノレに存在する「活動種

類」の影響をランダム変数により扱うマルチレベル分析手法を応用することを考える.具体的に

は.1)活動種類の影響をランダム変数として扱うマルチレベルモデルを構築・推定し.2)推定さ

れたパラメータから各活動種類に対する縮約推定量 (3章参照)を算出し.3)縮約推定量を用い

て定義される行動の類似性に基づきクラスター分析を実行することで活動分類を決定する.以下，

提案手法の詳細を述べる.

りマルチレベルモデルの定式化

時刻の選択を表現するにあたって，生存時間モデノレや離散選択モデルが頻繁に用いられるが，

本研究では線形モデルを用いて活動開始時刻選択を表現する.線形モデルを採用する理由は，パ

ラメータと説明変数の積が時刻の単位を持つため，クラスター分析における活動聞の距離の定義

が明確になるためである.個人iが活動種類a(=I....，A)を行う時の活動開始時刻選択を以下の式で

定式化する.

Y. = x.(P+γ.)+εa (5.1) 

ただし，

F 

九11 1xa11Xa12M||Eal 
Xa21 Xa22 らら

1lAllflYJILl'L=lxaE Xaa"xaz|'h=|EE1・p=FAR
，L= 

y副.J LX"".I X四，.2… Xan.KI 

ここで，Yaiは個人iが活動aを開始する時刻~， Xaikl土活動開始時刻を規定するk(=I.…よ)番目の説明

変数であり，それぞれ観測される値である.また.naは活動種類αを遂行したサンプル数である.

Aは活動種類間で共通の未知パラメータである.Gai はGal-N(O，ol)に従う誤差項である.)'akはk番目

の説明変数の影響が活動種類によって異なることを表現するランダム変数であり.)'ak-.川0，(1/)に

従うとする.また.)'akと)'ak.の聞に相聞はないと仮定する (/c:f.k').

以上のように，個人又は個々の移動・活動ではなく，その上位レベルに存在する活動種類間の
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パラメータ値の差異をランダム変数により表現する点が本手法の特徴である.言い換えると，活

動種類というレベルでパラメータ値の差異を表現することによって，比較的安定した(不確定な

変動要因によって左右されにくい)活動分類の抽出を試みる点が特徴である.

式(5.1)を推定するための尤度関数は，次の式で定義される.

L伊川|y)=lpbblhσ。)同I'ok)々 (5.2) 

ここで， φ(・)は平均0，分散共分散行列skに従う K次元正規分布の密度関数である.ただし，

skは対角行列であり，対角成分はσlz，σ22，…JK2である.p(・)は平均 px+γ，分散ぷに従う正規

分布の密度関数である.モデノレの推定には，制限付き最尤推定法を用いる(なお 3章において述

べたMCMC法によっても同様の結果が得られる). 

2) 縮約推定量の算出

3章において述べたように，マルチレベルモデルでは，活動種類ごとのパラメータの推計値

ん+九kを得るために，縮約推定量九kを事後的に求めることがなされる.縮約推定量の特徴は，活

動種類aを遂行したサンプルが少ない場合や，対応する説明変数のばらつきが大きい場合にルの

信頼性が低いと見なし，推計値i九+九kは全体平均仇に近づく方向に縮約される点にある.この特
性によって，不確定な変動要因の影響により時刻の選好を記述することが困難な活動種類を同ー

のセグメントに分類することができる.すなわち，活動種類の水準でのパラメータ値の差異を表

現する方法を採用しでもなお残る不安定な推定値を持つ特定の活動種類のパラメータに対しては，

その推定値を縮約することで，パラメータ値の過大評価を避けることができる.以下にその算出

式を示す.

1. =ÓkX~~仇 +xAdl(ya-xJ) (5.3) 

3) クラスター分析

式(5.3)から得られた縮約推定量Y..t(活動数xパラメータ数)を用いて階層的クラスター分析を行

う.活動種類聞の距離(非類似度)DQiJ'は，以下の式で計算する.

九・=iL:=I(Yふ一九んy (5.4) 

ここで X..t値は，k番目の説明変数の活動種類ごとのXaikの平均値である.よって，九支d は時

刻の単位を持ち，k番目の説明変数が活動開始時刻の選択に寄与する程度を表す.これより式(5.4)
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は， 2つの活動種類聞の，目的変数に対する説明変数の寄与構造の違いを表す非類似度である.本

研究では，式(5.4)から定義される活動種類聞の非類似度行列に基づき階層的クラスター分析を実

行することで，活動分類を決定する.クラスター(活動分類)はウォード法を用いて計算する.

なお，活動分類数は分析者が事前に与える.

以上，本研究で提案する活動分類手法の手順を述べた.提案手法の特徴として，行動の類似性

(目的変数に対する説明変数の寄与構造の違いにより定義される活動種類聞の類似性)に基づい

て活動分類を行う点に加えて，自由記述式アンケート等において活動種類が膨大な数にのぼる場

合においても，比較的システマティックに活動種類を分類できる点(分析者に依存するのは，式

(1)の説明変数の選択と，活動分類数の選択の2点)が挙げられる.また，本研究では線形モデル

による活動分類を採用したが， 3章において見たように，一般化線形モデル(GLM)ファミリーであ

れば同様の分析を行うことができるため，例えば交通手段選択等，他の多くの行動側面において

も提案する分析手法が適用可能である.

5.2.2 実証分析:活動開始時刻を例に

5.2.2.1 使用データ:社会生活基本調査データ(調査票日)

実証分析では，自由記述方式により得られた回答を 61の詳細な活動種類にコーディングしであ

る社会生活基本調査(調査票B:総務省が平成 13年 10月 13日........10月21日に実施)を用いる.

なお，平日と休日の活動開始時刻の選好は異なると考えられるため，実証分析では，平成 13年

10月 15日(月)........18日(木)における 3:00........24:00までの行動データを抽出し，さらに，各活動に対

して該当日，該当時間帯にはじめて行った活動開始時刻のみを分析に用いる.言い換えると，同

じ日に同じ活動を 2回以上行った場合， 2回目以降の活動開始時刻はサンプルに含まない.以上

の条件のもとで抽出されたサンプル数は44，728であった.

5.2.2.2 実証分析結果

マルチレベルモデル(式(5.1))の推定結果を表5.1に示す.モデルの推定においては61種類

の活動をプールしたデータを用いているため，推定パラメータ点の正(負)の符号は，活動種類に依

存せず，全体として活動開始時刻が後(前)にシフトすることを意味する.また，推定ノ〈ラメータι
の値は，当該説明変数が活動開始時刻選択に与える影響の活動種類聞の差の程度を示している.

このような視点から表 5.1の推定結果を見ると，年齢の高い個人ほど，全体的に活動開始の時間

帯が早まる傾向にあることが分かる.ただし aaの値が大きいことから，活動種類によって活動

開始時刻の年代間差異は大きく異なることが分かる.一方で，天気ダミーや自動車保有ダミーに

対する九の値は非常に小さく，活動種類によらず，雨の日は 10分程度，自動車を利用する個人は

9分程度早い時間帯に活動開始時刻をシフトさせることが分かる.言い換えると，どのような活

動分類を行ってもこれらの変数が活動開始時刻に与える影響は変化しないと考えられる.一方で，
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天気ダミー，自動車保有ダミー，年齢ダミー5を除く全ての説明変数にかかる九の値はすべて統

計的に有意であり，これらの説明変数の影響は活動種類によってことなると考えられる.特に，

定数項に対する九の値が大きく推定されていることから，平均活動開始時刻は活動種類によって

大きく異なることが分かる.続いて年齢，性別，労働形態(常勤就業者ダミー，家事兼仕事ダミ

ー，専業主婦(主夫)ダミー)にかかる九の値が大きく，これらの変数に対応するパラメータの値は，

活動分類の仕方によって大きく変化すると考えられる.

次に，式(5.4)に基づき算出した非類似度を用いてクラスター分析を行った結果を表5.2に示す.

ここでは，クラスター聞の距離(すなわち樹形図の枝の高さ)の改善度が急激に低下する，活動

分類数が 5の場合について考察する.活動分類数が 5のときの各クラスターの活動開始時刻分布

を図 5.1に示す.表5.2及び図 5.1より.cluslは早い時間帯に行われる活動が中心であり，主に必

須活動で構成されていることが分かる.clus2は，午前にピークを持つ活動種類で構成されており，

家族の世話，介護・看護，受診，求職活動等，比較的必要性の高い活動種類を中心に構成されて

いることが分かる.一方cl山2の中にはドライブ、やエアロピクス系スポーツといった比較的能動的

な自由行動が含まれている.これについては，例えば家族の世話等の活動を行う必要のない日に

おける“裏の"(代替の)活動である可能性があるものの，本分析では判断できない.今後，詳細

に検証する必要がある.cl出3.c1山4は，活動開始時刻のばらつきが大きく，自由裁量型の活動種

類を中心に構成されていることが分かる.両者の違いは.c1us4は家族や他人とのコミュニケーシ

ョン，自宅内での自由裁量型の活動を中心に構成されているのに対し.cl山3は個人が行う(他者

との関わりが小さい)自宅外活動が主たる活動種類となっている.これより，自由裁量型の活動

であっても，家族や他者と関わりを持つ活動かどうか，自宅内活動か自宅外活動かによって，活

動開始時刻の選好は大きく異なると考えられる.特に，活動分類数を 2まで減らした場合におい

てもc1us3とclus4は異なる活動分類にセグメントされることから，安易に「自由裁量型活動J等

の分類を行ってしまうと，本来現象が持っている行動特性の情報を失ってしまう恐れがあること

が分かった.最後に.cl凶 5は睡眠と社会生活基本調査に関連する行動で構成されるセグメントで

ある.これは，就寝前に調査票を記入する個人が多いことに由来している.
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表5.1 活動種類をランダム変数として持つマルチレベルモデルの推定結果

説明変数 ノミラメ タ t値

8 811.30 37.90 ・・
定数項

8~ 21459 [146] (1114.1) .. 

2 -8.54 -1.04 
既婚ダミー(既婚:1，その他:0) 

8~ 1971 [44.4J (108.6) •• 

β -9.89 -3.44 •• 
天気ダミー(雨:1，その他:0) 

8~ 34 [5.8] (0.1) 

F -8.71 -2.66 •• 
自動車保有ダミー (1台以上保有:1，その他:0) 

8~ 0.0 [0.0] (0.0) 

9 -22.86 -2.16 ・
性別ダミー(男性:1，女性:0) 

8~ 4478 [66.9] 。23.1) .. 
8 14.11 2.88 •• 

世帯年間収入ダミー1(1000万以上:1，その他:0) 
8~ 257 [16] (2.9) + 

8 -13.78 -2.11 ・
世帯年間収入ダミー2(200万未満:1，その他:0) 

8~ 683 [26.1] (14.s) .. 

2 102.60 4.52 •• 
年齢ダミー1(20歳未満:1，その他:0) 

8~ 1“~I [I~ (369.8) •• 

p 51.66 4.37 •• 
年齢ダミー2(20代:1，その他:0) 

8~ 3848 [62.0] (105.2) •• 

2 14.40 1.69 + 
年齢ダミー3(30代:1，その他:0) 

8~ 1451 [38.11 (14.6】"

2 -17.13 -3.76 •• 
年齢ダミー5(50代:1，その他:0) 

8~ 80 [8.9] (0.3) 

2 -33.45 -5.65 •• 
年齢ダミー6(60代:1，その他:0) 

8: 364 [19.1] ~8.8~ 

F -40.53 -4.47 •• 
年齢ダミー7(70歳以上:1，その他:0) 

8~ 1672 [40.91 (54.6) .. 

F 82.20 5.78 •• 
常勤就業者ダミー(Yes:1， No: 0) 

8~ 7831 [88.5] (390.9) 帥

8 28.36 2.69 •• 
家事兼仕事ダミー(y凶:I，No: 0) a 2563 [50.伺 (56.η" 

d -7.25 -0.83 
専業主婦(主夫)ダミー(Yes:I，No:O) 

8: 1410 [37.伺 (16.9) •• 

8 19.46 1.31 
学生ダミー(Yes:1， No: 0) 

8: 5606 [7~.9] (59.4) •• 

8 0.07 0.04 
10歳以上の世常構成員数(人)

8~ 87 [9.3] (21.5】"

8 -7.62 -1.93 + 
10歳未満の世帯幸構成員数(人} a 352 [18.8] (36.8) •• 

残差 602 56225 [237.1] 

LL(C) -324728 

LL(p)l) -324510 

LL(仇a) -308562 

サンプル数 44，728 

※o内は，該当するランダム変数を除いた場合の最終対数尤度と含んだ場合の最終対数尤度に対する
t検定結果.[)内は標準偏差ぬまたはGo・りはすべてのランダム変数を除いた場合の最終対数尤度.
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表5.2 クラアスター分析による活動分類結果

活活 活 活 活 活 比
動動 動 動 動 動 較
分分 分 分 分 分

社会生活基本調査の活動分類
用

類数 類数 類数 類数 類数 類数 類分

ト->， w .，. '̂ a.. 、.J

食身事の回の管りの理用事(自分自身や家族等が行うもの)
2 
3 

その他の家事 Z 
7A 食事 3 
通勤・通学
礼拝・議経 4 

3A 4A 
-回2 EJ 6A 

副業中の移動

字住絞まいでのの手授入豪れ・そ・の整他理字絞での行動
2 

衣類等の手入れ 2 
7B 乳幼児の身体の世話と監督 2 
その他の趣味・娯楽 4 
主な仕事
主な仕事中の移動

公家族的サのー身ビのス回のり利の用世話
2 
2 

乳幼児の介護・看磁 2 
乳幼児以外の家族の介複・看11 2 
乳幼児の付き添い等 Z 
身の回りの用事(個人サービスの利用) 3 
移動 5 

2A 
ーF凶ヨ巴4J 6B 7C 

仕事中・学校での学習(学業)中の休憩
教養・娘楽 4 
ドライブ 4 
エアロピクス系スポーツ 4 
E事妓 4 
ボランティア活動 2 
受2書 3 

3B 4B 療養 3 
求職活動

家乗庭り物教の師手に入よれる勉強.学習塾・予備校での勉強等
2 

商業的サービスの利用 2 
買物 2 
新聞・後誌 4 

r吉え，J、b 
テレビ・ラジオ 4 

6C 7D その他の教養・くつろぎ 4 
学習・研究(学業以外)

ウォーター系スポーツ 4 
その他のスポーツ 4 
冠婚葬祭 4 
電子メールや手紙による交際・付き合い 4 
副業

学世校帯の管宿理題
2 

子供の教育 2 

6D 7E うたたね 3 
創作 4 
趣昧 4 
電話による交際・付き合い 4 

4C て-同2 t，J p 乳建幼豪児・修と爾遊ぶ
2 
2 

2B 3C 
軽飲食 3 
家族とのコミュニケーション 4 

6E 7F ゲーム 4 
議書 4 
CD'カッセトテープ・ビデオ 4 
社会参加活動 4 
人と会って行う交際・付き合い 4 

40 匂ーuコ.円、， 6F 70 社睡眠会生活基本翻査に関連する行動
3 
5 

-太図(2006)の分類を.考に作成. 太田(20“)でlま . [~イドワ ク(仕事等)1.[アンペイドワ ク (家事等}]， [学業 . ~
晋・研究{学校等)).[個人的ケア].[自由時間].[その他]の6つに分類しているが.本研究では.ペイドワークと学業.
学習・研究を同一分類とし.5つの活動分類に集約した.表内の数字は.[1:仕事・学絞(ペイドワーク+学業 学習・
研究)).[2 アンペイドワーク).[3:個人的ケア].[4:自由時間].[5その他]を指す.

qo 
qa
 
--



5.2.3 

輔
副

6000 

4000 

2000 ." 

1500 

1000 

500 

。
3 6 9 

時刻(時)

-←clusl 
-+clus2 

4コーclus3

-<>-clus4 

-clusS 

18 21 

図5.1 クラスターごとの活動開始時刻分布(活動分類数 5)

提案手法の精度検証

24 

章では，前章にて特定した活動分類の精度検証を行うために， 他のアプリオリな活動分類との

比較分析を行う.ここでは，太田(2006)で使用されている活動分類を比較のためのアプリオリな分

類として採用した (表 5.2右端.詳細は表 5.2中の脚注参照).表 5.3，表 5.4に提案手法に基づく

分類と比較用分類を用いて回帰分析を行った結果を示す.すべての回帰モデ、ルにおいて R2は非常

こ低くなっており，活動開始時刻の記述の困難さを示している.とこで，両者の活動分類が異な

るため，各回帰モデルの推定結果を直接モデ、ル精度の比較に用いることはできない.そこで本研

究では，精度検証のための基準と して，活動開始時刻の総平方和の構成比を用いる.総平方和の

構成比は以下の式により求める.

土芝(Ynll-YY =土芝(ん-F)2+之主(Ym;一九y
」一一一一一一Y一一一一一 一一一一一一-v-一一一一一一一一一一一一一Vーー
総平方和 分類+回帰によって 残差平方和

説明された平方和

(5.5) 

ここで，Ym;は個人 Iが活動分類mに属する活動を開始する時刻の観測値 Yは全活動の活動開

始時刻の平均値，んは表3，表4に示すモデルから得られる予測値である.n"， は活動分類mのサ

ンプル数である.
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総平方和の構成比の算出結果を図 5.2に示す.図より，提案手法による分類では，総平方和の

うち46.4%が分類または説明変数の導入によって説明される一方で，比較用分類では 12.9%である

ことが分かる.また，最終対数尤度の総和，有意なパラメータの数(5%有意)を見ても，提案手法

による分類の方が統計的観点から優れていると言える.また，表 5.1に示したマノレチレベルモデ

ルの総平方和の構成比(残差平方和を，誤差分布の正規性の仮定のもとで(1/(=56225) xサンプル

数 (=44728)により算出し，総平方和から残差平方和を引くことで式(5)右辺第一項を算出)と，

提案した5つの活動分類での総平方和の構成比に大きな差は見られないことから.61種類の活動

種類を 5つの活動分類に集約することによる現象の記述能力の低下は小さいと考えられる.これ

らの結果より，提案手法による活動分類の有用性を確認するとともに，どのような活動分類を採

用するかによって，現象の記述能力に大きな差があることが明らかとなった.この結果は，活動

分類を再考することによって.4章において行った分析結果(特に観測変動の占める割合)が大

きく異なる可能性があることを示唆するものである.

100% 

80% 

60% 

40% 

20% 

0% 

分領なし
比較用分

頬
提案分類

図5.2 総平方和の構成比(式(5.5)に基づく)

5.2.4 提案手法の有用性と課題

マルチレ
ベル

本節では，不適切な活動分類を採用してしまうと本来活動が持っている行動特性の情報を大き

く失ってしまう恐れがあるとの認識のもと，行動の類似性を反映した新たな活動分類手法を提案

した.具体的には.1)活動種類の影響をランダム変数として扱うマルチレベルモデルを構築・推

定し.2)推定されたパラメータから各活動種類に対する縮約推定量を算出し.3)縮約推定量を用

いて定義される行動の類似性に基づきクラスター分析を実行することで，活動分類を行った.実

証分析では，活動開始時刻の類似性をセグメントの基準とし，提案した分類とアプリオリな活動

分類のモデル精度の比較を行った.結果，提案した活動分類手法の精度面での有効性を示すとと

もに，採用する活動分類により現象の記述能力は大きく異なることが分かつた.これより，少な

くとも活動開始時刻の文脈では.r活動分類の選択Jは，これまで重点的に研究が行われてきたモ
デル構造や説明変数の選択と同様に，現象を記述する上でその精度を左右する重要な要素である

ことが示唆された.今後，この点を考慮した上で活動・交通行動の変動構造を特定していく必要

があると考えられる.

ここででは活動特性の同質性という視点から，現象の記述能力のみに着目して活動の分類方法
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を提案したが，実際，どのような活動分類を採用するかは分析者が直面している評価対象，利用

場面や目的などに依存する場合が多いと考えられる.その場合，ここで提案した分類方法はアプ

リオリに採用した活動分類の精度や妥当性をチェックするために使うことが可能である.言うま

でもなく，提案した分類方法による分類の結果は分析対象や使用データに依存すると考えられる.

実用的な活動分類方法になりうるかどうかについては，今後，データ内容の変化による分類結果

の安定性，活動開始時刻以外の行動に適用する場合における分類結果の安定性を明らかにする必

要がある.また，現象の記述能力だけではなく，分類した活動の政策評価への適用のしやすさ，

異なる行動現象を同時に分析する際にデータの整合性などを考慮できるように，提案した分類方

法を改良していくことも重要な課題である.

5.3 母集団のセグメント

本節では，活動抵抗の高いサブ集団を抽出することを目的に，新たな母集団のセグメント方法

を提案した後，実証分析として， 1)過疎地域の買物活動への参加時に存在する活動抵抗， 2)発展

途上国における学校参加における活動抵抗に焦点を当て，母集団のセグメントを実行する.

5.3.1では，活動抵抗に基づく母集団セグメント手法を構築する.具体的には，従来仮定されて

きた限界効用逓減の法則に従う行動原理の仮定が，活動抵抗の高いサブ集団には当てはまらない

ことを指摘し，限界効用逓増+逓減を仮定した効用関数を持つ新たな時間配分モデルを提案する.

効用関数に限界効用逓増+逓減を仮定することによって表現される「ある活動への配分時間を増

加させることによって，一日の活動全体から得られる総効用が減少から増加に切り替わる配分時

間Jを活動抵抗と定義し，この活動抵抗を母集団のセグメントの基準とする.活動抵抗は，言い

換えると，当該活動遂行に付随する不効用(移動時間や移動抵抗，他の活動への配分時間の減少

など)を上回るための，配分時間の闇値であると考えられる.

5.3.2では，提案手法を用いた 1つ目の実証分析として，過疎地域における買物活動参加の文脈

における母集団のセグメントを試みる.過疎地域の移動制約や活動制約を議論するにおいては，

これまで， r自動車を保有するか否かJ，r高齢者か否かJといったアプリオリなセグメントにより
その特徴が記述される場合が多い.これに対して，本提案手法では，個人の時間配分に関する意

思決定において活動抵抗を内生的に扱うことにより，活動遂行を制約する要因が生活行動へ与え

る影響を評価できる点にある.ここでの実証分析では，提案する時間配分モデルにより得られた

活動抵抗に対して決定木分析を適用することによって，母集団のセグメントを行う.

5.3.3では，提案手法を用いた2つ目の実証分析として，途上国都市(パングラディッシュのダ

ッカ)における学校参加に焦点を当てる.学校参加に対する活動抵抗は，過疎地域のケースと同

様に， r世帯収入が十分にあるかどうかJ等のアプリオリな基準によって判断されてきた.ここで

の実証分析では，時間配分モデルを用いて得られた活動抵抗により母集団をセグメントすること

により，世帯収入以外の影響要因についても考察を加える.

5.3.4において，本提案手法の有用性及び今後の課題についてまとめる.
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5.3. 1 活動抵抗に基づく母集団セグメント手法の提案

ここでは，説明の都合上， 1つ目の実証分析である過疎地域の買物活動参加を想定してモデル

を構築する.以下，既存の時間配分モデルにおいて採用されている効用関数に関するレビューを

行い，その後，限界効用逓増+逓減を仮定した新たな時間配分モデルの構築を行う.

5.3. 1. 1 既存の時間配分モデルのレビュー(効用関数形)

移動制約者をはじめとする活動抵抗が高いサプ集団を対象とする分析においては，清水(1995)

が展望するように， r従来の交通計画で対象としていた平均的な需要階層に対する計画，設計，評

価論という研究視点から，特定な社会階層の人々や個人を対象とする交通計画論へと研究視点を

変容させること」が必要となる.人々の行動を近似的に記述するモデ〉レの在り方に関しても，移

動制約の大きい過疎地域における生活行動モデ、ルと，都市における生活行動モデルは異なる構造

を持つものと考えられる.以下，既存の時間配分モデルのレビューを通して，過疎地域における

生活行動分析への既存モデルの適用に関する問題点について考察する.なお本研究では，各活動

への配分時間は移動時間と実質活動時間の和であると見なす.移動がある目的のために発生する

ことを考慮すると，移動時間は活動時間の一部であると考えられるためである.

生活/交通行動分析の分野で時間配分理論を適用した最も初期的な研究として， Kitamura 

(1984)の研究が挙げられる.ここでは， Type2トピットモデル (Amemiya， 1985)を応用する形で

時間配分モデルを定式化しており，配分される時間に対する選好を表す効用関数に対数関数を採

用することで，限界効用逓減の法則を満たす定式化を行っている.以後，様々なモデ‘ルの拡張が

試みられてきたが(例えば， Yamamoto and Kitamura， 1999;藤井ら， 1999; Zhang et al.， 2005) ，効用

関数に対数関数を採用する場合がほとんどである.一般に，配分時間に関する選好を対数関数で

表現する限界効用逓減の概念は， rある活動への配分時聞が増加するにつれて，追加される単位配

分時聞から得られる効用は次第に小さくなるJことを仮定し，初期の l分の配分時聞から得られ

る効用が最も高いことを意味する.移動制約の視点からこの仮定を捉え直すと，移動時間をはじ

めとする活動遂行に付随する不効用は無視できるほど小さいとし、う前提に立つ解析であると考え

られる.このような仮定は，比較的アクセシピリティの高い都市における生活行動を近似的に表

現する手法としては適していると考えられるものの，移動制約の大きい過疎地域における生活行

動を十分に近似できない可能性がある.

移動制約が大きい状況下における生活行動を表現するにあたっては， Supemak(1992)や

Timmermanset al. (2001)が指摘するような闇値の存在，すなわち，ある配分時聞が活動を実施する

に値する効用を得られるかどうかを判断する闇値を考慮することが有効であると考えられる.最

も簡便な闇値の表現方法は，移動時間を闇値として与える方法である(加藤&今井， 2005). これ

は，移動時間を超える時間を当該活動に配分するという意思決定が行われない限り，活動の遂行

は起こり得ないことを表現するものである.しかしながら，過疎地域における移動制約者を対象

とした分析では，以下に述べるいくつかの点において移動時間による闇値の表現は十分ではない.

lつ目は，まとめ買い等による活動時間の増減等に起因する正味活動時間の増減が挙げられる.
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活動を実施するに値する効用を得られるかどうかは，移動時間に加え，必要な活動が行えるだけ

の正味活動時聞があるかによって決まると考えられる.2つ目は，過疎地域においては，時間的・

金銭的な移動負荷のみならず，身体的・心理的負担等の移動負荷が大きいことが挙げられる.こ

れらの移動負荷が大きい場合，実際に存在する時間的な制約よりも活動を行うかどうかの闇値の

制約がより実効性を持つものと予想される.

闇値がどのような要因によって構成されているのかを把握することは，生活行動の視点から移

動制約を議論する上で重要であると考えられるものの，それ自体が実際の行動データから直接観

測されず，定量的に把握する手法は確立されていない.そこで本章では，既存の時間配分モデル

の改良を通して，活動遂行の有無と活動時間長の 2つの行動データの情報から闇値(活動抵抗)

を定量的に把握することを試みる.

5.3.1.2 限界効用逓増+逓減を仮定した新たな時間配分モデルの構築

ここでは，過疎地域に住む人々の買物活動に着目し，買物活動 (SA:Shopping Activity)とその

他の活動 (OA:Other Activities)の2種類の活動への時間配分問題を設定する.活動種類を2種類

に絞った理由は， 3種類以上の活動を扱う場合においては統計的な手法によってモデ〉レを同定す

ることが困難になるためである.モデルの拡張は今後の課題とし，本節では， 2種類の活動への

時間配分問題を対象として，活動抵抗が意思決定メカニズムに内生的に関与していることを理論

的・実証的に示す.

1)意思決定メカニズムの基本コンセプト

活動抵抗を考慮した時間配分モデルを構築するにあたって，本研究では， 1)短時間の配分時間

においては限界効用が逓増することを表現するs字型の効用関数を採用し， 2) rある活動への配
分時間を増加させることによって，一日の活動全体から得られる総効用が減少から増加に切り替

わる配分時間」を活動抵抗として内生的に導き， 3)活動を遂行しようとする意図と活動抵抗との

相対的評価から活動遂行に対する意思決定が行われるという行動メカニズムを仮定する.これは，

後述するように， s字型効用関数を採用することによって生じる複数均衡解，すなわち， 2つの最

適配分時間の解(買物活動を行った場合の最適配分時間と，取り止めた場合の最適配分時間)と，

lつの極小解(活動抵抗)に対して行動論的解釈を与えることを意味している.具体的には， (i)個

人は， 2つの最適配分時間の選択を行うことによって，活動を行うかどうかの意思決定を行う;(ii) 

最適配分時間の選択は，新たに導入する潜在変数(活動を遂行しようとする意図)と活動抵抗の

大小関係から決定される;という意思決定メカニズムを仮定する.これによって，既存の時間配

分モデルでは表現できなかった， r短時間の配分時間では十分な効用が得られず，活動を取り止め

るJという状況を記述することができる.なお，このような意思決定メカニズムの仮定が妥当か

どうかは，既存の時間配分モデルとの推定精度の比較を通して確認する.

2)モデルの定式化

本研究では，限界効用逓増と逓減を同時に扱うことのできる s字型の効用関数として，正規分
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布の分布関数を採用する.既存の s宇型効用関数としてベル型関数が Johet al. (2001)によって提案

されているものの，複雑な効用関数形をとるため操作性に優れず，実際の活動データを用いたモ

デルの推定が困難であるため本研究では採用しない.具体的には，個人iが活動j(= SA， OA)に

時間吟を配分することによって得られる効用的を以下の式で定義する.

Uy =Wy1ij oy{t}dt 

4・ (t)= 位p(- 1/ 2(~-bij)/ aij y )/(aij.J2;) 

(5.6) 

(5.7) 

ここで，wijは活動jに置く重みで，全ての活動における活動jの相対的重要度を表すパラメー

タである.また.aij. bijは個人間異質性を表すパラメータであり，以下の式で定義する.

aij =位 P(LkAjkxijk) 
by =は p{LmBjmXij

(5.8) 

ただし.Xijk， xijmは説明変数.Ayb Bijmはパラメータである.ここで.aij. bijに非負条件を課す

ため指数型で定義した.なお正規分布の定義から.aijは効用関数の勾配を規定し.bijは限界効用

(単位配分時聞から得られる効用)が最大になる配分時間を表すパラメータである(図 5.3).図

l から分かるように s字型の効用関数(限界効用逓増+逓減)を採用することによって，短時間

の配分時間では，十分な効用が得られないことを表現することができる.具体的には，式(5.6)の

一階微分及び二階微分をとると，以下のようになる.
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(5.9) 

(限界効用逓増

(5.10) 

(限界効用逓減

式(5.9)より，配分時間4が増加するに伴い，当該活動の遂行から得られる効用 Uijは増加するこ
とが確認できる.また，式(5.10)から，変曲点はパラメータ byによってのみ決定され，配分時聞

がbijより小さいとき限界効用逓増，大きいとき限界効用逓減となることが分かる.

以上定義した効用関数を用いて.2種類の活動の遂行から得られる総効用を以下の式で定義す

る.
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図5.3 パラメータの変化に伴う効用関数の挙動
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(5.11) 

(5.12) 

ここで，Tは総配分時間である.また，その他の行動は必ず行われるものと仮定し，diOA> 0と

したここで，式(5.12)の条件下において式(5.11)の一階微分から得られる均衡解を導出する.こ

の際，数学的な扱いを簡略化する目的から以下の 2つの条件を与える.

。<αα Iwo，<αIW iSA -~iOA' ~iSA ' 瓜'A -~iOA ' ，. iOA (5.13) 

式(5.13)の条件より，式(5.11)の均衡解として以下の式(5.14)及び式(5.15)が導出される.

Rω = {Bi -~}/(ai~A ーら ) (5.14) 

di~A = {Bi +ρ~}/(，αLA - aL ) (5.15) 
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ここで，R山は極小解であり ，d刷は極大解を意味する (図5.4).さらに，短時間の配分時間で

は，十分な効用が得られないことにより，買物活動を取り止める配分比(d;SA，d;OA) = (0，η も極大

解と して存在し得る.以下，この2つの極大解の均衡選択に対する意思決定過程を考える.

均衡選択に対する意思決定過程を考えるに先立つて，極小解R副が持つ意味について考察する.

R刷は 「買物活動への配分時間を増加させるこ とによって， 一日の活動全体から得られる総効用

が減少から増加に切り替わる配分時間j を意味する. これよ りRiSAは，買物活動を遂行すること
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こよって得られる効用が，それに付随する不効用(移動時間，移動抵抗， 他の活動への配分時間

の減少など)を上回りはじめる配分時間であるといえる.したがって，図中点(0，ηから点 Rω に

向かつて総効用が減少する現象は，例えば，遠距離の買物施設に出かける場合，買物活動に関連

する全ての配分時聞が短い聞は，その大半を買物活動のための移動に割り当てることになり，移

動時間の増加や他の活動時間の縮小による効用の減少が買物活動で獲得する効用よりも上回るこ

とを意味する.本研究では，このような特徴を持つR刷を「活動抵抗J，つまり，活動参加の闘値

として定義する.ただし，R刷はその定義において時間単位を持つものの，実際のデータから観

測されるものではなし仮定する意思決定過程のもと規定されるものである.そのため，Ri，SAは

買物活動を行うために必要な厳密な意味で、の最小配分時間ではない点に留意する必要がある.本

研究の着眼点は，活動を遂行するための厳密な必要最小時間を把握するというよりは，買物活動

の有無と活動時間長に関する実際の行動結果から，直接観測されない活動抵抗を抽出する点にあ

る.行動結果から活動抵抗を抽出するメリッ トは，時間的 ・金銭的な抵抗のみならず，身体的 ・

心理的負担等の抵抗が実際の行動結果に反映されていることにある.

ここで，買物活動の遂行に関する意思決定が，活動抵抗のみで決定されているわけではないこ

とは明らかである.買物活動に対するニーズや世帯構成員の活動代替など，買物活動の遂行に対

する意図にも影響を受ける.そこで，買物活動の遂行に対する意図を，潜在変数 li，'iA1を用いて以

下のように定義する.

IiSA' = V;SA' +ζ (5.16) 

V;SAt=叫(エβ，XiS:4，+エ11'<Is"XiSAt') (5.17) 

ただし，只加は確定項，(;はむ-N(O，(2)に従う誤差項である.あ加は他の世帯構成員の買物活動

の遂行状況や本人の必須活動の遂行状況を，X刷"は過去の活動履歴を表現する説明変数である.st， 

stは未知パラメータである.また，買物活動の遂行に対する意図は非負であると考えられるため，

指数型で定義した.

Ui 

T 

図5.4 パラメータの変化に伴う効用関数の挙動
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ここで，買物活動を行うかどうかの意思決定が買物活動に対する意図 Ii.'iAtと活動抵抗 R刷との

比較により決定されていると仮定する.すなわち，Iis.4tがR刷より大きい場合，個人は買物活動を

行うと考える(図 5.5).この仮定より，以下の活動(未)遂行確率が導出される.

活動遂行確率 :pr(l伽 >RiSJ= f qJ(c)dc (5.18) 

活動未遂行確率 :Pr(lis.4t .::;; R刷)= fψ(ζ版 (5.19) 

-"" 

こだし， ψ(・)は正規分布の密度関数である.また，IisAtはR山に合わせてスケーノレ化されるため，

I酬は時間単位を持っと考えることができる.この意味で，活動に対する意図 Iis.4tは事前に予定さ

れた配分時間として捉えることができる.

以上において仮定した意思決定過程は， 2つの極大解の均衡選択の結果を導いている.すなわ

ち，式(5.18)が買い物活動を遂行する配分比例品 diOA)= (dい，T-d'ω)への収束確率を，式(5.19)
が買物活動を取り止める配分比 (d，品 diOA)= (0，ηへの収束確率をそれぞれ意味している.ここで，

U 

壬〉・-ー

diSA diOA 

T 

図5.5 効用関数上の意図Ii.'iAtと活動抵抗R刷の関係
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以上の意思決定過程が厳密な効用最大化のもと与えられたものではない点に注意する必要がある.

ここでは，限定合理的な個人を想定し，意，思決定過程がアルゴ、リズムの一種である山登り法の極

大解を探索する過程と同様のメカニズムによって成立していると仮定している.より具体的には，

1)買物活動の遂行に対する意図が，事前に予定する配分時間を規定し， 2)より高い効用が得られ

るよう事前に予定する配分時間を逐次的に調整し， 3)ある極大点(現在の配分比の近傍に，より

優れた配分比がない状態)に到達し次第，配分比の変更を終了する，という意思決定過程を仮定

している.なお，このような意思決定過程の仮定は，活動スケジュールの調整行動をはじめとす

る幾つかの既往研究で見られる(例えばTimmermanset al.， 2001; Joh et al.， 2001).既往研究との違

いは，本研究ではシミュレーションに基づく推定ではなく，統計的な手法によってモデルを同定

する点にある.

ここで，式(5.15)のd
O

iSAの観測時に誤差lli-N(O，δ2)が伴うとすると，

d出 =di~ +仇 (5.20) 

以上より，データ毎に以下の尤度が定義できる.

-買物活動を遂行した場合の尤度:t(a，刷 11，山I>R副 )Pr{liSAI> Rω) (5.21) 

-買物活動を遂行しなかった場合の尤度:Pr(liSAI豆RiSA) (5.22) 

また，式(5.16)における誤差項と，式(5.20)における誤差項が 2変量正規分布に従うとすると，

以下の尤度関数が個人毎に定義される.

|シ(dづら)
×イ十い[卜卜い1ト山一4ベφベ恥(
xイ十[トφ(R i刷Mづププiffア?川川y尺恥恥叶叶吋t刷刷サ寸M仙づ叶~')Jc)Jト

E 

(5.23) 

ここで，pは相関係数，mは買物活動を行った場合1，行わなかった場合0をとるダミーであり，

φ(・)， ψ(・)はそれぞれ標準正規分布の確率分布関数と確率密度関数である.式(5.23)により示さ

れる尤度関数を最尤推定法によって解くことでモデルを同定する.

なお，以上構築したモデノレは，可rpe2トピットモデノレを応用した従来の限界効用逓減を仮定し

た時間配分モデル(例えばKi回n町a， 1984)と同様の尤度関数形で表現されるため，自由度を考慮

した最終尤度を直接比較することができる.以下の実証分析では，まず，尤度比検定により提案
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モデルの有効性を確認し，その後，モデノレの同定により求められる活動抵抗 R刷に着目して母集

団のセグメントを試みる.

5.3.2 実証分析し過疎地域の買物活動参加

5.3.2.1 使用データ:赤来町(現飯南町)のアクティピティダイアリーデータ

上に構築したモデルの実証分析の 1つ目では，平成 14年9月 18日""'24日に島根県の中山間地

域である赤来町(現飯南町)で調査された一週間のアクティピティダイアリーデータを用いる(山

田，2003).赤木町は調査日時点において高齢化率は30%超，平成7.......13年の人口減少率が 9.1%と

いう現状にあり，典型的な過疎地域の lつである.また，自分で運転する自動車の分担率は総ト

リップの約 65%，自動車の送迎による移動の分担率は約 11%であり，移動の大部分を自動車に依

存している地域であることが伺える.また，パスによる移動は総トリップの約 2%に過ぎないが，

パスを主な交通手段として回答している個人は全体の約 6%にのぼり，需要が潜在化している可能

性が高い.

本分析においては，平日である 18日""'20日のデータを用いる.また，式(5.17)に示したように，

前日の行動結果を説明変数に用いるため，推定に用いるデータは 19日""'20日の行動データのみ

である.なお，連続する 2日間の行動データが揃っている有効サンプルは， 379サンプルで、あっ

た.また，活動の遂行状況は，午前 6:00から午後 8:00までの 14時間のみ観測されているため，

本研究では 14時間の時間配分問題を考える.そのため，午後 8:00から午前6:00までの間に買物

活動は発生していないという仮定を置くが，中山間地域での買物活動のみを分析対象とするため

大きな問題はないと考える.なお本研究では，データの制約上，日常的な買物と非日常的な買物

は分離せずに扱っている.

表 5.5に買物活動の遂行に関する記述統計量を交通手段別に示す.ここでの交通手段とは，日

常の移動に主に利用している交通手段のことを指す.表より，送迎，パスの順に買物活動の遂行

割合が低くなっていることが伺える.これより，これら 2つの交通手段を主な交通手段とする個

人は，買物活動の遂行に対する抵抗が高いことが予想される.

表5.5 買物活動の遂行に関する交通手段別記述統計量

自動車 送迎 パス その他

平均活動時間+移動(分) 46.1 94.2 80.0 55.9 

平均活動時間(分) 31.0 60.4 60.0 42.7 

平均移動時間(分) 15.0 33.8 20.0 13.2 

買物活動遂行人数(人) 58 14 5 13 

買物未遂行人数(人) 172 61 19 37 

活動遂行割合 25.2% 18.7% 20.8% 26.0% 
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5.3.2.2 パラメータの推定問題への対処

通常.2種類の配分問題を解く際には片一方の効用関数は固定される(多くの場合 0とする)

が，モデノレが非線形な関数で定義されるため，このような固定を行うべきかどうか確認する必要

がある . そこで• WiOA. aiOA. biOAに様々な値を代入し，最終対数尤度に有意差があるかどうかを

/検定により確認した.その結果，表 5.6に示す範囲の値において有意差は見られなかったため，

モデ、ルを同定するにあたってあOAをOに aiOAを 10に WiOAを 0.5に固定した.なおモデルの推

定において採用した時間単位は，予備的な分析を行った結果から，可処分時間 14時間(=840分)

を 15とした単位を採用している.ただし，このような操作を行っても推定結果から得られる知見

に影響を与えないことを確認している.

表5.6 WiOA. aiOA. biOAのパラメータ値と最終対数尤度の関係、

WiOA 最終対数尤度 aiOA 最終対数尤度 biOA 最終対数尤度

0.9 -257.7827 100 -257.7904 。 -257.7844 

0.8 -257.7830 10 -257.7844 -257.7855 

0.7 -257.7833 8 -257.7783 2 -257.7866 

0.6 -257.7837 6 -257.7676 3 -257.7878 

0.5 -257.7844 4 -257.7501 5 -257.7903 

0.4 -257.7854 2 -257.7292 7 -257.7942 

0.3 -257.7872 -257.7216 10 -257.7966 

0.2 -257.7914 0.6 -257.7199 12 -257.7988 

0.1 -257.8107 0.4 -257.7193 15 -257.8015 

aiOA= 10に固定 WiOA= 0.5に固定 WiOA= 0.5に固定

biω=0に固定 biω=0に固定 a刷 =10に固定

5.3.2.3 実証分析結果

上述の設定のもとで推定した結果を表 5.7に示す.自由度調整済み尤度比は 0.3285であり ，比

較的良好な結果を得た.また.5.3.1.2において述べたように，本研究で構築したモデ、ルは.Type2 

トピットモデ、ルを応用した従来の時間配分モデ、ノレと最終尤度の比較が可能である.表 5.7に併せ

て示している従来モデ、/レと自由度調整済み尤度比.AICを比較すると，従来モデルよりも本研究

で構築したモデ、ルの方が精度よく推定されていることが確認できる.また，分散パラメータ 3の

推定値についても提案モデ、ルの方が小さく推定されていることから， 提案モデ、ルの(買物活動へ

の)配分時間長の予測精度は従来モデルに比べて高いといえる.これより，少なくとも過疎地域

における買物活動への時間配分をモデノレ化するに当たっては，活動抵抗を考慮したモデリングが

より望ましいものと考えられる.以下，はじめに推定結果から得られる知見について整理し，そ

の後，決定木分析を用いて活動抵抗に基づく母集団のセグメ ントを行う.
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まず，買物活動の遂行に対する意図を表す潜在変数1i，<;，4を構成するパラメータの推定結果につい

て考察する.なお本分析では.1iSAは意思決定時の文脈に依存する要因，すなわち，日々変化する

要因のみで規定されるものと仮定した.結果より，前日に買物活動を行った個人は，当日におい

ても買物活動を行う傾向にあることがわかる.ただしこの結果は， 日常的な買物活動と非日常的

な買物活動とで大き く異なるものと考えられ，今後，より細分化された活動分類を持つデータを

用いた分析が必要である (4.4.2に示したように.Mobidriveデータを用いた分析結果からは，前

日の行動結果は，日常買物に対して負，非日常買物に対して正の結果を与えることが確認された)• 

また，必須活動に従事する時間が長い個人ほど，買物活動を行う確率は低いことが確認できる.

さらに，当日買物活動を行った世帯構成員数/総世帯人数のパラメータが正で大きな値をとって

いることから，平日においても同伴者を伴う買物活動が発生している可能性が高い.

次に，パラメータ aiSA.b刷からなる効用関数 UiSAの推定結果について考察する.なお，各パラメ

ータの推定値から直接的に活動抵抗 RiSA.活動時間長d刷への影響を読み取ることが困難である

が，パラメータ αiSA，b刷の符号の組み合わせから部分的にその影響を考察することができる(図

5.6) .符号の組み合わせから各説明変数の影響を見てみると，まず，後期高齢者や世帯人数が多

いほど活動抵抗は大き くなることが分かる.一方で，女性，主婦といった日常品の購入を主に担

当すると考えられる属性を持つ個人は活動抵抗が低い.主な交通手段の差異による効用関数形の

変化を見ると， パス利用者の活動抵抗が高いことが分かる.また，送迎を主な交通手段とする個

人の活動時間は長い一方で，自動車を主な交通手段とする個人の活動時間は短い傾向にあること

が分かる.

aiSA b刷 限界効用の挙動 RiSA d本IDA

+ 刀、 ワ

-堕閏

2 + 

Jヘ ワ

.時間

3 + + 

戸、時間

ワ

4 A¥ ワ

.時間

図5.6 パラメータの組み合わせと限界効用の挙動の関係

次に，データマイニング手法の一つである決定木分析 (ExhaustiveCHAID(SPSS， 2001))を用い

て活動抵抗の特性を明らかにする.決定木分析とは，複数の変数を持つデータをある目的変数 (本

研究では活動抵抗)について分類したいときに，それ以外の変数のデータを説明変数として分類

規則を見つけ，相互に排他的なサブセットに分類していくものである.決定木分析に用いた説明

変数は，表 5.7の効用関数を規定するために用いた変数と同じである.
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まず，図 5.7に活動抵抗の推定値の度数分布を示す.度数分布より，活動抵抗の値は 15付近を

境に 2峰性の分布形を取ることが確認できる.どの要因によってこれらの違いが生まれているの

かについて，以下，決定木分析の結果をもとに考察する.

分類結果を図 5.8に示す.一つ目の分岐は性別によるものであり，女性の方が男性より活動抵

抗が低いことが分かる.次に，男性は後期高齢者ダミーによって活動抵抗は分類された.これよ

り，男性の活動抵抗は交通手段の制約よりも後期高齢者かどうかが活動抵抗を規定する大きな要

因であることがわかる.さらに，男性後期高齢者の活動抵抗は，自動車を主な交通手段とするか

どうかによって分類された. しかしながら，自動車を主な交通手段とする高齢者であっても，75 

歳未満の男性(Node4)と比較して高い交通抵抗を持つことが確認できる.また，自動車以外を主な

交通手段とする男性後期高齢者は，全サブセッ トの中で最も活動抵抗が高いことが分かつた.一

方で， 75歳未満の男性は世帯人数が多いほど活動抵抗が大きくなる傾向にあることが分かつた.

言い換えると，買物活動の遂行に対する意図が同一である場合においても，世帯人数の多い場合

は男性の買物活動が顕在化する可能性は低い.一方で，女性に関しては送迎を主な交通手段とす

る場合 1.4205(Node6)，パスを主な交通手段とする場合 1.1745(Node13)，それ以外を主な交通手段

とする場合0.5248(NodeI4)と，主に利用する交通手段によって活動抵抗の差が顕著に見られた.

特に，送迎に頼る個人の方がパスを主に利用する個人よりも活動抵抗は高く，買物活動が潜在化

する可能性が高いことが分かつた.この結果は，表 5.5の基本統計量と比較すると，移動時間で

表わされる物理的な移動抵抗と同様の傾向を持つことがわかる.これより，女性の買物活動遂行

時に存在する活動抵抗は，物理的な抵抗が大きいものと予想される. 一方で，男性においては，

移動時間等の物理的抵抗ではなく， 個人属性等の物理的抵抗以外の要因によって活動抵抗は大き

く規定されていることが明らかとなった.
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活動抵鉱(分)

図5.7 活動低抗R刷の度数分布(過疎地境の買物活動参加)
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図5.8 決定木分析による活動抵抗に基づく母集団の分類結果(過疎地域の買物活動参加)

以上の結果から，従来，移動抵抗や活動抵抗について議論を行う上で「各種公共交通の利用可

能性J，r高齢者単身世帯」といったアプリオリな母集団セグメントがなされてきたが，実証分析

で対象としたサンプノレで‘は，前者の分類は特に女性に対して，後者の分類は特に男性に対して当

てはまることが明らかとなった.

5.3.3 実証分析2:発展途上国における学校参加

2つ目の実証分析では，発展途上国における学校参加の問題を扱う.この場合， 5.3.1 において

構築したモデルにおける 「買物活動に対する意図 IiSAdが「学校参加に対する意図 I山 Jになり，

例えば親の教育レベノレ等が意図を構成する変数となる.上述した買物活動のケースと同様に，学

校参加に対する意図 I刷と活動抵抗 Rωの比較により意思決定が行われるというモデ、ルを構築す

る.学校参加に関連する活動抵抗として，例えば世帯収入や交通手段の利用可能性等が想定され

る.

途上国の今後の発展のためには， 言うまでもなく教育水準を高めることが重要な要素の lつで

'
1
 
5
 



あり，パングラディッシュにおいても，教育水準を高めることを目的として FemaleSecondary 

School Assistance Projectをはじめとした就学率を高めるプロジェクトが多数実施されてきた(例え

ばWorldBank， 2003; UNESCO， 2005; Global March Against Child Labour & ICCLE， 2006). またパン

グラディッシュでは，男性は初等教育，女性は中等教育まで学費は無料であり，学校参加に対す

る最も大きい抵抗要因と想定される家計の支出に対する抵抗を無くする配慮がなされている(男

女の差はジェンダー問題への対処の結果である).しかしながら，それでもなお多くの子供が学校

へ参加できていない(又はしていなし、)状況にある.就学率の統計値は報告する機関によって大

きく異なるもののどの統計値を見ても多くの子供が学校に就学できない状況下にあることは明

らかである.このことから，学校参加に対する抵抗となっている要因は，世帯収入だけではなく，

他の要因にも影響を受けている可能性が高い.例えば，学校までの交通手段の利用可能性やスラ

ム住民等，交通問題や都市計画問題に由来する抵抗要因の存在が考えられる.本実証分析では，

これらの点を念頭に置いて，学校参加に対する抵抗を構成する要因を抽出し，活動抵抗の高いサ

ブ集団の特定を試みる.

5.3.3. 1 使用データ:パングラディッシュダッカのパーソントリップデータ

本実証分析では，2004年にパングラディッシュのダッカで行われたパーソントリップ調査(STP:

Strategic Transport Plan (Louis Berger Group Inc. and Bangladesh Consultants Ltd.， 2005) )から得られ

たデータを用いる.本データは.4，906世帯 2，0152人の交通行動が記録されたデータであり，通

常のパーソントリップ調査と同様に，当該日の交通行動に関する情報に加えて，個人属性や世帯

属性が尋ねられている.本実証分析では，このうち 6歳"""'18歳に該当する 3，976人のサンプルを

抽出し，学校参加に関する分析を進める.本データの特徴の 1つは，スラム住民も被験者に含ま

れている点であり.3，976人ののうち 401人がスラム住民である.

図 5.9に，本実証分析において利用するデータを用いた学校参加に関する基礎集計の結果を示

す.図より，男女間で就学率に大きな差は見られない一方で，スラム住民か否かによって 13歳以

降の就学率に大きな差が見られる.また，世帯収入の増加に伴い就学率(活動時間)が高く(長

く)なることが確認できる(ただし，世帯収入の最も低い層においては，就学率は低い一方で，

活動時間長は長い傾向にある.この理由については，本分析からは把握できなかった.今後の課

題としたい).また，世帯収入と同様に就学率に大きく影響する要因として.20歳以上の世帯構

成員の平均教育期間(学生であった期間)が挙げられる.このことから，教育水準の高い両親を

持つ子供ほど，就学する可能性が高いことが分かる.

以上の集計分析から，子供の学校参加は，世帯収入だけではなく，複数の要因の影響を受けて

決定されるものと考えられる.

1例えば2001年のBang1adeshCensusではか14歳の子供のうち 1，018万人が， 2002・2003年のBangladeshBureau of 
Statisticsでは6・14歳の子供のうち212万人が就学できていないことを報告している.
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ダッカにおける学校参加に関する基礎集計結果図 5.9

実証分析結果

5.3.2.2と同様に，bjOAを0に，a酬を 10に，WjOAを0.5に固定し，可処分時間 24時間(=1440分)

を 15としてモデ〉レを推定した結果を表 5.8に示す.表 5.8に併せて示している従来モデルと自由

5.3.3.2 

度調整済み尤度比， AICを比較すると，従来モデ、ルよりも本研究で構築したモデ、ルの方が精度よ

く推定されていることが確認できる.

まず，学校参加に対する意図を表現する潜在変数λuの推定結果について考察する.図 5.1の集

計結果と同様に，性別の差は有意に観測されなかった一方，年齢が高い個人ほど学校への参加の

意図は低くなる結果となった.また， 20歳以上の世帯構成員の教育水準が高いほど学校参加に対

する意図は高くなる傾向にある.この結果は，世帯構成員の教育水準が子供の学校参加に正の影

響を与えることを意味しており ，一度ある世代の教育水準を上げることにより，その後の世代の

学校参加が高まるといった正の循環が生じる可能性がある.

次に，効用関数の推定結果について，再度図 5.6を参照しながら考察する.結果より ，世帯収

入が多いほど，学校への配分時間は長くなることが確認できる(なお，世帯収入が

10，000-29，999[Tk]の世帯を基準(パラメータを Oに固定)とした推定結果となっている).ただし，

最も世帯収入の低い層(世帯収入が~1 ，999[Tk] ) では活動抵抗が高くなる結果となった.また，パ

ス利用者の活動抵抗が高くなる傾向にあることが確認できる.この結果は，学校参加に対するパ

スのサービス水準が他の活動の遂行に対するサービス水準と比べて低いことを示しているものと

また，スラム居住者のパラメータは有意とはならなかったが，パラメータ ajOAが極

めて大きな値を取っていることから，学校参加に対する意図 IjSAと活動抵抗R刷の値が非常に近い

値を取っていると考えられる(図 5.3参照).これより，スラム住民の学校参加に対する活動抵抗

は高い水準にある可能性がある.
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次に，活動抵抗R刷の推定値について考察する.図 5.10に活動抵抗の度数分布を示す.図より，

多くの個人は 125-150付近に分布している一方で，活動抵抗の低い層(活動抵抗 100付近)及び

活動抵抗の高い層(活動抵抗 180付近)が存在することが分かる.ここでは，世帯収入の差によ

り生じる活動抵抗の差と，その他の要因に由来する活動抵抗の差を見ることを目的に，世帯収入

による母集団セグメントに加えて，1)居住地によるセグメン 卜 (図 5.1I)， 2)交通手段によるセ

グメント(図 5.12)を行った.結果から得られた知見を以下にまとめる.

(i). 概ね世帯収入の増加に伴い活動抵抗は減少する傾向にあることが分かる.一方，図 5.11に示

したように，スラム住民と非スラム住民に分けて結果を眺めると，世帯収入が-2，999[Tk]ま

では世帯収入の増加に伴い活動抵抗が減少する傾向にあることが確認できるものの，スラム

住民においては，その後，世帯収入の増加に伴い活動抵抗は増加に転じる傾向にあることが

分かる(集計分析の結果も同様の傾向を示している(スラム住民(学校参加)の平均世帯収入:

4，397[Tk];スラム住民(学校不参力日)の平均世帯収入:5，482[Tk])). この結果は，世帯収入が，

特にスラム住民の学校参加への活動抵抗を把握する上においてあまり有用ではない指標であ

る可能性を示唆している.

(ii).図 5.12より，当該日にパスを利用する個人の活動抵抗が高くなっていることが確認できる.

この結果は，上述したように，学校参加に対するパスのサービス水準が他の活動の遂行に対

するサービス水準と比べて低いことを示していると考えられる.

(iii). (i)及び(ii)の点を踏まえると，学校に対する活動抵抗に寄与する要因は，世帯収入が主要な要

因であるものの，それ以外の要因によっても左右されることが明らかとなった.
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図5.10 活動挺抗 RiSAの度数分布 (ダッ力学校参加)
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5.3.4 提案手法の有用性と課題

本節では，母集団のセグメント問題を再考することを念頭に置いて，活動抵抗を内生的に考慮

した時間配分モデソレを構築した.具体的には，効用関数に限界効用逓増と限界効用逓減の双方を

扱える関数を仮定することによって，活動抵抗を内生的に考慮した.これによって，行動結果の

情報から，直接観測されない活動抵抗を求めることが可能となった.実証分析においては，過疎

地域における買物活動参加，発展途上国における学校参加を例に挙げて，モデ、ノレの有用性を示し

た.前者の実証分析の結果，過疎地域の買物活動を対象とした母集団のセグメントにおいては，

性別によってその活動抵抗が大きく異なることを考慮する必要があることが示唆された.後者の

実証分析の結果，途上国の学校参加を対象とした母集団のセグメントにおいては，世帯収入だけ

でなく，スラム居住者かどうか，利用交通手段等の影響を考慮する必要性が示唆された.このよ

うに，本提案モデ〉レは，明らかに高い活動抵抗が想定される現象に対して有効な手法であると考

えられる.また，時間配分問題としてではなく，資源配分問題として捉えた場合，これまで活動

抵抗と呼んできた活動参加の闇値は，投資を行うべきかどうかの関値として見なすことができる.

もぢろん，資源配分問題の場合，上述したような行動論的な解釈はできないため，モデノレの仮定

を整理し直す必要がある.資源配分問題への展開が今後の重要な課題の 1つである.

また，本提案モデルでは，その効用関数形が複雑な形状をとるため， 2つの活動への時間配分

問題として定式化するに留まった.3種類以上の活動数を扱う場合，導出される均衡解の数は指

数的に増加することとなる.この問題を解決する方法の lっとして，シミュレーションによるヒ

ューリスティックな解を求める方法があるが (Joh，2004)，この場合，どのように均衡解の指す意

味を解釈するのかが問題となる.また，ここでは母集団のセグメント手法のためのモデルとして，

新たな時間配分モデルを提案したが，資源配分問題への拡張を含めて，交通施策分析ツールとし

ての利用可能性を検証していくことも今後の重要な課題である.

5.4 母集団セグメントとその変動特性

本節では， 4章において行ってきた変動構造を，母集団のセグメントを与えた上で行った場合

に得られるセグメントごとの変動構造及びそれらを比較することの意義について議論する.本来，

5.3で得られた結果を利用して母集団のセグメントを与えるべきであるが，上で利用したデータは

サンプル数が十分ではなく，セグメントごとの変動構造を安定的に特定することは困難である.

そこで本節では，豊富なサンプルを有する社会生活基本調査(調査票 A)のデータを用いて介護

者の行動特性に焦点を当てた実証分析を行う.具体的には[自宅内介護者・自宅外介護者・非介護

者]X[平日・休日]の 6つのセグメントを設定し，各セグメントで観測される変動特性の比較分析

を行う.

5.4.1では，特に政策分析の観点から，セグメント間の変動特性比較の意義について整理する.

5.4.2では，介護者の時間利用行動に焦点を当てた実証分析を行う.はじめに介護者の交通行動

理解の重要性について整理し，その後，使用データの概要を述べる.また，実証分析では，介護

者の行動特性について十分な知見が蓄積されていないことを踏まえ，まずセグメント聞の平均的
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な時間利用行動の差異について統計的な検定を行った後，セグメントごとの変動構造を特定する.

なお，変動構造を特定するために使用するモデルは， 3.1.4.3において記述したマルチレベル

MDCEVモデルである.

5.4.1 セグメント聞の変動特性比較の意義

母集団全体を対象としてモデ、ノレを構築した場合，ある観測変数の影響は母集団全体で均一であ

ると仮定することになる.一方，仮にセグメント間で意思決定構造が大きく異なる場合，母集団

で均ーのパラメータを設定することにより，本来捉えることができたであろう変数の影響を見落

とす可能性が高い.このような理由から，従来においてもセグメントごとにモデルを構築する場

合が多い.しかしながら，セグメントごとにモデルを構築する場合， (特に離散的な性質を持つモ

デノレにおいては)パラメータの推定値をセグメント間で比較することは困難であり，その結果，

セグメント間での行動特性の差異を詳細に把握することは困難であった.

一方，その変動構造を特定することにより，非観測要因の影響も含めた全変動のうちのどの程

度の変動が対象とする変数に由来しているのかを把握することができる.すなわち，全変動の大

きさによって各パラメータの影響を基準化することにより，ある説明変数(又は説明変数セット)

の，対象とする行動側面に対する寄与率が算出可能である.この寄与率を算出することによって，

セグメント内の情報を用いて同定される各セグメントの意思決定構造を，セグメント間で比較す

ることが可能となる.実際， 4章で行った種々の行動側面の変動特性の比較は，全変動の大きさ

によって各変動要因の影響を基準化することにより可能となった.

このような変動特性のセグメント聞の比較は，特に，基準となるサプ集団が存在する場面にお

いて政策上有用な示唆を得ることができるものと考えられる.5.4.2において分析する介護者の行

動特性の場合，非介護者が基準となるサプ集団であり，自宅内介護/自宅外介護を行う必要のあ

る個人の，非介護者との行動特性の差が，政策上必要な情報であると考えられる.この差を求め

るためには，セグメント間のモデルの比較を行う必要が生じる.このような状況下においては，

非観測要因の影響も含めた変動構造をセグメントごとに特定し，特定された変動構造をセグメン

ト間で比較する方法が有用なものと考えられる.

5.4.2 実証分析:自宅内/自宅外介護者の時間利用行動を例に

5.4.2. 1 背景:介護者の交通行動理解の必要性

他の先進諸国と同様に，我が国においても高齢化の進行が進んでいる.65歳以上の高齢者の割

合は， 1970年では7.1%であったのが，2008年には22.1%に達している状況にある(内閣府，2008). 

このような状況下においては，高齢者のモピリティをどのように確保していくのかが重要な課題

であり，これまでにおいても数多くの既往研究において議論がなされてきた(例えばBur仙 ardtand 

McGavock， 1999; Harrison and Ragland， 2003; Alsnih and Hensher， 2003; Siren and Hakamies-Blomqvist， 

2004).一方，高齢化社会の到来は，間接的に高齢者以外の行動に影響を与えることが指摘されて
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いる.その 1つが，ここでの実証分析の対象である介護者の生活・交通行動である.介護者の場

合，仕事等の(非介護者にも存在する)生活・交通行動の制約に加えて，被介護者の介護による

制約が生じる可能性がある.Wiles(2003)は，介護者の行動が空間的に制約されていることを指摘

し，彼らの生活の中心が被介護者を介護する場所付近に集中する傾向にあることを指摘している.

また， Gladwell and Bedini (2004)は，被介護者の予期せぬ事態への備えから来る感情的な障害が，

彼らのレジャー活動を抑制する要因となっていることを指摘している.これらの点を考慮すると，

介護者の生活・交通行動は，被介護者の要求を満たすための結合制約 (Hagers仕組d，1970)だけで

なく，心理的・感情的な障害よっても制約されていると考えられる.今後，高齢者数の増加に伴

い介護者数も増加する可能性は高い.介護の有無が彼らの生活・交通行動に与える影響を正確に

把握することによって，どのように高齢者のケアサービスを充実していく必要があるのか，世帯

内介護と介護サービスとのバランスをどのように取っていくべきか，等に関する議論を行う上で

の基礎的な情報を提供する価値は低くはないものと思われる.

5.4.2.2 使用データ:社会生活基本調査データ(調査票A)

実証分析では，社会生活基本調査(調査票A:総務省が平成 18年 10月に実施)を用いる.こ

のデータは，日本の時間利用の実態を把握することを目的に5年おきに行われている調査であり，

当該日における被験者の時間利用の結果，個人属性，世帯属性等が尋ねられている.このデータ

の欠点は，交通行動に関する情報が極めて少ない点にあり，利用交通手段や活動遂行場所のデー

タは含まれない.一方で，全都道府県を対象に 350，000[個人・町を超えるサンプルが取得されて

いる点が特徴である.そのため，以下に示す母集団のセグメントを行ったとしても，各セグメン

トにおいて少なくとも 2，000サンプルが確保できる.

実証分析においては，介護を行う主な母集団として 20歳以上の既婚者のデータのみ抽出する.

さらに， 20歳以上の既婚者のデータを，以下の6つのセグメントに分類する.

1. 自宅内介護者の平日の時間利用 (3，294[個人])

2. 自宅外介護者の平日の時間利用 (2，128[個人])

3. 非介護者の平日の時間利用 (5，000[個人])

4. 自宅内介護者の休日の時間利用 (5，439[個人])

5. 自宅外介護者の休日の時間利用 (3，450[個人])

6. 非介護者の休日の時間利用 (5，000[個人])

なお，データの扱いを簡略化するために，膨大なサンプル数を有する非介護者の平日/休日の

データについては5，000サンプルをランダムに抽出した.

原票データでは，次に示す20種類の活動分類がなされているが，ここでは各活動の必要性や制

約の程度によって， 7つの活動に再分類し直したものを使用する.具体的には， [1]個人ケア(睡

眠，身の回りの用事，食事，受診・診療)， [2]世帯ケア(家事，介護・看護，育児)， [3]必須活

動(住事・学業)， [4]買物活動(買い物)， [5]自由活動(休養・くつろぎ，学習・研究(学業以
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外)，趣味・娯楽，スポーツ，その他)， [6]社会活動(ボランティア活動・社会参加活動，交際・

つきあい)， [7]移動(通勤・通学，移動(通勤・通学除く))の7つを設定する(括弧内は原票デ

ータにおける分類).ここで，介護を世帯ケアの 1っとして含めたが，これは，本研究の目的が，

セグメント聞の介護そのものへの時間利用の違いではなく，介護の有無により他の活動への時間

利用がどのように異なるのかに主な興味の対象があるためである.表 5.9に時間利用(活動参加

の有無及び配分時間長)の基本統計量を示す.特徴的な点として，世帯内介護者では非介護者に

比べて移動時聞が短くなっているのに対し，世帯外介護者の移動時間は，非介護者よりも長くな

っていることが挙げられる.これは，世帯外介護の場合，介護を行うために空間的な移動を行う

必要があることに由来していると考えられる.ただし，表5.12に示すように，年齢，男女構成比

がセグメントごとに異なるため，表5.9の値を直接比較することは妥当ではないように思われる.

そこで， 5.4.2.3では，性別，年齢層別に更にセグメント内のサンプルを分割し，活動参加及び配

分時間長に対するセグメント間差異に関する統計的検定を行う.

表5.9 時間利用(活動参加の有無及び配分時間長)の基本統計量

平日 休日

世帯内 世帯外
非介護者

世帯内 世帯外
非介護者

活動参加 介護者 介護者 介護者 介護者

遂行人数 遂行人数 遂行人数 遂行人数 遂行人数 遂行人数

(%) (%) (%) (%) (%) (%) 

個人ケア 3294 (100) 2128 (100) 4999 (100) 5439 (100) 3450 (100) 5000 (100) 

世帯ケア 2522 (76.6) 1588 (74.6) 2843 (56.9) 4194 (77.1) 2646 (76.7) 2905 (58.1) 

必須活動 1610 (48.9) 1189 (55.9) 2974 (59.5) 1761 (32.4) 1009 (29.2) 1712 (34.2) 

買物活動 1313 (39.9) 962 (45.2) 1724 (34.5) 2349 (43.2) 1800 (52.2) 2203 (44.1) 

自由活動 3179 (96.5) 2013 (94.6) 4772 (95.4) 5238 (96.3) 3311 (96.0) 4824 (96.5) 

社会活動 475 (14.4) 345 (16.2) 699 (14.0) 1068 (19必) 728 (21.1) 921 (18.4) 

移動 1726 (52.4) 1501 (70.5) 3202 (64) 2335 (42.9) 2095 (60.7) 2754 (55.1) 

サンプル数 3，294 2，128 5，000 5，439 3，450 5，000 

平日 休日

活動時間長 (min.)
世帯内 世帯外

非介護者
世帯内 世帯外

非介護者
介護者 介護者 介護者 介護者

Me叩 (S.D.) Mean (S.D.) Mean(S.D.) Mean (S.D.) Mean (S.D.) Mean (S.D.) 

個人ケア 638.5 (139) 611.8 (120) 636.8 (135) 655.5 (136) 644.7 (128) 664.6 (140) 

世帯ケア 224.7 (209) 210.4 (199) 136.6 (175) 232.9 (209) 208.8 (194) 137.6 (172) 

必須活動 216.1 (255) 258.6 (264) 287.4 (274) 123.0 (210) 115.6 (209) 144.5 (231) 

買物活動 25.2 (42) 28.1 (45) 22.2 (42) 33.3 (53) 40.6 (58) 37.8 (62) 

自由活動 274.7 (178) 246.3 (168) 284.1 (195) 321.7 (197) 329.4 (201) 366.4 (221) 

社会活動 18.7 (62) 23.6 (78) 20.5 (67) 35.6 (98) 37.9 (104) 34.2 (94) 

移動 42.0 (62) 61.2 (73) 52.5 (70) 38.1 (72) 63.1 (91) 54.8 (88) 

合計 1440.0 1440.0 1440.0 1440.0 1440.0 1440.0 

サンプル数 3，294 2，128 5，000 5，439 3，450 5，000 
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5.4.2.3 セグメント聞の行動差異に関する統計的検定

ここでは，セグメント聞の時間利用行動の平均値の差異を明らかにするために，ピアソンのカ

イ二乗検定を用いて当該活動を行うかどうか(活動参加)に対する検定を，ワェルチの t検定を

用いて活動時間長に対する検定を行う.帰無仮説は「介護者と非介護者の活動参加及び活動時間

長の平均は等しいJである.なお，年齢，性別の構成がセグメントごとに異なることから(表5.12

参照).性別，年齢層別に検定を行う.

表5.10及び表5.11に検定結果を示す.表から分かるように，複数の活動種類における活動参加

及び活動時間長において統計的に有意な差が観測された.以下に主要な知見をまとめる.

1) 担ム之7:活動参加については，全ての個人が参加しているため有意な差はないものの，配

分時間長の差に着目すると，特に休日の女性の個人ケアへの配分時聞が有意に短い傾向にあ

ることが分かる.また，世帯外介護を行う高齢者においても個人ケアへの時間配分は減少す

る傾向にある.

2) 監査之乙:活動参加及び活動時間長ともに多くの年齢層において有意な差が観測された.ま

た.70歳以上の自宅内/自宅外介護者の活動参加及び活動時間長は，非介護者に比べて極め

て高いことが確認できる.特に70歳以上の介護を行う男性の場合，活動参加率は非介護者の

2倍以上，活動時間長は非介護者の3倍以上となっている.

3) 必盆孟塾:平日の活動参加率は，男性女性とも 70歳未満の年齢層においては有意な差は観測

されなかった.これより，少なくとも平日においては，女性であっても，介護の有無が労働

市場への参加に対する意思決定に影響を及ぼさないものと考えられる.ただし，配分時間長

についてはいくつか有意に短い結果が観測されている.これより，仕事への参加に対する意

思決定は変更しないものの，活動時間長を調整することによって介護の時間を捻出している

可能性がある.

4) 塁盈孟塾:活動参加及び活動時間長ともに，男性の介護者の場合は非介護者よりも高くなる

傾向に，女性の介護者の場合は非介護者よりも低くなる傾向にある.この理由の 1っとして，

介護者の世帯内の役割分担が，非介護者の世帯内の役割分担と異なる構造を持つ可能性が挙

げられる.すなわち，非介護者の世帯では女性が主に日常品の買物活動を担う一方，介護者

の世帯では男性が買物活動を行う傾向にある可能性がある.

5) 且且呈塾:活動参加に対する有意な差はほとんど観測されなかった一方，活動時間長ついて

は特に高齢者において有意に短くなる傾向にある.特に 70歳以上の自宅外介護を行う個人の

自由活動への配分時聞が短くなっている.

6) 盆金重塾:男性の活動参加及び活動時間長については，有意に高い値がいくつか観測されて

いる一方，女性についてはいくつかの年齢層において有意に低い値が観測される結果となっ

た.特に非介護者との差が顕著なのは70歳以上の男性の世帯外介護者であり，平日において

は活動参加及び活動時間長は非介護者の2倍以上となっている.

7) 笠塾:概して，世帯内介護者の移動時間は短くなる傾向に，世帯外介護者の移動時聞は長く

なる傾向にある.これは.Wiles(2003)が指摘するように，介護者の生活の中心が被介護者を
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介護する場所付近に集中する傾向にあることに由来していると考えられる.

以上，セグメント聞の時間利用行動の平均値の差異を明らかにすることを目的に行った統計的

検定の結果に関する考察を行った.まとめると，主に世帯ケア(介護含む)への時間を確保する

ためにI 1)世帯内介護者は，平日においては自由活動と移動への配分時間の減少を，休日におい

ては必須活動(主に高齢者)I 買物活動(主に女性)I 自由活動，移動(主に女性と高齢者)への

配分時間を減少させI 2)世帯外介護者は，平日においては個人ケアと自由活動への配分時間の減

少を，休日においては個人ケア(主に女性と高齢者)I 必須活動，自由活動への配分時間を減少さ

せていることが明らかとなった.また，介護の存在が少なくとも平日における必須活動への参加

を妨げないこと，世帯内の買物活動の役割分担が非介護者と異なる構造を持つ可能性があること

が示唆された.

上に見たように，他の活動への配分時間長を減少することにより介護への時間を確保する場合

が多いものと考えられる.これに反して，高齢男性の自宅外介護者は，個人ケアや自由活動への

配分時間を大幅に減少させることにより，買物活動，社会活動，移動への配分時間を増加させる

傾向にあることが示された.この結果は，彼らの生活パターンが非常に能動的であることを示し

ている.このような社会的な活動への配分時間の増加をもたらす要因の 1っとして，介護活動時

におけるソーシヤノレネットワークの役割が挙げられる.保険・医療社会学では，ソーシヤルネッ

トワークの存在は，介護者の感情を他人と分かち合い，介護の役割について再考し，引き続き介

護を行っていくための活力を得る上で重要な役割を果たしていることが指摘されている(例えば

Hardy and Riftle， 1993; Cohen et al. 1994).移動を伴う自宅外介護という介護形態は，こういった特

徴を持つ社会活動への参加を容易にさせる傾向にあると考えられる.
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表5.10 活動参加に関するカイ二乗検定の結果 (性別及び年齢別)

活動参 男性 女性 男性+女性

加率 平日 休日 平日 休日 平日 休日
(%) IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No 

総

。~司S 、
"、

4怪

き

事量

。vcS、、
町、

4怪
守宅。、

4串p縫、

→m-a 

《鑑担制除E 

“'  

臥4 100 100 100 100 100 100 lω 100 100 100 100 l∞ 100 100 100 100 100 100 
HM 46 15 27 40 35 37 99 100 96 98 94 94 82 77 64 80 81 68 

恥lA 94 88 92 51 59 45 51 49 51 25 17 18 64 59 70 33 26 30 
Sh 17 12 11 40 26 39 56 63 52 60 69 64 44 50 33 54 59 52 
DA 94 94 92 96 91 95 90 94 92 93 94 94 91 94 92 94 94 95 
SA 8.3 15 8.7 18 17 13 14 12 13 14 18 17 12 13 11 15 18 15 

Tr 81 91 89 71 74 75 65 84 70 61 68 64 70 86 79 64 69 69 
1M 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

HM 26 21 12 36 38 23 97 94 95 96 95 93 74 72 57 79 79 61 

MA 95 92 96 49 41 49 57 61 64 28 24 30 69 71 78 34 29 39 
Sh 12 6.3 8.0 31 35 32 58 66 60 63 69 66 43 48 36 54 60 51 

DA 92 89 91 96 94 95 95 94 97 97 95 96 94 92 94 97 95 96 
SA 12 12 11 22 17 15 18 15 15 20 20 18 16 14 13 20 19 17 

Tr 88 91 88 69 65 70 71 79 75 59 68 66 76 83 81 62 67 68 
臥4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

HM 29 20 11 37 37 19 96 94 94 95 93 90 72 71 53 73 74 54 

MA 87 89 88 50 44 50 53 55 58 32 28 35 65 66 73 39 33 43 
Sh 13 13 13 29 32 29 53 59 60 55 62 63 38 45 37 45 52 45 

DA 96 92 92 95 96 96 98 96 97 97 97 97 97 95 95 96 97 97 
SA 8.8 8.3 10 19 20 19 14 16 17 23 23 21 12 14 13 21 22 20 

Tr 74 82 83 56 67 60 62 69 65 47 61 61 66 73 74 51 63 60 
臥4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

HM 49 48 26 44 49 27 95 99 93 95 95 92 76 80 58 74 77 58 
MA 56 58 58 42 33 36 35 28 34 31 24 23 44 40 47 36 27 30 
Sh 26 24 21 31 31 29 53 58 53 50 60 59 42 45 36 42 49 43 

DA 96 96 98 96 96 99 96 96 98 97 97 98 96 96 98 96 97 98 

SA 16 19 15 21 22 21 16 20 20 21 22 23 16 20 17 21 22 22 

Tr 48 68 61 43 58 47 39 53 44 37 53 46 43 59 53 40 55 47 

臥4 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

HM 73 69 29 71 68 28 93 95 90 93 93 83 84 82 54 84 80 51 

MA 24 26 29 23 24 30 i互 19 24 15 14 21 20 22 27 18 19 26 
Sh 40 31 23 32 36 24 36 47 39 34 46 36 38 39 30 33 41 29 

DA 99 98 99 97 95 98 98 92 99 96 94 97 99 95 99 96 94 98 
SA 16 36 16 17 22 15 15 18 15 16 18 20 15 26 15 16 20 17 

Tr 32 56 34， 21 45 31 26 59 29 19 51 27 29 58 32 20 48 29 
1M 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

HM 47 34 21 47 44 26 95 96 94 95 94 90 77 75 57 77 77 58 
MA 61 73 71 41 38 42 41 47 48 27 24 26 49 56 60 32 29 34 
Sh 25 17 16 31 33 30 50 60 54 50 62 59 40 45 35 43 52 44 

DA 97 93 95 96 95 97 97 95 96 96 96 96 97 95 95 96 96 97 
SA 13 15 12 19 20 17 15 17 16 20 22 20 14 16 14 20 21 18 
Tr 56 77 70 46 62 56 50 67 58 41 60 54 52 71 64 43 61 55 
)刑:世帯内介護者;OH:世帯外介護者;No

• • A 

2)削 :個人ケア;HM:世帯ケア;MA:必須活動;Sh:買物活動i
DA 自由活動;SA:社会活動;Tr:移動
3)影付き太字の数字は，非介護者に比べて当該活動への参加率が有意(5%)に高いことを示す.影付き下線付きイタ
リックの数字は， 非介護者に比べて当該活動への参加率が有意(5%)に低b、ことを示すなお.20・29歳については，
サンプ/レ数が少ないため，本表から除外している(自宅内介護者/自宅外介護者の平日(休日)のサンプルすうは20117
(38/39)であった).
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表5.11 活動時間長に関する t検定の結果 (性別及び年齢別)

活動時 男性 女性 男性+女性

関長 平日 休日 平日 休日 平日 休日
(min) 

IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No IH OH No 

総
。、
o 戸、

経

2 

講話

caCUn h 内~ 

4怪

き

犠cト+ p 

iit 

量出

弘、-.

品f 573 584 588 662 609 648 2盛 592 612 649 660 654 
HM  41 30 23 74 58 58 386 344 319 345 300 308 

加仏 594 522 557 253 297 229 198 181 214 82 66 69 

Sh 14 5.5 8.9 39 38 39 33 35 32 50 58 53 

DA 13重 193 179 30互 312 360 189 200 195 246 258 260 
SA 19 20 15 37 38 28 13 15 19 17 35 33 

Tr 64 86 70 69 87 78 53 75 51 51 63 63 

酌f 578 586 584 637 644 648 567 J.出 583 59宣 620 627 

E削 20 20 9.4 44 53 32 330 295 259 329 295 240 

MA 541 560 565 243 207 247 よ18 256 260 102 担 114
Sh 6.3 2.7 3.7 27 30 32 32 35 34 51 55 57 

DA 199 151 177 368 398 383 213 20互 230 276 289 297 

SA 17 41 19 52 35 28 24 23 19 32 30 36 

Tr 78 78 82 69 72 71 56 61 54 52 64 68 

臥4 615 610 606 647 650 644 596 595 603 621 627 642 

HM 33 24 8.8 61 55 23 297 259 225 314 262 222 

MA 王立 493 501 238 203 237 221 231 239 114 100 135 
Sh 8.9 7.6 6.8 25 27 25 31 38 35 42 47 50 

DA 232 214 229 主79 382 411 235 240 268 264 297 297 

SA 14 12 13 38 48 40 15 19 22 41 39 36 
Tr 65 80 74 52 75 59 46 58 47 44 68 58 

IM 663 豆至互 671 672 675 666 641 互運 655 649 互王2 668 
E動f 85 70 34 83 70 39 323 336 236 313 286 227 

MA 253 281 267 173 133 155 125 担 120 96 73 75 

Sh 19 19 15 25 22 26 35 39 38 主互 47 49 

DA 342 329 372 王立L 434 463 Z互互 273 322 之Z互 301 337 
SA 31 30 26 49 41 43 21 27 28 38 34 39 

Tr 46 65 53 37 65 49 29 44 39 32 49 45 

酌f 730 700 745 722 互95 739 710 700 725 709 互必 721 
HM  159 133 43 156 167 36 309 336 212 316 338 198 

MA 主i 88 104 迎 81 97 45 41 62 36 42 64 

Sh 25 18 18 23 25 20 25 31 27 24 27 27 

DA 402 旦L 479 1.辺 主主互 491 ぷZ 之互Z 369 323 307 376 
SA 18 61 23 31 52 28 18 24 21 20 17 29 
Tr 25 50 28 18 33 30 17 41 24 12 43 25 

TM 657 626 643 671 661 669 627 604 631 646 636 660 

HM 83 50 24 89 73 36 316 294 251 319 281 240 

MA 309 396 387 182 173 194 156 187 186 88 85 95 

Sh 16 1I 1I 25 27 27 31 37 34 38 48 48 

DA 305 257 296 391 395 423 255 241 272 281 294 309 

SA 20 28 19 40 44 34 18 21 22 33 35 34 

Tr 49 72 60 42 67 56 37 56 45 36 61 53 
ー '・e ~ ̂  占 ..  A 占

" A 
占

2) 1M:個人ケア;HM:世帯ケア;MA:必須活動;Sh:貨物活動;

DA:自由活動;SA:社会活動;Tr:移動.

569 590 601 653 648 652 

278 259 180 260 245 192 

322 272 374 136 119 143 

27 27 21 46 54 47 

172 198 187 265 270 306 

15 16 17 23 35 30 

56 78 60 57 69 70 

570 571 584 609 627 637 

231 211 144 249 229 145 

321 349 400 141 120 175 

24 25 20 44 48 46 

209 189 205 302 319 336 

22 29 19 38 31 32 

63 66 67 57 66 69 

603 600 605 631 635 643 

202 185 118 217 194 122 

311 314 369 161 134 187 

23 28 21 35 40 37 

234 232 249 308 325 355 

14 16 18 40 42 38 

53 65 60 47 70 59 

650 635 664 659 659 667 

224 233 131 219 200 129 

178 166 197 128 97 116 

28 31 26 31 37 37 

298 295 348 327 354 402 

25 28 27 42 36 41 

36 52 47 34 56 47 

719 700 737 714 681 731 

240 237 113 255 249 104 

61 64 87 49 62 83 

25 25 22 24 26 23 

356 327 434 360 348 443 

18 42 22 24 35 28 

20 45 26 14 38 28 

639 612 637 655 645 665 

225 210 137 233 209 138 

216 259 287 123 116 145 

25 28 22 33 41 38 

275 246 284 322 329 366 

19 24 20 36 38 34 

42 61 53 38 63 55 

3)影付き太字の数字は，非介護者に比べて当該活動への時間配分長が有意(5%)に高いことを示す 影付き下線付
きイタリックの数字は，非介護者に比べて当該活動への時間配分長が有意(5%)に低いことを示す.なお.2Cド29歳に
ついては，サンプル数が少ないため，本表から除外している(自宅内介護者/自宅外介護者の平日(休日)のサンプル
すうは 20117 (38/39)であった)
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5.4.2.4 モデルの概要(マルチレベルMDCEVモデル)

5.4.2.1では，セグメント問の平均的な時間利用行動の差異について議論した.次に，セグメン

ト内の時間利用行動の差異に関する情報を利用して特定した変動構造をセグメント間で比較する.

変動構造の特定には， 3章において構築したマルチレベノレMDCEVモデノレを用いる.ただし，使

用データは，連続時間パネルデータではなく 1時点の横断データであるため，個人内変動と個人

間変動(世帯間)の識別はできず，また，経日変動も観測されない.よって， 3.1.4.3に示したモ

デ、ノレを簡略化した以下のモデルを採用する.

ここで，

P 
Xis 

r/ 
r; 
d is 

朴判長内1か +1)1~仰と~l σ 
η= sxis + r/ + r! -刈!."+1) (5均

:未知パラメータ

:観測変数(説明変数)

:げ -N~O， σ;j)に従うランダム変数(非観測個人間変動に対応)
: r! -NtO，σ;J)lこ従うランダム変数(非観測空間変動に対応)
:分散σ2.，r?t6に従うランダム変数[σは0.2に固定](非観測個人間変動に対応)

個人内変動と個人間変動を合わせた変動成分をここでは個人間変動と呼称する.空間変動につ

いては，県レベルの居住地(s=1ム…，47)を用いて定義する.

モデルの推定にはMCMC法を用いた.ここでは，サンプルの生成回数を 800，000回，稼働検査

期間(棄却したサンプリング回数)を 300，000回とし， 50回毎にサンプリングを間引くことによ

り，最終的に 10，000回のサンプルを事後分布として用いた.

モデルの同定に使用する説明変数を表5.12に示す.変動構造の特定にあたっては，ここでは「説

明変数(または説明変数セット)Jそのものが全変動に対してどの程度影響を及ぼしているのかを

把握し，それらの影響をセグメント間で比較することに目的があるため，変動構造の特定方法 1

を用いる(特定方法に関する議論は4.4.3を参照).この際，個人ケアをベースの活動種類として

変動構造を特定している.ここでは，説明変数セットとして，年齢，性別，ワークスタイル， ICT 

ツール，世帯属性，天候の6個を設定した.

5.4.2.5 実証分析結果

セグメント別に推定したマルチレベル長田CEVモデルの推定結果を表5.13に示す.また，表5.13

の推定結果に基づき算出したセグメントごとの変動特性を図5.13に示す.上述したように，パラ

メータの推定値をセグメント間で直接比較することはできない.そのため，図 5.13に基づいてど
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の説明変数セットが主要な要因であるかを特定した上で，各説明変数の符号等について表 5.13を

参考にしながら考察を進めることとする.以下，分析結果から得られた主要な知見をまとめる.

1) 主査之7:図5.13より，世帯ケアの意思決定に関与する主要な変動要因は，全セグメントに

おいて性別 (31.8%'"'-'50.3%)と非観測個人間異質性 (43.6%'"'-'63.3%)であることが分かる.

ただし，性別による影響は，平日・休日ともに世帯内介護者において小さい傾向にある.性

別の差異を表すパラメータ[Male]が全てのセグメントにおいて負となっていることを踏まえ

ると，女性が男性よりも世帯ケアを行う傾向にある点は共通する一方で，自宅内介護者はそ

れ以外の要因の影響を受けやすいといえる.実際，平日における自宅内介護者の全変動のう

ち7.8%がワークスタイノレに由来しており，自宅外介護者及び非介護者と比較して高い値を取

っていることが分かる.これより，自宅内介護者の世帯ケアの意思決定は，性別だけでなく

ワークスタイルにも影響を受ける傾向にあるといえる.ただし，非観測個人間変動が占める

割合が高いことから，その他の影響要因の存在に注意を払う必要がある点に注意する必要が

ある.

2) 必墾草盈:必須活動の意思決定に関与する主要な変動要因は，ワークスタイルと非観測個人

間変動という結果となった.その構成比は自宅内/自宅外介護者及び非介護者の間で大きな

差異は観測されないものの，平日と休日の聞に大きな差があることが分かる.具体的には，

特に休日において非観測個人間変動が大きい.また，全変動に占める割合は小さいものの，

ICTツーノレの影響は，特に休日の自宅内介護者に大きい傾向にあることが分かる.具体的に

は，休日の自宅内介護者においては全変動のうちの 2.0%がICTツールに由来している一方，

自宅外介護者では 1.0%，非介護者では 0.5%となっていることが分かる. ICTツールは必須

活動への時間利用を減少させる影響を持つことから(表5.l3)， ICTツールを保有する休日の

自宅内介護者の必須活動は短くなる傾向にあるといえる.この理由として，メールや携帯電

話を用いることにより，職場に行かずとも自宅内で急な仕事上の用事に対応できる可能性が

ある点が指摘できる.このことは， Wiles(2003)の指摘一介護者の生活の中心が被介護者を介

護する場所付近に集中する傾向にあることーと整合的な結果といえる.

3) 塁盟主塾:全てのセグメントにおいて，買物活動の意思決定に関与する主要な変動要因は，

非観測個人間変動であるが (77.5%'"'-'89.5%)，休日の方が平日よりも高い傾向にあることが

確認できる.これは，平日の買物活動が，休日に比べてより性別やワークスタイルに依存し

ていることに由来している.ただし，自宅内介護者は，自宅外介護者及び非介護者に比べて

性別に影響を受けにくい結果となっている.この点は， 5.4.2.3において得られた結果と整合

的である.

4) 且虫垂塾:全変動のうち 2.2%'"'-'7.0%がワークスタイルに由来しているものの，その他の変動

の多くは非観測個人間変動であることが確認できる (89.0%'"'-'96.8%).これは，導入した変

数では自由活動の意思決定はうまく記述できないことを示唆している.特に，自宅外介護者

及び休日に属するセグメントにおいてその傾向は強い.

5) 韮金主塾:社会活動においても，その主要な変動要因は非観測個人間変動 (81.9%'"'-'96.8%)

という結果となった.説明変数の影響に着目すると，特に ICTツールの影響に興味深い結果
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が見られる.具体的には，自宅内介護者及び自宅外介護者は休日において ICTツールの影響

を受けやすい一方で，平日においては非介護者が ICTツールの影響を受けやすい結果となっ

た.ICTツールに関するパラメータの符号が全て正であることを考慮すると(表 5.13)，ICT 

ツールの保有は社会活動への参加を促すと考えられる.

6) 整監:移動においても，自由活動や社会活動と同様に，主な変動要因は非観測個人間変動で

あることが分かる.観測変数の影響に焦点を当てると，特に年齢，ワークスタイル， ICTツ

ールの影響が大きい.ICTツールの影響は特に自宅内介護者のセグメントに対して大きな影

響を及ぼすことが確認できる.Balepur et al. (1998)は， ICTツールの保有が帰宅トリップを増

加させる傾向にあることを指摘しており，この点を考慮すると， ICTツールの保有は平日で

あっても昼食時に一時帰宅するトリップが発生している可能性がある(この点を確認するた

めには活動場所を含むより詳細なデータが必要である).加えて Mokhtarian(1990)は， ICTツ

ーノレの重要な影響は，移動そのものを増減させる点ではなく，いつ，どこで，どのように移

動するかに対する自由度を高める点にあると指摘し，時空間上の制約を緩和できる点が重要

であるとしている.この点を踏まえると，自宅内介護者は， ICTツールの利用によって，自

宅に一時帰宅した場合においても仕事上の急用に対応でき，また，外出を行った状況におい

ても自宅にいる被介護者の安否を確認できるため，空間的な制約が緩まっている可能性があ

る.

以上にみたように，変動構造をセグメント問で比較することにより豊富な示唆を得ることがで

きるものと考えられる.今回の実証分析では， ICTツールの利用可能性が自宅内介護者の時間利

用に大きな影響を及ぼしていること等が明らかとなった.また，十分な連続時間パネルデータが

利用可能な場合，セグメントごとのより詳細な変動構造の特定及びそれらの比較が可能となる.

特に，基準となるセグメントが存在する場面において政策上有用な示唆を得ることができるもの

と考えられ，変動構造を比較することの意義は小さくないものと考えられる.

-167ー



表5.12 説明変数の基本統計量

平日 休日

世帯内 世帯外 非 世帯内 世帯外 非
説明変数 定義 介護者 介護者 介護者 介護者 介護者 介護者

Mean Mean Mean Mean Mean Mean 

(S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) 

主望世

0.006 0.008 0.034 0.007 0.01l 0.037 
Age20-29 20・29歳 (1=yes; 0= no) 

(0.08) (0.09) (0.18) (0.08) (0.11) (0.19) 

0.047 0.058 0.157 0.049 0.059 0.151 
Age30-39 30・39歳 (1=yes; O=no) 

(0.21) (0.23) (0.36) (0.22) (0.23) (0.36) 

0.325 0.427 0.232 0.339 0.435 0.248 
Age50・59 50-59歳 (1=yes; O=no) 

(0.47) (0.49) (0.42) (0.47) (0.50) (0.43) 

0.246 0.253 0.213 0.241 0.244 0.195 
Age60-69 6Cド69歳 (1=yes; O=no) 

(0.43) (0.43) (0.41) (0.43) (0.43) (0.4) 

0.254 0.084 0.179 0.235 0.084 0.182 
Age 70+ 70・歳 (1 = yes; 0 =no) 

(0.44) (0.28) (0.38) (0.42) (0.28) (0.39) 

丘E
0.391 0.343 0.504 0.372 0.347 0.504 

Male 男性 (1=yes; O=no) 
(0.49) (0.47) (0.50) (0.48) (0.48) (0.5) 

グークズタイ知

0.390 0.463 0.517 0.408 0.441 0.539 
Worker 常勤労働者 (1=y町 O=no)

(0.49) (0.50) (0.50) (0.49) (0.50) (0.5) 

0.157 0.172 0.15 0.162 0.178 0.134 
DoubleW 家事のかたわらに仕事 (1=yes; O=no) 

(0.36) (0.38) (0.36) (0.37) (0.38) (0.34) 

ICT ~ール

0.604 0.748 0.683 0.609 0.772 0.683 Cellphone 携帯電話保有 (l=yes;O=no)
(0.49) (0.43) (0.47) (0.49) (0.42) (0.47) 

0.291 0.418 0.379 0.304 0.430 0.379 
PC パソコン保有 (l=yes;O=no)

(0.45) (0.49) (0.49) (0.46) (0.50) (0.49) 

araFE醤
3.644 2.875 3.096 3.787 2.903 3.144 

回量lUm>10 10歳以上の世帯人数
(1.37) (1.12) (1.31) (1.43) (1.16) (1.36) 

0.199 0.188 0.376 0.216 0.191 0.379 HHnumく10 10歳未満の世帯人数
(0.59) (0.57) (0.75) (0.6) (0.56) (0.75) 

0.857 0.922 0.904 0.858 0.923 0.908 
Car 世帯自動車保有 (1=1台以上;←その他)

(0.35) (0.27) (0.29) (0.35) (0.27) (0.29) 

Low 年間世帯収入が300万円未満 0.278 0.221 0.228 0.261 0.203 0.221 
mcome (l=yes;O=no) (0.45) (0.41) (0.42) (0.44) (0.40) (0.41) 

四位 年間世帯収入が 1000万円以上 0.104 0.141 0.1l4 0.142 0.138 0.1l5 
mcome (l=yes;O=no) (0.31) (0.35) (0.32) (0.35) (0.34) (0.32) 

ZM 
0.1l2 0.094 0.098 0.067 0.073 0.073 

Wea出町 雨 (1=yes; O=no) 
(0.32) (0.29) (0.3) (0.25) (0.26) (0.26) 
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表5.13 セグメント別マルチレベルMDCEVモデルの推定結果
平日 休日

世帯内介護者 世帯外介護者 非介護者 世帯内介護者 世帯外介護者 非介護者

Mean Mean Mean Mean Mean Mean 
変数 (8.0.) (8.0.) (8.0.) (S.O.) (S.O.) (8.0.) 

世帯ケア
説明変数
Constant -0.176 (0.24) -0.842 (0.28) -0.924 (0.24) -0.326 (0.19) -0.877 (0.25) -0.973 (0.26) 
Age20-29 -0.337 (0.54) -0.380 (0.51) -0.276 (0.24) 0.043 (0.41) -0.411 (0.40) 0.188 (0.26) 
Age30・39 0.434 (0.23) 0.098 (0.24) 0.316 (0.15) 0.022 (0.18) -0.305 (0.21) 0.236 (0.17) 
Age50-59 -0.326 (0.14) -0.022 (0.14) -0.189 (0.13) -0.172 (O.ll) -0.180 (0.12) -0.326 (0.15) 
Age60・69 -0.367 (0.16) 0.423 (0.16) -0.107 (0.15) -0.298 (0.12) -0.030(0.140) ) -0.226 (0.16) 

ALfgae lE 70+ -0.116 (0.18) 0.760 (0.22) -0.336 (0.17) 0.079 (0.14) 0.553 (0.2 -0.689 (0.19) 
-3.353 (0.10) -4.306 (0.12) -5.378 (0.10) -3.438 (0.08) -3.534 (0.10) -5.099 (O.ll) 

Worker -1.730 (O.ll) -1.528 (0.12) -1.833 (O.ll) -1.150 (0.09) -1.138 (0.11) ー1.036(0.12) 
OoubleW -0.358 (0.12) -0.490 (0.13) -0.378 (0.12) -0.237 (0.10) -0.192 (0.11) -0.150 (0.14) 
Cellphone 0.165 (0.10) -0.060 (0.12) 0.246 (O.ll) 0.191 (0.08) -0.203 (0.11) -0.019 (0.13) 
PC -0.155 (0.11) 0.163 (0.11) 0.094 (0.1 0) 0.158 (0.08) 0.303 (0.09) 0.317 (O.ll) 
皿Inum<IO -0.036 (0.08) 0.096 (0.09) 0.230 (0.06) 0.019 (0.06) 0.161 (0.08) 0.274 (0.07) 
日Inum>1O -0.130 (0.03) 0.056 (0.04) -0.075 (0.03) -0.176 (0.03) 0.031 (0.04) -0.1l9 (0.04) 
Car 0.177 (0.13) 0.057 (0.18) 0.198 (0.14) 0.135 (O.ll) -0.037 (0.16) -0.028 (0.17) 
Lowincome 0.233 (0.10) 0.025 (0.12) -0.196 (0.10) 0.145 (0.08) -0.140 (0.11) -0.080 (0.12) 
High income -0.072 (0.14) -0.440 (0.14) -0.069 (0.13) -0.007 (0.10) -0.042 (0.12) -0.049 (0.15) 
Weather 
ランダム変数

0.102 (0.13) -0.027 (0.16) 0.122 (0.13) -0.118 (0.13) 0.074 (0.16) 0.263 (0.17) 

空間変動動(s.dis.).d. 0.251 (0.06) 0.145 (0.08) 0.157 (0.06) 0.141 (0.06) 0.203 (0.07) 0.079 (0.04) 
個人間変 (s.d.) 2.190 (0.03) 1.975 (0.04) 2.477 (0.04) 2.317 (0.03) 2.261 (0.03) 2.895 (0.04) 
必須活動
説明変数
Constant -10.20 (0.39) -10.03 (0.45) -10.02 (0.28) -15.87 (0.66) -18.74 (1.01) -18.80 (0.75) 

AAEEEE2300』・2399 
-2.271 (0.75) -1.107 (0.71) 0.035 (0.25) 0.261 (1.17) -1.865 (1.48) 0.199 (0.60) 
0.155 (0.31) -0.486 (0.33) -0.041 (0.15) 0.318 (0.53) -0.184 (0.73) -0.768 (0.39) 

Age50-59 -0.233 (0.18) -0.242 (0.18) -0.166 (0.13) 0.398 (0.31) 0.881 (0.41) 0.789 (0.31) 
Age60・69 -0.462 (0.21) -0.487 (0.23) -0.576 (0.15) 1.039 (0.36) 1.095 (0.50) 0.742 (0.38) 
Age70+ -0.912 (0.26) -1.017 (0.37) -0.800 (0.19) 0.138 (0.43) 1.552 (0.77) 1.583 (0.45) 
Male 0.335 (0.14) 0.350 (0.16) 0.350 (0.1 0) 0.427 (0.23) 0.590 (0.33) 0.858(02.425) ) 
Worker 9.396 (0.21) 9.522 (0.25) 9.014 (0.16) 10.1l (0.33) 11.63 (0.54) 11.32 (0 
OoubleW 7.761 (0.21) 7.466 (0.26) 7.327 (0.17) 8.573 (0.33) 10.64 (0.56) 10.18 (0.45) 
Cellphone -0.356 (0.16) -0.284 (0.19) -0.352 (0.12) -1.225 (0.26) -0.865 (0.39) -0.572 (0.30) 
PC -0.154 (0.15) 0.029 (0.15) -0.122 (0.10) -1.452 (0.24) -1.349 (0.33) -0.858 (0.24) 
HHn山n<IO -0.070 (O.ll) 0.186 (0.12) 0.038 (0.07) 0.060 (0.17) 0.260 (0.28) 0.333 (0.17) 
田Inum>IO -0.0 II (0.05) -0.002 (0.06) 0.080 (0.03) 0.260 (0.08) 0.268 (0.13) 0.189 (0.08) 
Car 0.406 (0.21) 0.043 (0.28) 0.261 (0.17) 0.757 (0.36) 0.399 (0.63) 1.249 (0.45) 
Lowincome -0.149 (0.15) 0.057 (0.18) 0.003 (0.12) 0.453 (0.25) 0953(00 .. 4329) ) 0.263 (0.28) 
High income 0.389 (0.19) 0.073 (0.19) 0.002 (0.13) -1.274 (0.30) -0.286 ( -0.836 (0.33) 
Weather 
ランダム変数

0.184 (0.19) 0.039 (0.23) -0.139 (0.15) -0.052 (0.39) -0.551 (0.57) -0.582 (0.42) 

空間変動動(s.dts.)A 0.208 (0.11) 0.212 (0.11) 0.133 (0.07) 0.713 (0.16) 0.495 (0.28) 0.398 (0.20) 
個人間変 (s.d.) 2.713(0.05} 2.518(0.06) 2.552(0.04) 5.478(0.11) 6.118(0.16) 5.761(0.12) 
買物活動
説明変数
Constant -3.478 (0.49) -3.883 (0.51) -4.462 (0.41) -3.932 (0.37) -3.967 (0.40) -4.087 (0.38) 

AA9ge23 0』29 -0.766 (1.12) 0991(09.404) ) -0.693 (0.44) -1.079 (0.80) 0.451 (0.63) -0.679 (0.38) 
0・39 -0.122 (0.48) 0.034 (0 -0.281 (0.27) 0.096 (0.34) -0.031 (0.34) 0.002(0.2240) ) 

Age50・59 -0.708 (0.28) -0.1 03 (0.25) 0.124 (0.23) -0.734 (0.20) -0.539 (0.19) -0.564 (0 
Age60-69 -0.816 (0.31) -0.524 (0.30) -0.365 (0.26) -1.110 (0.24) -0.786 (0.23) -0.828 (0.23) 
Age70+ -1.464 (0.36) -1.038 (0.42) -1.110 (0.31) -2.193 (0.27) -1.261 (0.33) -1.973 (0.28) 
Male -1.917 (0.20) -3.104 (0.23) -3.375 (0.18) -1.586 (0.16) -2.223 (0.17) -2.324 (0.16) 
Worker -2.210 (0.23) -2.389 (0.22) -2.590 (0.20) -1.115 (0.18) -0.511 (0.17) -0.863 (0.18) 
OoubleW -0.426 (0.24) -0.780 (0.24) -0.876 (0.21) -0.267 (0.19) -0.318 (0.19) -0.333 (0.21) 
Cellphone 0.783 (0.21) 0.508 (0.22) 0.780 (0.19) 0.883 (0.17) -0.159 (0.18) 0.689 (0.18) 
PC -0.303 (0.21) -0.224 (0.20) 0.029 (0.17) 0.135 (0.16) 0.131 (0.15) 0.026 (0.15) 
日Inum<IO -0.311 (0.17) -0.222 (0.18) -0.383 (0.12) -0.385 (0.12) -0.284 (0.14) -0.255 (0.11) 
HHn山n>10 -0.293 (0.07) -0.011 (0.08) -0.096 (0.06) -0.305 (0.05) -0.010 (0.06) -0.262 (0.05) 
Car -0.383 (0.25) -0.166 (0.33) -0.114 (0.25) -0.084 (0.20) 0.268 (0.27) 0.434 (0.24) 
Lowincome -0.146 (0.21) 0.102 (0.21) 0.063 (0.18) 0.149 (0.16) -0.446 (0.18) -0.512 (0.17) 

四wmshdi1nぽcome -0.148 (0.30) -0.427 (0.27) 0.071 (0.24) 0.401 (0.19) -0.230 (0.20) 0.014 (0.21) 
-0.197 (0.28) 0.028 (0.30) -0.139 (0.25) -0.021 (0.26) -0.327 (0.26) 0.239 (0.25) 

ランダム変数

空間変動動(s.dts.).4 0.511 (0.13) 0.146 (0.1 0) 0.282 (0.14) 0.355 (0.11) 0.299 (O.ll) 0.386 (0.10) 
個人間変 (s.d.) 3.983 (0.09) 3刈 2(0.09) 4.035 (0.08) 4.075 (0.07) 3.522 (0.07) 3.964 (0.07) 
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表5.13(続き) セグメント別マルチレベルMDCEVモデルの推定結果
平日 床日

世帯内介護者 世帯外介護者 世帯内介護者 世帯外介護者 世帯内介護者 世帯外介護者

Mean Mean Mean Mean Mean Mean 
変数 (S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) (S.D.) 

自由活動
説明変数
Const白1t -1.548 (0.12) -1.215 (0.19) -0.979 (0.11) -1.169 (0.11) -0.919 (0.14) -0.970 (0.11) 
Age20・29 0.333 (0.28) -0.244 (0.35) -0.251 (0.11) -0.276 (0.22) -0.319 (0.23) -0.352 (0.11 
Age30・39 -0.267 (0.12) 0.097 (0.16) -0.124 (0.07) -0.192 (0.10) -0.137 (0.12) -0.096 (0.07) 
Age50-59 0.212 (0.07) 0.315 (0.09) 0.112 (0.06) -0.012 (0.06) 0.022 (0.07) 0.073 (0.06) 
Age6Cド69 0.261 (0.08) 0.356 (0.11) 0293((O 0.07) 0.002 (0.07) 0.032 (0.08) 0.171 (0.07) 
Age 70+ 0.361 (0.09) 0.189 (0.15) 0.353.0048) ) 0.004 (0.07) -0.228 (0.11) 0.121(0 .. 0084) ) 
Male 0.250 (0.05) 0.158 (0.08) 0.193 (0. 0.362 (0.04) 0.334 (0.06) 0.429 (0 
Worker -0.677 (0.06) -0.787 (0.08) -0.803 (0.05) -0.423 (0.05) -0.455 (0.06) -0.426 (0.05) 
DoubleW -0.218 (0.06) -0.221 (0.09) -0309{0.0065) 】 -0.244 (0.05) -0.218 (0.07) -0.084 (0.06) 
Cellphone 0.170 (0.05) 0.033 (0.08) 0.1 02 (0.05) 0.091 (0.05) 0.122 (0.06) 0.053 (0.05) 
PC 0.086 (0.05) 

0.145(0.000637) ) ) 
-0.020 (0.04) 0.153 (0.04) 0.008 (0.05) 0.153 (0.04) 

Jllinum<1O -0.139 (0.04) -0.100 (0. -0.204 (0.03) -0.174 (0.03) -0.163 (0.05) -0.150 (0.03) 
Jllinum>10 0.073 (0.02) 0.007 (0. 0.022 (0.02) 0.031 (0.01) -0.055 (0.02) -0.004 (0.01) 
Car ー0.022(0.07) -0.095 (0.12) -0.014 (0.07) 0.022 (0.06) 0.134 (0.09) -0.022 (0.07) 
Lowincome 0.037 (0.05) -0.117 (0.08) -0.068(((000. .. 05) -0.086 (0.04) -0.089 (0.06) 0.023 (0.05) 
Highincome -0.088 (0.07) -0.066 (0.09) -0.210 (0.06) 0.105 (0.05) 0.110 (0.07) -0.063 (0.06) 
Weather 0.110 (0.07) 0.172 (0.11) -0.010 (0.06) 0.182 (0.07) 0.003 (0.09) 0.031 (0.07) 

ランダム変数

空間変動S d) 0.099 (0.03) 0.142 (0.05) 0.079(i0O .03) 0.143 (0.03) 0.088 (0.03) 0.050 (0.02) 
個人間変 (s.d.) 1.118 (0.02) 1.356 (0.02) 1.2臼(0.02) 1.222{0.01) 1.281 (0.02) 1.230 (0.01) 

社会活動
説明変数
Constant -12.29 (1.22) -11.9 (1.47) -14.96 (1.08) -13.71 (0.87) -15.91 (1.07) -15.46 (0.94) 
Age20-29 -3.084 (3.05) -1.703 (3.14) -3.235 (1.26) -3.401 (2.03) 0.532 (1.59) -0.438 (0.94) 
Age30・39 -2.035 (1.22) -0.363 (1.29) -0.612((0 0.67) -1.823 (0.83) -0.001 (0.89) -0.440 (0.62) 
Age5Cド59 -1.186 (0.69) -0.513 (0.73) -0.003 (0.57) 0.429 (0.46) 0.989 (0.50) 1.237 (0.49) 
Age60-69 -0.369 (0.75) 0.200 (0.82) 1.017((00.6732) 1 0.965 (0.52) 1.378 (0.58) 2327(0545) ) 
Age70+ -0.864 (0.86) 0.997 (1.13) 0.652 (0.73) 0.207 (0.60) 1.5 15 (0.82) 1.502 (0.6 
Male 0.262 (0.48) 1.403 (0.62) -0.538 (0.41) -0.022 (0.33) -0.528 (0.41) -1.027 (0.37) 
Worker -4.216 (0.57) -5.672 (0.70) -3.658((O 0.48) -0.907 (0.38) -0.593 (0.43) -0.338 (0.42) 
DoubleW -1.092 (0.60) -1.567 (0.67) -2.357 (0.55) 0.457 (0.41) -0.467 (0.48) -0.237 (0.50) 
Cellphone 0.889 (0.52) 0.703 (0.61) 2.266 (0.47) 1.840 (0.36) 2.104 (0.46) 1.277 (0.42) 
PC 1.300 (0.51) 0.978 (0.54) 0.834(O.A320) ) 0.910 (0.35) 0.884 (0.36) 1.163 (0.37) 
Jllinum<10 0.313 (0.39) -0.803 (0.52) -0.887 (0 0.11 5 (0.26) -0.394 (0.35) -0.140 (0.26) 
Jllinum>1O -0.267 (0.17) -0202 (0.23) 

-0213{((0O 0.6154) ) -0249 (0.11) 0.197 (0.15) 0.096 (0.12) 
Car 0.331 (0.65) 0.191 (0.90) 1.473 0.663 (0.47) 0.838 (0.69) 0.379 (0.57) 
Lowincome -1.465 (0.52) -1.329 (0.64) -0.417 (0.45) -0.402 (0.37) 1.059 (0.44) -0.111 (0.40) 

HWiegah thiner cornc 1.327 (0.68) 1.669 (0.69) 0.825 (0.55) 1.120 (0.41 ) 0.142 (0.50) 0.640 (0.48) 
0.726 (0.64) 1.394 (0.80) 0.648 (0.56) -0.595 (0.57) 0.019 (0.63) 0.598 (0.57) 

ランダム変妻
空間ハ動Sd) 0.342 (0.29) 1.492 (0.41) 0.22402.207) h 0.479 (027) 0.210 (0.18) 0.210 (0.18) 
個人間変 (5.d.) 7.650 (0.32) 7.171 (0.36) 7.851 (0.27) 7.3 72 (0.20) 7.174 (0.23) 7.690 (0.23) 

移動
説明変数
Constant -5.291 (0.39) -3.682 (0.36) -5.162 (0.25) -6.825 (0.39) -4.372 (0.38) -5.865 (0.32) 
Age20-29 -0.290 (0.80) 0.434 (0.69) 0.084 (0.24) -0.019 (0.74) 0.176 (0.61) -0.118 (0.31) 
Age30-39 -0.425 (0.35) 0.620 (0.31) -0.125(((O 0O .15) 0.232 (0.33) 0.113 (0.32) -0.041 (0.21) 
Age50-59 -0.640 (0.20) -0.556 (0.18) -0.317 (0.13) -0.854 (0.20) -0.235 (0.19) -0.514 (0.17) 
Age60-69 -1.718 (0.23) -0.991 (0.21) -0.934 (0.15) -1.312 (0.23) -0.597 (0.22) -0.969 (0.20) 
Age70+ -2.158 (0.27) -0.949 (0.30) -1.877 (0.18) -2.956 (0.28) -1.031 (0.31) -1.976 (0.23) 
Male 0.071 (0.15) 0.295 (0.15) 0244(i0O .10) 0.032 (0.1 5) -0.026 (0.15) -0.076 (0.13) 
Worker 1.538 (0.17) 1.199 (0.16) 1.727 (0.12) 1.088 (0.18) 0.519 (0.17) 1.013 (0.1 5) 
DoubleW 1.244 (0.20) 0.523 (0.19) 1.017(((0O O .14) 0.810 (0.19) 0.478 (0.18) 0.943 (0.18) 
Cellphone 1.068 (0.17) 0.376 (0.16) 0.751 (0.11) 1.008 (0.17) 0.409 (0.17) 1.084 (0.1 5) 
PC 0.708 (0.16) 0.079 (0.14) 0.457 (0.09) 0.541 (0.16) 0.386 (0.14) 0.096 (0.13) 
Jllin山n<10 -0.189 (0.12) -0267 (0.12) -0.121 (0.06) -0.276 (0.12) -0.152 (0.13) -0.001 (0.09) 
回mum>IO -0.255 (0.05) -0.052 (0.06) -0.152 (0.03) -0.083 (0.05) -0.1 08 (0.06) -0.198 (0.04) 
Car 0.458 (0.21) -0.463 (0.24) 0.081 (0.15) 0.492 (0.22) -0.385 (0.25) 0.586 (0.21) 
Lowincome -0.703 (0.17) -0.584 (0.16) -0.574 (0.11) -0.343 (0.17) -0.606 (0.17) -0.580 (0.15) 
Highincome 0.281 (0.21) 0.305 (0.18) 0.275 (0.13) -0.144 (0.19) 0.187 (0.19) 0.130 (0.17) 
Weather 

ランダム変数
0.246 (0.21) -0.062 (0.21) 0.131 (0.14) 0.315 (0.25) 0.333 (0.24) 0.476 (0.21) 

空間変動Sd) 0.441 (0.1 0) 0.243 (0.12) 0.169 (0.07) 0.422 (0.1 0) 0.169 (0.10) 0.098 (0.06) 
個人間変 (5.d.) 3.266 (0.06) 2.625 (0.05) 2.682 (0.04) 4.057 (0.07) 3.411 (0.06) 3.512 (0.06) 

10dz(xIme釦(O))] -48737 -33658 -72656 -77070 -51892 -69331 
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5.5 本章のまとめと今後の課題

本章では，変動を捉える際に直面するセグメント問題に関する議論を，実証分析を伴いながら

行った.具体的には， 1)活動種類のセグメント手法の提案， 2)母集団のセグメント手法の提案を

行うとともに， 3)セグメント聞における変動特性比較の意義について議論を加えた.以下に本章

において行った分析の結果及びそこから得られた主要な知見をまとめる.

1) 活動種類のセグメント問題を取り扱う手法として，行動の類似性に基づく活動分類手法を提

案し，その有用性を実証した.実証分析において対象とした活動開始時刻の観点からは，特

に自由裁量型の活動に関するセグメント方法に注意を払う必要があることが示唆された.ま

た，提案手法の活動分類を採用した場合に捉えることのできる観測変動は 46.4%であったの

に対し，アプリオリな活動分類の場合では 12.9%であったことから，どのようなセグメント

を採用するのかによって， 4.4において分析の対象とした変動の観測可能性は大きく異なるこ

とが明らかとなった.このことから r活動分類の選択J(=活動種類のセグメント)は，こ
れまでモデル精度を向上させるために主に行われてきた「説明変数の選択」や「モデル構造

の選択Jと同様に，現象の記述精度を左右する重要な要素であることが示唆された.

2) 母集団のセグメント問題を取り扱う手法として，活動抵抗に基づく母集団のセグメント手法

を提案し，その有用性を実証した.具体的には，限界効用逓増+逓減を仮定する時間配分モ

デルを構築し，そこから導出される活動抵抗に基づき母集団のセグメントを試みた.実証分

析では，過疎地域における買物活動参加，発展途上国における学校参加を対象とした分析を

行った.実証分析の結果から，過疎地域における活動抵抗の高いサプ集団は， r自動車の利用
可能性J及び「高齢者かどうかJだけでは十分に判別できず，男女聞の差異を考慮する必要

があることが明らかとなった.また，学校活動への参加に対する活動抵抗の高いサプ集団は，

「世帯収入Jだけでは十分に判別できず，交通手段や居住地に依存することが明らかとなっ

た.

3) セグメント間の変動特性を比較する意義は，異なるモデル間の推定結果の比較の困難さに由

来している点を指摘し，この点について実証分析を通じて確認した.具体的には， [自宅内介

護者・自宅外介護者・非介護者]X[平日・休町の計 6つのセグメントを設定し，セグメント

ごとに特定した変動特性を比較した.実証分析の結果から， ICTツールを保有することによ

る時間利用への影響は，非介護者・自宅外介護者に比べて自宅内介護者において特に大きい

ことが示唆された.また，非観測変動の割合に着目すると，平日に比べて休日の方が高くな

っており，特に休日の時間利用行動が導入した説明変数によっては捉えられないことが明ら

かとなった.

以上の分析結果を踏まえると，これまで軽視されがちであった活動種類や母集団のセグメント

を，交通政策を検討するプロセスにおいても考慮していく必要あると考えられる.データ収集の

観点からは，通常， 10程度の大まかに分類された活動種類が提示されることが頻繁であるが，特

に活動聞の依存関係に着目する Activity-basedアプローチに基づく分析を行う場合，例えば自由記
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述式のアンケートを採用した上で適切な活動分類を熟考する等の配慮が必要なものと考えられる.

この際においては，本研究において提案した行動の類似性に基づく活動分類手法が 1つの道具と

して利用できる.また，収集したデータを用いてモテ守ルを作成する場合においても，母集団をど

のようにセグメントするかによってモデルから得られる示唆は大きく変わり得る.この際におい

ては，母集団内の特性を把握し，セグメントを与える基準として，本研究において提案した活動

抵抗が 1つの道具として利用可能である.ただし，明らかに活動抵抗の高い事象に対してのみ有

用であり， 5.3.4に述べたように，残された課題も多い.最後に，セグメントを分けた場合に問題

となる，セグメント聞の行動特性の差異を比較するにあたっては， 5.4に示した変動特性の比較が

有用であると考えられる.
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第6章 連続的性質を有する変化:変動構造の長期変化

本意の分析対象

不
確
実
性 非観測空間変動

(低)

(寓} 非観測個人間+個人肉変動

時間軸(長期)

t+20'年

6. 1 はじめに

4章及び 5章において議論したように，ある時間軸上の断面において取得した変動の情報をど

のように集約していくかが，交通施策検討プロセスにおける極めて重要な点である.一方，実際

に計画を策定する場面においては，ある断面で観測された変動の情報を集約するだけでなく，そ

の情報を用いて将来時点の交通状態を予測・評価する必要が生じる.このような時点をまたぐ推

論を行う場合，ある時間断面で求められたモデ、ル構造は将来に渡って変化しないと仮定し，将来

時点の交通状態を予測する場合が頻繁である.このようなモデ、ル構造の安定性の仮定については，

2章においてみたように，これまでにも多くの研究者によってその妥当性が検証されてきた.こ

の際，頻繁に利用されてきた検証方法は，対象とする行動側面の平均値の時点間比較，実測値と

予測値の剥離に基づく検証等である.言い換えると，パックキヤスティングを含め，従来の手法

は，観測変動の情報にのみ基づいた安定性の検証が主で、あった.しかしながら， 4章において議

論したように，データに内在する非観測変動の影響は極めて大きく，観測変動の安定性の検証だ

けでは活動・交通行動の変化を十分に評価できているとは言い難い.そこで本章では，モデル構

造の安定性の仮定の妥当性を，非観測変動要因を含む変動構造の観点から検証することとする.
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6.2では，変動構造の変化を特定する意義について整理する.その際， 1)変化を捉える観点か

らみた変動構造の変化を特定する意義， 2)政策への示唆から見た変動構造の変化を特定する意義，

に分けて整理する.

6.3では， 1986年""2006年の時間利用行動の長期変化を例とした実証分析を行う.ここでは，

変動構造の変化に加えて，地域レベルパラメータ(縮約推定量)の経年変化についても見る.

6.4では，本章において行う分析から得られた知見及び今後の課題をまとめる.

6.2 変動構造の変化を特定する意義

6.2. 1 変化を捉える観点からみた有用性

2章において見たように，変化は，離散的変化一連続的変化，短期的変化ー長期的変化，微視

的変化ー巨視的変化，といった，複数の視点から分類することが可能である.一方，将来時点の

予測に直接関与するモデル構造f(s，x， E) (町・):意思決定ルール;s:パラメータ;x:観測変数;E:非

観測変動)の観点から変化を眺めると，大きく分けて以下の 4つのモデル構造の変化が存在する

と考えられる.

lつ目は，意思決定ルール f(・)の変化である.例えば，効用最大化とは異なる意思決定ルール

に変化するような状況が考えられる.2つ目は，パラメータ戸の変化である.パラメータは，該

当する観測変数への人々の反応の程度を示すものであり，例えば，経済の発展に伴い移動コスト

への反応が鈍くなるといったような状況が考えられる.3つ目は，観測変数 xの変化である.例

えば新たな影響要因としてTCTツールの存在が考えられる.また，新たな影響要因が出現せずと

も，既にモデルに組み込まれている観測変数そのものが変化する場合がある.例えば，自動車保

有状況の変化が該当する.この観測変数そのものの変化にのみ焦点を絞って行われてきたのが，

従来一般的に行われてきた将来時点の予測方法であると考えられる.4つ目として，非観測変動

の変化が挙げられる.これは，モデノレに組み込まれなかった変数や，観測が困難な習慣や個人の

選好の影響を反映するものと考えられる.例えば個々人の活動・交通行動が多様化しているよう

な状況下では，非観測変動の影響は経年的に大きくなることが予想される.

以上みた 4つの変化は，互いに関連し合っているものと考えられる.例えば，時間の経過に伴

いICTツールの交通行動への影響が大きくなってきている状況を考える.この場合，変化を観測

するための方法の 1っとして， ICTツールの影響を表す観測変数に対応するパラメータ pの変化

を観測することにより，モデル構造の経年的な変化を検証する方法が考えられる.一方， ICTツ

ールの影響を表す観測変数が利用できない状況下においては，この ICTツールの影響は，非観測

変動の変化として現れるものと考えられる.このように，意思決定ルール貫・)の変化やパラメー

タPの変化，新たな観測変数xの出現による，モデノレの構造的な変化を十分に捉えきれない場合，
これらの影響は主に非観測変動に反映されるものと考えられる.4章において議論したように，

通常，モデル内で捉えきれない変動は極めて多く，変化を観測するにあたって非観測変動の影響

を無視することはできない.この点を踏まえると，非観測変動の影響を含む変動構造自体の変化

をみることが有用であると考えられる.もちろん，非観測変動の変化の観測は，変化の発生源に
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関する情報を含まないものの，非観測変動の変化を観測する必要性の高い場面は多々ある.特に，

ある特定の変化に対する“仮説"が想定できない状況において，非観測変動の変化を把握するこ

とが，対象とする現象そのものの変化を観測する上で重要な役割を果たすものと考えられる.実

際， 4章でみたように，ある断面で起こっている現象の変動でさえ，なぜ変動しているのかに関

する十分な知見を得られていない状況にある.このような状況下においてモデル構造の変化を把

握するために，非観測変動を含めた変動構造の変化に着目する価値は高いものと思われる.

なお，本章で行う実証分析では，新たな影響要因xの出現，意，思決定ルール町・)の変化は扱わ

ない.すなわち，全期間に渡って同ーの影響要因xと意思決定ルール貫・)を仮定する.この仮定

のもとで，観測変動Var(sx)と非観測変動 t(正確には Eの分散)の構成比の変化を把握する.

6.2.2 政策への示唆からみた有用性

政策の観点からも，変動構造の変化を観測することにより得られる示唆は大きい.例えば，例

えば，交通システムの改善によって平均的には個々人のモピリティは上昇すると期待される一方

で，都市部と地方部聞のモピリティ格差を生む可能性を否定できない.このようなモピリティ水

準の空間分布に対する時間的変化を把握することにより，例えば，利用可能な財源をどの地域に

どの程度配分すべきかといった問題を考える際における，地域間のモピリテイバランスを考慮す

るための基礎情報を提供することができる.また，変動構造の変化の情報は，このようなモピリ

ティの問題だけでなく，特に途上国で問題視されている収入格差や男女不平等問題など，平等性

の議論において重要な情報を有するものと考えられる.

なお，以下の実証分析では， 3章において述べた縮約推定量を用いて，常勤労働者の移動時間

の県レベルの空間分布を例示し，その時間的変化を把握する.

6.3 実証分析:1986年-2006年の時間利用行動の長期変化を例に

ここでは，上に述べた問題意識のもと，実証分析として 1986年""'2006年の時間利用行動の変

動構造の長期変化について分析を行う.以下， 6.3.1では，使用データの概要を述べるとともに，

集計分析から示唆される時間利用行動の変化について考察する.6.3.2では，使用するモデルの概

要を説明する.6.3.3では，モデルの推定結果から得られる知見について考察する.6.3.4で変動構

造の長期変化について考察し， 6.3.5では縮約推定量を用いて，地域間(県レベル)の常勤労働者

の移動時間の分布について考察する.

6.3. 1 使用データ :4時点の社会生活基本調査データ(調査票A)

本実証分析では， 1986年， 1991年， 1996年， 2006年の， 4時点の社会生活基本調査データ(調

査票A)を用いる.なお， 2006年のデータは， 5.4において用いたデータと同ーのデータである.

原票データは，全ての時点において350，000[人・日]サンプルを超える平日及び休日の時間利用が

記録されているが，ここでは 20歳以上既婚者の平日の時間利用行動のサンプルのみを使用す
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る.また，計算負荷を抑えるために，各時点において 5，000サンプノレをランダム抽出する.さら

に， 5.4と同様に，原票データが有する 20種類の活動分類を 7つの活動に再分類し直したものを

使用する.具体的には， [1]個人ケア(睡眠，身の回りの用事，食事，受診・診療)， [2]世帯ケ

ア(家事，介護・看護，育児)， [3]必須活動(仕事・学業)， [4]買物活動(買い物)， [5]自由活

動(休養・くつろぎ，学習・研究(学業以外)，趣味・娯楽，スポーツ，その他)， [6]社会活動(ボ

ランティア活動・社会参加活動，交際・つきあい)， [7]移動(通勤・通学，移動(通勤・通学除

く))の7つを設定する(括弧内は原票データにおける分類). 

活動参加及び配分時間長に関する記述統計量を表 6.1及び表 6.2に示す.表より，まず，必須活

動への参加率が経年的に減少していることが確認できる.この理由として，既に退職した高齢者

人口の増加が考えられる.一方で，世帯ケアの参加率は経年的に増加する傾向にあることが分か

る.これは，男性の世帯ケアへの参加率が高まっていることに由来している.具体的に男性のみ

のデータを用いて参加率の経年変化をみると， 1986年で 8.4%， 1991年で 11.1%，2001年で 18.3%，

2006年で 20.9%となっている.一方で，世帯ケアへの配分時間長をみると，経年的に安定してい

る，または，減少している傾向にあることが読み取れる.これより，世帯ケアに関する世帯内の

役割分担が経年的に変化しており，従来の日本における典型的な男女の役割分担(すなわち，男

性は働き女性は家事をする)は変化の過程にある可能性が高い.他の興味深い結果として，活動

時間長に一定の経年変化がみられたのは必須活動(経年的に減少)と買物活動(経年的に増加)

のみであったのに対し， 7つの活動のうち 4つの活動(個人ケア，必須活動，買物活動，自由活

動)において活動時間長の標準偏差が経年的に大きくなっている点が挙げられる.この結果は，

表6.1 各時点における活動参加の記述統計量

1986 1991 2001 2006 

活動種類 遂行人数 (%) 遂行人数 (%) 遂行人数 (%) 遂行人数 (%) 

個人ケア 5000 (100刈 5000 (100.0) 5000 (100.0) 5000 (100.0) 

世帯ケア 2572 (51.4) 2604 (52.1) 2791 (55.8) 2808 (56.2) 

必須活動 3423 (68.5) 3372 (67.4) 3052 (61.0) 2956 (59.1) 

買物活動 1492 (29.8) 1608 (32.2) 1723 (34.5) 1691 (33.8) 

自由活動 4818 (96.4) 4804 (96.1) 4806 (96.1) 4767 (95.3) 

社会活動 793 (15.9) 802 (16刈 798 (16.0) 690 (13.8) 

移動 2892 (57.8) 2985 (59.7) 3296 (65.9) 3192 (63.8) 

表6.2 各時点における活動時間長の記述統計量

1986 1991 2001 2006 

活動種類 Mean (s.d.) Mean (s.d.) Mean (s.d.) Mean (s.d.) 

個人ケア 625.7 (120.7) 625.1 (127.0) 632.4 (128.4) 635.4 (138.8) 

世帯ケア 144.4 (188.6) 143.2 (188.4) 137.2 (177.0) 139.9 (180.2 

必須活動 330.6 (258.9) 323.5 (258.7) 287.5 (266.4) 287.2 (275.9) 

買物活動 18.0 (36.1) 20.0 (39.3 21.2 (39.6) 21.8 (42.1) 

自由活動 251.2 (171勾 256.8 (178.5) 283.1 (191.3) 282.6 (195.5) 

社会活動 23.1 (70.4) 23.3 (70.5) 22.6 (72.9) 20.0 (66.7) 

移動 47.1 (65.6) 48.2 (67.4) 55.9 (76.9) 53.1 (72.3) 
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時間利用行動の個人間異質性が経年的に大きくなっている可能性を示唆するものである.すなわ

ち，ある個人では当該活動に集中的に時間を配分するような変化が，別の個人では当該活動に従

事する時間を減少させるような変化が生じている可能性が高い.このような時間利用行動の多様

化が生じている状況下では，従来行われてきた観測変動の安定性の検証だけでは活動・交通行動

の変化を捉えられない可能性が高いと考えられる.

6.3.2 モデルの概要(マルチレベルMDCEVモデル)

3.3においてみたように，離散時間→車続時間パネルデータが利用可能な場合， 4章において行

った詳細な変動構造の長期変化を特定することが可能である.また，離散時間パネルデータが利

用可能な場合，離散時間一連続時間パネルデータを用いる場合と比べて特定できる変動構造は制

約されるが，例えば自動車の保有形態の変化等，観測変数の個々人の変化を考慮することが可能

である.また，繰り返し横断データの場合，詳細な変動構造の特定，観測変数の個々人の変化は

考慮できないが，時点ごとに変動構造を特定し，その変動構造を時点間で比較する方法により変

動特性の時間軸上の変化を捉えることが可能である(ただし同一母集団からランダムにサンプノレ

が得られていることを前提とする).本研究では繰り返し横断データを用いるため，各時点におい

てそれぞれモデルを推定し，推定結果から算出される変動構造を比較する.

具体的には，都道府県sに居住する個人iがJ個の活動種類の内のM;hds個の活動をある一日に

おいて実行するとして，以下のマルチMDCEVモデルを構築する(なお，時点別にモデルを推定

するため，時間軸を表現する添え宇は省略.モデルの詳細は3章参照). 

ここで，

p 
x 
1s 

J 
Yi 
yj 
sq 

J E U 

p(tiJ=也手[白 ~l芝~;，+1)11肌 lexp(i門戸川|
j ma=IWZI)lLPIllEJ=α:p(η/σr I (6.1) 

V;; =土βjxjk+2Y44q+yf一時・+1) (~2) 

:未知パラメータ

:観測変数(説明変数)

: rf -Nlo，σf)lこ従うランダム変数(非観測個人間変動に対応)
:吟~刈oペ:J時うランダム変数(非観測空間変動に対応)(刊，ω
:分散;;/6に従うランダム変数[σは0.2に固定](非観測個人間変動に対応)

個人内変動と個人間変動を合わせた変動成分をここでは個人間変動と呼称する.空間変動につ

いては，県レベルの居住地(s=1，2，...，47)を用いて定義する.ここで，空間変動については，説明変

数との交互作用(すなわち空間レベルのランダム係数)も併せて考慮する.これにより，各説明
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変数が時間利用に与える影響の空間的な分布の観測が可能となる.

モデルの推定にはMCMC法を用いた.ここでは，サンプルの生成回数を 800，000回，稼働検査

期間(棄却したサンプリング回数)を 300，000回とし， 50回毎にサンプリングを間引くことによ

り，最終的に 10，000回のサンプルを事後分布として用いた.全ての時点において，同様の設定で

推定を行った.また，変動構造の特定当たっては，変動構造の特定方法 1を用いる(特定方法に

関する議論は4.4.3を参照).この際，個人ケアをベースの活動種類として変動構造を特定する.

モデルの同定に使用する説明変数を表 6.3に示す.変動構造を特定する際の説明変数セットと

して， [ワークスタイル]， [自動車保有]， [世帯収入]， [年齢]， [性別]の 5つを設定した.従って，

本実証分析では，基準選好関数に内在する全変動を以下のように分解する.

1. (If/!. i I (βiWo加 x[W町ker]+βiHomem蜘×凹omemaketj)
varltnlーそ:..II=varl 
I ¥ V';~) I ¥.+β'D凶 bleWX [Double W] ) 

観測変動:ワークスタイル

+var(βJω[C訂1+βiCar_incx[Car_inc]) 
観測変動:自動車保有

+v，ar(sJr…mex且owincome]+βI図。…ex但i出血come])
観測変動:世帯収入

fβJ勾品29x[Age20・29]+β，Age3か39x[Age30・39] ) 
+varl +βi Age5凶 x[Age50・59]+βJAge60-69 X [ Age60・69]I 
l+βJ勾e>70x[Age> 70] 

観測変動:年齢

+var(sJFemate x [Fema時
観測変動:性別

+σいIj+ (九Ijx[Cザ +(σ同Ijx[Fema川
い(u

Swo加
lix[Worker]f ) 

非観測変動:空間

い子)
非観測変動:個人間

(6.3) 

なお， 3章及び4章においても述べたように，式(6.3)の変動構造を特定する際においては，観測

変数が独立であると仮定する必要がある(ただし，この仮定についてはモデルを推定する際に既

に置かれている). 
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表6.3 使用する説明変数の定義

Explanatory 
variable Definition 

壬丘E
0.573 0.541 0.526 0.574 

Worker* 常勤労働者(l=yes; 0 = no) (0.49) (0.49) (0.50) (0.50) 

l専業主婦(夫)(1= yes; 0 = no) 0.194 0.215 0.221 
Homemaker (0.40) (0.40) (0.41) (0.41) 

l家事のかたわらに仕事 (1=yes; O=no) 0.158 0.144 0.132 DoubleW (0.36) (0.36) (0.35) (0.34) 

|世帯自動車保有 (1= 1台以上;0=その他)
0.840 0.892 0.899 

Car* (0.40) (0.37) (0.31) (0.30) 

|世帯自動車保有と世帯収入[100万]の交互作用 』104..14600) 5.446 5.878 5.409 Car inc (4.12) (4.10) (3.94) 

0.163 0.179 0.221 Lowincome |年間世帯収入が300万円未満 (1= yes; 0 = no) I (Ó~44) (0.37) (0.38) (0.41) 
|年間世帯収入が 1000万円以上 (l=ycs;0=no)1|(0O.0D56) 0.127 

0.142 0.108 
High income (0.33) (0.35) (0.31) 

120・29歳 (1=yes; O=no) 
0.062 0.048 0.041 Age20-29 (0.27) (0.24) (0.21) (0.21) 

|0260 0.197 0.158 0.155 Age30-39 130・39歳 (1=yes; O=no) (0.44) (0.40) (0.36) (0.36) 

0.224 0.246 0.243 
Age50-59 150・59歳 (1=yes; 0= no) (0.41) (0.42) (0.43) (0.43) 

0.164 0.191 0.192 
Age60・69 I 60-69歳 (1=yes; 0 = no) (0.34) (0.37) (0.39) (0.39) 

0.083 0.147 0.185 Age>70 170・歳 (1 =yes; 0 = no) (0.25) (0.28) (0.35) (0.39) 

0.504 0.505 0.497 
Female* 女性(l=yes; 0=同 (0.50) (0.50) (0.50) (0.50) 

“*"は当該変数のパラメ タに空間レベルのフンダム変数(すなわちランダム係数)を考慮していることを示す

6.3.3 4時点のマルチレベルMDCEVモデル推定結果

時点ごとのマルチレベル MDCEVモデルの推定結果を表 6.4に示す.パラメータの推定値の大

小を時点問で直接比較することはできないが，いくつかの興味深い結果が得られた.以下，推定

結果から得られた主要な知見をまとめる.

(i).草葺之7:全時点において共通する点として， [性5311]が最も重要なパラメータである点が挙げ

られる.すなわち，女性の方が男性よりも世帯ケアを行う傾向にある.また，高齢者や常勤

労働者は，世帯ケアに従事しない傾向にある.一方で， [世帯収入]や[自動車保有]が世帯ケア

に及ぼす影響は全ての時点において有意に観測されなかった.これは，世帯ケアが必ず行う

必要のある活動種類であるためと考えられる.

(ii).必盆孟塾:全時点において'-[ワークスタイル]が主要な影響要因であることが分かる.また，

40-49歳の必須活動への影響が最も大きく，図 6.1に示すように，年齢の影響は二次関数的な
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挙動を示すことが分かる.

(iii).塁惣主塾:[性5111]が及ぼす影響が全時点を通して最も大きい.また，必須活動と同様に， 40-49 

歳の買物活動への時間利用(活動参加及び配分時間長)が最も高く，買物活動においても二

次関数的な年齢の影響が観測された(図6.0.一方，専業主婦(夫)の影響が 1986年において

は正に有意に影響する要因であったが， 1991年以降，その影響は有意ではなくなっているこ

とが確認できる.

(iv).阜車草塾:高齢者ほど自由活動を行う傾向にある一方で，常勤労働者や家事のかたわらに仕

事を行っている個人は，自由活動への活動参加及び配分時間長は小さい.

(吋.韮金量塾:1986年及び 1991年時点においては，女性及び高齢者の社会活動への時間利用は

有意に低い傾向にあったものの， 2001年以降，有意な差は観測されない.これより，時間の

経過に伴い，女性や高齢者であっても，男性や壮年層と同程度の社会活動を遂行できる状況

になったものと想定できる.また，図 1から，特に社会活動への時間利用において，年齢の

影響の経年変化は大きいものと予想される.

(vi).盆塾:全ての時点を通して，低世帯収入者，女性，高齢者の移動時聞が短い傾向にある.

方で，自動車の保有は移動に有意な影響を及ぼさないことが確認できる.

以上に加えて，非観測空間変動の推定値は，非観測個人内変動の推定値に比べて極めて小さい

ことが分かる.この結果は，個人の時間利用が県聞において比較的安定している(すなわち差異

はなし、)ことを示している.居住環境が個人の行動パターンに影響を及ぼさないという結果は，

例えばSnellenet al. (2001)によっても報告されている(異なる都市形態や道路ネットワーク構造を

持つ都市の行動パターンを比較している).一方， 4章において示したように，行動空間として空

間を定義した場合においては空間の影響が存在するため，この点については空間の定義に依存す

ると言わざるを得ない.また，今回利用可能であった空間単位が県レベルと粗いものであったた

め，非観測空間変動が観測されなかった可能性がある.今後，異なる空間の単位，定義を用いて

検証を加える必要がある.
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表6.4 各時点のマルチレベルMDCEVモデルの推定結果

(活動祖績}

説明変数

(世帝ケア)

Constant 

Female 

Age20-29 

Age30・39

Age50・59

Age60・69

Age>70 

Lowincome 

High income 

Car 

Car inc 

Worker 

Homemaker 

MixedW 

Constant [prefecture] (叫

Car(σ。
Female ((J.) 

Worker(叫

Constant [inter-individual] ((Ji) 

(畠須活動)

Constant 

Female 

Age 20-29 

Age30・39

'Age 50・59

Age60・69

Age>70 

Lowincome 

回ghincome

Car 

Car inc 

Worker 

Homemaker 

MixedW 

Constant [prefecture] ((J.) 

C釘(叫

Female ((J.) 

Worker(ω 

Cons凶 t[inter・individual](吋

1986 1991 2001 2006 

mean sd mean sd mean sd mean sd 

-7.611 0.21 -7.328 0.22 -6.483 0.22 

6.290 0.11 6.231 0.12 5.380 0.10 

0.178 0.14 0.150 0.17 0.191 0.20 

0.143 0.10 0.446 0.11 0.099 0.13 

-0.107 0.11 -0.347 0.12 -0.485 0.12 

・0.424 0.13 ・0.189 0.13 ・0.503 0.13 

-6.585 0.23 

5.093 0.11 

・0.120 0.23 

0.319 0.15 

-0.434 0.13 

-0.230 0.14 

-1.091 0.19 -0.946 0.18 -0.638 0.15 ・0.553 0.16 

・0.026 0.10 0.106 0.12 0.131 0.12 -0.120 0.13 

・0.315 0.23 ・0.260 0.19 0.010 0.19 0.403 0.22 

・0.090 0.14 ・0.072 0.16 ・0.220 0.17 0.136 0.18 

0.003 0.02 0.024 0.02 0.014 0.02・0.011 0.02 

・0.924 0.18 -1.320 0.19 -1.181 0.16 -1.287 0.17 

0.902 0.18 0.389 0.20 0.739 0.16 0.909 0.17 

0.178 0.19 ・0.259 0.20 0.129 0.18 0.324 0.19 

0.094 0.05 0.080 0.05 0.155 0.08 0.068 0.04 

0.122 0.07 0.079 0.04 0.138 0.08 0.069 0.04 

0.075 0.04 0.082 0.05 0.066 0.04 0.070 0.04 

0.322 0.10 0.151 0.09 0.110 0.07 0.368 0.12 

2.075 0.03 2.325 0.04 2.419 0.04 2.615 0.04 
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0.206 0.12 0.099 0.14 -0.038 0.19 

-0.009 0.02 -0.018 0.02 -0.008 0.02 

8.194 0.20 8.529 0.23 8.217 0.23 

0.014 0.23 ・0.263 0.26 ・0.858 0.27 

7.429 0.22 7.156 0.24 6.577 0.25 

0.068 0.03 0.069 0.04 0.154 0.08 

0.063 0.03 0.074 0.04 0.103 0.06 

0.110 0.06 0.249 0.09 0.225 0.13 

0.061 0.03 0.074 O.似 0.079 0.05 

1.914 0.03 2.071 0.03 2.481 0.03 

0.346 0.20 

・0.019 0.02 

9.025 0.22 

0.095 0.26 

7.410 0.24 

0.071 0.04 

0.078 0.04 

0.244 0.11 

0.068 0.04 

2.463 0.04 
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表6.4(続き) 各時点のマルチレベルMDCEVモデルの推定結果
(活動種績}

説明変数

{買物活動}

Constant 

Female 

Age 20-29 

Ag湾30-39

Age50・59

Age 60-69 

Age>70 

Lowincome 

Highincome 

Car 

Car inc 

Worker 

Homemaker 

MixedW 

Constant [prefec加古](0，) 

Car (0，) 

Fema1e (0.) 

Worker(a，) 

Cons凶 t[inter-individual] (吋

(自由活動}

Constant 

Fema1e 

Age 20-29 

Age30・39

Age50-59 

Age60・69

Age>70 

Lowincome 

Highincome 

Car 

Car inc 

Work町

Homemaker 

MixedW 

Constant [prefecture] (a.) 

Car(叫

Fema1e (a，) 

Worker(a.) 

Constant [inter-individual] (a;) 

1986 1991 2001 2006 

mean sd mean sd mean sd mean sd 

-10.310 0.43 -8.619 0.39 

5.047 0.23 4.500 0.20 

・0.430 0.28 ・0.502 0.30 

・0.386 0.19 ・0.445 0.20 

-0.880 0.21 -0.670 0.20 

-1.395 0.26 -1.l83 0.23 

・2.545 0.39 ・2.146 0.32 

0.128 0.19 -0.325 0.22 

-0.258 0.44 0.387 0.35 

-0.669 0.28 -0.052 0.30 

0.032 0.04 -0.056 0.04 

-0.638 0.37 -1.793 0.32 

1.717 0.38 0.512 0.34 

0.446 0.40 -0.281 0.35 

0.306 0.16 0.1l6 0.08 

0.140 0.10 0.136 0.10 

0.268 0.17 0.166 0.12 

0.165 0.13 0.166 0.12 

3.695 0.08 3.793 0.08 

-8.031 0.40 

3.605 0.19 

・0.446 0.35 

・0.350 0.23 

0.159 0.20 

・0.442 0.23 

・1.801 0.28 

0.147 0.22 

0.211 0.34 

・0.081 0.31 

0.007 0.04 

-2.255 0.29 

・0.049 0.30 

・0.678 0.32 

0.143 0.10 

0.132 0.10 

0.231 0.15 

0.224 0.16 

3.906 0.08 

-7.508 0.38 

3.670 0.19 

・0.936 0.38 

-0.843 0.25 

-0.578 0.22 

-0.480 0.24 

・1.490 0.26 

・0.140 0.21 

0.169 0.37 

-0.322 0.31 

-0.016 O.叫

・2.404 0.26 

0.086 0.27 

-0.369 0.30 

0.262 0.14 

0.158 0.11 

0.153 O.ll 

0.242 0.17 

3.933 0.08 
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-0.483 0.10 

・0.208 0.05 

・0.341 0.09 

-0.268 0.06 

0.046 0.05 

0.109 0.06 

0.126 0.07 

0.055 0.06 

・0.078 0.08 

・0.041 0.07 

0.005 0.01 

-0.849 0.07 

・0.207 0.08 

・0.434 0.08 

0.047 0.02 

0.051 0.02 

0.068 0.03 

0.133 0.04 

1.181 0.01 

-0.669 0.10 

・0.221 0.05 

-0.522 0.10 

・0.458 0.07 

0.029 0.06 

0.109 0.07 

0.129 0.07 

0.002 0.06 

0.095 0.10 

0.106 0.08 

・0.006 0.01 

・0.848 0.07 

0.008 0.08 

・0.321 0.09 

0.040 0.02 

0.043 0.02 

0.059 0.03 

0.107 0.04 

1.286 0.02 
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表6.4(続き) 各時点のマルチレベルMDCEVモデルの推定結果
(活動祖頬}

説明変数

(社会活動)

Constant 

Female 

Age 20-29 

Age30・39

Age50-59 

Age 60-69 

Age>70 

Low泊come

Highinωme 

Car 

Car inc 

Workcョ・

Homemaker 

MixedW 

Constant [p問fecture](0.) 

Car(叫

Female (0，) 

笠生出0，)
Cons回 t[泊t距 individ叫](吋

(移動)

C冶，nstant

Female 

Age20・29

Age30・39

Age50・59

Age 60-6θ 

Age>70 

Lo時"income

Highincome 

Car 

Car inc 

Worker 

Homemaker 

MixedW 

Cons凶 t[prefecture] (叫

Car (0，) 

Female (0.) 

Worker(叫

cm凶 [inter-individual](吋
最終対数尤度

サンプル数

1986 1991 2001 2006 

mean sd mean sd mean sd mean sd 

-10.84 0.85 ・12.67 0.88 ・14.76 0.95 -15.47 0.96 

・3.102 0.53 ・1.497 0.47 0.311 0.43 0.019 0.47 

・1.447 0.69 ・0.673 0.73 ・0.110 0.82 -1.421 1.03 

-0.275 0.45 0.333 0.47 0.554 0.54 0.485 0.61 

-0.233 0.47 ・0.100 0.46 0.522 0.47 0.192 0.54 

-1.169 0.57 0.038 0.51 0.813 0.53 1.777 0.57 

・1.971 0.79 ・1.471 0刀 -0.632 0.63 0訓 5 O.併

・1.276 0.44 -2.259 0.52 -0.441 0.50 -0.928 0.52 

1.938 0.92 2.520 0.72 0.943 0.72 -0.839 0.87 

0.857 0.62 0.447 0.62 0.486 0.63 -0.321 0.68 

・0.082 0.09 ・0.107 0.08 0.034 0.0唱 0.232 0.09 

・3.060 0.69 ・1.293 0.70 ・1.410 0.66 -2.497 0.61 

2.597 0.77 2.535 0.77 2.072 0.71 1.736 0.65 

-0.226 0.82 0.510 0.81 0.606 0.75 0.551 0.71 

0.226 0.20 0.249 0.21 0.170 0.14 0.158 0.13 

0.395 0.31 0.187 0.16 0.223 0.19 0.168 0.14 

0.401 0.35 0.599 0.42 0.210 0.18 0.235 0.21 

0.295 0.26 0.350 0.30 0.276 0.25 0.307 0.28 

7.586 0.24 7.610 0.24 7.471 0.23 7.794 0.27 

-5.156 0.28 -5.184 0.27 -4.453 0.23 -4.797 0.24 

・0.654 0.13 ・0.408 0.13 ・0.539 0.11 -0.388 0.11 

0.332 0.19 0.172 0.20 0.035 0.20 -0.182 0.23 

0.007 0.13 0.189 0.13 0.063 0.13 0.028 0.14 

・0.781 0.14 -0.578 0.12 ・0.496 0.11 -0.512 0.12 

-1.991 0.18 -1.618 0.15 -1.402 0.13 -1247 0.14 

・2.545 0.26 -3.481 0.24 -2.477 0.16 -2.463 0.16 

・0.425 0.13 ・0.765 0.15 ・0.423 0.13 -0.621 0.13 

・0.052 0.28 0.243 0.22 ・0.160 0.19 0.060 0.22 

・0.265 0.19 -0.164 0.19 -0.335 0.19 0.036 0.19 

0.028 0.03 0.005 0.02 0.059 0.02 0.025 0.02 

2.153 0.24 2.220 0.23 1.821 0.17 1.994 0.17 

・0.215 0.26 ・0.128 0.26 0.089 0.19 0.490 0.18 

0.540 0.27 0.890 0.26 1.434 0.20 1.085 0.20 

0.228 0.09 0.253 0.10 0.123 0.06 0.155 0.08 

0.111 0.07 0.163 0.10 0.076 O.倒 0.082 0.05 

0.162 0.11 0.285 0.14 0.116 0.07 0.106 0.07 

0.115 0.08 0.140 0.09 0.102 0.06 0.123 0.08 

3.042 0.05 2.870 0.04 2.628 0.04 2.729 O.倒

・72834 -73246 ・73709 -72180 

5000 5000 5000 5000 

-186ー



20-29歳 30・39. 40-49.  50・59. 6ι69鐘 >70爺

0.6 

0.4 

0.2 

。。
-0.2 

-0.4 

ー0.6

-0.8τ 世帯ケア

ー1.0 -tt 
..・_ 1986・・ト1991・噛....2001・#・200

ー1.2

2Cト29纏 30-39. 40-49. 50-59旗印-69歳 >70歳

0.5 

0.0 

-0.5 

-1.0 

ー1.5

-2.0 

日 ふ買物活動

竺土竺~1-・ー1986-1ト1991
・3.0 ~ 

20・29歳 30・39歳 40-49. 50・59. 60・69織 >70織

n

u

E

J

A

U

 

、，‘，
A

‘A

0.5 

。。
-0.5 

-1.0 

-1.5 

・2.0

-2.5 

.....1986・・←1991 2001・今+-200

20-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59. 60-69趣 >70.

0.0 

-0.2 

-0.4 

-0.6 

ー0.8

-1.0 

ー1.2
必須活動

-1.4 
-・-1986・・ト・1991・喧F・2001・+←・200<

ー1.6

20-29纏 30・39歳 40-49歳 50・59織 60・曲線 >70爺

4

3

2

1

0

1

2

3

4

5

6

 

n
u
A
u
n
u
n
u
n
u

《

U

n

u

n

u

n

u

n

u

n

u

20.29歳 30-39歳 40-49歳 5日・59歳 60・69歳 >70 j鼠

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

 

1

0

0

』

4

4

4

4

4

3

4

図6.1 年齢パラメータの経年変化

6.3.4 時間利用行動の変動構造の長期変化

表6.4の推定結果を式(6.3)に代入し特定した変動構造を図 6.2-6.7に示す.以下，結果から得ら

れる主要な知見をまとめる.

(り.監査生7:観測変動に焦点を当てると，全ての時点、において，世帯ケアへの時間利用に対し

て[性}3IJ]が最も大きな影響を持つものの，その影響は経年的に減少していることが分かる.そ

の反面， [ワークスタイル]の影響がわずかに経年的に増加する傾向にあるものの，経年的にそ

の変動割合が大きくなっているのは非観測個人間変動であることが図より確認できる.この

結果は，集計分析において明らかとなった，従来の日本における典型的な男女の役割分担が
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個人間変動

[29.3%] [34.6%] [42.6%] [47.8%] 

15.13 16.01 14.04 14.59 
合計
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図6.2 変動構造の経年変化 (世帯ケア)
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80% ワークス11イル
70% 自動車保有

60% 
-世帯収入

50% 
-年齢40% 

0.00 0.01 0.00 。。。
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0.05 0.10 0.22 0.08 
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16.85 20.12 22.39 23.48 
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図6.3 変動構造の経年変化 (必須活動)

変化している可能性を支持するものである.すなわち，世帯ケアへの時間利用に関する意思

決定は，性別以外の要因に依存する方向に変化しているといえる.

(ii).必筆宣塾:全ての時点において[ワークスタイノレ]が主要な変動要因であることが分かる.また，

残りの変動は非観測個人間変動であることも図より確認できる.必須活動の観測変動の割合

は，他の活動種類に比べて最も高い値を示しており，また，経年的に比較的安定しているよ

うに思われる.

(iii). 塁盤藍盈;世帯ケアと同様に[性~11]が主要な変動要因であるものの，その程度は 1986 年から

2001年にかけて減少していることが分かる.その反面， [ワークスタイノレ]及ひー非観測個人間
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図6.4 変動構造の経年変化(買物活動)
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図6.5 変動構造の経年変化(自由活動)
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変動の影響は経年的に大きくなっている.これらの点から，買物活動の変動構造の変化は，

世帯ケアの変動構造の変化と類似していることが分かる.

(iv).自由活動及び社会活動:これらの活動種類においては，全ての時点において，全変動の 90悦

前後が非観測個人間変動とし、う結果となった.このことは，自由活動及び社会活動の時間利

用に対する意思決定は，ここで導入した説明変数以外の要因によって規定されていることを

意味する.4章の結果，及び， Spissu(2009)の研究成果を踏まえると，非観測個人間変動の多

くは，非観測個人内変動に由来している と考えられる.ただし， 非観測個人内変動と非観測

個人間変動の識別した上で変動構造の変化を捉えるためには，離散時間寸車続時間パネルデ
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図6.6 変動構造の経年変化 (社会活動)
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図6.7 変動構造の経年変化 (移動)

ータが必要となる (3章参照). 

(v).整監.主要な観測変動要因は， [ワークスタイノレ](6.6%"-'9.6%)と[年齢](6.6%"-'13.4%)であるが，

残りの約 80%の変動は非観測個人間変動に由来していることが分かる. [ワークスタイル]の

影響が経年的に減少する傾向にあることが確認できる一方， [年齢]や非観測個人間変動につい

ては，一定の変化のパターンは観測されない結果となった.

総じて， 6.3.3において記述したように非観測空間変動は極めて小さい一方で，全変動に対する

非観測個人間変動が主要な変動要因であることが示された.これより，少なくとも観測変動の変
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化のみを対象とした従来の変化の検証は，十分に現象の変動を捉えられるだけの観測変数を導入

しない限り，変化を正確に計測できていない可能性が高い.変動構造の変化を観測することによ

り得られた最も重要な知見は，特に世帯ケア及び買物活動に対する非観測個人間変動が経年的に

増加傾向にある点である.このことは，導入した説明変数でモデノレを作成することを所与とした

状況下においては，たとえモデ、ル構造内のパラメータ p及び観測変数xを，最新データを用いて

更新したとしても，モデ、ルの精度は下がることを意味する.言い換えると，観測変数が対象とす

る行動に及ぼす影響の経年変化を考慮、し，当該パラメータを逐次修正したとしても，その予測精

度は低下してしまう可能性が高い.この問題を解決するための方法として，観測をより精微に行

い，新たに生ずるであろう影響要因を積極的に取り入れていくことが考えられる.この際.4章

において明らかとなったように，非観測個人内変動が非観測変動の主要な変動要因である可能性

が高く，複数日に渡る行動データの観測及び調査項目の充実が必要であるものと思われる.

6.3.5 地域レベルパラメータ(縮約推定量)の長期変化

次に，地域レベルパラメータの推定結果について考察を加える.本実証分析においては，地域

レベルパラメータは，ある観測変数にかかるパラメータの県聞の差異を意味する.ただし，上述

したように，県レベルの空間変動はほとんど存在しないため，ここで行う地域レベルパラメータ

の議論は，実際の行動理解においてはあまり有用ではないと言わざるを得ない.しかしながら，

地域レベルパラメータを求めることによりある観測変数の影響の空間分布の経年変化が観測する

ことは，政策を検討する上で重要となる局面も多々あると考えられるため，ここでは例として，

移動の基準選好関数における，常勤労働者変数にかかるパラメ一タの地域間差異(すなわち，

yκ;w恥o巾耐r(s=lし，.“..，47η)の分布)について考察することにする.
図 6.8に地域レベルパラメータの経年変化(常勤労働者の移動)を示す.パラメータの県間差

異は，時点ごとに異なるように見えるが，共通する点も存在する.具体的には，東京都市圏，京

阪神都市圏，北九州都市圏といった，比較的人口が集中している地域においては，地域レベルパ

ラメータは高い値を取ることが確認できる.このことは，常勤労働者の移動時間は非常勤労働者

に比べて移動時聞が長いことは表 6.4の結果より明らかであるが，都市圏においてはその傾向が

より顕著であることを示している.これは，都市圏においては，周辺地域から都心部への通勤が

他の地方都市と比較して多いことに由来しているためと思われる.しかしながら，このような推

論を詳細に行うためには，県単位の地域レベルパラメータでは粗すぎる可能性が高く，今後，こ

の点についてはより詳細に検証する必要がある.また，図 6.8からは，地域間差異の経年変化に

関する顕著な傾向は見られなかった.他の変数にかかる地域レベルパラメータについても同様の

分析を行ったが，全てのケースにおいて経年変化が顕著にみられるようなケースは見られなかっ

た.
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図6.8 地域レベルパラメータの経年変化 (常勤労働者の移動)

6.4 本章のまとめと今後の課題

本章では，活動・交通行動の変化を検証する上においても，変動構造の観点、が極めて重要であ

ることを指摘し，時間利用行動を例として実証分析を行い，変動構造の長期変化を具体的に示し

た.以下に，本章で、行った分析から得られた主要な知見をまとめる.

1) 活動 ・交通行動の現象の変化を検証するためには，観測変動の変化を確認するだけでは不十

分である点を指摘した.この点について，時間利用行動を対象とした実証分析を通じて実際

に非観測変動が経年的に増加傾向にあることを示し，導入した説明変数で、モデ、/レを作成する

ことを所与とした状況下においては，たとえモデ、/レ構造内のパラメー夕 日及ひ'観測変数xを，

最新データを用いて更新したとしても，予測精度は低下することを示した.このよ うな変化

の計測は，非観測変動を含めた変動構造の変化をみることによって可能となったものである.

これより，非観測変動の変化の検証は，変化の発生源に関する情報を含まないものの，モデ

ルの将来時点の予測精度を検証する上では極めて有用な方法であるといえる.

2) また， 地域レベルパラメータ(縮約推定量)を導出することにより ，ある観測変数が対象と

する現象に及ぼす影響の空間分布の経年変化を捉えることができることを示した.ただし，

実証分析では，空間単位が粗く，空間分布の経年変化の顕著な傾向は観測されなかった.今
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後，異なる空間定義，空間単位のもとで追加分析を行うことが望まれる.

本章では，時間利用行動に対する実証分析のみ行うにとどまったが，その結果から行動の長期

変化が生じていることが明らかとなった.その変化は，恐らくは交通行動の多様化により生じて

いるものであり，本実証分析で取り扱った説明変数を所与とした場合，予測精度は経年的に悪化

する傾向にあることが示唆された.これら点を踏まえると，今後，活動・交通行動の長期変化を

積極的に捉えていく必要があるとともに，離散時間→車続時間パネル調査も視野に入れた，より

精微な行動調査を展開し，新たに生ずるであろう影響要因を積極的に捉える努力が必要なものと

考えられる.
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第7章 離散的性質を有する変化 :価格弾力性の逐次モニタリング

本章の分析対象
Entry (Exit) pointを待つ変化要因の介入による行動変化

(低) 司己 ...........................記区

」不
確
実
性

(高)

小
Entry point 

小
Exitpoint 

時間紬(短期)i

t年 t+1年

7. 1 はじめに

6章において，異なる離散時点において観測された行動データを用いて，変動構造の長期変化

の把握を試みた.離散時点、において観測されたデータを用いる場合，変化の生じたタイミングに

ついては検証できず，例えば高速道路料金の値下げ等.Entry (Exit) pointを持つ変化要因の介入が

明らかであっても，その影響を観測することは困難である.そのため.Entry (Exit) pointを持つ変

化要因の影響を捉えるためには，時間軸上に連続して観測されたデータが必要となる.一方， 個々

人の行動を長期に渡って観測することが極めて非現実的であることは明らかである.これらの点

を踏まえると，マクロ時系列データは，詳細な変動の情報を含まないものの，長期に渡る連続的

なデータが保存されている場合が多く.Entry (Exit) pointを持つ変化要因の影響を捉えるのに適し

ている場合が多いものと考えられる.ただし， 個々人の自動車保有の変化等の微視的変化につい

ては把握できない.マクロ時系列データによって把握可能な変化は，例えば2009年3月から始ま

った休日の高速道路料金の引き下げ等，ある集団全体に対して影響を与えるよ うな巨視的変化で
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ある.

本章では，このようなEntry(Exit) pointを持つ変化要因の介入により生じる交通行動の(巨視的

な)変化を，ベイズ更新の概念を用いて逐次モニタリングしていく (3章において述べた方法を

用いる).モニタリングすることの意義は，変化の非対称性，時間遅れ等の影響を観測することが

できる点にある.また， 1章においてみたように， Entry (Exit) pointを持つ変化要因の介入は，計

画主体の領域外において行われる意思決定によるものが少なからず存在し，その影響を(将来時

点の)需要予測に直接的に反映させることが困難な場合が多い.そのため，その影響が一時的な

ものかどうかをモニタリングし，一時的ではない場合には予測値を修正する等の事後的な対応が

望まれる.

実証分析では， Entry (Exit) pointを持つ変化要因の介入の例として， 2008年4月の暫定税率の失

効 (25.1円/リットル)及び2008年 5月の復活， 2008年 8月までのガソリン価格の高騰及びそ

の後の急落を扱う.具体的には， 53路線の高速道路月間交通量データを用いて， 2008年 1月から

2009年 1月までの価格弾力性の逐次モニタリングを行う(なお，景気の急落についても同時期に

観測されていることから，景気動向が高速道路交通量に及ぼす影響についても考察を加えること

とする.以降，景気動向に対する弾力性をここでは所得弾力性と呼ぶ). この際，路線開差異を

考慮するためにマルチレベルモデノレとして交通需要(月間高速道路交通量)のモデルを定式化し，

縮約推定量としての路線別価格弾力性の逐次更新を行う (3章参照). 

7.2 実証分析:2008年 1月から 2009年 1月までの価格弾力性の逐次モニタリング

本節では実証分析の枠組み及び結果について記述する.まず， 7ユlにおいて，価格弾力性の安
定性に関する既往研究のレビューを行い，本実証分析の問題意識を整理する.7.2.2では，本研究

で使用するデータについて概説する.7.2.3では，本研究で構築するモデル及びベイズ更新につい

て整理する.7ユ4では，採用する景気動向指数を実証的に選定する.7.3.5では， 2008年 1月か
ら2009年 1月まで弾力性を逐次更新した結果を示し，考察を加える.

7.2. 1 既往研究のレビュー:価格弾力性の安定性

ガソリン価格が交通需要に与える影響は，ガソリン価格の変化率(%)に対する交通需要の変化率

(%)で定義される価格弾力性を用いて表現される場合が多い.価格弾力性は，ガソリン価格の変化

に対する人々の反応(行動変化)を直接的に示す指標であり，環境慣例税の導入の有効性の検証

等，示唆に富む重要な指標として位置付けられる.そのため，これまでにおいても数多くの研究

者・機関によって価格弾力性の推計が行われてきた.例えば，ガソリン消費に対する価格弾力性

(Droll田， 1984; Schimek， 1996)，道路交通需要に対する価格弾力性 (Schimek，1996; Johansson and 

Schipper， 1997)，公共交通需要に対する価格弾力性 (Currieand Phung， 2007&2008)等，様々な需

要に対する価格弾力性が算出されている.なお，既往の価格弾力性に関する総合的なレビュー論

文として， Goodwin (1992)， Goodwin et al. (2004)， Graham and Glaister (2002， 2004)等がある.また，

道路の将来交通需要推計に関する検討会(国土交通省道路局，2008)においても，ガソリン価格の
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高騰を背景とした価格弾力性の算出が試みられるなど，価格弾力性は交通計画上重要な指標の 1

っとして位置づけられている.Goodwin (1992)， Graham and Glaister (2002，2004)や国土交通省道路

局(2008)の推計結果をみると，短期的な価格弾力性は・0.1'"'"'・0.3(すなわち， 10%のガソリン価格の

上昇に対して交通量が 1'"'"'3%減少する)であるとの結論が一般的なようである.

一方，価格弾力性が一意な値として求まらないことがいくつかの既往研究により指摘されてい

る.1点目は，価格弾力性が(長期的な)時間の経過に伴い低くなっているとの指摘がある (Hughes

et a1.， 2008). 2点目は，ガソリン価格高騰に伴う交通量の変化のパターンが地域によって大きく

異なると想定される点である (Tanishita，2005) .特に，代替交通手段のサービス水準が貧弱な地方

部では，価格弾力性は極めて小さくなることが推測される.3点目は，ガソリン価格の上昇局面

と下降局面では反応が非対称となる点である (Dargayand Gately， 1997). Dargay and Gately(1997) 

は，オイルショック時のガソリン価格の高騰を対象とした実証分析を行い，一度ある関値を越え

るような急激な価格高騰が生じると，その後，ガソリン価格がもとに戻ったとしても需要は完全

にはもとには戻らないことを示している.4点目は，行動反応の変化が価格変化の理由(例えば，

課税による価格上昇か，需要と供給のバランスからくる価格上昇か)によって弾力性は変化する

ことが指摘されている (OECD，2000; Goodwin， 2004). Goodwin (2004)は，ロンドンにおける混雑

課金時に観測された初期の交通量の減少から求められる価格弾力性と，ガソリン価格の変化から

くる価格弾力性が異なることを指摘している.

本研究において対象とする価格弾力性の変化の観測対象は 2008年 1月'"'"'2009年 1月であるた

め，上述の 1点目は関与しないものの， 2点目'"'"'4点目の指摘は極めて興味深い.2点目について

は， 2008年 1年間を通じて起こったガソリン価格の急激な増減に対して地方部の路線と都市部の

路線の価格弾力性の変化にどのような違いが生じているのかを把握することにより，弾力性の変

化に対する空間的な差異に関する詳細な知見を得ることが可能である.3点目については， 2008 

年 8月までのガソリン価格の急激な高騰がある闇値に達したのかどうか，すなわち，その後のガ

ソリン価格の急落によっても交通量は完全にはもとに戻らなかったのかどうかを検証する価値が

あると考えられる.このような非対称性が存在する場合，価格弾力性は2008月以降上昇する傾向

を示すはずである.4点目については， 2008年4月の暫定税率の失効 (25.1円/リットル)及び

2008年5月の復活という政治的な要因によって生じた価格の増減と， 2008年8月までのガソリン

価格の高騰及びその後の急落という需要と供給のバランスによって生じたと考えられる価格の増

減とで，どのような弾力性の変化の違いが観測されるかという点である.仮に極めて異なる弾力

性の変化が観測された場合，近年議論されている環境税をガソリン価格に負荷する場合において

も，環境税を人々がどのように認識しているのかによって行動反応は異なってくるものと予想さ

れる

以上の点を踏まえて以下実証分析を進めていく.

7.2.2 使用データ

実証分析において使用するデータを表 1に示す.高速道路交通量データとして，首都高速道路

側，東日本高速道路闘がWeb上に公開している路線別交通量データ，西日本高速道路閥が管理し
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ている中国地方にある路線の交通量データを用いる(計 53路線.詳細は図 3参照).なお，分析

期間中に供用開始の影響が顕著な山陰道は対象から除外する.ガソリン価格は，石油情報センタ

ーが公開している月別県別のレギュラーガソリン庖頭現金価格を用いる.景気動向指数は，内閣

府が公表している 2種類の景気動向指数 (DiffusionIndexとCompositeIndex) のうち，景気動向

を量的に把握することを目的とする CompositeIndex(CI)を用いる.なお景気動向指数として，景

気に対し先行して動く先行指数，ほぽ一致して動く一致指数，遅れて動く遅行指数の 3つの指数

が公表されている.景気動向指数を導入した理由は，景気の急落がガソリン価格の急激な変動と

同時期に観測されており，交通量を決定する要因として無視できないと考えたためである.なお，

既往研究では所得弾力性を求めるために GDPを説明変数に取りこむことが頻繁であるが， GDP 

は四半期ベースで公表される指標であるため，ここでは景気動向指数を用いた.本実証分析では

景気動向に対する弾力性を所得弾力性と定義する.

図 1にガソリン価格及び3つの景気動向指数 CIの経時変化を示す.図より， 2008年 1年間を

通して急激なガソリン価格の増減が観測されていることが分かる.まず， 2008年4月における暫

定税率の失効及び5月の復活が目立つ.その後， 2008年8月時点においては，ガソリン価格は約

185円/リットルまで高騰するものの， 2008年9月以降急落し， 2009年 1月には 110円/リット

ルを下回っていることが分かる.景気動向については，一致指数，遅行指数については2008年ま

で安定的である一方で，その後減少傾向にあることが分かる.また，ガソリン価格と 3つの景気

動向指数の聞に高い相関は観測されないものの， 3つの景気動向指数聞に高い相聞があることが

確認できる.そこで本研究では，まず各景気動向指数を採用したモデノレを 3つ作成し，適合度の

最も高いモデルの景気動向指数を採用することとした.これについては7ユ4において述べる.

表7.1 使用データ一覧
データ データソース

路線別月間交通量 (2005.4・2009.1) 首都高速道路開調べ (http://附 w.shutoko.jp/).3路線

路線別月間交通量 (2006.4・2009.1)
東日本両速道路間調べ (http://'附 w.e・nexco.co.jp/).42路線(一
般有料道路含む)

路線別月間交通量 (2004.4・2009.1) 西日本両速道路開中国支社調べ.8路線(中国地方のみ)

県別月別ガソリン価格 (2005.4・2009.1)
石油情報センター調べ (http://oil-info.ieej.or.jp/).レギュフーガ
ソリン底頭現金価格

景気動向指数 (2005.4・2009.1)
内閣府が公表 (http:/，八NWW.cao.go.jp/index-e.html).景気動向を量
的に把握することを目的とした CompositeIndex (CI)を使用1

1先行指数(以下の 12系列から構成):最終需要財在庫率指数，鉱工業生産財在庫率指数，新規求人数，実質機械

受注，新設住宅着工床面積，耐久消費財出荷指数，消費者態度指数，日経商品指数，長短金利差，東証株価指数，

投資環境指数，中小企業売上げ見通し D.I.

一致指数(以下の II系列から構成):生産指数，鉱工業生産財出荷指数，大口電力使用量，稼働率指数，所定外

労働時間指数，投資財出荷指数，商業販売額，商業販売額，営業利益，中小企業売上高，有効求人倍率

遅行指数(以下の6系列から構成):第3次産業活動指数，常用雇用指数，実質法人企業設備投資，家計消費支出，

法人税収入，完全失業率
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ガソリン価格及び景気動向指数の経時変化図7.1 

ベイズ更新に基づく価格弾力性の逐次モニタリング手法

本実証分析で使用する逐次モニタリングの方法は， 3.4において述べたベイズ更新を基盤とした

ものである.以下， 7.2.3.1ではモデ、ルを定式化し， 7.2.3.2ではベイズ、更新の方法について再度説

7.2.3 

明を力日える.

モデルの定式化

本研究では，以下の式により定義される価格弾力性 ep (ガソリン価格に対する高速道路交通需

要の弾力性)及び所得弾力性 eE (景気動向指数に対する高速道路交通需要の弾力性)を求める.

7.2.3.1 

(7.1) e ~ 笠坐 ー δIn(Q)
E - dE/E δIn(E) 

en =笠/Q θLn(Q)
p- δ，p/p δln(P) ， 

Eは景気動向指数である.

式0.1)で定義される弾力性を算出するにあたって，log-logモデル(コプダグラス型関数に対数

を取ったもの)，部分調整モデ‘/レ伊artialadjustment model)をはじめ，多岐に渡る方法が存在する.

本分析では，多々ある方法のうち，どれが優れているかについては議論の対象とはせず，既存研

究において最も頻繁に採用されているモデル構造で、ある log-logモデ、ノレを採用する.ここでは， 7ユ1
における議論のもと，どのように地域間差異(実証分析においては路線開差異)を考慮するかに
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着目する.最も単純に地域間差異を考慮する方法は，路線別に log-logモデルを推定し，各路線の

弾力性を得る方法である.一方， Maddala et al. (1997)は，アメリカの各州におけるエネルギー需要

に対する価格弾力性推定の文脈において，州別の推定によって得られる価格弾力性はつの州

から得られるマクロ時系列データは数十サンプル程度と極めて限られており，その推定値は極め

て不安定であることを指摘している.一方，全地域のマクロ時系列データを合わせて推定する場

合においては安定した推定値が得られるが，州間で弾力性は一定であると仮定することとなる.

Maddala et al. (1997)は，州聞において一定の弾力性が存在するという仮説は簡単に棄却されるこ

とを指摘した上で，縮約推定量を用いた弾力性の推計を提案している(縮約推定量については 3

章参照). 

以上のMaddalaet al. (1997)の研究成果を踏まえて，本研究では以下のマルチレベルモデルとし

てlog-logモデノレを定式化する.

ln(Qimy)= (ん+れ。)+仇+れl)ln(Qim(yール仇+れ2)ln(P;my)

+(片+Yi3)ln(EimJ+い4+Yi九'y+ Gimy 
(7.2) 

ここで Qimyは，y年m月における路線iの月間交通量である.Q聞か1)は旅行シーズン等，交通

需要の年変動を調整するために導入した.P岬はy年m月における路線i周辺地域のレギュラーガ

ソリン庖頭販売価格，Emy はy年m月における景気動向指数，Tmyは時間の経過による交通量の増

減を捉えるためのトレンド項である.Gimyは平均0，分散向2に従う誤差項である.また， μ={μ0，μJ.

J.l2，μ3，μ4}は，各説明変数に対する路線平均の影響を表すパラメータ，'Yi = {)'iO， )'iJ. )'12， )'i3， )'i4}は路線

固有のパラメータであり，路線平均からの差異を表す(縮約推定量に当たる).ここで，加は平均

0，分散共分散zの多変量正規分布に従うとする.ただし，

v-y2 o σ
rOI 
σ
r02 
CTr03 0・r04

σr01 
V-72 1 σr12 σrl3 σrl4 

~=Iσr02 ιir12 vy2 2 CTr23 σr24卜 (7.3) 

σ
r03 σr13 σr23 σY2 3 CTr34 

σr04 σrl4 σr24 σr34 u y2 4 

ここで，J.l2は価格弾力性の定義([交通需要の変化率(%)/ガソリン価格の変化率(%))]= 

[dln(Q)ldln(P)])から高速道路交通量のガソリン価格に対する弾力性(路線平均)である.同様に，

仰は高速道路交通量の景気動向に対する弾力性(路線平均)である.また，路線平均からの差異

を加えたμ2+)1'2及び的+)'i3は，各路線の価格弾力性，所得弾力性にそれぞれ該当する.
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7.2.3.2 ベイズ更新

式(7.1)・(7.3)で定義されるモデルを， MCMC法を用いて推定する.具体的には，式(7.1)・(7.3)か

ら決定される以下の事後分布を定義する. 

.i'T(YP...'YI'μ，L，σ。IQ，x)∞I1I1 f(Qimy，Ximy I Yi'μ，σ。)P(YiI L)p(μ)p(L)p~σ。) (川
iel mye1T， 

ここで，17';はデータ期間を表す.また f(Qimy，Ximy I Yi，μ，σ0)は，式(7.1)から定義される尤度であり，

平均[ln(Qimy)-siO・silln(Qim(j.-l))・si2ln(Pimy)・ん ln(Emy)-si4Tmy]，分散向2に従う.p(y;jDはZの条件
下における Yiの確率分布であり，パラメータ加は平均%共分散Zに従う p(y;lDを事前分布とし，
パラメータエは p(Dを事前分布とするといった階層構造を持つ.ここで，p(Dは逆ウィシャート

分布，p(μ)は正規分布，p(σ0)は逆ガンマ分布に従う事前分布であり，すべて無情報事前分布を仮

定する.

以上のように，無情報事前分布を仮定した場合，統計的な観点からは m月までに得られたデ

ータを用いて推定することにより得られた μはBLUE(Best Linear Unbiased Estimator)に， Yiは

BLUP (Best Linear Unbiased Prediction)に該当する (3章参照).ここで， m+l月のデータ Qi(附ゆ

及びXi(m+l)yを入手した場合を考えよう.このとき， m+l月までのデータを用いて推定されるパラ

メータは，種々の変化要因の介入により m月までのデータにより得られたパラメータとは異な

る可能性がある.このとき， m+l時点においては， j.UYiはBLUPIBLUEではない.このような変化

に対応するために，本研究ではベイズ更新を用い， m+l月のデータが得られた時点で， m+l月に

おける BLUPIBLUEにパラメータを更新することを行う.具体的には，以下の式に基づき更新す

る.

π()ll'…，)lI'P，r.，σ。IQ，X，Qi(州 )y'Xi(附 l)y)
にTITIf(Q;my，x，岬 1)1;，μ，σ。)p()I;I r.)pい)p(r.)p(1σ。) (7.5) 

に TIf(Q;(叫

この更新を，新たなデータが得られる度に行い，パラメータが辿る変化の軌跡を追うことによ

り，弾力性の変化に関する推論を行う.

7.2.4 3種類の景気動向指数の比較

上述したモデルの推定においては MCMC法を用いる.具体的には，生成回数を 36，000000回，

稼働検査期間を 6，000，000回とし， 3，000回毎にサンプリングを間引くことにより，最終的に 10，000

回のサンプルを事後分布として用いた.なお，収束状況の確認は 3章に述べた方法によって行っ
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ている.

各景気動向指数(先行指数・一致指数・遅行指数)を用いた 3つのモデノレの適合度を表 7.2に

示す.なお，比較を行うためのモデノレ推定は， 2009年 1月までの全データを用いて推定している.

推定の結果， DIC， R2ともに，景気に対して一致して動く一致指数の適合度が最も高かった.よ

って以後の分析では，景気動向指数として一致指数を用いて分析を進める.

表7.2 3種類の景気動向指数を用いた推定結果の比較

最終対数尤度 1)

先行指数

2406.64 2481.78 

遅行指数

2460.22 
DIC ・4531.56 -4642.03 -4616.37 
R0.999306  0.999399 0.999397 
1)サンプリングしたパラメータの平均値を尤度関数に代入して得られた最終対数尤

度.最終対数尤度が正であるのは，尤度が密度関数で定義されているため.

7.2.5 2009年1月時点までのデータを用いた推定結果

2009年 1月時点までの全データを用いた推定結果を表7.3に示す.推定された路線平均の価格

弾力性は・0.118，所得弾力性は0.464となった.すなわち，ガソリン価格(景気動向指数)が 10%

高くなると，交通量は1.18%増加 (4.64%減少)する.この結果は，景気動向指数から得られる所

得弾力性を従来のGDP等を用いた場合に得られる所得弾力性と同ーと見なした場合，過去に行わ

れてきた推定値と矛盾しない結果である.また，ラグ項の推定値が大きいことから，高速道路交

通量は基本的には前年同月の交通量に大きく依存していることが分かる.推定されたzの分散に
着目すると，ガソリン価格にかかるパラメータを除いて全て有意な結果となった.これより，交

通需要を規定するモデル構造は路線によって有意に異なるといえ，路線開差異を考慮する必要が

あるといえる.なお，表7.3の推定結果は，後述する逐次更新結果の 2009年 1月の結果と一致す

る.

7.2.6 価格弾力性及び所得弾力性の逐次更新結果

価格弾力性及び所得弾力性の逐次更新結果を表7.4及び表7.5に示す.以下，路線平均の弾力性

変化，各路線の弾力性変化について順に考察する.

7.2.6.1 路線平均の弾力性変化

各弾力性の路線平均値の経時変化を図 7.2に示す.まず，価格弾力性に着目すると，ガソリン

価格が急落する異なる 2期間である 1)2008年4月の暫定税率の失効， 2) 2009年9月以降のガソ

リン価格の急落によって異なる変化が生じていることが分かる.2008年4月の暫定税率失効の期

間においては，価格弾力性は大きく低下する(すなわち0に近づく)ことが分かる.また，その
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表 7.3 推定結果 (2009年 1月までの全データを使用)

説明変数 Mean S.E. 
2.5%，97.5% 
quantiles 

定数項 μ。 0.413 (0.074) 0.267， 0.562 
ラグ項(y・1) μl 0.920 (0.019) 0.884， 0.957 
ガソリン価格 μ2 -0.118 (0.019) -0.156，・0.080
景気動向指数 μ3 0.464 (0.120) 0.226，0.702 
トレンド項 ど4 1.94E・4 (0.001) -0.001， 0.002 
残差 (Jo 0.002 (9. lE・~ 1.7E・3，2.lE・3

共分散(式(7均).(下線は相関係数.括弧内は S.E.)

サンプル数
R2 

LL 

pD 

DIC 

0.097 

(0.039) 

-0.938 

且且2

0.616 

息391

-0.031 2.3E-03 

(0.010) (8.9E・03)
0.01l -2.2E・03
(3.lE-03) (2.6E-03) 

-0.321 
4.0E・03
(2.5E・03)

迫.539 迫」垂l

迫.492 生旦皇

0.126 

(0.052) 

-0.038 

(0.016) 

-0.015 

(0.021) 

0.430 

(0.201) 

0.540 

5.6E-04 

(3.IE・04)
-2.4E・04
(9.8E・05)
4.0E・05
(9.9E・05)
1.6E-03 

(I.1E・03)
2.IE-05 

(7.0E・06)

1394 

0.9994 

2481.78 

160.76 

-4642.03 

Geweke 

-0.431 

0.390 

1.041 

-0.438 

0.490 

0.050 

低下は5月まで継続し，その後，再び2008年 1月""'3月の水準にまで戻ることが分かる.これよ

り，暫定税率の失効は，価格弾力性の変化を引き起こすものの，一時的な影響を及ぼすに過ぎな

いように見受けられる.なお，価格弾力性が小さくする方向に変化しているため，暫定税率の失

効に伴うガソリン価格の低下によって交通需要が増加することを抑制する方向に変化していると

いえる.すなわち，高速道路交通量の増加は， 2008年3月までのデータを用いて得られる価格弾

力性を用いた予測値よりも少ないといえる.一方， 2009年9月以降のガソリン価格が急落した期

間に着目すると，価格弾力性の平均値は比較的安定して推移していることが分かる.この結果か

ら，明らかにこの 2期間における価格弾力性の変化のパターンは異なることが分かる.この理由

の 1つとして，価格変化の理由が異なる点が挙げられる.具体的には，前者の期間におけるガソ

リン価格の変化は政治的な意思決定によるものである一方で，後者の期間におけるガソリン価格

の変化は主に需要と供給のバランスに由来するものである.この結果は，ガソリン価格が価格変

化の原因に依存する点において，上述した Goodwin(2004)の指摘と整合的な結果である.もちろ

ん， Goodwin (2004)の指摘は混雑課金についてであり，政策的な意思決定の種類は異なるものの，

共通する知見として，政治的な意思決定によるガソリン価格の変化は，市場原理により起こるガ

ソリン価格の変化と異なると見なす必要がある可能性が高い点が挙げられる.このことは，環境

税の導入を検討する場合においては，その導入効果は，環境税の額だけでなく，税の種類にも依
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※折れ線グラフはガソリン価格/景気動向を，棒グラフは価格弾力性/所得弾力性を示す.

価格弾力性 (左)及び所得弾力性 (右)の経時変化 (路線平均値)

存する可能性があることを示唆している.また，暫定税率が失効/復活した 2008年4月及び5月

前後の価格弾力性の推移をみると， 3月時点及び 6月時点において前月と比べて上昇する傾向に

あることが分かる.これより，暫定税率の失効前及び復活後には乗り控えが生じている可能性が

ある.このことは，行動反応に遅れ(lag)/先行(lead)が存在することを示唆していると考えられる.

次に，所得弾力性の経時変化に着目すると， 2008年 3月から 5月の期間において急激に低下す

る一方， 2008年8月以降は比較的安定しているように見受けられる_3月から 5月にかけての一

時的な弾力性の低下は，暫定税率の失効にも関与しているように思われる.具体的には， 3月時

点、において既に暫定税率が失効することは広く知られており，景気動向に依存せず，単に旅行の

プラン等を 4月に延期した影響が反映されている可能性がある.もう lつの可能性として， 3月

が多くの企業の年度末に該当するため，交通需要が景気動向に依存しないことが考えられる.た

だし，本分析で、行った集計的な分析からは，以上のような点に対する信頼に足る結論を導くこと

はできない.今後，これらの点について検証を加える必要がある.

図7.2

各路線の弾力性変化

各路線の価格弾力性及び所得弾力性の変化を図 7.3に示す.ここで，図より，理論的に整合的

でない弾力性(すなわち，正の価格弾力性及び負の所得弾力性)が観測されていることが分かる.

これらの不整合な弾力性の値は，東京 ・神奈川 ・埼玉を通過しない地方部の路線において主に生

じていることが分かる(詳細は表 7.4及び表 7.5参照).この理由の lっとして，地方部の路線に

おいては，交通量がもともと少ないため，イベント交通等の影響を受けやすい可能性がある.

路線別価格弾力性の推移に着目すると，変化の方向は路線によって大きく異なるものの，路線

毎にある一定の方向に変化している傾向にあることが分かる.特に，地方部の路線と都市部の路

線(東京・神奈川・埼玉通過路線)で大きな差があることが確認できる.具体的には，都市部路

線における価格弾力性は 2008年 l月時点、において全ての路線において平均値を下回る値を示す

ものの，2009年 l月時点には全ての路線が平均値を上回る値となっていることが分かる.このよ

うな路線問差異の構造が変化した時点を確認するために，異なる 2つの月において推定された路

-207-
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-・・・95首Quantileベ〉ー平均その他地方路線一一東京・神奈川・崎玉通過路線

の経時変化 (路線別)価格弾力性 (左)及び所得弾力性 (右)図7.3 

路線別価格弾力性及び所得弾力性の相関行列

2008 

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

1.00 0.99 0.98 0.97 0.97 0.97 0.96 0.94 0.52 0.18 -0.03 -0.10 -0.18 

2 色盟 1.00 1.00 0.99 0.98 0.98 0.97 0.96 0.52 0.15 -0.08 -0.13 -0.22 

3 0.98 1.00 1.00 0.99 0.99 。.99 0.98 0.97 0.54 0.18 -0.06 -0.12 -0.21 
4 0.97 主盟 生99 1.00 1.00 0.99 0.99 0.98 0.57 0.21 -0.03 -0.10 -0.18 

コ 込旦 息些 生99 L姐 1.00 1.00 0.99 0.98 0.59 0.22 -0.02 -0.08 -0.17 

6 込旦 込些 生盟 生盟 1.00 1.00 1.00 0.99 0.61 0.25 0.00 -0.06 -0.14 
2008 
7 ι2重 0.97 生盟 生盟 生盟 L盟 1.00 0.99 0.62 0.26 0.01 ー0.06 ・0.13

8 ι2生 生当 生97 込盟 生98 主塑 息盟 1.00 0.61 0.24 ・0.01 -0.07 -0.14 

9 0.84 0.87 0.86 0.85 生量生 息宣生 0.84 0.87 1.00 0.89 0.66 0.57 0.50 

10 息並 仏語 生些 生生Q 0.39 立38 生38 0.42 色豊旦 1.00 0.92 0.87 0.81 

11 -0.67 -0.65 -0.67 -0.70 -0.71 -0.73 -0.73 -0.71 -0.30 0.32 1.00 0.98 0.96 

12 迫.73 迫.72 迫之生 迫之昼 迫.78 迫.79 迫.79 迫.78 迫Al色20 0.99 l目。。 0.99 
2009 -0.70 -0.71 -0.74 -0.77 ・0.78 -0.80 ・0.80 ・0.79 ・0.42 0.16 0.95 0.97 1.00 

表7.6 

※下線は路線別価格弾力性の当該月ベアの相関係数を，斜体は路線別所得弾力性の当該路線ペアの相関係数を示す

線別弾力性の相関行列を算出する(表 7.6).その結果， 2008年 9月以前においては， 暫定税率の

失効及びガソリン価格の急激な高騰が起きたにもかかわらず，全てのベアにおいて高い相関が観

測された 一方， 2008年9月以降，相関係数は急激に低下することが確認できる.これよ り，

ソリン価格の急落が生じた2008年 9月以降において路線開差異の構造が変化したと言える.

ここで， 何故， 2008年 8月以前においては観測されなかった構造変化が， 2008月9月以降にお

いて観測されたのかについて考察する.考えられる理由の lっとして，都市部の路線においては，

2008年 8月までのガソリン価格の高騰がある闇値を越えた結果，その後のガソリン価格の急落が

生じた状況においても交通量は完全にはもとの状態には戻らなかった可能性が考えられる.

ガ

この

結果は，上述したDargayand Gately (1997)の指摘と整合的である.ただし，地方部の路線にはDargay

and Gately (1997)の指摘は当てはまらないと考えられる.

次に，路線別所得弾力性の経時変化に着目すると，価格弾力性と同様に，
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いて弾力性の地域間差異の構造が大きく変化していることが確認できる(表 7.6).このような構

造変化の原因として，景気の悪化に伴う，各路線の沿線における産業や商業等の変化が，路線ご

とに異なる変化を示したことが考えられる.ただし，このような変化の原因については，複数の

変数を統合した景気動向指数ではなく，各構成要素が交通量に及ぼす影響を詳細に評価する必要

があると考えられる.山上(1991)や梶川(1999)によって，特に鉱工業生産指数や消費支出と，高速

道路交通量の聞に高い相闘が見られることが指摘されており，例えば鉱工業製品を生産している

工場の閉鎖/移転等の影響を詳細にみていくことが今後の課題として挙げられる.

7.3 本章のまとめと今後の課題

本章では，離散的な性質を有する変化として2008年一年間を通して観測されたガソリン価格の

急激な増減を対象に，価格弾力性(及び所得弾力性)の経時変化について検証した.以下，本分

析から得られた主要な知見をまとめる.

1) 2008年4月の暫定税率の失効及び5月の復活は，大きく価格弾力性を変化させる変化の要因

であるものの，一時的な影響を及ぼすに過ぎないことが明らかとなった.ただし，暫定税率

の失効前及び失効後においては，価格弾力性は一時的に高くなっており，遅れ(lag)/先行

(Iead)の影響が存在する可能性が示唆された.

2) 価格弾力性及び所得弾力性の路線開差異の構造は，ガソリン価格の急落が起こった2008年9

月以降において大きく変化していることが明らかとなった.

3) 価格弾力性の変化は，価格変化の理由に依存することが明らかとなった.すなわち，政治的

な意思決定によるガソリン価格の変化は，市場原理により起こるガソリン価格の変化とは異

なる可能性が高いといえる.これより，環境税の導入を検討する場合においては，その導入

効果は，環境税の額だけでなく税の種類にも依存する可能性があることが示唆された.

4) 都市部の路線においては， 2008年8月までのガソリン価格の高騰程度の一時的な価格上昇に

よって，たとえその後ガソリン価格がもとの水準に戻ったとしても，高速道路交通量は完全

にはもとには戻らない可能性があることが示唆された(すなわち非対称性が存在する). 

以上の結果より，計画主体の領域外において行われる意思決定によって，交通行動は大きく変

化する可能性が示唆された.このような変化要因の介入が生じるかどうかに関する予測は極めて

困難であり，予期せぬ変化要因への対応は，需要予測の範障を超えると考えられる.そのため，

交通行動の変化を逐次モニタリングし，変化要因の介入により生じる変化が一時的なものでない

場合においては，事後的に対応することが必要である.本章では，そのための lつの方法として

ベイズ更新を用いた逐次モニタリング手法を提案した.提案手法によって得られる知見も多いも

のの，残された課題も多い.方法論的な観点からは，時間の経過に伴い過去のデータが有する情

報の価値は低下すると考えられるが，提案手法ではこの点を考慮、していない(すなわち，全時点

のデータの情報の価値は同ーと仮定している).今後，時点によってデータを重み付けし，現在の

情報により敏感なベイズ更新の枠組みを構築する必要があるように思われる.また，他の行動側
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面への適用を積極的に行い，実証分析を蓄積していくことが望まれる.
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第8章結論

8. 1 本研究の成果

交通計画の実現過程においては不可避的に不確実性が伴うため，近年では，幅を持った予測値

を提示する等，不確実性の存在を考慮、し，一般に公開していく必要性が指摘されている.一方，

計画策定プロセスにおいてどのような不確実性がどの程度内在しているかに関する理解は極めて

限られており，結果として，不確実性はないものと仮定して計画を進めざるを得ない状況にある.

このような背景のもと，本研究では，不確実性を変動・変化の観点から明らかにしていくことを

試みた.以下，本研究の成果を，変動・変化を捉えるための分析フレームの構築，変動の観点か

ら見た施策検討プロセス上に発生し得る不確実性，変化の観点から見た時間軸上に発生し得る不

確実性の3つの観点からまとめる.

8. 1. 1 変動・変化を捉えるための分析フレームの構築

従来においては，実際の現象が有する膨大な変動・変化の情報のうち着目すべき変動・変化を

アプリオリに決定することにより，変動・変化の情報の抽出/集約がなされてきた.例えば，あ

る一日において観測された交通行動を代表的な行動と見なし，交通行動の個人間の同質性を仮定

し，将来時点においても現象の因果構造は変わらないと仮定することによって，現象の有する膨

大な変動・変化の情報は，極めてシンプルで扱いやすい情報に変換されてきた.一方，このよう

な一連の仮定を置くことによって失われた変動・変化の情報がどの程度存在するのか等，これら

の仮定の妥当性は十分に検証されてこなかった.

以上の点を踏まえて，従来の情報の抽出/集約プロセスにおいて捨てられてきた変動・変化の

情報を定量的に把握するための分析フレームを 3章において構築した.まず，教育学や地理学，

育種学，疫学等の他分野において発展してきたマルチレベル分析を援用し，活動・交通行動に内

在する変動の情報を，個人間変動，世帯間変動，経日変動，空間変動，個人内変動の 5つに分解

する方法を提案した.あわせて，各変動に対して観測変動と非観測変動を識別できるように展開

した.さらに，マルチレベノレ線形モデル，マルチレベルロジットモデル，マルチレベル恥mCEV

モデルと，複数の既存モデルをマルチレベル分析に拡張することにより，多くの行動側面の変動

構造を特定できることを示した.これによって，例えば，ある一日において観測された交通行動

を代表的な行動と仮定することにより生じる変動情報の損失，交通行動の個人間の同質性を仮定

するゾーン単位の分析により生じる変動情報の損失等を，様々な行動側面を対象として定量的に

把握することができるようになった.また，個人変動と空間変動の交互作用から生じる共変動は，

個人に固有の空間変動の影響を表すことを指摘し，交互作用を表す新たなランダム変数の導入に

よって容易に拡張できることを示した.以上の変動構造の特定については， 4章において実証分

析を試みた.また，マルチレベルモデルから得られる縮約推定量の特性について 3章において整

理した.5章において，縮約推定量を用いた，行動の類似性に基づく活動分類への応用方法を提
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案した.具体的には，活動種類の影響をランダム変数として扱うマノレチレベルを推定することに

より，各活動種類に対する縮約推定量を算出し，縮約推定量を用いて定義される行動の類似性に

基づきクラスター分析を実行することで活動分類を決定する手法を提案した.また， 6章及び 7

章においては，縮約推定量に基づく空間変動の把握を実証的に試みた.

次に，以上に見た，ある断面における変動を詳細に把握するためのマルチレベルモデ、ルの手法

を，時間軸上の変化を捉えるために拡張する方法について提案した.具体的には，離散時間→車

続時間パネルデータが利用可能な場合，分散の構造化によって，上に示した個人間変動，世帯間

変動，経日変動，空間変動，個人内変動から成る変動構造の変化を観測できることを示した.ま

た，離散時間→車続時間パネルデータが利用可能な状況が極めて稀であることを考慮して，焦点

を当てる変動の種類を限定した，離散時間パネルデータが利用可能な場合における変動構造の変

化，繰り返し横断データが利用可能な場合における変動構造の変化を把握する方法を提案した.6 

章において，繰り返し横断データを用いて，変動構造の変化を実証的に特定した.

また，ベイズ更新の方法を援用することにより，マルチレベルモデルにより特定されたモデ、ル

を，時間軸上に逐次更新していく方法を提案した.これによって，時間軸上に連続した変化を観

測することが可能となった.特に， Entry但xit)pointを持つ変化要因の介入の影響を確認、するため

には，このような時間軸上に連続した変化の観測が有効であることを指摘した.7章において，

マクロ時系列データを用いた実証分析を行った.具体的には， Entry (Exit) pointを持つ変化要因の

介入の例として， 2008年4月の暫定税率の失効 (25.1円/リットル)及び2008年5月の復活，

2008年8月までのガソリン価格の高騰及びその後の急落を対象として，価格弾力性の変化につい

て分析した.

以上構築した分析フレームは，データの利用可能性に強く制約を受けるものの，交通現象に内

在する変動・変化を網羅的に捉えることができる点が特徴である.例えば， 1日の行動データを

用いて，伝統的な四段階推定法により交通行動をモデル化し，そこで抽出された関係式が20年後

も変化しないと仮定して得られた予測値に内在する不確実性の把握を試みることが可能である.

ただし，変動・変化の観点からみた不確実性のみ扱っており， 1.l.lに見たような総合的な意味で

の不確実性ではない点に注意する必要がある.

また，母集団のセグメントを考えるに当たっては，上述したマルチレベルモデル及びベイズ更

新の援用では対応できないため，別途新たな手法を提案した.特に，活動抵抗の高いサプ集団を

抽出することを目的として，活動抵抗に基づく母集団のセグメント手法と提案した.具体的には，

限界効用逓増+逓減を仮定する時間配分モデルを構築し，複数の均衡解に行動論的解釈を与える

ことによって活動抵抗を導出し，導出された活動抵抗をセグメントの基準として用いることによ

って母集団のセグメントを行う方法を提案した.提案手法は，明らかに活動抵抗の高い事象に対

してのみ利用可能であり，適用可能な場面は非常に限定的であるものの，行動結果の情報から直

接観測されない活動抵抗を求めることが可能となった点において有用な手法であると考えている.

8.1.2 変動の観点から見た施策検討プロセス上に発生し得る不確実性

4章では， 3章において提案した分析フレームを用いて，出発時刻，活動発生，交通手段選択，
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時間利用の 4つの行動側面に内在する変動特性を明らかにすることを試みた.また 5章では，活

動・交通行動の変動を特定する際に問題となるセグメント問題について扱った.以下，これらの

分析を通して得られた，変動の観点から見た施策検討プロセス上に発生し得る不確実性に関する

知見をまとめる.

第 1に，複数の行動側面において経日変動が存在することが明らかとなった.これは，個々人

の行動結果を 1日単位で集計した場合においても，その集計値は日付間で異なることを意味する.

言い換えると，ある 1日において観測された行動は，集計レベルにおいても代表性を保証できな

いことが明らかとなった.この傾向が特に顕著であると考えられる，経日変動が全変動の 10%以

上を占める行動側面は，日常買物の出発時期~ (11.6%).非日常買物の出発時刻(11.0%).仕事の

活動発生(14.0%).日常買物の活動発生 (12.5%).必須活動の時間利用 (30.2%).日常買物の時

間利用(12.4%)であった.これらの行動側面については，集計値であっても他の日にちへの推論

を拡張する際には注意を要することが確認された.

第2に，出発時刻，活動発生，時間利用の行動側面では，必須活動においては個人間変動が，

自由裁量型活動においては個人内変動が高くなる傾向にあることが明らかとなった.このことは，

ある一日において観測された個々人の行動は，自由裁量型の活動の場合，その個人の代表的な活

動ではない可能性が高いことを意味する.これより，自由裁量型の活動を詳細に把握し，予測・

評価するためには，複数日の行動データが必要であることが示唆された.

第3に，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用の 4つの行動側面において，個々人の

ある断面(1日)において観測された行動を代表的な行動結果と見なせ，かっ，これらの結果を集計

した場合に観測される日単位の集計量が代表性を有すると見なせる行動側面は，交通手段選択の

みであった.もちろん，交通手段選択においてもある一定の個人内変動や経日変動が観測されて

いるものの，他の行動側面に比べ. 1日のみの観測データを用いてある程度正確にモデル化でき

る可能性が高いことが示唆された.

第 4に，出発時刻，時間利用を対象として変動の観測可能性を検証した結果，個人間変動，世

帯間変動，経日変動，空間変動，個人内変動のうち，経日変動は観測変数によって十分にその変

動を捉えることができる一方(主に曜日変動として捉えることができる).個人内変動を観測変動

に落とし込むことは極めて困難であることが明らかとなった.特に自由裁量型の活動においては，

個人内変動が主要な変動要因であることから，観測変動のみを用いた従来のモデリング手法では

大きな誤差が生じる可能性が示唆された.すなわち，変動情報の抽出/集約プロセスにおいては，

個人内変動の情報をモデル内に反映することは困難であることが示された.このことは，たとえ

複数日にわたる行動データを取得したとしても，その情報をうまくモデル化することは極めて困

難であることを意味している.一方，複数日に渡る行動データは，個人内変動の程度を定量的に

示す上で欠かせないものであり，この点を踏まえると，複数日の行動を観測した上で，捉えるこ

とのできなかった非観測変動を不確実性の 1種として捉え，予測値の幅を決定するために用いる

ことが有用ではないかと考えている.

第 5に，活動分類の与え方によって，どの程度捉える事のできる変動は異なるのかについて，

活動開始時刻を対象に検証した結果，アプリオリなセグメントを用いた場合は，全変動のうちの

12.9%が観測変動であった一方，提案した行動の類似性に基づく活動分類手法を用いた場合，全変
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動のうちの 46.4%を観測変動に落とし込むことができることが明らかとなった.すなわち，採用

する活動分類によって，観測変動/非観測変動の比は，大きく異なることが示された.これより，

「活動分類の選択」は，これまで重点的に研究が行われてきたモデ、ル構造や説明変数の選択と同

様に，現象を記述する上でその精度を左右する重要な要素であることが示唆された.

第 6に，提案した活動抵抗に基づく母集団のセグメント方法を，過疎地域における買物活動参

加，発展途上国における学校参加を例に実証分析を行った結果，通常想定される母集団のセグメ

ント基準では，活動抵抗の高いサプ集団をうまく抽出できない可能性が高いことが明らかとなっ

た.具体的には，過疎地域における買物活動参加に対する活動抵抗の高いサプ集団は， r自動車の

利用可能性Jや「高齢者かどうかJだけでは十分に判別できないこと，学校活動参加に対する活

動抵抗の高いサプ集団は世帯収入」だけでは十分に判別できないことが示唆された.

第7に，セグメントごとに変動構造を特定し，比較する有用性を実証した.具体的には， [自宅

内介護者・自宅外介護者・非介護者]X[平日・休町の計6つのセグメントを設定し，その変動構

造の差異を明らかにした.その結果，平日に比べて休日の方が非観測変動は大きいこと，自宅内

介護者はICTツールの保有による影響を受けやすいこと等が明らかとなった.

以上を要するに，行動に内在する変動の情報を抽出/集約する施策検討プロセスにおいては， 1 

日の行動データやゾーン単位の集計モデル，アプリオリなセグメントを採用することによって，

無視できない量の変動情報を失っていることが定量的に示された.失われた変動情報が不確実性

を生じさせる 1つの要因であることは明らかであり，その程度を把握するためには，少なくとも，

個人内変動の影響を評価できる複数日の行動データが必要不可欠であることが確認された.

8. 1.3 変化の観点から見た時間軸上に発生し得る不確実性

6章では変動構造の長期変化を， 7章ではEntry(Exit) pointを持つ変化要因の介入による行動変

化について分析を加えた.以下，分析結果から得られた主要な知見をまとめる.

第 1に，非観測変動の影響を含めた変動構造の長期変化について時間利用行動を例として実証

分析を行った結果，非観測変動の占める割合が高くなる方向に変動構造は変化していることが明

らかとなった.このことは，使用する説明変数を所与とした場合，たとえモデル構造内のパラメ

ータ及び観測値を最新のデータに更新したとしても，予測精度は経年的に低下することを意味し

ている.この原因の 1っとして，行動の多様化が起因している可能性が高い.この点を踏まえる

と，ある時点において特定したモデ、ノレを将来時点に拡張する際には，“行動とそれを規定する要素

の因果関係は安定しておらず，時間軸上に変化し得る"点を考慮するだけでなく，“行動の多様化

により，行動とそれを規定する要素の因果関係は経年的に複雑化している可能性が高い"点を踏

まえる必要があることが示唆された.

第2に， En町 (Exit)pointを持つ変化要因の介入による行動変化について2008年4月の暫定税

率の失効 (25.1円/リットル)及び2008年5月の復活， 2008年8月までのガソリン価格の高騰

及びその後の急落を例として実証分析を行った結果，暫定税率の失効/復活については，その交

通行動への影響は大きいものの，一時的な影響を及ぼすに過ぎないことが明らかとなった.ただ
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し，暫定税率の失効前後に遅れ(lag)/先行(lead)と思われる変化が観測されており，“行動変化は

変化要因の介入により瞬時に起こるわけではなく，その前後の期間にまで影響を及ぼす"ことが

示唆された.また，都市部の路線においては， 2008年8月までのガソリン価格の高騰による一時

的な価格上昇によって，たとえその後ガソリン価格がもとの水準に戻ったとしても，高速道路交

通量は完全にはもとには戻らない可能性があることが示唆された.このことから，“行動変化は非

対称的性質を有する"ことが示唆された.

以上を要するに，断面データを用いて将来時点の予測・評価を行う際に必要となる仮説，“行動

変化は瞬時に起こる“行動変化は対称的かっ可逆的性質を有するぺ“行動とそれを規定する要

素の因果関係は安定しており，時間軸上に変化しない"は，少なくとも上の実証分析のケースで

は棄却された.さらに，最後の仮説については，行動とそれを規定する要素の因果関係は経年的

に複雑化している傾向にあることが示唆された.

8.2 政策分析への示唆

8.2. 1 政策指向型の分析

1章において概観したように，環境問題への早急の対応等，交通計画が有する課題は大きく変

化している.このような状況下においては，旧来行われてきた，過去の趨勢をベースとして予測

するトレンド型のフォアキャスティングではなく，政策目標を定めたパックキヤスティング型の

政策分析・評価がますます重要になるものと予想される.例えば，具体的な温室効果ガス削減目

標の設定が世界規模で議論されていることを踏まえると，その目標の達成のための計画立案が必

要になってくるものと考えられる.このような，いわば政策指向型の政策分析・評価の場合，異

なるスケール・対象・期間を持つ各種政策を総動員して政策目標を達成することが重要となる.

交通現象の変動・変化の情報は，以上のようなパックキャスティングに基づく政策指向型の分析

を進める際において有用な基礎情報を提供し得るものと考えている.以下では，温室効果ガス削

減を目標として自転車の利用促進を図る場合を例に取り上げ，本研究において見てきた変動・変

化の情報の役割について若干の考察を加える.

自転車の利用促進は，モピリティマネジメントに代表されるような協力行動を促す心理的方略

から，自転車道の整備及びその連続性の確保，土地利用の再編まで，極めて異なるスケール・対

象・期間を有する各種施策によって達成し得るものと考えられる.4章において示した交通手段

選択の変動構造は，このような異なるスケールを持つ各種要因から影響を受ける交通行動の変容

を生じさせ得る政策のスケールに目途を付けるために利用できると考えられる. ドイツのカール

スルーエ市及びハレ市を対象とした実証分析の結果からは，個人間(世帯同)変動(個人(世帯)属性

や個人の習慣等)が自転車を利用するかどうかに対して支配的な影響を持つことが示された.ま

た，自転車保有や個人属性の影響を考慮、した場合においても，高い非観測個人間変動が観測され

たことから，個々人の持つ習慣や選好により自転車の利用が規定されている可能性がある.その

反面，居住地や出発地・目的地の差異により生じる空間変動の影響は小さいことが示された.こ
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のように，有効性が高いと思われる政策メニューを絞り込む際において，交通行動の変動の情報

は有用なものと考えられる.

また，パックキヤスティングを行う際においては，フォアキャスティングと比較して，行動変

化をモニタリングすること，及び，政策介入の程度を適宜チューニングすること，が極めて重要

と考える.6章及び 7章にて示したように，人々の活動・交通行動を規定する変動構造は時間軸

上に変化し得るものである上，経済状況の急変や石油価格の急激な高騰・急落等，極めて短期間

で社会情勢は変化し，それに伴い人々の行動も変化し得る.予測の精度ではなく，目標の達成に

重きを置くパックキャステイングにおいては，これらの変化を観測し，観測した情報をもとに，

現在進め(ょうとし)ている政策の微修正を繰り返し，目標値の実現可能性を常に確認しておく

必要があるものと思われる.この際においては，各政策の柔軟性を考慮、し，チューニングが可能

な政策変数を準備しておくことも重要となろう.

8.2.2 頑健性を考慮した交通政策の評価

本研究では，変動・変化の観点から不確実性について若干の考察を試みたに過ぎないが，それ

でも，交通計画の実現過程には，極めて高い不確実性が存在することが示された.このような状

況下において政策分析を行うために今後行っていくべき研究の方向性として以下の 2通りがある

と考えている.

1点目として，非観測変動をより丁寧に説明しようとしたり，モデル内に変化の要素を含む動

的モデルを構築したりする方向性が考えられる.言い換えると，現象のより良い理解を通じて精

度の高いモデルを構築しようとする従来研究の延長線上の方向性が考えられる.この場合，非観

測変動や変化によって生じる不確実性を無くするように努め，政策分析の確度を高めるよう努め

ることとなる.ただし，過度に複雑なモデノレを構築してしまうと，時間的に安定しないモデル構

造となってしまう恐れがある点に注意する必要があろう.

2点目として，非観測変動や変化の存在を認めた上で，より頑健な政策分析を模索していく方

法が考えられる.言い換えると，予測値や評価値が数値として正確であるよりも，その予測・評

価が不確実性を伴うとの前提のもと，それでもなお，対象とする政策を行うべきかどうかを判断

するための手法を開発していく方向性が考えられる.

上の 2つの方向性は背反するものではなく，その特性を踏まえて研究を蓄積していく必要があ

ると考える.前者は，全ての計画行為の基礎となる現象の理解を深める点においても必要不可欠

な視点である.しかしながら， 1章において見たように，完全な不確実性の排除はほとんど不可

能に近い点，施策立案者は不確実性が存在する状況下において判断を下さざるを得ない状況にあ

る点，さらに，上述したパックキヤスティングの重要性がますます高めっている点を踏まえると，

後者の視点の重要性が浮き彫りになる.Kouvelis and Yu (1997)は，不確実性下における意思決定者

が取るべき手段として以下を挙げている.

“The best way to handle uncertainty， and to make decisions under uncertainty， is to accept 

uncertainty， make a strong effort to s凶 ctureit and understand it，組dfina11y， make it part of白e
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decision making reasoning (p 1)" 

この Kouvelisand Yuの指摘からみると，本研究で行ってきた一連の研究は，不確実性を構造化

し，理解することに努めたものであると言える.最後段階である，意思決定の一部として不確実

性を取り込む点については，本研究では議論できなかった.本研究では，変動・変化の観点から

不確実性をみたに過ぎないが，交通計画に内在する不確実性が極めて高く，その存在は，複数日

の観測データ，複数時点の観測データを用いて初めて明らかとなるものである.今後，不確実性

を意思決定に取り込んだ頑健性を考慮した交通施策評価手法を構築していくとともに，それでも

なお残る不確実性への対応としてモニタリング及び実施している政策の微修正を行っていく必要

性は極めて高いものと考えている.

8.3 調査論への示唆

従来から，モデリング手法の善し悪しを比較・評価する研究については膨大な蓄積がなされて

きたものの，調査手法の善し悪しの比較・評価を行う研究の蓄積は極めて限られている (Stopher

and Jones， 2003).本節では，本研究の成果から示唆される今後の調査の方向性について考察を加

える.

8.3. 1 データの取得期間・間隔

4章における分析の結果，活動・交通行動に一定の経日変動が存在することが示されたことか

ら，少なくとも 1日の行動結果を代表的な行動と見なす調査に依存する計画の妥当性を再度検討

する必要があると考えている.また，極めて大きな個人内変動が観測された点，及び， ICカード

をはじめとする技術の発展に伴い個別化された政策の実施が可能となりつつある点を踏まえると，

複数日に渡る行動調査による詳細な個人の行動パターンを把握する重要性はますます高まってい

るものと予想される.これらの点を踏まえると，今後の調査形態として， 1日の大規模な行動調

査だけでなく，行動の変動・変化を詳細に捉えるために連続時間一離散時間パネル調査を併せて

行い，変化要因の介入による離散的な変化に対しては，マクロ時系列データ及び以下にみる

Continuous surveyを用いて対応していく方法を考慮する必要があろう.連続時間一離散時間パネ

ル調査については， ドイツにおいて行われている GermanMobility Panelの調査形態が参考となろ

う.German Mobility Panelは， German Federal Ministry ofTransportからの資金提供で成り立ってい

る，調査期間に制約のない恐らく唯一の連続時間一離散時間パネル調査である.

さらに，被験者の負担を考慮しつつ変化の把握を試みるためには，オーストラリアのメルボ/レ

ンで行われた VictorianActivity and Travel Survey (Morris et al.， 2001)や，シドニーで行われた Sydney

Household Travel Survey (Battellino and Peachman， 2003)等の，パネルデータに見られる同一個人を対

象とした調査ではなく，異なる個人の交通行動を数年間に渡って連続的に尋ねる調査(Continuo凶

survey)の実施も視野に入れる必要があろう.これによって， 7章において集計レベルで分析した

Entry但xit)pointを持つ変化要因の介入による交通行動への影響をより詳細に把握することがで
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きる.また，お盆や正月，観光シーズン等の特異日の行動結果及び季節間変動の把握や，供給側

のシステム変化に対する行動変化の把握等，多岐に渡る交通行動の変動・変化の観測及びその影

響要因の把握が可能となる.ただし，個人内変動の情報を含まないため，個々人の行動リズムそ

のものの変化を把握することは困難である.

以上の点を踏まえると，変動・変化を捉える観点から望ましい調査体系の lっとして，離散時

間→車続時間パネノレ調査及びContinuoussurveyの併用が考えられる.8.2においてみたように，パ

ックキャスティングのような政策指向型の分析が必要とされる現在の状況下においては，ある 1

日の母集団全体の行動結果を再現するために特定日の行動結果を膨大に取得する従来の調査体系

よりも，変動・変化を詳細に把握することができる調査体系の採用がますます必要になると考え

る.すなわち，現在行っている政策の効果をモニタリングしながら目標に向けて逐次微調整を行

うことを許容するデータを取得する必要性は極めて高いものと思われる.

8.3.2 データの保存・公開・統合

上述の調査の改善と並んで重要な点として，データの保存・公開・統合の問題が挙げられる.

この点に関しては他の分野でも同様の問題を有しており，例えば前田(2004)は，日本においては社

会調査データを重要な社会的・学術的資源と考え保存・公開する努力が最近まで組織だ、つては行

われていなかったことを指摘し，データの一括保存・公開の意義として， 1)政策課題の検討に向

けた過去の調査データの蓄積， 2)調査回数の抑制および新規調査の質的改善， 3)データ収集・整

理に必要な膨大な時間的負担および研究費獲得の必要性からの解放， 4)データの散逸の防止，の

4点を挙げている.以上の点は，交通行動調査に対しても当てはまる重要な指摘であると思われ

る.残念ながら，交通行動調査についても，調査の実施に際してこれまでに極めて多額の投資を

行ってきたにもかかわらず，過去の多くの調査データが紛失してしまっているとしづ現状がある

(Stopher and Jones， 2003).これによって，本来可能であるはずの行動変化の把握ができなくなっ

ている例も多数存在するものと思われる.

調査費用の削減，調査規模の縮小の潮流にあり，また一方で，上述したように変化のモニタリ

ングに耐え得るだけのデータが必要とされる中で，全体としての調査費用の効率化を可能とする

複数データを共有するプラットホームの構築は，極めて重要な課題である.さらに，モデルに比

べてデータは，時間的にも空間的にも個別的であり，一般化できないものであるが故に，その保

存・公開の必要性は極めて高いものと考える.事実， 2009年4月には全面改正された統計法が施

行され，公的統計の体系的な整備を通じて「行政のための統計」から「社会の情報基盤としての

統計Jに転換することが意図されている.交通行動調査に関連する各種データに関しても，個人

情報の保護の問題は残るものの，体系的な整備が望まれる.その促進のためには，異なるデータ

の統合手法に関する研究の蓄積が必要となろう.モデルの発展とデータの豊富さが相互依存的な

関係を有しているのと同様に，複数データを共有するプラットホームの必要性は，データの統合

手法の発展と相互依存的な関係にあるものと考えられるためである.
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いずれにしても，現状を認識するためのデータと，モデル等を通じた政策評価手法の両者が揃

って，はじめて，客観的で科学的な分析手法に基づく施策立案が可能となる.この意味において，

上に述べた分析手法及び調査論の議論は不可分であることを改めて強調しておきたい.変動・変

化の情報は，施策立案を取り巻く諸問題を直接的に解決するものではないが，現状の認識及び今

後取り得る政策分析や調査の方向性に関する議論を統合的に進める上で有用な役割を担うものと

考えられ，今後，更なる研究の蓄積が望まれる.

8.4 今後の課題

以下，本研究に関する今後の課題を列挙する.

本研究では，出発時刻，活動発生，交通手段選択，時間利用といった，複数の行動側面におけ

る変動特性を明らかにすることを試みたが，経路選択，目的地選択等，評価しきれなかった行動

側面が多々残されている.また，変動構造の変化.EntIγ(Exit) poi凶を持つ変化要因の介入による

行動変化については，極めて限定的な実証分析を行ったに過ぎない.今後.2009年3月から始ま

った休日高速道路料金の引き下げの影響の評価を含め，他の側面における変動・変化についても

分析を進めていきたいと考えている.

加えて，本研究で行った一連の分析は，本来は一連のプロセスとして実行されている活動・交

通行動の意思決定を，各行動側面において区切り，個別に変動構造を特定してきた.本研究で提

案している手法は，一般化線形モデルの枠組みであれば容易に応用可能であるため，今後，例え

ばBowmanand Ben-Akiva(2000)の提案しているスケジュールモデルへの適用等を行っていきたい

と考えている.直接交通計画の立案に利用可能な，複数の行動側面を包括するモデルに内在する

変動構造を特定する意義は決して少なくないものと考えている.

さらに，変動構造の把握に向けて行った一連の分析において特に定義することが困難であった

のは空間変動であり，採用する定義によって結果は変わり得る点が課題として残される.地理学

の分野では，空間の影響を連続的に扱う地理的加重回帰モデルの開発・適用が進められており

(Fotheringham， 2002) .この手法を援用することにより，より詳細な空間変動を記述することがで

きると期待される.また，交通計画においては，空間分布の変更を伴う政策メニューが多い点を

踏まえると，異なるゾーンサイズの適用を併せて行い比較分析を行うなど，可変単位地区問題に

ついてより詳細に検討していく必要があるものと思われる.

本研究で提案したセグメント手法は，行動の類似性(目的変数に対する説明変数の寄与構造の

違いにより定義される活動種類聞の類似性)を基準とした活動種類のセグメント手法と，活動抵

抗(当該活動に付随する不効用を上回るための配分時間の闇値)を基準とした母集団のセグメン

ト手法の2つであった.両者ともに，政策分析を行うことを前提としたセグメント手法ではなか

った.今後，ある政策変数への反応の程度によりセグメントを行うなど，政策分析を行うことを

視座に据えたセグメント手法を構築したいと考えている.また，セグメントについてどこまで詳

細に議論できるかは，調査票の設計に依存する.今後，セグメントを行うことを考慮した調査設

計の在り方についても議論を加える必要がある.
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活動・交通行動を規定する因果構造が変化していくことを所与とすれば，行動変化を自動的に

モニタリングしていくことが望ましいのではないかと考えている.例えば，公共交通ICカードの

データが利用可能な状況下では，公共交通利用者の出発時刻選択を逐次更新し，出発時刻分布の

経時変化を観測していくことが考えられる.これによって，時刻表の再編を行う際に基盤となる

利用者行動の最新の情報を利用することができる.また，道路上のトラッフイクカウンターのデ

ータを用いて行動変化を観測できれば，極めて微視的なスケールの交通量の変化の把握が可能と

なると期待される.さらに，上述したContinuoussurveyが実施されるようになれば，極めて詳細

なレベルでモニタリングが可能となる.この調査の実施を促すためには モニタリングの重要性

を示す更なる研究の蓄積が望まれる.

個人内変動を観測するための文脈要因に関するデータの取得は，本研究で示したように，極め

て重要な課題の lつである.特に，活動発生や時間利用の行動側面における文脈要因を観測する

ためには，活動が発生しなかった状況に関する情報も併せて取得する必要がある.既存の交通行

動やアクティビティダイアリー調査における設聞が，活動が発生した状況下での設問(例えば，

誰と活動を行ったか，どの交通手段を利用したか等)を中心に構成されている点を踏まえると，

個人内変動の影響による活動発生プロセスを把握するためには，大幅な調査手法の改良が必要と

なると考えられる.極めて困難な課題ではあるが，多くの議論の余地が残されている.

3章において，分散を構造化することにより変動構造の長期変化を把握する手法を構築したも

のの，データの制約上，実証分析を行うことができなかった.今後，変動構造の時間軸上におけ

る変化を把握することができ，かつ，単一モテeル内において変化と変動の識別がなされる本手法

の有用性を実証的に示すことが課題である.現在.German Mobility Panelの利用申請を行ってお

り，連続時間一離散時間パネルデータの有用性を示すことを通じて，我が国における今後の調査

の在り方に関する議論を深めていきたいと考えている.
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付録A 多項目ジットモデルの分散・共分散構造及び変動構造の性質

ここでは，まず，離散選択モデ、ルを作成する際に注意すべき点である， 1)効用が絶対値に意味

を持たない点， 2)効用のスケールが相対的な点，を無視して，全選択肢に完全な分散・共分散構

造を仮定する.ただし，以下でみるように，実際は以上の 2点を無視することはできないため，

上の2点を無視した場合の分散を表す記号として σの代わりに 0を用いる.選択肢集合が4つの

場合を想定すると，各ランダム変数の完全な分散・共分散は，以下のように表される.

Yi =(片山

Yd = (Y~… rd)~腕宵(0， 0ル γs = (y~，...， r:)~加刊(0， 0J， (A.l) 

ぃ =(4ha，--， dhゐ)~M附(0， 800 )

ただい

。;|l 。ihl12 。ihl13 Oihl14 。;l 。hl θhl13 。hl
0
ih 
=1 ~h112 Oi~12 。ihl23 。ihl24

， 山'-"h一ー
。hl12 θ;2 Ohl23 。hl24

。ihl13 θihl23 iA2 h|3 Oihl34 。hl13 。hl23 OL 。川34 (A.2) 

Oihl14 Oihl24 凡134 θ2114 θhl14 。hl24 。hl34 。;4

θdJ1 OdJ12 OdJ13 OdJ14 0~1 0.J!2 0'113 内14

0
d 
= I ~dJ12 0~2 OdJ23 OdJ24 

，8
8
= 
0>112 内2 0>123 0>124 

。訓13 。訓23 θdJ3 θdJ34 内13 0.123 0~3 内34
(A.3) 

OdJ14 OdJ24 。州34 。dl4 内14 内M 0>134 0~4 

θ0011 θ。0112 。00113 θ00114 
@一|θ叫12 θよ12 。0~23 。00124。0- 。00123 。ょ13 。00134。00113 (A.4) 

θ0~14 θ。0124。00134 θ0~4 

次に，以上みた完全な分散・共分散構造に対して， 1)効用が絶対値に意味を持たない点， 2)効

用のスケールが相対的な点を考慮し，実際に推定可能なパラメータ uと上に見たパラメータ 0と

の関係を見る.まず，離散選択モデルでは，効用の差分にのみ関心があるため，ランダム変数を

含む 1つの選択肢の全てのパラメータを固定する必要がある.ここでは選択肢 1のパラメータを

固定する.次に，効用のスケールを固定するために，さらに選択肢2の個人内変動を表すランダ

ム変数ポ紬を固定する.最終的には，理論的に推定できるパラメータの数は，個人内変動につい

ては[(ふ1).1/2]・1であり，その他の変動要因については(ふ1).1/2である(Train，2003). 

以上の設定のもと，理論的に推定可能な σと推定可能性を無視して定義した θの関係は，以下

のようになる.
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'Yi = (ルY!'Yi~)-MVN(O， Lih)， 'Yh = (r~， y! ， y:)-MVN(O， Lh)， 
Yd=(y;，y;，y;)~加刊(O，Ld)，'Ys = (r; ，y:，y:)-仰何(0，LJ， (A.5) 

い=(1Jt;hds' 1J~hds ，1Jt~hds)-MVN(O， LOO) 
ただし，

σihl23 
句 )(4σhl23 Lih =σihl23 σ22 h13 σ.ih134 I，Lh =σhl23 u-h2 |3 

σihl24 σihl34 σ~14 ) l 0'" hl24 σhl34 

Ed~rσιr dd2 ln 2 σdl23 旬}E.~[σ; σ.123 u-d2 |3 σdl34 I，L" =σ"123 a，z | 
σdl24 σdl34 0'"~14 ) lO'"'124 σsl34 

( 1σω123σω124 1 
LOO =1 σ叫23 413 σ0日間 | 

σ仰 σ刷局14) 

ここで，

吋2= (1θ'~I +0~2 -20zIIJ/(1侃11+的2-2000p) 
σ;3=(θ;l+偽 -20zll3)/~佑1 +0;012-2θ叫J

σhl34 

σh2 |4 

σ.134 

us2 |4 

σ;4=(θ;1+尚一2θ'Zl14)/(1偽11+ Og~2 -2000~2 ) 
σzl23 = (O~I + Ozl23一θ'zl12-Ozll3 )/(O;~1 +0;012 -200~12) 
σ.z124 = (1吟 +Ozl24 一院112 一 θ~114)/(1的1+θん-2000j12) 
σ.zl34 = (1θわθ刺ーθ'zll3-Ozll4 )/~吋1+偽2 -200~12) 

※ z= ih， h， d， s 

また，

σん=(1ぬ+θん-200~13 )/(O~I + 01ん -200~12)
σfq4=(偽1+0;014- 2θ~0114 )/(og~1 + 0~2 -200(112) 
σ叫23= (1佑1+九123-00~12 一 θ叩レ(θ;q1+θ;ゐんq但2 一2θ仇九叫叩q仰伽1ロ2
σ0叫附qω似24= (1胤0可偽偽;ゐゐq叩1+θ仇九伽ω叫仰附q仰24 θ九伽叫叫叩l口2一θ内向0叫叫q叩14)/レV(I胤0偽仇ムん，~ + θ偽ムん2一2均θ仇0叩叩Op)2) ) 
σ叫附34= (1θ佑;ふ~I 十九阿- 00~I3 - 000~4 )/~θん +θ~~2-200~12 ) 

(A.6) 

(A.7) 

(A.8) 

(A.9) 

(A.I0) 

以上から， σと0の間には式(A.9)及び式(A.lO)に示すような関係があることが分かる.式(A.9)

及び式(A.lO)では選択肢1の全てのランダム変数及び選択肢2の個人内変動を表すランダム変数を

固定したが，以下，このような特定の選択肢のパラメータを固定することが変動構造の特定に何

ら制約を与えないことを，多項ロジットモデ〉レの変動構造の特定と併せて示す.以下ではNullモ
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デ、ノレの場合について説明を加える.

まず，基準化に用いた選択肢 1の選択肢聞の効用の差分の変動構造の例として，選択肢 1と選

択肢3との効用の差分の変動構造を以下に示す(ガンベル分布のスケールパラメータ σは定数). 

V町(U;ha-UJJ=(5;|3)+(局)+{a，ふ)+{，品)+(agOI3+σγ/3) (A.ll) 

次に，基準化に用いた選択肢 1以外の選択肢聞の効用の差分の変動構造の例として，選択肢 2

と選択肢3の効用の差分の変動構造を以下に示す.

V 訂(U;肋 -U;h de ) = (5; | 2 + 《| 3 -2 5，h | 2 3 ) + (佑+ 可13一2沼科5仇h削123
+(~可;;|2 + 5巧吋;;|3 一2怨科5ιdJ + (5;L2 + 5;ぷ3一2汚呪5久:sI23) (仏似A.川.1ロ2)

+ (1 + iJ，品吋ゐゐ|3-25A|23 +σγ/3) 

式(A.ll)及び式(A.l2)で示した変動構造を，式(A.9)及び式(A.lO)により 0を用いて記述し直すと，

それぞれ以下のようになる.

V訂(uふds-UJJ=(5J3+5Jl-252h|J(句1+勾12一2ιι011
+ (a; + 5A 一2域ι113 )/(I久侃:1 + A1 2 -2 A q J 
+ (Õd~3 + Õd~1 -2Odl13 )/(1句1+ ÕO~12 -2800112) (A.13) 

+~勾+勾 -2互113)/(勾11+句2-2OOOlI2) 
+{(句1+勾13-2OOOl13 )/(勾11+句2-2OOOJI2)+σγ/3) 

V訂(Uiムde-U;肋)=
(句2+句1-2弘12+悦+紘一2弘13-2(1句1+弘23一弘112一丸13)レ(句1+勾2-2ゐ12)
+(保+ 勾-2Bhj12 + 係+ 勾-2~13 -2(勾+ B"'23 -弘12 -O"，13))/(句1+句弘2一2域a丸弘ιq叩仰1ロ2
+ベ(句i+句勾1一2吟ι川 5佑ふわ+句勾1一2吟弘弘13一2(句勾j+弘ι23一弘弘12一弘13))/(紙a句;い1汁+句2-2a弘弘q叩12)(仏似A川1附4) 
+(1院色勾:+勾一 2域司1ロ2+ 可勾j+勾一2域色九ι13 一→2(句勾 +~ιι2お23 一角九ιIロ2-aιι13)ルレ紙陥;l+勾2-2OoOJ12) 
+(1+峨1+勾3-2OaOJI3)/句1+勾2-2am))
い((1句1+え0123-OaOJ12 -OaOJI3)/ (1句1+弘一2OaOJI2))+σγ/3)

式(A.14)を整理すると，
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Va市tLs-Uみ)=向2+句3-2弘23)A句¥+勾2-2Òo~\2) 
+~保+紘一 2Õ~23)/~佑\+弘一 2Òo~12)
+ベ(句佑2+句弘3一2 弘J 紙句;l + 勾2 一2域a丸弘q仰~lJ
+~院色勾i+ 可勾3一→2句ι2J/以陥(紙a句弘;Ll+ 勾弘2一均J
+ ((1勾2+弘一2Oo(123)/ (1旬¥+勾2-2Òo~12)+ σγ/3) 

となり， σを十分に小さくとった場合，各変動の比は，どの選択肢によって基準化を行ったとし

ても，全ての選択肢のベアで特定できることが分かる(ただし，分散スケールの問題を認識した

上で基準化する選択肢を決定することが望ましいことが指摘されている (Ben-Akiva，2001) ) . 

参考文献
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付録B最尤推定法とMCMC法の比較及び収束判定の一例

以下，最尤推定法と MCMC法の比較，及び，本研究で用いた収束判定方法について，真値が既

知である仮想データをもとに行う.以下では，通常の回帰モデル， 2項ロジットモデル，マルチ

レベル回帰モデノレ，マルチレベル2項ロジットモデルを例に挙げる.

仮想データの設定

まず，以下の線形式を設定する.

yE=β。+β.xli+β2X2; + &; (B.l) 

ここで，未知パラメータの真値をん=0.5，β1=l.0，P2=0.sとし，xiJ-N(ー1，2)，X2i -N(I，3)， e，-N(0，rr:/3) 
に従う乱数を 10，000個発生させ，式(B.l)に代入することにより Yiを作成する.以上より得られた

データを回帰モデノレの推定に用いる.

次に，式但.1)を効用と見なして，そのまま 2項ロジットモデルに援用する.具体的には，選択

肢2の効用を0に固定し，選択肢 1の効用Yiが0以上のとき選択肢 1，0より小さいとき選択肢2

が選ばれると仮定して，

nl exp(y;) n2 _ -一 ーー

...; -1 + exp (y;) ， ...; -1 + exp (y;) 
(B.2) 

として，モデ、ルの推定を行う.

次に，マルチレベルモデルの推定のためのデータセットを作成する.具体的には，式(B.1)にお

いて発生させた 10，000個のサンプルを， 500人分の行動結果を 20日間観測したデータと見なし，

個人間変動を表現する%と個人間変動を表現する eitを区別する.

yil =β。+β内i/+β2X2;/+ Y; + &iI (B.3) 

ここで， ';;を除く他の変数は式(B.l)と同じ値を用いる.YiについてはN(0，2)に従う乱数により個

人数に対応する 500個のサンプルを生成する.次に，同一個人が行った 20日分の活動に対して同

一の%を割り振ることにより Yitを作成する.

次に，式但.2)を効用と見なして，マルチレベル2項ロジットモデノレ用のデータを作成する.具

体的には，選択肢2の効用を0に固定し，選択肢 1の効用Yiが0以上のとき選択肢 1，0より小さ

いとき選択肢2が選ばれると仮定して，

pI-n;p(y;/). n2ー
l

d 一1+ exp(Yit)' ..(;/ -1 + exp(yJ 
(B.2) 

として，モデ、ルの推定を行う.

以上の設定から得られたデータセットの平均値及び分散値を表B.lに示しておく.
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表B.l シミュレーションデータ

Yi YiI Xli X2i }'i IJi p。 βl s2 

平均 0.9877 0.9562 1.0088 -1.0072 -0.0315 -0.0175 0.5 1.0 0.5 

分散 6.8495 8.8875 3.0080 2.0059 1.9702 3.3359 。 。 。

表B.2-B.5及び図B.l・B.8に，回帰モデル， 2項ロジットモデノレ，マルチレベル回帰モデル，マ

ルチレベル2項ロジットモデルの推定結果を示す. MCMC法の推定に当たっては，全てのケー

スにおいて，サンプルの生成回数を 11，000回，稼働検査期間(棄却したサンプリング回数)を 1，000

回とし，最終的に 10，000回のサンプノレを事後分布として用いた.なお，マルチレベノレモデ、ルを最

尤推定法によって解くケースにおいては，適応型求積法を用いている.

まず，回帰モデノレと 2項ロジットモデルの結果を見ると，MCMC法によって得られた推定値は，

最尤推定法の推定値と漸近的に等しいことが分かる.MCMC法によって得られた標本の時系列プ

ロットより，各パラメータが，状態空間をまんべんなくサンプリングしている様子が伺える.ま

た，標本の自己相関関数も極めて低いことから，サンプリングが効率的であることが分かる.

Geweke (1992)の収束判定方法lの結果を見ると，表中の Gewekeの値は1.96を下回っており，パラ

メータは収束していると考えられる.また，両者とも pDの値はパラメータ数にほとんど一致し

ており，従って，ランダム変数を含まないモデ、ルの場合， DICとAICは漸近的に等価なモデ、ル比

較指標であることが確認できる.

次に，マルチレベル回帰モデルと 2項ロジットモデノレの結果を見ると，標本の時系列プロット，

標本自己相関関数のプロット， Geweke (1992)の収束判定結果ともに概ね良好な結果であること示

していることが確認できる.ただし，マルチレベル2項ロジットモデノレのboについては，その標

本の時系列プロットから，状態空間をまんべんなくサンプリングしていない可能性が残る.こう

いった場合，本研究ではサンプルの生成回数を増やすことにより推定結果の安定性を確認してい

る(また，標本の自己相闘が高い場合においても，サンプルの生成回数を増やすことにより対応

した.初期値に標本系列が依存している場合は，稼働検査期間を長く設定し直すことにより対応

した).表B.6に，サンプルの生成回数を 100，000回，稼働検査期間(棄却したサンプリング回数)

を 10，000固とし， 10回毎にサンプリングを間引くことにより，最終的に 10，000回のサンプルを

事後分布として用いた場合の推定結果を併記する.この結果を見ると，わずかにboの推定値は異

なるものの，分析結果からの推論に影響を及ぼすものではないことが確認できる.なお，最尤推

定法と MCMC法の結果を比較すると，両者は漸近的に等しいことが確認できる(ただし，ランダ

ム変数の分散パラメータについては，モデルから推論を行う際に影響を与えるほどではないもの

の， MCMCの方が大きく推定する傾向にある).ただし， pDは，パラメータ数とは明らかに異な

る値を取っており，ランダム変数を含むモデルの場合，モデル比較の基準である AICとDICの持

つ意味は大きく異なる.

l得られた標本系列の前半と後半でパラメータの期待値が閉じかどうかを検定する手法.本研究では.Gweke 

(1992)に従い，前半10%と後半10%から得られるパラメータの期待値が等しいかを検定した.
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回帰モデル

回帰モデル推定結果

最尤推定法 MCMC法

パラメータ t値 s.d mean/s.d 
2.5%，97.5% 

Geweke s.e. 町lean
quantiles 

bo 0.493 0.0248 19.840 0.493 0.0248 19.883 (0.444，0.542) 0.151 

b1 0.997 0.0105 94.660 0.997 0.0105 94.853 (0.976，1.017) 0.085 

b2 0.507 0.0129 39.310 0.507 0.0128 39.555 (0.482，0.533 ) 0.049 

残差
3 .336[ 1.827] 3.338[1.827] 0.0477 (3.246，3.433) -0.671 

(分散I標準偏差1)
最終対数尤度 -20212.43 

AIC 40432.86 

1og[mean(π(xI8))] -20214.45 

1og[π(xl mean(8))] -20212.45 

pD 4.000 

D1C 40432.9 

サンプル数 10，000 10，000 

表8.2
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2項口ジッ トモデル

2項目ジットモデル推定結果

最尤推定法 MCMC法

パラメータ t値 s.d. meanJs.d 
2.5%，97.5% 

Geweke s.e. 町lean
qu飢 tiles

bo 0.434 0.0343 12.659 0.434 0.0331 13.113 (0.368，0.497) -0.004 

b1 0.946 0.0210 44.994 0.946 0.0213 44.360 (0.905，0.99) -0.144 

b2 0.464 0.0196 23.637 0.464 0.0195 23.828 (0.426，0.504) 0.149 

最終対数尤度 -4603.72 

AIC 9213.43 

1og[me制作(xI8))] -4605.19 

1og[π(xl mean(8))] -4603.72 

pD 2.944 

DIC 9213.32 

サンプル数 10，000 10，000 
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マルチレベル回帰モデル

表B.4 マルチレベル回帰モデル推定結果

最尤推定法 MCMC法

パラメータ t値 s.d. mean/s.d 
2.5%，97.5% 

Geweke s.e 町】ean
quantiles 

bo 0.464 0.0683 6.800 0.466 0.0711 6.554 (0.32，0.604) -0.397 

bl 0.998 0.0108 92.308 0.998 0.0107 92.924 (0.977，1.019) -0.715 

b2 0.511 0.0132 38.715 0.511 0.0131 38.919 (0.485，0.537) -0.123 

残差
3.336[1.826] 3.337[1.827] 0.0477 (3.244，3.431 ) 0.464 

(分散[標準偏差])
. 

個人間変動
2.017[1.420] 2.028[1.424] 0.1387 (1. 776，2.318) -1.464 

(分散[標準偏差J)
. 

最終対数尤度 -20863 

AIC 41736 

log[me飢 (π(xIO))] -20213.5 

log[π(xl me飢 (0))] -19981.0 

pD 465.144 

DIC 40892.2 

サンプル数 10，000 10，000 
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マルチレベル2項目ジッ トモデル

マルチレベル2項目ジッ トモデル推定結果

最尤推定法 MCMC法

パラメータ t値 s.d. meanJs.d. 
2.5%，97.5% 

Geweke s.e. 町lean
quantiles 

bo 0.419 0.0686 6.110 0.416 0.0666 6.243 (0.285，0.554) 1.021 

bl 0.942 0.0218 43.150 0.944 0.0229 41.129 (0.899，0.99) -0.123 

bz 0.449 0.0208 21目560 0.450 0.0211 21.277 (0.409，0.491 ) 0.824 

個人間変動
1.680[1.29句 1.714[1.309] 0.1517 (1.437，2.024) -1.445 

(分散[標準偏差J)

最終対数尤度 -4597 

AIC 9202 

log[mean(π(xI9))] -4171.3 

log[π(xl mean(9))] -3965.4 

pD 411.733 

DIC 8754.3 

サンプル数 10，000 10，000 
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